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序     文 
 

 農業開発協力部、林業水産開発協力部が所管するプロジェクト方式技術協力の実施中のプロジ

ェクトで、開発途上国に派遣されている専門家チームのリーダーと各省庁関係者、当事業団関係

者等が一堂に会し、各プロジェクト現状、運営上の問題点やその対応等について、相互に経験の

交流や情報・意見の交換を行い、これら協力事業の円滑かつ効果的な運営に資すことを目的とし

て開催される本会議は、1971年以降毎年開かれており、本年で27回目となりました。 

 プロジェクト方式技術協力は、案件数増加と、その内容についても年々多岐にわたり、多様化、

ソフト化、グローバル化等の進展に伴う当事業団の事業実施方針や、それに基づく平成11年度の

予算原案、計画等を中心に精力的に討議、検討が行われました。 

 また、プロジェクト方式技術協力とその連携のあり方を指向する目的で南米の三農業総合試験

場の場長及び開発協力事業の実証調査プロジェクトのリーダーに本年も参加頂くことになりまし

た。 

 この報告書で取りまとめましたとおり、今回各リーダーからのご意見や御要望については、よ

り効果的・効率的な国際協力を実施していくための貴重な提言・情報として、可能な限り迅速に

フィードバックしていくとともに、継続的な検討課題については、これらの意見を反映した、効

果的・効率的協力に繋がる改善のための努力を予算要求等で具体化していきたいと考えておりま

す。 

 最後になりましたが、今年度の会議開催にあたってご尽力頂きました、関係各省庁、関係プロ

ジェクトの皆様並びに関係者等に対し、心より御礼申し上げます。 

 

   平成11年３月 

 

                     国際協力事業団 
                     農業開発協力部 
                部 長  戸 水 康 二 
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(1) 平成10年度農林水産業協力プロジェクト・リーダー会議実施要領 
 

１．目的 

 農林水産業に係るプロジェクト方式技術協力事業について、各プロジェクトの現状、問題点及

びそれらへの対応策等の検討並びに相互の経験交換を行い、プロジェクトに共通する問題点等に

ついての討議を行うとともに、平成11年度の事業計画等についての検討を行い、もって農林水産

業協力事業の円滑かつ効果的な推進に資することを目的とする。 

 

２．開催時期及び開催場所（別紙 会議詳細日程表参照） 

 ・全体期間 平成11年２月１日（月）～平成11年２月12日（金）（12日間） 

 

 (1) 農林水産業協力プロジェクト・リーダー会議全体会議 

  ＜アジア・大洋州地域のプロジェクト＞ 

      ２月１日（月）～２月９日（火）（９日間） 

  ＜中近東・アフリカ・中南米・東欧地域のプロジェクト＞ 

      ２月３日（水）～２月12日（金）（９日間） 

  ① 農林水産業協力プロジェクト全体会議 ：２月４日PM 

   ２月８日AM 

  ② 農林水産業協力プロジェクト分野別会議 ：２月５日 

  ③ プロジェクト関連国内委員会／個別会議： 

   ・アジア・大洋州地域のプロジェクト ：２月１日～９日 

   ・中近東・アフリカ・中南米・東欧地域のプロジェクト ：２月３日～12日 

 

 (2) プロジェクト方式技術協力全体会議（鉱開部と合同） ：２月４日AM 

 

 (3) 開催場所：国際協力事業団 本部 及び 国際協力総合研修所 

 

３．出席予定者（別紙 出席リーダーなど一覧参照） 

 (1) プロジェクト・リーダー ：77名 

  ① アジア・大洋州地域 ：40名 

  ② 中近東・アフリカ・中南米・東欧地域 ：37名 

   （原則として、平成10年12月１日以前に開始し、平成11年５月１日以降に終了するプロジ

ェクトで農業開発協力部長、林業水産業協力部長が承認するプロジェクトのリーダーを



対象とする。南米３農業試験場、フォローアップのプロジェクトは対象とするが、アフ

ターケアは対象としない。） 

 

 (2) 各省関係者（外務省、文部省、農林水産省など関係省） 

 

 (3) 国際協力事業団本部関係者 

 

４．会議形態 

 (1) プロジェクト方式技術協力全体会議（鉱開部と合同） 

  ①「JICA事業を巡る動向と平成11年度予算の特徴」（企画部） 

  ②「モニタリング・評価について」（評価監理室） 

  ③「機材調達業務の迅速化について」（調達部） 

 

 (2) 全体会議（農林水産業協力のみ） 

  ① 事業実績と事業方針 

  ② 平成11年度予算政府原案（概算要求） 

  ③ 農林水産業協力に係る関連事項 

  ④ 関係各部報告（調達部、研修事業部、派遣事業部、農林水産開発調査部） 

  ⑤ プロジェクトの現況報告 

  ⑥ 分野別分科会結果報告及び全体討議 

  ⑦ 要望事項取りまとめ 

  ⑧ 総括質疑等 

 

 (3) 分野別分科会：特定議題討議（各課毎） 

   農業開発協力部 

      農業技術協力課： １．モニタリング・評価について 

       ２．貧困対策への取り組みについて 

      畜産園芸課： １．モニタリング・評価について 

       ２．プロジェクト成果の広め方 

   林業水産開発協力部 

      林業技術協力課： ・社会林業プロジェクトを形成・実施する場合に有効な協力 

        構想と留意点 

      水産業技術協力課： ・環境を重視した水産協力への取り組みについて 
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 (4) 個別協議 

   平成11年度事業計画等に係るプロジェクト関係各部との協議 

 

 (5) プロジェクト関連国内委員会 
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(2) 平成10年度農林水産業協力プロジェクト・リーダー会議出席者一覧 
 

１．外務省 

NO. 省  庁 氏  名 

M-1 経済協力局技術協力課 
首席事務官 浅利 秀樹 

M-2 経済協力局技術協力課 
課長補佐 橘  政行 

 

２．農林水産省 

NO. 省  庁 氏  名 

M-3 農林水産審議官 熊澤 英昭 

M-4 経済局国際部技術協力課 
課長 鈴木 昭二 

M-5 経済局国際部技術協力課 
課長補佐 米野 篤廣 

M-6 経済局国際部技術協力課 
海外技術協力官 和田 充和 

M-7 経済局国際部技術協力課 
海外技術協力官 田熊 秀行 

M-8 経済局国際部技術協力課 
海外技術協力官 栗山 喬行 

M-9 経済局国際部技術協力課 
プロジェクト管理係長 小原  修 

M-10 経済局国際部技術協力課 プロジェクト企画係長 平形 和世 

M-11 統計情報部企画調整課国際統計室 課長補佐 青山 元吉 

M-12 統計情報部企画調整課国際統計室 技術協力係長 三宅 康弘 

M-13 構造改善局建設部設計課 海外技術調査係長 加藤 孝 

M-14 農産園芸局農産課 課長補佐 筬島 一浩 

M-15 農産園芸局畑作振興課 養蚕技術係長 林原 正浩 

M-16 畜産局畜政課 国際経済係長 藤澤 眞一 

M-17 技術会議事務局 技術協力係長 佐野 文昭 
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３．林野庁 

NO. 省  庁 氏  名 

M-18 林野庁指導部計画課海外林業協力室 課長補佐 柴田 晋吾 

 

４．水産庁 

NO. 省  庁 氏  名 

M-19 水産庁国際課海外漁業協力室 課長補佐 平石 一夫 

M-20 水産庁国際課海外漁業協力室 技術協力係 渡辺 浩二 

 

５．国際協力事業団 

NO. 国際協力事業団 氏  名 

J-1 副 総 裁 東  久雄 

J-2 理 事 亀若  誠 

J-3 理 事 阿部 秀樹 

J-4 専門技術嘱託 菊池 雅夫 

J-5 評価管理室 
調査役 山本 愛一郎 

J-6 企画部企画課 
課長 力石 寿郎 

J-7 調達部管理課 
課長 杉原 敏雄 

J-8 調達部契約第一課 
課長 鈴木 邦雄 

J-9 研修事業部管理課 
課長代理 浅野  哲 

J-10 派遣事業部技術者管理課 
課長 松野  裕 

J-11 派遣事業部技術者管理課 
課長代理 河崎 充良 

J-12 農林水産開発調査部 
部長 鶴見 和幸 

J-13 農業開発協力部 
部長 戸水 康二 

J-14 農業開発協力部計画課 
課長 松谷 広志 

J-15 農業開発協力部計画課 
課長代理 佐藤 保雄 
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NO. 国際協力事業団 氏  名 

J-16 農業開発協力部計画課 
課長代理 内海  晋 

J-17 農業開発協力部農業技術協力課 
課長 中原 正孝 

J-18 農業開発協力部農業技術協力課 
課長代理 岩谷  寛 

J-19 農業開発協力部農業技術協力課 
課長代理 金子 健二 

J-20 農業開発協力部畜産園芸課 
課長 萩原  知 

J-21 農業開発協力部畜産園芸課 
課長代理 向井 一朗 

J-22 農業開発協力部畜産園芸課 
課長代理 熊谷 法夫 

J-23 林業水産開発協力部 
部長 黒木  亮 

J-24 林業水産開発協力部計画課 
課長 高橋 嘉行 

J-25 林業水産開発協力部計画課 
課長代理 相葉  学 

J-26 林業水産開発協力部林業技術協力課 
課長 岩崎  薫 

J-27 林業水産開発協力部林業技術協力課 
課長代理 藤井 知之 

J-28 林業水産開発協力部水産業技術協力課 
課長 丹羽  行 

J-29 林業水産開発協力部水産業技術協力課 
課長代理 吉田 勝美 

J-30 筑波国際センター 
次長 渡辺 正夫 

 

リーダー等出席者一覧表 

平成10年度農林水産業プロジェクト・リーダー会議参加リーダー数（課別／地域別） 

 アジア・大洋州地域 中近東・アフリカ・中南米・ 
東欧地域 計 

農技課 17 （17）  8 （ 8） 25（25） 

畜園課  9 （12） 12（三農試含） （12） 21（24） 

林技課 10 （12）  7 （ 6） 17（18） 

水産課  2 （ 4） 10 （ 9） 12（13） 

農林投課  2 （ 2）  0 （ 0） 2（ 2） 

計 40 （47） 37 （35） 77（82） 

（  ）：H９実績 
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平成１０年度農林水産業協力プロジェクト・リーダー会議リーダー等出席者一覧 

アジア、大洋州地域（グループＡ）農業分野 

農業分野のプロジェクト 

NO 国 名 プロジェクト名 協力期間 ﾘｰﾀﾞｰ等氏名 派遣期間 備 考 

A-1 フィリピン 土壌研究開発センター
（Ⅱ） 95.02.01～00.01.31 ｱﾗﾗｷﾞ ﾐﾁｵ 蘭  道生 97.01.15～00.01.31  

A-2 フィリピン 農薬モニタリング体制
改善 97.03.31～02.07.31 ｶｻﾞﾉ ﾋｶﾙ 風野 光 97.03.31～99.03.30  

A-3 フィリピン 高生産性稲作技術研究 97.08.01～02.07.31 ﾀｶﾊｼ ﾋﾄｼ 高橋 均 97.08.01～99.07.31  

A-4 フィリピン ボホール総合農業振興 96.11.11～01.11.10 ｲｸﾞﾁ ﾅｵｷ 井口 尚樹 96.11.11～99.02.26  

A-5 フィリピン 農村生活改善研修強化 96.06.15～01.06.14 ｲﾜｻｷ ﾐﾁｺ 岩崎 美智子 96.12.03～99.06.02  

A-6 インドネシア 灌漑排水技術改善 94.06.10～99.06.09 ｼﾐｽﾞ ﾏｻｷ 清水 真幸 94.06.14～99.06.09  

A-7 インドネシア 農水産業統計技術改善 94.10.01～99.09.30 ｲｼｲ  ﾀｸﾏ 石井 琢磨 97.10.01～99.09.30  

A-8 インドネシア 大豆種子増殖・研修 96.07.01～01.06.30 ｻﾝﾌﾞｲﾁ ﾀｶｼ 三分一 敬 98.07.22～00.07.21  

A-9 インドネシア 優良種馬鈴しょ増殖システム整備 98.10.01～03.09.30 ｶﾀﾔﾏ ｹｲｼ 片山 恵之 98.10.01～00.09.30  

A-10 中国 灌漑排水技術開発研修
センター F/U 93.06.10～00.06.09 ｾｷ ﾐﾂｵ 関 光男 97.05.25～99.06.09  

A-11 中国 湖北省江漢平原四湖湛
水地域総合開発 97.01.10～02.01.09 ﾀﾆ ﾋﾛﾉﾘ 谷 宏則 97.09.08～99.09.07  

A-12 スリ・ランカ ガンパハ農業普及改善 94.07.01～99.06.30 ﾔｽﾉﾌﾞ ﾖｼﾋﾛ 安延 義弘 97.06.15～99.06.30  

A-13 スリ・ランカ 植物検疫所 94.07.01～99.06.30 ｲｹｶﾞﾐ ﾔｽﾊﾙ 池上 雍春 94.07.01～99.06.30  

A-14 タイ 東部タイ農地保全 F/U 93.06.10～99.06.09 ｻｶｲ ｼﾉﾌﾞ 境 忍 96.06.02～99.06.09  

A-15 ラオス ヴィエンチャン県農業
農村開発(Ⅱ) 97.11.01～02.10.31 ｱﾗｷ  ﾌ ﾐ ｵ 荒木 富美雄 98.05.16～00.05.15  

A-16 ミャンマー 灌漑技術センター 95.04.01～99.03.31 ﾀﾂﾀ  ｼﾞﾝｳｴﾓﾝ 龍田 甚右衛門 95.09.16～99.03.31 
ﾌｪｰｽﾞⅡ 
実施予定 

A-17 ヴィエトナム ハノイ農業大学強化 98.09.01～02.08.31 ﾁｮｳ ｹﾝｼﾞ  長 憲次 98.11.10～00.11.09  

 合 計 ８か国  17プロジェクト   

 

アジア、大洋州地域（グループＡ）畜産・園芸分野 

畜産・園芸分野のプロジェクト 

NO 国 名 プロジェクト名 協力期間 ﾘｰﾀﾞｰ等氏名 派遣期間 備 考 

A-18 中国 河北省飼料作物生産利
用技術向上 95.04.01～00.03.31 ﾌｼﾞﾀ ｶｽﾞｵ 藤田 和夫 97.08.01～99.07.31  

A-19 中国 内蒙古乳製品加工技術
向上 94.06.01～99.05.31 ｵｻﾞﾜ ｼｭｳｼﾞ 小澤 周司 97.05.16～99.05.15  

A-20 モンゴル 家畜感染症診断技術改
善 97.07.01～02.06.30 ﾖｼｶﾜ  ﾋﾛﾔｽ 吉川 博康 98.07.01～99.06.30  

A-21 ミャンマー シードバンク 97.06.01～02.05.31 ﾜﾀﾅﾍﾞ ｼﾝｼﾞ 渡邊 進二 97.10.08～99.04.25  

A-22 ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ 家禽管理技術改良 92.06.14～97.06.13 ｲﾜﾏ  ﾀﾂｵ 岩間 達夫 97.12.02～99.12.01  

A-23 インド 二化性養蚕技術実用化
促進 97.11.01～02.10.31 ｶﾜｶﾐ ｷﾖｼ 河上 清 97.04.10～99.04.09  

A-24 マレイシア 未利用資源飼料化 97.04.01～02.03.31 ﾊﾔｶﾜ ﾋﾛﾌﾐ 早川 博文 97.04.10～99.04.09  

A-25 インドネシア 酪農技術改善 97.03.03～02.03.02 ﾅｶﾊﾞﾔｼ ｹﾝ 中林  見 97.04.10～99.04.09  

A-26 ネパール 園芸開発（Ⅱ）F/U 97.11.12～99.11.11 ﾄﾐﾔｽ ﾕｳｲﾁ 冨安 裕一 97.03.03～99.03.02  

 合 計 ８か国  ９プロジェクト   
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アジア、大洋州地域（グループＡ）林業分野 

林業分野のプロジェクト 

NO 国 名 プロジェクト名 協力期間 ﾘｰﾀﾞｰ等氏名 派遣期間 備 考 

A-27 インドネシア 熱帯降雨林研究（Ⅲ） 94.01.01～99.12.31 ﾓﾘ ﾄｸﾉﾘ 森 徳典 98.01.10～00.01.09  

A-28 インドネシア 森林火災予防 96.04.15～01.04.14 ﾐﾔｶﾜ ﾋﾃﾞｷ 宮川 秀樹 96.05.21～99.03.20  

A-29 インドネシア 林木育種(Ⅱ) 97.12.01～02.11.30 ﾀﾝﾄﾞｳ ｵｻﾑ 丹藤 修 97.12.14～99.12.13  

A-30 インドネシア マングローブ林資源開発現地実証調査（開協） 
F/U 

92.12.01～99.11.30 ｲﾀﾞ  ｱﾂｵ 井田 篤雄 97.09.01～99.11.30  

A-31 中国 湖北省林木育種 96.01.15～01.01.14 ｴｲｶﾞ ｼｹﾞﾙ 栄花 茂 98.01.06～01.01.14  

A-32 中国 寧夏森林保護研究 94.04.01～99.03.31 ﾌﾙﾓﾄ  ﾀﾀﾞｼ 古本 忠 96.07.02～99.03.31  

A-33 タイ 未利用農林植物研究 96.08.01～01.07.31 ｺﾊﾞﾔｼ ﾖｼﾅﾘ 小林 良生 97.06.29～99.06.28  

A-34 ラオス 森林保全・復旧（Ⅱ） 98.07.16～03.07.15 ｲｵｷ   ｱﾂｼ 五百木 篤 98.07.16～99.05.15  

A-35 ネパール 村落振興・森林保全 94.07.16～99.07.15 ﾔﾅｷﾞﾊﾗﾔｽｸﾆ 柳原 保邦 97.05.27～99.07.15  

A-36 ヴィエトナム ﾒｺﾝﾃﾞﾙﾀ酸性硫酸塩土壌造林技術開発 97.03.20～00.03.19 ﾅｶﾊﾞﾔｼｶｽﾞｵ 中林 一夫 97.03.20～00.03.19  

A-37 マレイシア 複層林施業技術現地実
証調査F/U（開協） 96.11.01～99.10.31 ｻｶﾓﾄ ｽｽﾑ 坂本 進 97.03.04～99.10.31  

A-38 ﾊﾟﾌﾟｱ･ﾆｭｰｷﾞﾆｱ 森林研究（Ⅱ） 95.04.01～00.03.31 ﾌﾙｺｼ ﾀｶﾉﾌﾞ 古越 隆信 98.03.20～00.03.31  

 合 計 ８か国  12プロジェクト   

 

アジア、大洋州地域（グループＡ）水産分野 

水産分野のプロジェクト 

NO 国 名 プロジェクト名 協力期間 ﾘｰﾀﾞｰ等氏名 派遣期間 備 考 

A-39 インドネシア 多種類種苗生産技術開発 94.04.02～99.04.01 ｲｹﾉｳｴ  ﾋﾛﾑ 池ノ上 宏 96.09.16～99.04.01  

A-40 マレイシア 水産資源環境研究 98.05.12～03.05.11 ﾉﾛ  ﾀﾀﾞﾋﾃﾞ 野呂 忠秀 98.05.12～99.05.11  

A-41 トルコ＊ 黒海水域増養殖開発 97.04.16～02.04.15 ﾊﾗ ｼﾛｳ 原 士郎 97.04.15～99.04.14  

A-42 マラウイ＊ 在来種増養殖研究 96.04.01～99.03.31 ｵｵﾊｼ ﾓﾄﾋﾛ 大橋 元裕 96.04.01～99.03.31 任期 
延長予定 

A-43 テュニジア＊ 漁業訓練 98.08.01～01.07.31 ｴﾄｳ  ｾｲｲﾁ 江藤 誠一 98.07.02～00.07.01  

 合 計 ５か国  ５プロジェクト   

＊トルコ、マラウイ、テュニジアについては、プロジェクト数の調整のためグループＡに入れることとする 
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中近東、アフリカ、中南米、東欧地域（グループＢ）農業分野 

農業分野のプロジェクト 

NO 国 名 プロジェクト名 協力期間 ﾘｰﾀﾞｰ等氏名 派遣期間 備 考 

B-1 パラグァイ ピラール南部地域農村
開発 94.07.01～99.06.30 ﾑﾗﾔﾏ ﾁｭｳｲﾁ 村山 忠一 94.07.02～99.06.30  

B-2 パラグァイ 大豆生産技術研究 97.10.01～02.09.30 ﾊｼﾓﾄ ｺｳｼﾞ 橋本 鋼二 97.10.01～99.09.30  

B-3 ホンデュラス かんがい排水技術開発 94.10.01～99.09.30 ｴﾋﾞﾊﾗ  ﾖｳｼﾞ 海老原 洋司 97.02.15～99.02.14  

B-4 ブラジル セラード農業環境保全
研究 94.08.01～99.07.31 ﾔﾏｼﾀ ﾀﾀﾞｱｷ 山下 忠明 97.07.28～99.07.31  

B-5 メキシコ モレロス州野菜生産技
術改善 96.03.01～01.02.28 ﾆｼﾉ   ﾋﾛｼ 西野 寛 98.03.23～00.03.22  

B-6 タンザニア キリマンジャロ農業技
術者訓練センター 94.07.01～99.06.30 ｺｲﾌﾞﾁ ﾉﾎﾞﾙ 鯉渕 登 94.07.04～99.06.30  

B-7 ガーナ 灌漑小規模農業振興 97.08.01～02.07.31 ﾂｼﾞﾓﾄ ﾄｼﾕｷ 辻本 壽之 97.08.15～99.08.14  

B-8 ルーマニア 灌漑システム改善 96.03.01～01.02.28 ｱﾝﾖｳｼﾞ ﾋｻｵ 安養寺 久男 96.04.01～99.03.31  

 合 計 ７か国  ８プロジェクト   

 

中近東、アフリカ、中南米、東欧地域（グループＢ）畜産・園芸分野 

畜産・園芸分野のプロジェクト 

NO 国 名 プロジェクト名 協力期間 ﾘｰﾀﾞｰ等氏名 派遣期間 備 考 

B-9 ウルグァイ 獣医研究所強化 96.10.01～01.09.30 ｲﾉｳｴ ﾀﾀﾞﾋﾛ 井上 忠恕 96.10.01～99.09.30  

B-10 ウルグァイ 果樹保護技術改善 95.03.01～00.02.29 ｵｶﾞﾀ ﾘｮｳｽｹ 尾形 亮輔 97.04.16～99.04.15  

B-11 パラグァイ 小農野菜生産技術改善 97.04.01～02.03.31 ｲｼｼﾞﾏ ﾀｶｼ 石島 嶄 97.04.02～99.04.01  

B-12 ブラジル 南ブラジル小規模園芸
研究 96.12.01～01.11.30 ﾔﾅｾ  ﾊﾙｵ  柳瀬 春夫 96.12.02～00.11.15  

B-13 ﾄﾞﾐﾆｶ共和国 山間傾斜地農業開発 97.09.01～02.08.31 ﾔｻﾞﾜ ｻﾀﾛｳ 矢澤 佐太郎 97.09.01～00.05.12  

B-14 ボリヴィア 肉用牛改善 96.07.01～01.06.30 ｲﾏｲｽﾞﾐ ｴｲﾀﾛｳ 今泉 英太郎 98.08.21～00.08.20  

B-15 ｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝ 植物ウイルス研究 95.03.01～00.02.29 ｽｷﾞｳﾗ ﾐﾖｼﾞ 杉浦 巳代冶 98.02.28～00.02.29  

B-16 ブルガリア はっ酵乳製品開発 97.07.01～02.06.30 ｲﾜｸﾗ ｻｶｴ 岩倉 栄 97.07.02～99.07.01  

B-17 パナマ 牛生産性向上計画 98.04.11～03.04.10 ﾀｶｸﾗ  ﾋﾛｽｹ 高倉 宏輔 98.05.16～00.05.15  

 合 計 ８か国  ９プロジェクト   

 

－9－



 
中近東、アフリカ、中南米、東欧地域（グループＢ）林業分野 

林業分野のプロジェクト 

NO 国 名 プロジェクト名 協力期間 ﾘｰﾀﾞｰ等氏名 派遣期間 備 考 

B-18 ケニア 半乾燥地社会林業普及
モデル開発 97.11.26～02.11.25 ﾐｼﾏ ｾｲｲﾁ 三島 征一 97.11.26～99.07.25  

B-19 タンザニア キリマンジャロ村落林
業（Ⅱ）F/U 98.01.15～00.01.14 ﾉﾀﾞ  ﾅｵﾄ 野田 直人 96.01.05～00.01.14  

B-20 ブラジル アマゾン森林研究 
（Ⅱ） 98.10.01～03.09.30 ｽｽﾞｷ  ﾃﾙﾉﾌﾞ 鈴木 晧史 98.10.01～99.07.31  

B-21 パラグァイ 東部造林普及 96.04.24～01.04.23 ｱｸﾂ   ﾕｳｿﾞｳ 阿久津 雄三 96.06.19～99.03.31  

B-22 ウルグァイ 林産品試験技術 98.10.01～03.09.30 ｵｵﾀ  ｻﾀﾞｱｷ 太田 貞明 98.10.01～00.09.30  

B-23 ボリヴィア タリハ渓谷住民造林浸
食防止 98.10.01～03.09.30 ﾀﾊﾞﾀ  ﾀｸｼﾞ 田畑 卓爾 98.10.01～00.09.30  

B-24 パナマ 森林保全技術開発 94.04.01～99.03.31 ﾀｶﾉ   ｹﾝｲﾁ  高野 憲一 97.04.10～99.04.09  

 合 計 ６か国  ７プロジェクト   

 

中近東、アフリカ、中南米、東欧地域（グループＢ）水産分野 

水産分野のプロジェクト 

NO 国 名 プロジェクト名 協力期間 ﾘｰﾀﾞｰ等氏名 派遣期間 備 考 

B-25 オマーン 漁業訓練  F/U 97.11.26～02.11.25 ｻｴｷ  ﾔｽﾋｺ 佐伯 靖彦   

B-26 モロッコ 水産専門技術訓練セン
ター  ﾄﾂﾞｶ ｼｭﾝｼﾞ 

戸塚 峻二   

B-27 モーリシァス 沿岸資源・環境保全  ｲﾜﾓﾄ  ﾋﾛｼ 
岩本 浩   

B-28 ｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝ 水産資源評価管理  ﾁｸﾆ  ｼﾛｳ 
千國 史郎   

B-29 チリ 貝類増養殖開発  ｶﾜﾑﾗ ｶｽﾞﾋﾛ 
川村 一廣   

B-30 ﾄﾘﾆﾀﾞｯﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ 漁業訓練  ｾﾝｶﾞ  ｶｽﾞｵ 
千賀 和雄  任期 

延長予定 

B-31 マダガスカル 北西部養殖振興  ｽｴﾐﾂ  ﾏｻﾉﾘ 
末光 政典   

 合 計 ７か国  ７プロジェクト   

 

中近東、アフリカ、中南米、東欧地域（グループＢ）三農試分野 

農業総合試験場ー農業分野、園芸総合試験場ー畜産・園芸分野 

NO 国 名 プロジェクト名 協力期間 ﾘｰﾀﾞｰ等氏名 派遣期間 備 考 

B-32 ボリヴィア ボリヴィア農業総合試
験場(CETABOL) 70.04.01～00.00.00 ｺﾎﾘ  ﾔｽﾕｷ 小堀 泰之 97.10.17～00.00.00  

B-33 パラグァイ パラグァイ農業総合試
験場(CETAPAR) 62.08.01～00.00.00 ｵｵﾀ  ﾐﾂﾋｺ 太田 光彦 97.02.19～00.00.00  

B-34 ｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝ ｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝ園芸総合試験
場(CETEFFHO) 62.08.01～00.00.00 ｲｼﾊﾞｼ ﾘｭｳｽｹ 石橋 隆介 99.02.01～00.00.00  

 合 計 ３か国  ３プロジェクト   

（原則として、平成10年（1998年）12月１日以前に開始し、平成11年（1999年）５月１日以降に
終了するプロジェクトのリーダーをその対象とします。） 
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(3) 会議詳細日程表 
 

日順 月 日 時 間 内    容 備    考 

１ １月31日   アジア・太平洋地域のプロジェクト・ 

 （日）   リーダー到着 

２ ２月１日 10：00～ アジア・太平洋地域のプロジェクト・リーダー ［本部７階東 農業開発協力部／林業 

 （月）  出席登録・受付  開発協力部 計画課（リーダー会議 

     事務局）］ 

     

  10：30～17：00 【個別協議】平成11年度事業計画等 プロジェクト担当課、関係各省、関係 

          （各プロジェクト） 各委託先 

   【関連国内委員会】 《本部内会議室》 

     

３ ２月２日 10：00～17：00 【個別協議】平成11年度事業計画等 プロジェクト担当課、関係各省、関係 

 （火）         （各プロジェクト） 各委託先 

   【関連国内委員会】 《本部内会議室》 

     

    中近東・アフリカ・中南米・東欧地域 

    のプロジェクト・リーダー到着 

４ ２月３日 10：00～ 中近東・アフリカ・中南米・東欧地域のプロ  

 （水）  ジェクト・リーダー出席登録・受付  

  10：00～17：00 【個別協議】平成11年度事業計画等 プロジェクト担当課、関係各省、関係 

          （各プロジェクト） 各委託先 

   【関連国内委員会】 《本部内会議室》 

     

５ ２月４日 10：00～12：30 【全体会議】（鉱開部と合同）  

 （木） 10：00～10：10 ・外務省挨拶 外務省 浅利首席事務官 

  10：10～10：55 ・JICA事業を巡る動向と平成11年度予算の特徴 企画部 企画課長 

  10：55～11：25 ・モニタリング・評価について 評価監理室 調査役 

  11：25～12：10 ・機材調達業務の迅速化について 調達部 管理課長 

  12：10～12：30 ・質疑応答 《国際協力総合研修所 国際会議場》 

  12：30～13：30 【昼食】  

  13：30～ 【農林全体会議－Ⅰ】  

  13：30～13：45 1.主催者挨拶 東副総裁 

  13：45～14：00 2.関係各省挨拶 農林水産省 熊澤農林水産審議官 

  14：00～14：20 3.平成11年度プロジェクト運営の基本方針について 亀若理事 

  14：20～15：10 4.平成10年度事業実績及び平成11年度事業実施方針 農業開発協力部 

  15：10～15：30 5.質疑応答  

  (15：30～16：00) （コーヒーブレーク）  
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日順 月 日 時 間 内    容 備    考 

   6.関係事業部報告  

  16：00～16：20   (1) 機材調達について 調達部契約一課 

  16：20～16：50   (2) Ｃ／Ｐ研修について 研修事業部、筑波国際センター 

  16：50～17：10   (3) 専門家福利厚生等について 派遣事業部技術者管理課 

  17：10～17：30   (4) 開発調査、開発協力について 農林水産開発調査部 

  17：30～18：00 7.質疑応答  

  18：00～18：10 8.分野別分科会の討議テーマについて 農業開発協力部 計画課長 

    《国際協力総合研修所 国際会議場》 

  18：30～ 【懇親会】理事主催  

    《国際協力総合研修所 400号会議室》 

6 ２月５日 10：00～17：00 【農林水産分野別分科会】  

 （金）  農業開発協力部  

    農業技術協力課：  

      1.モニタリング・評価について  

      2.貧困対策への取り組みについて  

    畜産園芸課：  

      1.モニタリング・評価について  

      2.プロジェクト成果の広め方  

   林業水産開発協力部  

    林業技術協力課：  

       社会林業プロジェクトを形成・実施する  

       場合に有効な協力構想と留意点  

    水産業技術協力課：  

       環境を重視した水産協力への取り組み  

       について 《本部内会議室》 

７ ２月６日  （休日）  

 （土）    

８ ２月７日  （休日）  

 （日）    

９ ２月８日 10：00～ 【農林全体会議－Ⅱ】  

 （月）  1.分野別分科会検討結果報告及び討議 報告者：各分科会座長 

   2.要望事項取りまとめ 林業水産開発協力部 計画課長 

   3.総括質疑  

   4.会議総括 外務省、農林水産省 

    亀若理事 

    《国際協力総合研修所 国際会議場》 

  12：30～13：30 【昼食】  
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日順 月 日 時 間 内    容 備    考 

  13：30～ 【個別協議】平成11年度事業計画等 プロジェクト担当課、関係各省、関係 

          （各プロジェクト） 各委託先 

    《本部内会議室》 

     

10 ２月９日 10：00～17：00 【個別協議】平成10年度事業計画等 プロジェクト担当課、関係各省、関係 

 （火）         （各プロジェクト） 各委託先 

   【関連国内委員会】 《本部内会議室》 

     

11 ２月10日 10：00～17：00 【個別協議】平成11年度事業計画等 プロジェクト担当課、関係各省、関係 

 （水）         （各プロジェクト） 各委託先 

   【関連国内委員会】 《本部内会議室》 

     

    アジア・大洋州地域のプロジェクト・ 

    リーダー帰任 

11 ２月11日  （休日）  

 （木）    

12 ２月12日 10：00～17：00 【個別協議】平成11年度事業計画等 プロジェクト担当課、関係各省、関係 

 （金）         （各プロジェクト） 各委託先 

   【関連国内委員会】 《本部内会議室》 

     

13 ２月13日   中近東・アフリカ・中南米・東欧地域 

 （土）   のプロジェクト・リーダー帰任 
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（午前10時00分 開会） 

 

【松谷農業開発協力部計画課長（司会）】 皆様おはようございます。ただいまより農業開発協力

プロジェクト並びに林業及び水産開発協力プロジェクト、それから、鉱工業開発協力プロジェク

トの合同の平成10年度リーダー会議の全体会議を開催いたします。 

 リーダーの皆様には、お寒い中参加頂きましてありがとうございます。 

 私は農業開発協力部計画課長をしております松谷です。どうぞよろしくお願いします。 

 本日は、皆様にお配りした座席表のとおりでございますけれども、御来賓の方を３名御紹介い

たします。 

 外務省から、技術協力課の浅利首席事務官でございます。 

 同じく技術協力課の橘課長補佐でございます。 

 同じく大村事務官でございます。 

 鉱工業プロジェクト・リーダー会議全体会議は昨日に引き続き２日目、農林水産業協力プロジ

ェクト・リーダー会議の全体会議は本日からの開催となります。今年は、来る平成11年度、2000

年の１月からJICAの機構改革が行われることもあり、プロジェクトの関係者に極力共通認識を持

って頂く必要があるため、このような合同のセッションを持つこととなりました。 

 

１．外務省挨拶 

 

【司会】 それでは、会議に先立ちまして、外務省の浅利首席からご挨拶を頂きたいと思います。

よろしくお願いします。 

【浅利首席事務官（外務省）】 おはようございます。外務省技術協力課の浅利でございます。

ODAの動向や課題に触れつつ、一言ご挨拶をさせて頂きたいと思います。 

 世界各地から農林水産業、鉱工業分野のプロジェクト・リーダーの方々に本日お集まり頂きま

して、現場の第一線で常日ごろ感じておられるさまざまな、そして、有意義な御意見をお伺いで

きることをうれしく思っております。私ども外務省といたしましては、日ごろから文化や気候の

異なる厳しい環境のなかで大いに御活躍いただいておりますリーダーの皆様方、そして専門家の

方々に、深く敬意を表しております。また、東京において御苦労頂いておりますJICA本部、それ

から専門家のリクルート、その後の技術的な支援まで御協力頂いております各省庁、各関係機関

に対しても、心から感謝申し上げたいと思います。 

 最近の我が国のODAをめぐる状況については、あらゆる場で繰り返しお聞きになっていると思

いますが、特にその予算に代表されますようにかつてない厳しい状況にございます。しかし、そ

の一方で国際社会のグローバル化と相互依存が一層進み、さまざまな問題が地球規模の問題とし
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て重視されるようになっているなかで、ODAの果たすべき役割の重要性はますます大きくなって

きております。また、最近は途上国側のニーズも大変多様化してきておりまして、我が国といた

しましてはとりわけ環境、人口、エイズ問題等の地球的規模問題への対応、貧困対策、基礎教育、

保健医療等の社会開発や人道分野における協力、さらには市場経済化支援を中心とする質的支援

等々を重要視してきておるところでございます。 

 このような状況のなかで多くの途上国において、経済的基盤となっております農林水産業や鉱

工業分野に関する協力も、依然として重要な協力分野であることには変わりはございません。例

えば食糧増産に関する協力につきましては、貧困対策、栄養改善といった人道的側面はもちろん、

最近では先進国を含めました地球的規模の課題への取り組みとしてとらえられるようになってき

ております。また、そのほかにも、例えば旧共産圏等における地場産業の振興は市場経済化の支

援に欠かせないものであります。さらに、国連環境会議特別総会における我が国のISD構想等にみ

られますように、我が国がさまざまな場で地球的規模での環境保全に対する協力に積極的に取り

組む姿勢を表明しているなかで、熱帯林の保全や砂漠化の防止、産業公害の発生源対策といった

分野の協力についても、極めて多大な関心が寄せられているところでございます。 

 プロジェクト方式技術協力は各種形態を集大成した組織的、体系的な協力でありまして、我が

国技術協力の中でも中心的な存在であります。したがいまして、これらの問題解決に対する我が

国の存在意義を世界に示していくうえでも、今後とも皆様の御協力と御活躍を期待する、また、

お願いする次第でございます。 

 私ども外務省といたしましては、農林水産業分野、鉱工業分野にかかわらずあらゆる分野で、

いかに効果的、効率的にODA協力を進めるべきかということを常日ごろから考えております。昨

年度にはODA改革懇談会も開催されたところですが、そこでは国別アプローチの強化、それから

途上国の現場の重視と強化、さらには先進国新興ドナー、そして途上国の間のパートナーシップ

の強化といった提言がなされております。本日、これからJICA本部から説明のあります組織改革

の話も、これら提言を受けた取り組みの一環でございますが、外務省といたしましては今後とも

効果的、効率的なODAの実施に向けた取り組みに努めてまいりたいと考えております。 

 このような中で、今後リーダーの皆様に期待される役割というものは、プロジェクトそのもの

の効果的、効率的な運営ということはもとより、それだけにとどまらず、そのプロジェクトの現

地途上国における位置づけ、それから、当該協力分野の今後の方向性についても常に意識して頂

き、関係国、相手国関係者やほかの国のドナー、プロジェクト関係者等との対話に努めて頂くな

ど、プロジェクトでの協力をより効果の高いものとするための工夫も期待されているところと考

えております。 

 また、皆様方は現場の第一線でプロジェクトに携わるお立場ではありますが、さきに申しまし

たとおり、さまざまな問題がよりグローバルな視点で議論されるようになってきておるところで
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ございます。ぜひとも広い視野で国際的な関心の動き、国際情勢の動きというものにも引き続き

リーダーとして御関心を強く持って頂きまして、それをプロジェクト運営の中でどのように生か

していくかということをさらに考えて頂くようにお願いしたいと思います。 

 なお、既に御承知のところと思いますけれども、安全対策について一言申し上げます。昨年９月

に非常に残念なことに、タンザニアにおきまして我が国のプロジェクト関係の専門家が強盗被害に

遭われて亡くなられたという痛ましい事件が発生しております。もとより技術協力による途上国の

人づくりは専門家の方々の存在なくしてはあり得ないものでありまして、我々といたしましても、

JICA本部、あるいは現地大使館等を通じまして、専門家、それから同行されている御家族の皆様の

安全確保について、十分な対策が講じられるよう努力しております。皆様方におかれましても現地

での治安状況に十分御留意のうえ、活動して頂けるようお願いいたしたいと思います。 

 いずれにいたしましても私ども東京におる者からは、この機会にいろいろと注文なり期待を申

し上げることとなると思いますが、当然のことながら私どもとしても皆様と同様に技術協力の仕

事をさせて頂いておりますので、各地に出張し、それぞれの地域での環境の厳しさ等については

実感しているつもりでございます。したがいまして、皆様方の現地での御苦労等につきましては

十分承知したうえで、先ほど申し上げましたとおり、より一層の御努力が国内的にいろいろ期待

されているということをお伝えさせて頂いている次第でございます。 

 皆様方からも、今回の一連の会議の中でぜひ忌憚のない御意見を頂きまして、私どもの参考に

させて頂き、東京サイドと現地サイドがお互いに知恵を出し合いながら、今後のより一層効果的

な援助のために何をすべきかということを考えていきたいと思います。この会議が実り多いもの

となりますよう御協力をお願いいたしたいと思います。 

 最後に、この場をおかりいたしまして、技術協力を通じて途上国の人づくりに御尽力頂いてお

ります皆様方の日ごろの御努力に改めて敬意を表させて頂きますとともに感謝申し上げ、現地プ

ロジェクトにおかれましても御健康に留意され、ますます御活躍されますことをお祈り申し上げ

て、私の挨拶とさせていただきます。どうもありがとうございました。（拍手） 

【司会】 どうもありがとうございました。 

 

２．JICA事業を巡る動向と平成11年度予算の特徴（企画部） 

 

【司会】 それでは、本日午前のテーマでございますが、まず第１番目、「JICA事業を巡る動向

と平成11年度予算の特徴」というテーマで、企画部企画課長の力石より御説明いたします。よろ

しくお願いします。 

【力石企画部企画課長】 企画課長の力石でございます。どうぞよろしくお願いします。 

 それでは、お配りしました資料に基づき、それぞれのポイントをわかりやすく御説明したいと
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思います。 

 先ほど浅利首席のご挨拶にも言及がありましたけれども、JICAの仕事のやり方、組織のあり方、

予算のあり方が大きく変わろうとしております。JICAは昭和49年に設立されて今年が25年目にな

るわけですが、その間にいろいろな変革、改革が行われてまいりましたが、今回ほど思い切った

改革がされるのは初めてでございますので、そのあたりを御説明していきたいと思います。 

 まず、援助は国単位でもちろん見なければいけないという当たり前の視点ですけれども、これ

を正面から取り組もうということでございます。そのためには、形態別や分野別の事業体制だけ

をとっていたのではこの目的にかなうことはできませんので、これを国別・地域別の組織にして

いくというところでございます。 

 まず、地域４部というものをつくります。これは資料の頭から３枚目にございます。真ん中辺

に黒い縁取りがされていますけれども、アジア第一部、アジア第二部、中南米部、アフリカ・中

近東・欧州部、この４つの地域部というものをつくります。アジア一部はASEANとインドシナ。

アジア第二部は東アジア、南西アジア、大洋州。中南米部は中南米です。アフリカ・中近東・欧

州部、これは東欧ももちろんこの中に入るわけですけれども、中央アジアについてはアジア第二

部が所掌することになろうかと思います。その後ろに地図があって、その下の箱に所掌する地域

が書いてございます。 

 この地域部は、基本的には企画部にあった地域一課、二課、三課、基礎調査部にあった一課、

二課、三課、研修事業部の一課、二課、三課、派遣事業部の一課、二課、三課を統合しまして、

それを地域別に割る体制にいたします。 

 ここで一番強調したいことは、これらの部が、外務省が策定した援助の基本政策に基づいた国

別の事業計画をつくることになっております。国別の事業計画の発信元は各在外事務所というこ

とになっております。この地域部がつくった国別事業計画に基づきましてJICA全体のプログラム

が組まれていくという仕組みになろうかと思います。したがって、一応プロ技の事業部あるいは

開発調査、無償については、組織的な統合はございませんけれども、実際には国別の事業計画に

基づいた計画に沿って事業を推進していくということは変わりませんので、この点が非常に大き

な変化だと言えます。 

 さらに今回については、国別事業計画の作成にあたって外部の有識者等を集めて国別の支援委

員会というものを設置いたしまして、外部の有識者の御意見も伺いながら適正な国別の事業計画

を組み上げていくということにいたしております。 

 この国別事業計画ですが、来る平成11年度につきましては、JICAの在外事務所が存在する48か

国を対象にしております。協力隊の駐在員事務所、調整員事務所の所在国については、とりあえ

ず初年度は除外しておりますけれども、在外の方から自分たちもやりたいということであれば、

それは大歓迎で受け付けることにしております。この国別事業計画は単年度ではなくて５年間程
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度の視野を持った計画でございまして、ローリングプランと我々は呼んでおりますけれども、こ

れを作成します。 

 この予算要求も各年度のローリングプランの年度のますを、例えば第１年度だと縦のますにあ

るいろいろな事業を全部足し上げていって予算にしていくというスタイルをとろうと考えており

ます。もちろんこれは硬直的なプランではございませんから、毎年毎年見直して柔軟に入れかえ

や修正は行われていきますけれども、基本的にはこの国別事業計画に沿ってJICA全体が動くとい

う点を御留意頂きたいと思います。 

 これに合わせまして、従来ばらばらに行われていた各スキームの要望調査を一本に統一した統

一要望調査というものを実施しております。これによって計画がよりタイムリーに立てやすくな

るというメリットがございます。とりあえず今回は無償資金協力と開発調査を除いた形でやって

おりますけれども、実は両スキームの関係部署にも御協力願って、同時期に歩調を合わせて実施

しております。したがって、結果的にはそれらも含めた統一の要望調査を実施しているといえる

と思います。 

 以上が、国別・地域別機能の強化をめざした組織改革に関する要点でございます。 

 その次に２つ大きな改革がございまして、一つは人材確保支援部です。これは、今までは専門

家派遣の派遣事業部というものがあって、その中でいろいろなことをやってきたわけですけれど

も、もう少し広い視野でオールJICAの観点で人材の確保に関していろいろな施策をやっていこう

という部をつくります。これは国民から広く専門家を公募したり、専門家のいろいろなこれまで

蓄積されたものの分析、あるいはそういう情報の集積、それから、地域部が派遣する専門家のい

ろいろな手続面でのロジスティクスを支える、こういった部としてこれを設立することになって

おります。 

 もう一つの核となります事業部は国内事業推進部、今そういう名前で呼んでおりますけれども、

これは今の研修事業部が母体となってできる部でございまして、研修員受入事業の全体の取りま

とめ、もちろん青年招へいもあります。それからカウンターパートのすべての情報、そういった

ものはこの国内事業推進部が取り行う。ただし、第二国研修とか第三国研修、これらを称して現

地研修と呼んでおりますが、これらにつきましては地域部が実施することになっております。し

たがって、その他の集団研修コースの取りまとめ、実際の研修は国際センター、あるいは研修セ

ンターが行うのが大半ですけれども、それとカウンターパートの研修の立案と実施ということに

なります。 

 この人材確保支援部、国内事業推進部を両わきに添えて、地域部が事業計画をつくりながら、

みずからもプロジェクト形成、それから、後ほどお話ししますけれどもNGOとの連携事業とか、

それから二国・三国研修の実施、専門家の派遣、こういった事業もあわせて地域部が実施してい

くということにしております。 
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 以上が、機構改革に関するいくつかのポイントでございます。 

 次に平成11年度のJICAの予算につきまして御説明いたします。資料は08ページのところでござ

います。そこからポイントを御説明いたしたいと思います。 

 まず、11年度の予算で認められました新機軸について御説明したいと思います。一つは、まず

ODAの重要政策推進及び効率化という切り口でもってついた予算として、一つは長期研修員制度

の新設です。これは知的支援分や政策立案にかかわる人材の研修でございますけれども、これを

日本の大学とか大学院で受け入れまして、学位を取得でき得る２年間という、今までにない長期

の研修受入制度でございます。そのほかに、JICAの予算ではないのですけれども、来年度の予算

で無償資金協力の中に留学生無償というものが認められたほか、文部省のいわゆる伝統的な国費

留学生の枠も伸びておりますし、いろいろな意味で人の受入に関する新しい動きがございます。

JICAとしましては、長期研修員制度、それから留学生無償など、どういう特徴づけにして重複の

ないような形で効率的に活用していきたいというふうに今検討しているところでございます。 

 その次に、昨年の10月に東京で開催されました第２回アフリカ開発会議、TICAD監と呼んでい

ますけれども、これを受けた形で、アジア・アフリカ・ネットワーク強化支援費というものを認

めていただきました。これはTICAD監、あるいはTICAD特からの延長線上にある話ですけれども、

もともとTICAD特、アフリカ開発会議というものが日本と国連のイニシアティブで東京で開かれ

た背景には、アジアのめざましい経済発展の成果をアフリカにも伝えていこうというイニシアテ

ィブであったわけです。しかし、アフリカ開発会議が1993年に開かれてから５年たって、その間

アジアの経済がかなりガタガタになってしまったのですけれども、それでもなお第２回アフリカ

開発会議というものを開催しまして、依然としてアジアとアフリカのリンケージを強めていこう

という政策のもとにいろいろな提言、あるいはアクションプランが採択されております。その延

長線上にある話ではございますけれども、これはどういう予算かと申しますと、アジアの拠点プ

ロジェクトとアフリカの拠点プロジェクトとの交流、それから、アフリカ域内の拠点プロジェク

トの間の交流、それから、アジア・アフリカの拠点プロジェクトの共催セミナー、これを開催す

る費用、そういったものを中心に組まれた予算で、かなりこれは使いでのある意義深い予算だと

我々は考えております。 

 これは、昔から行われている技術交換とは少し違いまして、今申し上げたように出発点は我々

の拠点、つまりプロジェクトであったり、そういう協力の拠点が出発点です。ただし、行き先は、

技術交換の場合は相手も我が方の拠点でなければいけなかったのですけれど、今回はそうとは限

定していませんので、例えばある国のあるプロジェクトのカウンターパートや専門家がアフリカ

の国の大学ですとか、必ずしも我が方の拠点となっていなくても、その目的のためにいろいろな

ところに行って、いろいろな情報や意見交換や技術交換ができるというかなり使いでのよい予算

でございます。これは概念図が別添の10ページに書いてございますが、今申し上げたようなアジ
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アとアフリカの交流を促進するための予算としてついているわけでございます。ですから、ぜひ

該当地域の皆さんにあられましては、この予算をうまく使って、例えばアフリカ域内でもいいで

すし、アフリカとアジアを結ぶ何かそういうアイデアでも結構ですから、積極的にこの予算の活

用をお願いしたいと考えております。

　それから、これは新しい予算ではございませんが、国民参加型の援助の推進という観点から専

門家の公募制、これは平成10年度から開始されましたが、これが拡充されました。今後、従来各

省庁の御協力によって専門家を確保してきた経緯がございますけれども、必ずしもそれだけでニ

ーズを満たすことはできなかったということもありまして、今後は公募制と併用いたしまして途

上国のニーズにこたえてまいりたいと考えております。

　もう一つ、これも非常に画期的な予算でございますけれども、NGOと大学、試験研究機関、地

方自治体、これらの非営利団体に対しましてJICAの実施事業の一部を委託するという経費が認め

られております。これは８件認められておりまして、今まさに内容を詰めているところでござい

ます。特にNGOにつきましては、従来からODAとのリンケージは、補助金以外の方途としては

非常に難しかったわけですけれども、今回この予算がつきましたことによりまして、国内のNGO

に対してある事業の実施部分を JICAが契約により委託するという形がとれることになりました

ので、これは非常に画期的な予算であるというふうに考えております。

　以上が平成11年度のJICA予算の特徴でございまして、全体としては微増しております。全体で

0.5％の前年度比増です。ただ、前の年がマイナスでございましたので、実質は補正なども入れま

すとふえているのですけれども、横ばいという表現がよろしかろうと思います。先ほど浅利首席

の方からも御説明がありましたけれども、非常に厳しい状況であることには変わりございません。

したがって、各リーダーにおかれましても、お金を有効に効果的にどうやって使うかということ

ですが、あまり効果のないと思われるものにたくさんのお金を注ぎ込まないで､効果のあるものに

集中的に予算を使っていくというようなマインドでぜひお仕事をしていただければと思います。

　もう一つ我々の前に突きつけられております課題は、いわゆるODAの透明化ということでござ

います。この透明度を増せという話はもちろん情報の公開ということが中心でございますけれど

も、立ち上げていくところのプロセス、あるいはプロジェクトの経過、そういったものもすべて

ガラス張りにしていくことが求められております。要するに５年間、何か始まったけれど何をや

っているのかよくわからないといったようなことではなくて、むしろプロジェクトの方から外部

に対して発信していくような、そういう発想の転換が必要かと思います。

　その一環といたしまして、平成10年10月以降の新規のプロジェクトを対象にプロジェクト・コ

ストを公表していこうということになりました。もちろん既存の皆さんのプロジェクトでもでき

るということであれば、これも在外事務所と御相談いただいたうえで公表をしていく。これは、

一つはアカウンタビリティーを示すという意味もありますけれども、もう一つは宣伝、宣伝とい
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うとあまりいい言葉ではないのですけれども、PRです。相手国に対するPRの効果もございます。

詳しい積算の方法とかそういったものについては資料にございますので、後でごらん頂きたいと

思います。公表をする場合に、どういう形で公表するかということも資料の方にございますので、

後ほどごらん頂きたいと思います。これは13ページからですが、既に在外事務所長に通知した内

容のものが書いてございます。それが17ページぐらいまであります。 

 次に「プロジェクトの早期実施と途上国のオーナーシップ、パートナーシップの向上」という

ところです。実は先般、藤田総裁の方から、現行のプロ技のあり方を見直せという非常に強い指

示がございました。これは、今皆さんがやっておられる中身を見直せということではなくて、プ

ロ技が１件立ち上がるまでに要請から３年かかっているが、こんなことでいいのかという意味で

の見直しでございます。総裁の方からは、３年かかっているものは少なくとも１年半後には立ち

上がるような形に持っていけという御指示がございまして、今鋭意検討しております。 

 従来定着していたスタイルは、第１年度に要望が来ますと、第２年度は事前調査を行います。

第３年度は実施協議を行って、下手をすれば第４年度から始まるというものだったのですけれど

も、これでは変化の激しい今の世界の情勢に追いつくことはできない、タイムリーにいい協力が

開始できないという観点で、これを大幅に縮めるという案を今考えております。それは、皆様も

御経験があると思いますけれども、あれだけ事前の準備に調査団を何回も派遣したり、長期調査

員を派遣したり短期専門家を派遣したりして準備したのに、実際ふたをあけてみたら相手が全然

動かなかった、カウンターパートも配置されていなかった、いろいろな相手側のやるべきことが

なされていなかった。ものによっては、日本側で予定していた専門家がだめになって大幅に派遣

が遅れたとか、そういうことがままあったと思います。 

 それはどういうことかというと、今までずっと調査団方式でものを詰めてきたというところに

原因の一つがあるのではないか。すなわちタイミングからいえば事前調査ぐらいのタイミングで

人が行って、それをプロジェクトにしてしまえばいいではないかということです。つまり計画づ

くりを相手側のカウンターパートを配置してもらって一緒にやっていく。それで、１年、２年と

やって、これはどうもものになりそうもないということであれば、その第１フェーズの協力で終

了する。あるいは、これは行けるぞ、向こうもやる気があるということが確認されれば、本格協

力というか、それにつなげていく。そして、フェーズ２をやりましょうという話にする。だから、

３年も待たないですぐに着手してしまうという、大ざっぱに言うと、そういうアイデアで今詰め

ているところでございます。これはかなりの確度でそうなっていくはずでございます。 

 もちろんすべてのプロジェクトが直ちにそうなるということではございませんけれども、JICA

の本部では11年度の新規案件から一部それを適用してテスト・ランをしてみようということを考

えていまして、再来年度の12年度以降のプロ技の予算要求はかなりの部分がそういう組み立てに

なるはずだというふうに考えております。これも事務的な手続が整いましたら、また別途皆様に
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はお知らせするつもりでおります。

　それから、在外事務所の主導による計画・立案・評価の推進、これは別の言葉でいうと、在外

事務所にもっと権限を移譲していくというところでございまして、最近の例では、例えば無償資

金協力のフォローアップ事業、あるいは技術協力のフォローアップ事業でもいいのですけれども、

３万ドル以下の金額であれば在外事務所の判断で実施してよろしいということです。従来ですと、

要望調査をやっていろいろなやりとりがあって、本部から調査が行って、それからお金が送られ

る、あるいは修理の専門家が行ったりとか、そういうことで非常に時間がかかっていたのですけ

れども、これも軽微なものであれば在外事務所が判断して資金を申請して直ちにできるというシ

ステムにしております。そういう意味で、いろいろなところで従来コスト対効果といいますか、

費用対効果が低かったもの、そういうものを思い切って在外に移すことによって手間暇の部分を

合理化し、そして、タイミングよくニーズにこたえていける力をつけていくということになるわ

けですから、こういった方向でいくつかの方策が今考えられております。

　最後に、先日橋本前総理がアフリカを訪問されて、ケニアの方にも行かれて、非常に感銘を受

けられたということです。つまりJICAのプロジェクトをいくつかごらんになったのですけれども、

こんなにうまくいっている例は見たことがなかったと非常に手放しの褒めようでございまして、

我々も鼻が高かったわけでございますけれども、ただ、注文がちょっとつきました。せっかくあ

そこまでうまくいっているプロジェクトが幾つもありながら、横の連絡が全然できていないでは

ないかという御指摘がございました。例えばかつてかまどのプロジェクトをやっていたとします。

そして、新しいプロジェクトで農村開発の婦人を対象にしたセミナーをやりますといったときに、

何でかまどのプロジェクトで育てたカウンターパートをそこに呼ばないのだ、その婦人方にその

知識を与えれば、さらに効果が高まるではないかというような御指摘があったわけでございます。

これは全くそのとおりということでございまして、先ほど浅利首席のごあいさつで広くものを見

ていただきたいという一つとして、そういうものがございます。

　ですから、リーダーの方々は大変なのですけれども、世界全体の情勢から始まって、任国の状

況、特にお仲間が何をやっているかという点にもう少し関心を持って頂いて、その分野でかつて

どういうものがなされていて、どういう人たちが育っているのかという情報をぜひ交換し合って、

そして、何かを自分のプロジェクトで立案するときに、ピンときて、あれをあの人に、ああいう

人に来てもらおうとか、こういうものをやろうとか、そういう既にあるアセットをうまく使う、

財産をうまく使うという考えをひとつ持って頂きたいと思います。

　この件も本当にリーダーや専門家の方だけでなく、事務所にももちろんいわなければいけない

話です。リーダーの方が過去から現在に至るすべての情報を持っておられるということはあり得

ませんで、むしろ事務所の方に蓄積されている。だから、事務所のガイダンスといいますか、前

に終わったプロジェクトでこういう人が育っているから今度のセミナーで使ったらどうかとか、
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そういうアドバイスをするように事務所にも当然指導を強くしてまいるつもりですけれども、リ

ーダーの方々も隣で何をやっているのか知らないというようなことがないように、プロジェクト

相互間の連絡体制といいますか、情報のシェアといいますか、こういったものを現地でぜひ、ゴ

ルフ場でも何でもいいですからシェアして頂いて、常に何が行われているかということに、自分

の分野以外のことでも関心を持って頂きたいと思います。これはある種のこちらからのお願いで

ございます。それが結果的には効率的な、あるいは効果的なプロジェクトの実施につながってい

くという観点からも、ぜひその点はお願いしたいと思います。

　最後に、最初の本部の機構の改革のところで、先ほどの組織図の部分へお戻り頂きまして、少

しつけ足したいと思います。先ほどは人材確保支援部、国内事業推進部、それから地域４部とい

うことですが、それに合わせて変わるところもございます。

　まず、企画部というところが企画・評価部、これは今、評価監理室という、隣に調査役の山本

さんがおられますけれども、そこと企画部が合併します。それから下の方ですが、林業水産開発

協力部と社会開発協力部の一部が統合されて森林自然環境協力部という名称に生まれ変わります。

それから、従来二つの部で実施しておりました無償資金協力の事業を統一いたしまして無償資金

協力部、一つの部で調査から実施管理まで一貫性を持たせた形でやるということになっています。

そのほか、青年海外協力隊事務局の中身で幾つか動きがあるのと、ここの国総研の方にも組織の

変化がありますけれども、そこは細かくなりますので省略いたしますが、全体としてはそういう

大きな変化をしているということを御理解頂きたいと思います。

　それでは、お時間となりましたので、これにて私の御説明を終わらせて頂きます。ありがとう

ございました。

【司会】　どうもありがとうございました。

３．モニタリング・評価について（評価監理室）

【司会】　質問があるかと思いますけれども、一番最後のセッションに設けますので、次のテー

マ、「モニタリング・評価について」、評価監理室の山本調査役から御説明いたします。よろしく

お願いします。

【山本評価監理室調査役】　皆さん、おはようございます。紹介のありました評価監理室の山本

でございます。遠い国から本当に今年も大変御苦労さまでございます。

　この評価監理室の調査役というポストが昨年の６月にJICAに新設されまして、それ以来、私は

この仕事をしております。ポストの名前が悪いせいかあまりJICAの中でも好かれておりませんで

まだ１年もしないうちに随分友達をなくしております。本日も皆様方にとって耳ざわりのいい話

ではないので非常に恐縮しているのですけれども、役目でございますので、少し最近の評価の現
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状と、内外の人たちがJICA、ODAの評価に対してどのような目で見ているか、こういうことも含

めまして御紹介させて頂きたいと思います。 

 資料につきましては、今力石が説明しました資料の後でございますけれども、18ページまで行

きまして、その次をめくって頂きますと、また01というページが出てまいります。この３枚ぐら

いの資料を使いまして御説明させて頂きたいと思います。 

 もう１点は、別添でお配りしております「平成10年度事業評価報告書」の「教訓・提言集」と

いう簡単な冊子がございます。これは本日は御説明しませんけれども、実は去年の８月に、毎年

やっているのですが、１年間の事業の結果、150件ぐらいの案件をこういう報告書の形にして公開

しております。それのエッセンスをここにまとめておりますので、プロ技についても40～50件記

述がございますので、もしよろしければまた何らかの参考にして頂ければと思います。 

 それでは、横長の資料に基づきまして少し御説明をいたします。最初のページをあけて頂きま

すと、ここにJICAの評価の全貌をフローチャートのような形で書いております。JICAがどういう

評価をやっているのかということがよくわからないという声が中からも聞こえておりますので、

少しわかりやすくチャートにしてみました。 

 プロジェクトについて、特にプロ技を中心に申し上げますが、いわゆるPCMの流れに沿って案件

の発掘から評価までずっとサイクルとしてあるわけですけれども、評価としては、今JICAでやって

いますものが３種類ございます。上の方に網かけで書いております終了時評価、事後現況調査及び

事後評価、この３本の評価活動をやっております。終了時評価というのは英語でターミナル・エバ

リュエーションといいまして、案件が終わる直前に評価をやって、その案件をどうするのか、終了

するのか、あるいは何らかのフォローアップを加えるか、そういう判断の材料となるような情報と

資料を収集し、そして分析するという作業になります。これは、プロ技については大体毎年40件か

ら50件ぐらい実施しております。逆にいうと、毎年40～50件が終わる直前になるということでござ

います。これについては基本的にインサイダー評価でして、JICAの関係事業部、各省庁、あるいは

国内支援委員会、こういった関係の方にやって頂いています。したがって、これは関係事業部が主

体的にやって、案件の今後の取り扱いを検討するということがメインになっております。 

 他方、その少し右下にございます事後評価、これがいわゆる英語でエクスポスト・エバリュエ

ーションと言いまして、案件が終了して大体５年ぐらいたったときに評価をする。そして、それ

が今どうなっているか、その国に対してどういう社会的、経済的影響を与えたかというインパク

ト調査をやるということでございます。通常、事後評価をやるときには当然関係者の皆さんは日

本に帰ってきていらっしゃいますので、現地では育てられたカウンターパートが中心になってプ

ロジェクトを運営している、そんな状況になるわけです。この事後評価については、我々評価監

理室が音頭をとって実施しています。これは、内部でやる場合もありますが、半分以上は外部の

有識者、コンサルタント、あるいはマスコミの方にお願いして、少し幅広い見地から評価をして
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もらっています。これが大体毎年40～50件ありますので、何だかんだ合わせて100数十件の評価活

動を毎年やっている形になります。 

 残りました事後現況調査、これは評価とは書いておりません。あくまで調査と書いていますの

は、英語でいうモニタリングだからです。主にプロ技、無償、単独機材、現在はフォローアップ

機材と呼んでおりますが、こういった機材とか施設を中心とした状況調査をやっています。これ

は非常に簡単なものでございまして、過去に供与した機材が今どういうふうな形で活用されてい

るのか、スペアパーツ等で問題がないか、こういうものを定期的に調査しています。これはいわ

ゆる悉皆調査でございまして、全案件を漏れなくやっています。したがって、毎年500件ぐらいの

調査量はあるということでございます。これも、定期的と申し上げましたのは、一応プロ技では

終了後２年目と８年目、無償の場合は２年、６年、また、間の４年目にやる場合もございます。

単独機材については５年目、８年目と、一応こういう節目を設けまして調査をして、結果をJICA

のフォローアップ事業で、必要なものについては追加の機材を送るとか、あるいは修理の専門家

を派遣するとか、あるいは無償でしたら建物の修理をするとか、そういうようなフォローをやっ

ています。そのためのもとになる調査をやるのが事後現況というものでございます。 

 皆様がいらっしゃるプロジェクトでも、何らかの形でこういう調査団がやってきたり、あるい

は調査票、アンケート等が来たことがあろうかと思いますけれども、一応その発信源は私どもの

評価監理室になっているということでございます。 

 あと、在外事務所が中心になってやる、いわゆる在外事務所主導型の評価というものも毎年30

～40件ございます。 

 以上が、大体のJICAの評価活動の流れでございます。 

 次に、ページをあけていただきますと、今度は評価の定義というものをここに書いてございま

す。評価という言葉自体は日本語でも特段特殊な言葉ではありませんので、広辞苑を見ますと、

「評価とは、あるものの量や価値を査定すること」と非常に単純に書いてありますけれども、ODA

あるいは開発援助の評価というものは一つの特殊な定義がございます。これは、JICAが定義した

のではなくてOECDのDACの評価部会という会合が年２回開かれるのですが、ここで1991年に採

択された定義と基準があります。それをこちらに載せているわけでございます。 

 ODAの評価、開発援助の評価は、アカウンタビリティー・プラス・フィードバック、この２本

がなければ評価と呼ばないというのがDACの定説といいますか、今の基本的な考え方になってお

ります。すなわち、先ほど浅利首席からも御紹介がありましたけれども、評価結果を納税者に対

して公開する情報公開です。きっちり評価をして、それはいいも悪いも含めて洗いざらい公開す

るのだというアカウンタビリティーの観点からきた目的が一つございます。 

 これだけではなく、プラス教訓です。今「教訓・提言集」を配っておりますけれども、何らか

の問題点があったときに、それを問題として批判するのではなくて、次のプロジェクト、あるい
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はそのプロジェクトに対してフィードバックしようということで、いろいろな情報を教訓として

集積してフィードバックする。この２つが機能して、初めてDAC流にいう評価というふうにいわ

れるわけでございます。ですから、この２つがなければDACでは評価とは呼ばない。それは単な

る調査であったり研究であったりという形になるわけです。 

 ちなみにアカウンタビリティーなき評価、すなわち情報公開をしない評価というのは、これは

研究、リサーチであるというふうに言われております。逆にフィードバックをしない、開発援助

に対して教訓をフィードバックしない評価、これは監査、オーディットであるというふうにいわ

れております。こういうとわかりやすいのですけれども、別にリサーチと監査が悪いといってい

るわけではないのですけれども、それは評価とは違うのだということでございます。 

 次に評価の基準ですが、これは評価をするに当たって非常に難しい問題で、実は何をODA評価

の基準にするかについては10年来DACでも議論があって、なかなか定まらなかったのです。それ

が、ようやく1991年、今から８年前に、湾岸戦争の年ですけれども、その年にようやく採択され

ました。これがこの５項目というものでございます。これは恐らく終了時評価などを経験された

リーダーの方は、こう いう項目があったなということで御記憶のある方もいらっしゃると思いま

すが、要は効率性、目的達成度、効果、妥当性、自立発展性、この項目ですが、これは１番から

５番というふうに順番に評価していく形になります。 

 まず最初に入ってくるのは、効率性ということが問われるわけですけれども、これはいわゆる

PCMでいうインプットとアウトプットの関係です。プロジェクトの投入と、そこから出てくるア

ウトプットの間にむだがなかったかどうか、効率的に行われたかという評価になります。実際に

民間企業なんかですと、これは実は生産性というふうにいわれまして、要するに100万円の資本に

対していくら売り上げがあったかとか、そういうマネタリーな金額で評価するわけですけれども、

我々の場合はそういう形にはなかなかできませんので、一般的にはタイミングよく専門家が派遣

されたかとか、機材がうまくついたかとか、カウンターパートがきっちり張りついたかとか、こ

んな指標で効率性をみていくということになっています。 

 次に、効率性はOKだとしたときに、今度は目標が達成されたかどうか。PCMでいうアウトプッ

トとパーパスの関係です。プロジェクトの目的がしっかり達成されたかということです。例えば

ポリオワクチンのプロジェクトでしたら、ポリオがきっちり当初の目標どおり生産されたかとか、

職業訓練でしたら、カウンターパートがしっかり技術を身につけて、訓練生が毎年例えば100名な

ら100名の決まった数が輩出されたかとか、そういう目的でみていくのが達成度ということです。 

 これが終わりますと、次に出てくるのがインパクト調査の評価ですが、その結果、その国の社

会、あるいは経済、あるいは地域社会、そういうプロジェクトの外に対してどんな影響を与えた

のかということをみてまいります。これがインパクト評価、効果の測定ということです。主に事

後評価をやる場合は、ここの３番から入ってくるわけです。 
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 これも終わりますと、今度は、これがまた極めつけなのですけれども、妥当性の評価というも

のがあります。これは英語でレレバンスといっているのですが、要はプロジェクトが普通立ち上

がってから終わるまで少なくとも４～５年、フォローアップをすれば７年とか、長いものでは10

年、10何年とやっているものももちろんあるわけですけれども、そういったときに当然社会のニ

ーズとか国の政策が変わるわけです。あるいは周辺国の経済状況が変わる、あるいはその国の経

済状況も変わる。その中で、いつまでたっても最初にプロジェクトができたときの状況が永遠に

続くということはないわけでございますので、その都度その時点でその社会に合っているのか、

ニーズに合っているのかという妥当性を評価してまいります。一番わかりやすい例は難民のプロ

ジェクトです。JICAはやっておりませんけれども、要は紛争が起きて難民が発生して難民プロジ

ェクトをやった。ただ、紛争が終わって難民が帰還した後というのは、いくらUNHCRの人が頑張

ってもプロジェクトの妥当性はないという形になるわけですけれども、そういった形で社会、国

のニーズに合っているかどうかをみていくというのが妥当性の評価でございます。 

 これが１から４まで終わりますと、最後はリトマス試験紙を使いまして自立発展性です。全部

１から４までOKでも、JICAなり日本が援助を引き揚げた後も、そのプロジェクトが相手国の中で

根づいてしっかり自前で運営されているか、いわゆるサステナビリティーというものですが、こ

れを評価いたします。これがいわゆるリトマス試験紙です。いくらいいプロジェクトでも、最後

のここでうまくいかないと、では、今までの努力は何だったのだろうかという厳しい状況になる

わけですけれども、ここで大体プロジェクトの評価が終了いたします。 

 その後、これで報告書をつくるわけですけれども、そうではなくて、さらに要因分析をやりま

す。もし無駄があったのなら、何で無駄があったのかとか、もし妥当性にちょっと問題があれば

何が要因だったのか、プラスとマイナスの要因を分析しながら、今後の教訓を出していく。これ

が評価調査の一般的なフローでございます。これは何もJICAだけではなくて、各ドナーみんな大

体このラインでやっているという形になっております。 

 これまでがODAの定義と基準ということですが、続けてまいりますと、次のページでございま

すけれども、何やらいやらしいマトリックス表をつくってしまいました。この「平成８年度終了

時評価実施プロ技案件の非公式レーティング」というのは、実はお断りしたいことが２つありま

す。基本的にJICAは案件のレーティングはやらないことになっています。外務省さんはODA評価

報告書の中でたしかＡ、Ｂ、Ｃという形でレーティングをしてマスコミ等にも公開しているので

すが、外務省にそれをやっていただいていますので、我々の方は、むしろ教訓を引き出してフィ

ードバックを強化するという関係でレーティングはしていませんし、もちろん対外的に公表もし

ていません。したがって、ここに書きましたのは、実は私がまったく個人的に、先週40件の報告

書を読み込みまして、自分なりに報告書を読んで勝手にレーティングをしたものですので、これ

は別にJICAのオーソライゼーションも何もありませんので、読んだ後は捨てていただいても結構
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でございます。ただ、ちょっと話をわかりやすくしたいという意図でやってみました。 

 まず、縦軸にＡ、Ｂ、Ｃ、Ｎと書いております。Ａはおおむね良好、Ｂは一部問題はあるがほ

ぼ良好、Ｃは良好とはいいがたい、Ｎはわからない、要するに報告書を読んだだけではちょっと

判断がつかないのはＮというふうに書いてあります。右側に、先ほどいいました５つの項目に沿

ってＡ、Ｂ、Ｃが何件あったか。プロ技は40件やっていますので、40件の配分を書いてあるわけ

でございます。 

 これをさっとみていきますとおもしろい傾向がありまして、一番成績のいいところは目標達成

度なのです。要するに18件、45％がＡをとっていますし、Ｂも入れますと９割が目標を達成して

いる。すなわちカウンターパートは一応育って、それなりの目標が達成されているということは

いえるかと思います。ただ、効果に行きますと、これは実際プロジェクトの継続期間中には無理

ですけれども、カウンターパートがその国でどういうふうに技術を使って何をやったかというと

ころまで行きますと、少しまだまだ今後努力が必要だということで、やはりＢが40％とふえてい

るわけです。これは、プロジェクトが悪いという意味ではなくて、もう少し時間をかけないとわ

からないということかと思っております。リトマス試験紙と申しましたけれども、最後の自立発

展性についてはなかなかこれは難しいものがありまして、私はこれはかなり甘くつけてはいるの

ですけれども、はっきり自立発展が行けそうだと書いてある評価報告がやはり16件でした。残り

の６割は、JICAが援助を引き揚げた後、彼らが独り立ちできるかということについては少し危な

い、疑問があるなという記述が割と多かったということになります。 

 少し戻りますが、一番最初の効率性、すなわち協力のタイミングの問題ですが、これも大体OK

ですけれども、特にＢの一部問題はあるがほぼ良好という13件の内訳は、多いのはカウンターパ

ートがなかなか張りつかなくて数が少ないとか、資格がうまく合わないために、専門家がいるの

だけれども、うまく技術が伝えられないということで効率が落ちているとか、あるいは機材の到

着が遅れるとか、いろいろな事情があって機材と技術移転がうまくマッチングしていかない。こ

ういった理由が多いです。そういったことで一部問題ということで、一応レーティングしてみた

のですけれども、効率性については、Ｂの部分を一生懸命改善すれば、かなりいい評価になるわ

けです。ですから、オーバーオールにみますと、大体６割から７割はほぼ良好に進んでいるとい

うことで、これは外務省さんがされている評価とほぼ同じでございます。一応対外的にもこうい

う形で、レーティングはいっていませんが、口頭なり文書ではほぼ成功している、一部改善点が

あるのは、これは教訓としてフィードバックしているのだというふうにマスコミにも対外的にも

説明している状況でございます。 

 これまでは一応内部の目からみた評価と私の目からみた評価ですけれども、次に、本日の最後の

お話になるわけですが、外から見た目ということで、これはJICAの評価というよりJICA事業に対す

る評価というふうにみてもよろしいかと思います。ここで一応３つのアクターといいますか、３つ
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の目を考えてみまして、NGO、マスコミ、DAC、先ほどいいましたOECDの開発援助委員会、いわ

ゆるドナー・コミュニティの目ということですけれども、この３つの見方を少し書いてみました。 

 実は私はこの仕事を始めてまだ１年もたっていないのですが、JICAが本格的に評価をやったの

が10年ぐらい前です。そうすると、過去の９年間と私がこちらに来ての１年間というのは、かな

り外からの評価を見る目が厳しくなってきているのではないかというふうに痛切に感じておりま

す。それを紹介したいと思います。 

 まずNGOですが、いろいろなNGOがあります。実際に今日本で国際協力をやっているNGOが300

から400団体あるというふうにいわれていますけれども、その中でも本当に海外でプロジェクトを

やっているところは本当に少ないわけです。実は今NGOとの対話集会ということを我々評価室の

方で少し始めていまして、この報告書が公開された後、幾つかのNGOの人たちに説明会というこ

とでこれを説明して回っているのです。２週間ほど前に横浜に行きまして、横浜ベースのNGOの

人たち、草の根運動とかイイプルとか、そういう人たちにこれを持っていき、本日のような解説

会を少しやりました。 

 そういうところで感じますのは、大体２つの目がありますけれども、住民に届いていない、お

金をかけ過ぎるという意見がよく出るのです。この住民に届いていないというのは、別に我々の

プロジェクトが悪いのではなくて、もともとJICAのプロジェクトというのは基本的には技術移転

が主ですから、専門家の皆さんがカウンターパートを育て、そのカウンターパートが住民に入っ

ていって、技術を使って行政サービスをやるとか、技術を向上させる、こういう制度なので、も

ともとJICAのプロジェクトが住民に届けということ自体がかなり難しいのです。一般にNGOとい

うのは直接住民に入っていくアプローチしかやっていませんし、それが中心にものが回っている

というふうに考えていますから、どうしても我々のプロジェクトの評価を説明したときに、そう

いう厳しい指摘があちこちで出るわけです。もちろんJICAのプロジェクトも、最近は住民参加型

とか住民にアプローチしている例もかなり出てきています。例えばインドネシアの森林火災予防、

宮川リーダーのところのプロジェクトのように、現地に行って住民なり小学生などに森林火災予

防の啓発活動をやっているというような草の根型のコンポーネントが入っている案件も割と出て

きたのですが、そうはいっても基本は技術移転型が多いわけでして、どうしてもこういう目で見

られがちだということです。 

 私もいろいろこのなかから彼らに説明して、こういういいものもあるといっても、次にいわれ

ますのは、コストがかかり過ぎているのではないかということです。確かにこれをみていますと、

大体機材が１億円から２億円、専門家が10数名、研修員の受入が10何名と、こういうインプット

のデータが出るわけです。この億単位のお金を使っているのだということを彼らがみますと、ど

うしても、いくらいい成果を説明しても、何だそれだけお金を使っているのかという見方をされ

てしまうということで、これは私たちの広報不足ということもあるのですけれども、そういう目
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で見られることが多いのは事実としてございます。

　次にマスコミの目ですけれども、基本的によく皆さんのプロジェクトにも、東京あるいは現地

からマスコミの方が取材に来ることも多いかと思いますが、どうもマスコミのODAあるいは

JICAの事業に対する目が、やはり時期を追って変わってきているように思います。まず、 1980

年代の初頭にいわゆるマルコス疑惑というものが報道された結果、あのころはとにかくODAとい

うのは商業主義ではないかとか、密室でやっているのではないかとか、腐敗しているとか、そう

いうネガティブな目で彼らは報道したわけです、朝日新聞、週刊ポストが当時は中心になりまし

て。これが1980年代のいわゆるマスコミの一般的な見方だったと思います。

　1990年代に入りまして1991年に湾岸戦争がありました。今から８年もたつのですけれども、そ

のときに一つのキーワードができました。国際貢献というキーワードが生まれました。あのとき

に日本は大変なお金を政府が苦労されて貢献したのですけれども、なかなか人の派遣というもの

が後になったものですから、その部分が批判されて、国際貢献をしようというキーワードは、こ

れは日本の国内ですが、別に反対はないような形でマスコミでもいわれましたし、政治家の皆さ

んもそういうことに関してはあまりネガティブな意見もなかったということで、顔の見える援助、

汗をかく援助ということがキーワードになったのが1990年代だと思います。

　ところが最近、マスコミの方も勉強していますから、特に勉強している記者の方は、もう汗を

かいているということはわかった、しかし本当に援助が住民に届いているのかという視点から取

材をされる方もふえてきました。先ほどの第三者評価を頼む記者の方は、みんなそういう目で見

ようということなのです。すなわちマスコミもだんだんNGOの目に近づいてきまして、援助のプ

ロに一部なってきているということです。したがって、これも我々にとっては非常に厳しい状態

でございまして、21世紀になりますと、汗をかいて頑張っていれば何とかいい記事が出るという

時代ではなくなってくるかもしれないということをうすらうすら今感じている次第でございます。

　最後にドナー・コミッティ、いわゆるDACを中心とした21の援助国の状況を少し御説明します。

先ほどいいましたように、評価につきましてはDACで年２回会合があります。実は１月27、28日

にパリで評価会合があったので、JICAからも田中評価監理室長が出席していたわけですけれども、

このDACの評価会合とは、21か国共通の指針とか考え方とかガイドラインを作るためにディスカ

ッションするものであります。ここで、去年あたりから非常に特記すべき動きがあります。それ

は何かというと、「アウトプットよりアウトカム重視」、いわゆる成果重視の評価をやろうではな

いかということです。専門家がカウンターパートに技術を移転して、その技術がどうなったか、

それがまさにアウトカムです。そこを中心にみようという動きが出てきた。もう一つはそれに関

連するのですが、終了案件を５年も10年もたってから評価して次の案件にフィードバックするよ

うな、そういう間接的な息の長いことはやめて、オン・ゴーイングの案件にビシビシ入って、そ

れに問題があればその場で是正する。あまりひどい場合はそれはやめるとか、そこまで厳しくやろ
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ろうではないかという声が出てきております。これは、特に強くいっていますのは、国でいきま

すと、アメリカ、英国、オーストラリア、カナダが追随しています。いわゆるコモンウェルスの

旧英連邦の国とアメリカということです。

　注意しなければいけないのは、この根底にあるのは、従来のように開発援助の質を高めようと

か、そういうことよりも行政改革なのです。国内の行政改革の一環でどうも騒がれているという

のが実情のようです。これはもちろん彼らは会合の場ではいいませんけれども、いろいろ聞いて

みますと、そういう状況です。例えばアメリカの場合は、ちょうど93年に今のゴア副大統領が中

心になって、ガバメント・パフォーマンス・アンド・リザルト・アクトという政府の行政改革の

法律を通しました。これに基づいてアメリカのあらゆる政府機関を成果重視で一律評価をして、

だめなものは切るという思想が出まして、その一環でUSAIDが厳しい評価をやらざるを得なくな

ったというのがどうも実情のようです。ですから、評価というよりはむしろ事業の管理、案件管

理の強化みたいな形になってきているということでございます。

　ちなみにJICAの場合は、先ほど申し上げましたようにそういうことは一切やっておりません。

といいますのは、終了時評価とか中間評価というのは関係事業部がインサイダーとして事業の運

営の観点から評価をしているわけで、外部の人がいきなり皆さんのプロジェクトに入ってきて、

あれこれというシチュエーションは日本の場合はないのですけれども、アメリカ、あるいは世銀

なんかでも今そういう動きをしております。ドイツのGTZも、これは景気が悪くて予算が減って

いるということがどうもあるようですが、オン・ゴーイングの案件をどんどん今切っているよう

です。そのために評価を使って案件をどんどん減らすようなこともGTZは一部やっているやに聞

いております。

　そんなことで、なかなか我々を見る内外の目が厳しくなってきているということがございます。

そういうことで、本当に皆さん方も、こういうことを申し上げますと、本当に日々一生懸命、場

合によっては非常に環境の悪いところで一生懸命働いていらっしゃる専門家の皆さん、あるいは

協力隊、それからカウンターパートの人に申しわけないという気持ちが大変するのですけれども、

ただ、そうは言っても、なかなかそういう見方でやっていく時代がそろそろ来つつあるのかなと

いう気がしております。

　以上、非常に簡単でございましたけれども、最近の評価をめぐる状況について御報告させてい

ただきました。どうもありがとうございました。

【司会】　どうもありがとうございました。

　それでは、ここで５分間休憩いたします。25分に再開したいと思います。

（午前11時20分　休憩）

－38－



（午前11時25分 再開） 

 

【司会】 それでは、午前の部最後のテーマであります「機材調達業務の迅速化について」、調達

部の杉原管理課長より御説明いたします。よろしくお願いします。 

 

４．機材調達業務の迅速化について（調達部） 

 

【杉原調達部管理課長】 調達部管理課の杉原でございます。鉱工業のリーダーの皆様には、あ

れっとお思いの方がいらっしゃるかもしれませんけれども、実は先週まで私は鉱工業開発協力部

に所属しておりまして、今週の頭から調達部の方に異動になりました。この２～３日猛烈に勉強

いたしまして、本日はその勉強の成果を発表するといういい機会に恵まれましたので、説明をさ

せていただきます。 

 それでは、資料でございますけれども、先ほどの評価監理の資料の次が「機材調達業務の迅速

化」ということで調達部の方のペーパーになっております。そちらのペーパーを参考にしながら

御説明をさせて頂きたいと思います。 

 まず、機材調達の現状といいますと、もちろん当然皆様のプロジェクトの方で機材というのは

いろいろな重要なポーションですし、日々いろいろなトラブルといいますか、思った時期に届か

ないとか、思った内容のものが現地の方へ届かないといったトラブル続きというか、そういう状

況であろうかと思いますけれども、大きく分けて我々が考えております現状の問題点として２点

ございます。 

 それを、ここの「機材調達における最近の動向」というところに載せているわけでございます

が、１点目はその真ん中あたりに書いてありますけれども、調達部に皆様方からの申請書が上が

ってきて、私どもの方で競争性ですとか公平性ですとか透明性ということを確保しつつ、入札に

耐え得る資料を作って調達の手続をしておるわけですが、どうしてもそこのところで時間が非常

にかかってしまうというところが大きな問題としてございます。ちなみに現在どれぐらいかかっ

ているかということですが、2,500万円以上の機材については一般競争入札ということでやってい

るわけですけれども、その一般競争入札の場合ですと、仕様書の作成、これは担当事業部の方が

一応現在のところは責任分担ということになっているのですが、その仕様書の作成から契約の締

結まで、調達部に来て調達部の方で契約を締結するというここの部分だけでも300日、約10か月間

かかってしまうというのが実態であります。したがって、これに製作期間、納期は平均で3.5か月

ぐらいかかるわけですけれども、プラス輸送の期間がかかりますので、やはり１年、あるいは１

年以上というオーダーで期間を要してしまっております。ここが問題の第１点目ということでご

ざいます。 
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 問題の第２点目としては上のパラグラフの下の方に書いておりますが、調達部からみた場合に

は、プロジェクトの担当事業部から調達部への機材購送請求、こういった機材を購入してほしい

という請求書が、現状では第３四半期ということで秋ごろ、10月、11月、12月に集中して調達部

の方に届いているのが現状でございます。したがって、そこから入札等をやって業者を決めて発

注してということになりますので、どうしても機材の完成、それから現地への輸送は翌年度とい

うことになってしまうわけでございまして、私どもの観点というか予算管理という観点からする

と、これはほとんどの機材関係の予算が繰越しというようなことに今なっておりまして、これも

予算管理上は極めて大きな問題です。このまま行くと、機材供与の予算が削られるといいますか、

削減というようなことにもなりかねない状況ということで、先ほどの私ども調達部の機材の購送

手続に非常に時間がかかるという点と、やはり皆様方からの購送請求が第３四半期という年度の

やや後半になって上がってくるという、この２点が非常に今の現状からいくと、私どもからみて

大きな問題ではなかろうかというふうにとらえておるわけでございます。 

 この問題を何とかしなければいけないということで、従来からいろいろな検討を行ってきてい

るわけですけれども、これに対して３点ほど、こういうことでちょっと改善を図ってみようとい

うことになりまして、一部既にやっている部分もございますが、その３点について御説明を差し

上げたいというふうに思います。 

 まず１点目は、(2)の 1）に書いていますが、機材情報シートの導入という点でございます。こ

れは、農林業分野のプロジェクトの方と鉱工業分野のプロジェクトの方では若干今仕組みが違っ

ていまして、鉱工業分野のプロジェクトですと、仕様の作成のメインの技術的な支援を国内支援

機関の方にお願いしているという関係で、必ずしもこの機材情報シートを使わなくてもいいとい

う実態がございますので、参考として聞いていただければと思います。 

 鉱工業以外のプロジェクトの主たるところについては、平成９年９月から機材情報シートとい

うものを導入いたしました。ちなみに新しくリーダーになられた方については、まだよく御存じ

でない方もいらっしゃるかと思いますので、簡単にどんなものかを御紹介したいと思います。調

達部のペーパーの後ろの方に資料集がついておりますが、その資料集の５ページ目をおあけいた

だきますと、「機材情報シート（総合情報）」というものがございます。この機材情報シートは、

５ページにあります総合情報というシートと、６ページにあります個別情報というシートの２種

類がございます。総合情報というのは、これは上の方に、「プロジェクト実施期間中に一度記入し

てくだされば結構です」と小さな文字で書いてありますけれども、プロジェクトが実施されてい

る地域の全般的な状況、気温がどのくらいのところで機材が使われるかとか、湿度はどんな感じ

かとか、電源は何ボルトで、プラグ・コンセントの形状はその地域ではどういうものを使ってい

るかとか、そういった一般的な全般的な状況をそれに書いていただきます。２枚目の個別情報の

方は、どういう機材が必要かということについて個々の機材名ですとか、どういう用い方をする
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のかという機材の用途ですとか、あるいは特別な付属品が必要であるとかないとか、あるいは参

考となるような銘柄は何かあるかどうかとか、この辺の最小限必要となるような情報を記入して

いただくのが機材情報シートでございます。 

 これを約１年半ほど前から導入をして、迅速化ということでやっているわけでございますが、

情報シートについてはそのまま情報シートを使って申請をして頂いているという点はございます

けれども、この情報シートについての私どものお願いとしては、前年度の10月ごろに情報シート

を記入して本部の方に提出して頂きたいということでお願いをしているわけです。実情ではなか

なか10月ということでは、一部上がってきているプロジェクトもありますけれども、大部分につ

いては遅れてまいりまして、ちょうど今ごろ、１月、２月とか、それぐらいに上がってきている

ということで、どうしても少し遅れぎみになってしまっているということがございます。引き続

き先ほど申し上げました極めて大きな予算の繰越しといいますか、どうしても遅れ遅れになって

翌年度に機材が輸送されるというようなことになりますので、その辺を何とか改善するために前

年の10月に提出をぜひお願いしたいというのが機材情報シートの関連のお話であります。 

 ２番目の改善のポイントとして私どもが検討してまいりましたのは、２）に書いてあります「仕

様書作成と購送業務の調達部への一元化」という、聞いただけでは何かよくわからないようなテ

ーマですけれども、９ページを開けて頂きますと概念図がございますので、こちらの方で少し説

明をさせて頂きます。 

 この概念図を見て頂きますと、特にポイントとなるのは下の方にステージということで、要望

調査があって、それから仕様書作成があって、購送業務という矢印になっているわけです。責任

の所在ということで、事業部所管、それから調達部所管となっておりますが、これは一元化され

て以降の概念図を示しております。現在はどうなっているかというと、この仕様書作成までの責

任は事業部にありということで、機材情報シートを記入して頂いて、内容的に不備というような

ことになると事業部の方から皆さんのプロジェクトの方へ連絡させて頂いて、ここが悪い、あそ

こが悪い、直してくれとか、さらにここに記入してくれとか、いろいろやりとりをやってOKとな

ると、初めて調達部の方へ購送の申請を出していただくというやり方になっているわけですが、

そうではなくて、今回我々がやろうとしているのは、むしろ仕様書作成の業務から調達部で一元

的に責任を持って管理していこうということでございます。 

 したがって、これは一応今年の４月１日からやるということで今最終的な詰めを行っているわ

けでございますけれども、一元化ということになれば、調達部の方から、もう少し詳しくここの

部分を書いてほしいとか、そういったプロジェクトサイドとのやりとりを事業部の担当者ではな

くて調達部の方からさせていただくということで、今までですと事業部がやって、さらにまた調

達部がそれを見てわからないところを詰めるということで、非常に作業の重複とか出戻りがあっ

たわけですけれども、そういった重複とか出戻りをなくすということで一元化を実施させていた
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だきたいと考えております。 

 最初の資料の２ページ目を開けていただきますと、具体的にその一元化によって何がどう変わ

るのだということでございますが、「改善事項及び効果」と書いてありますけれども、イのところ

では、先ほど申し上げましたように調達部が一元的に管理をするということで、マクロ的な管理

ができますということでございます。 

 ロに書いてある問題は少し違った切り口の問題でありますので、後で御説明をいたします。 

 ニのところの「一般競争入札に係る所要日数の短縮」ということですが、一元化によりどれく

らい期間が短縮できるのかについてシミュレーションをすると、先ほど仕様書作成から契約締結

まで現状では300日ぐらいかかっている、10か月ぐらいかかっているというお話をいたしましたけ

れども、我々のシミュレーションではこれが200日になります。したがって、3.5か月ぐらい短縮

が可能になります。 

 ホのところでは、今年の４月１日からそういった仕組みで本格的に実施を予定しているという

ことであります。 

 戻りまして先ほどのロのところですが、これは先ほどの機材情報シートとの関連もありまして、

全体的なスケジュールはこうなりますということでありますけれども、前年度の10月に機材情報

シートをプロジェクトから担当事業部に上げて頂きますと、先ほど申し上げたような一元化によ

る改善を行った結果として、これは納期が平均的に3.5か月ぐらいということで納期を3.5か月と

した場合には、11月から機材の現地到着が開始されるというスケジュールになります。したがっ

て、この辺を我々としては一つのモデルというような形で、これになるべく沿う形で今後進めて

いきたいということで、各リーダーの皆様にも御協力をお願いしたいと思っている次第でござい

ます。それが２点目の改善のポイントでございます。 

 改善のポイントの３点目として、「機材アドバイザーの導入」ということを、これも４月１日か

ら導入しようということで今最後の詰めを行っているところです。この「機材アドバイザー」と

いうのはどんなものかということを少し御説明いたしますと、先ほど仕様の詰めの部分は、プロ

ジェクト事業部の職員が現地の皆様方と連絡をとり合って調整をして、不足の部分について確認

の行為を行っているというようなお話をしましたけれども、この機材アドバイザーを導入して、

その辺の機材アドバイザーが事業部の職員にかわりまして皆様方のプロジェクトの方と機材の仕

様等にかかわる連絡をさせていただく、基本的にはその辺の業務が主になろうかと思いますけれ

ども、こういうことを考えております。 

 上の方に「業務内容」ということでイからホまで、業務の例示をしておりますが、いずれにし

ても情報シートを早期に皆様方から本部に上げて頂けるように、アドバイスなり補助をさせて頂

くということで、提出の遅れているところにはこの機材アドバイザーから連絡を入れて、どの辺

に問題があるか照会するなど、業務の促進をさせて頂くということと、それから、本邦調達と現
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地調達のどちらで対応すべきか、その辺のアドバイスもさせて頂く。あるいは本邦調達における

調達計画ということで、今申請すれば大体このぐらいの時期に現地への納入が可能ですとか、そ

の辺の情報も前もって提供させて頂いて、より機材情報シートの提出がスムーズに行くようにい

ろいろなお手伝いをさせて頂くということを考えているのが、この機材アドバイザーの導入とい

うことでございます。 

 以上の３点、機材情報シートの導入、仕様書作成と購送業務の調達部への一元化、機材アドバ

イザーの導入、特にこの後半の２点については４月１日からこういった形で導入をいたしまして、

冒頭に申し上げました２つの問題を少しでも解決を図っていこうという状況にあります。 

 ３ページ目の(3)に調達部からの「要望事項」といいますか、お願いということで少し書いてお

りますけれども、いずれにしても、こういった改善を加えるとしても、皆様の方から要望して頂

いた機材が現地の方に到着するのには、１年弱ぐらいに今度はなるかと思いますけれども、期間

が必要なわけで、そういったことを前提に、では、専門家の派遣の時期をいつにするかとか、研

修員の受入の時期をいつにするかということで、あらかじめそういったことを逆算してといいま

すか、機材の到着時期は、この時期に申請すれば大体この時期になるということで、その辺をあ

らかじめ十分把握して頂いて全体のプロジェクトの計画を立案して頂くようにお願いしたいとい

うのが要望事項として書かさせて頂いている事柄であります。 

 以上が、本邦調達に関しての最近の動きということであります。 

 ２番目に「現地調達」の話を若干させて頂きたいと思います。全般的な話をいたしますと、機

材供与の実績としては、大体平成９年度においては150億円ぐらいJICA全体としては実績がある

わけですけれども、このうち９年度実績で約73億5,000万円、大体50％が今や現地調達になってお

ります。したがって、残りの50％が本邦調達ということで、手元にデータがありますけれども、

平成２年の現地調達の比率は大体20％、２割でございましたが、年々増加して平成７年、８年、

９年には40％から50％の間ぐらい。平成９年度は、このペーパーには40％台と書いてありますが、

ほとんど50％に近い金額を現地調達によって行っているのが実態になっております。 

 したがいまして、現地調達の方もいろいろな整備をしていかなくてはいけないわけでございま

すが、どうしても現地調達の方が緊急に調達ができるということで安易に流れる傾向がなくはな

いという状況かと思いますけれども、先ほどもお話にありましたように、やはりＯＤＡによる機材

調達というのはいろいろなところで注目されていることもございますので、適正に手続をした上

で調達をする必要があるということでございます。 

 資料の13ページに平成10年４月に出した「現地調達の実施指針について」というものを添付さ

せていただきました。これは私ども本部の方から実際の契約を行います在外事務所長あてに出し

た通知文のコピーでありますけれども、こういったところに留意しつつ、こういった要件が整っ

た場合において現地調達を行ってくださいということで、緊急といっても緊急の解釈の仕方は、
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こういった場合に緊急ということで解釈をいたしますという、そういうところも含めて通知をさ

せて頂いております。 

 現地調達は、基本的にJICAの在外事務所の方で契約手続を整えて実施していくものであります

けれども、JICAの在外事務所といっても、必ずしも急激に伸びております現地調達の量には追い

つけないような実施体制の状況がございますので、プロジェクトの皆様におかれては、事務所へ

のいろいろな面での支援というものは不可欠かと思います。この４ページの中ごろに「業務支援・

協力事項」ということで幾つか、特にプロジェクトにおかれてはこういったサポートを引き続き

事務所にお願いをしたいという点をピックアップして書いてございますけれども、基本的にはプ

ロジェクトの方で見積書の徴集ですとか、もろもろのそういった機材調達がスムーズに運ぶよう

な支援をよろしくお願いしたいというふうに思うわけでございます。 

 以上、繰り返しになりますけれども、やはり問題点としては競争性とか公正性とか透明性を確

保するという観点から、非常に長期の時間が機材調達にかかってしまっている現状がありますと

いう点。それから、皆様方から上げていただく機材購送請求も、我々としては予算が使える状態

になる４月からいろいろな手続を開始したいということでありますけれども、そもそも出発点と

なる請求書が上がってくるのが現状では10月とか11月ということで、その辺もひとつ前の年の10

月には申請を頂いて、JICAの方で当該年度の４月から手続ができるようなタイミングにぜひお願

いしたい。そのために、我々としては機材情報シートを導入させて頂いたということ。 

 ２点目としては仕様書作成と購送業務を今までは事業部と調達部ということで分けてやってい

たわけですが、調達部がその辺の全般的な管理をする、責任を持って管理をするということで、

一元化の方向で考えていて、４月１日からその方向で進む予定であるということ。 

 それから、先ほどの機材情報シートを早く提出してくださいということで、その辺もお手伝い

をさせて頂くために機材アドバイザーの導入を、これも４月１日からやりますが、検討しており

ますということ。 

 いずれにしても、この辺については最終的に決定いたしましたら、こんな形になりましたとい

うことでペーパーで皆さんの方へ御連絡をいたしますので、よろしくお願いいたします。 

 【司会】 どうもありがとうございました。 

 

５．質疑応答 

 

【司会】 それでは、12時半まで、約27～28分ですけれども、質疑応答のセッションに移らせて

いただきます。 

 プロ技各部に共通する３つのテーマ、それぞれ昨年とはかなり変化していると感じているリー

ダーも多いかと思いますので、ぜひ忌憚のない御意見、御質問をお願いいたします。なお、発言
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に際しましては、お手数ですけれども、最初に国の名前とプロジェクト名、氏名をおっしゃって

いただくようにお願いします。それでは、どの点からでも結構ですから、よろしくお願いします。 

【佐伯リーダー（オマーン）】 オマーンの漁業訓練計画プロジェクトの佐伯でございます。調達

の関係でございますけれども、基本的な姿勢として現地調達をもっともっと盛んにしろと。つま

り現地調達を調達のむしろ本筋にするぐらいに現地調達を進める方向が基本的にあるのかないの

か。この通達等をみますと、現地調達をむしろネガティブに考えておられるような感じがするの

ですが、現実には現地調達できれば、それが一番プロジェクト・サイトとしては非常にありがた

いのです。私のところはあと１年しか残っていませんので、これで本邦調達をやっていたら終わ

ってしまうので、100％現地調達を今お願いしているのですけれども、かなりのところで現地調達

が相当できる状況になってくればありがたい。本邦でしかない機材、本邦の会社がつくっている

ものを調達するなら、本邦調達になるでしょうけれども、例えば私は、分析機器でヒューレット・

パッカードを使っていて、これを頼むとどっちみち輸入品になってしまうものですから、ダイレ

クトにやった方がよほど楽なのです。そういうようなこともございますので、基本的な方向とし

て現地調達を今後もっともっと盛んにやれという方向なのか、それとも、やむない場合は現地調

達でも仕方がないという、どちらでしょうか。そこだけちょっとお聞きしたいと思います。 

【司会】 それでは、杉原管理課長お願いいたします。 

【杉原調達部管理課長】 明確に現地調達を推進する方針が出ているかどうかは必ずしも承知し

ていないのですけれども、いずれにしても、先ほど御紹介いたしましたような実績をみますと、

４～５年前には現地調達は２割であったものが、平成９年度においては50％ということで、相当

な勢いで現地調達がふえているのが実態であるわけでございます。当然といいますか、プロジェ

クトの協力の効果を最大限発現するためにどちらがよいかということで、平成10年４月に出てお

ります、先ほど若干紹介いたしました要件が満たされるものについては、現地調達でぜひ実施し

てくださいということなのかなというふうに思っております。お答えになりましたでしょうか。 

【司会】 よろしいでしょうか。 

【佐伯リーダー（オマーン）】 私はそちら側に座るような立場にもいたことがあるのですが、そ

のころはどちらかというと、むしろ現地調達はできるだけ避ける方向で、むしろ本邦調達が本旨

だということでした。ところが、いろいろな条件の中で、例えばプロジェクトが終わってしまっ

た後で残してきた機材が、本邦調達の場合は後で故障したときにもうどうにもならなくなる。そ

れが、現地調達でやっておけばずっと使えることが多いのです。やはり現地でやっている人間に

してみると、現地調達をできるだけたくさんやりたいというのがむしろ皆さん方の本音ではない

かと思います。ただ、入札の関係になりますと、場合によるとその国の事情によって随契しなけ

ればいけないし、そういう意味でのいわゆる公開入札みたいな形のものがまずとれないことが非

常に多いので、その面から指摘されると非常に困るところはあるのです。しかし、プロジェクト
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の運営上は実際問題として現地調達が一番ありがたいということがありますので、相見積がとれ

なかったからうんぬんかんぬんとか、その辺で厳しくいわれると非常にきついというところがあ

ることを一言お願いしたいと思います。

【杉原調達部管理課長】　その辺につきましても、先ほど紹介いたしました平成10年４月に出て

おります通知に、現地の方で入札がとてもできる状況ではないとか、相見積がとれるような状況

ではないということを明確に記述に残しておけば、現地調達は可能であるということになってお

りますし、それはやっていただいて結構ですということにこの通知文書もなっておりますので、

現在としてはそれができるということになろうかと思います。

【司会】　よろしいでしょうか。では、続いてお願いいたします。

【岩倉リーダー（ブルガリア）】　ブルガリアはっ酵乳製品開発の岩倉といいます。まったく事務

的な質問ですが、企画課長さんが一番最初に説明されたことで、地域４部を設けられるというこ

とですが、その中に15か国の地域というのがありまして、その表もついているようでございます

けれども、これは東欧というのはないのですか。

【力石企画部企画課長】　先ほど御説明した15か国の部分については、在外事務所が所在し、か

つ一定の援助量を超えている主な国ということで選定しております。したがいまして、地域とし

てはもちろん東欧というのはあるわけですけれども、ほかの主要な援助受入国と比べますと、ボ

リュームにおいても種類においても少ないということで対象から外れているということでござい

ます。

【司会】　よろしいでしょうか。

【岩倉リーダー（ブルガリア）】　わかりました。

【司会】　それでは、前の方。

【宮川リーダー（インドネシア）】　インドネシアの森林火災予防プロジェクトの宮川です。先ほ

どの山本調査役のお話の中で、JICAの評価に対する目というところでNGO、それからマスコミ

の目といたしまして、住民に届いているかどうか、プロジェクト活動の成果が本当に住民のため

になっているのか、住民が喜んでいるのか、確かにそういう厳しい目があると思います。実は森

林林業分野のプロジェクトはおしなべて最近の活動内容といたしまして住民に直接普及訓練を行

う、あるいは住民参加型の社会林業活動を行うという活動が非常に多くなってきておりまして、

我々のプロジェクトの３つの活動分野のうち、そのうちの２つまでが直接サイトに入りまして住

民を対象に普及訓練等をやっているということで、この住民に届いているかどうかということが

我々のプロジェクトの成果として非常に重要なことであるというふうに常々考えているわけです。

　このあたりをしっかり評価して、今後の活動の改善のために何が必要なのか、住民の要請は一

体どこにあるのか、どういう活動が喜ばれているのかということを評価して、それを今後の改善

に盛り込んでいきたいと常々考えているところでございますが、実はこの評価というのは非常に
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難しい。初年度に短期専門家に来て頂きまして、アンケート調査等によりまして直接住民に、普

及をやった後にどうだったかという調査もやりましたが、これも１回だけで、その後続けてなか

なかできないものですから、そのままになっておりますが、そこで御質問したいのは、何かほか

のプロジェクト、あるいはJICA以外にもほかの技術協力で、直接住民に届いているかどうかとい

う住民の反応を評価するようなことがあるのか、どういう手法があるのか、あるいはそういうケ

ースや事例がありましたら御紹介して頂きたいと思います。以上です。 

【司会】 山本調査役、お願いします。 

【山本評価監理室調査役】 ありがとうございました。インドネシアの森林火災については、非

常に住民に対する影響が一番大きい、最終的には環境問題もあるわけですけれども、そういうこ

とから宮川リーダーのところで大変御苦労されて、住民参加型のアプローチをされていると思い

ます。それで評価ですけれども、一つは、今よくありますのは、そもそも本来Ｒ／Ｄを締結して

プロジェクトを始めるときに、評価手法なり評価の先ほどのクライテリアをきっちり書いて、相

手国との関係においてもそれを納得したうえで本来はプロジェクトをやれば一番いいわけです。

おおむねほかのドナーは大体最初のプロジェクト・ドキュメントの中で評価の手法と視点は一応

合意されているのです。ところが、JICAの場合は必ずしも全部がそういう形になっているのでは

なくて、とりあえずやってみようということでやって、何年かたって評価ミッションが来て、こ

んな基準があったのかみたいなことで、時々もめることがあるのです。一つは、ですから最初か

ら大体どういう視点で評価していくのかという手法なり視点を常に意識して活動していただけれ

ば、突然評価ミッションが来たときに大変な膨大な作業、アンケート調査等をやる必要はないの

かなと思います。 

 ２番目の具体的な手法とか実績の件ですけれども、実際に終了時評価で事業部がやるものとい

うは、私のみる限り、最終受益者のところに入っていって、いわゆるインパクトを評価している

という事例はないように思います。むしろ開発調査等で最初の段階で調査するというのは割とあ

りますけれども、終了時評価ではあまりないのです。それは、恐らく時間的制約でして、大体カ

ウンターパートに聞き取りをして評価をしているというのがおそらく終了時評価の実態です。カ

ウンターパート機関によかったとかうまくいったとか、そういうものを聞いて大体総合評価して

いる。それだと、先ほどの、本当にカウンターパートが住民に何の変化を与えたとか、そこが出

てこないので、実は今ちょうど評価監理室でスリ・ランカの貧困と女性という立場から、農村の

貧困女性の視点からスリ・ランカのWIDの評価をやろうかということで動いています。その中で、

ルーラル・アセスメントとか、そういう評価手法を今試行錯誤で実はつくっているところです。

ですから、それができましたら、それが100％いいかどうかはちょっとわからないのですけれども、

ぜひ皆さんでシェアしてもらおうと思いまして、できたらインターネット上で公開をしたいと思

っています。 
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 いろいろなアプローチがあるのです。WIDですと、セガ・アプローチとか、いろいろな人が考

え出している住民の聞き取り調査のやり方があるのですけれども、実はどこのドナーもこれだと

いうものをまだ持っていなくて、今スウェーデンが旗を振って、先ほどのDACの評価会合でドナ

ー共通で使えるようなものをつくろうと、スウェーデンSIDAが今つくっております。そんなもの

をみながら……、今パッと出せないのが恐縮なのですけれども、追い追い提供していきたいと思

っております。よろしくお願いします。 

【司会】 よろしいでしょうか。続いてお願いいたします。 

【幾原リーダー（タイ）】 タイの繊維プロジェクトの幾原と申します。調達部の方にお願いでご

ざいますが、現地で機材に通電をしたり、そのときに一番気を使うのは、変電が大丈夫かとか、

それから、機材によっては冷却装置を入れなければいけないとか、それをうっかりしてやります

と、機材がすぐお釈迦になってしまう。この関係に一番気を使っているわけです。そういう面か

らみますと、例えば総合調査のシートには水温を書くとか、それから、１回で結構ですというの

は、やはり現地事情によりましてはその年に変わったりすることもありますので、毎年出させた

方がいいのではないかと思います。 

 もう一つは、アドバイザーの方に大変期待をしているのですが、我々が機材要求をするときに

は、変電装置が抜けたり、機材によっては冷却装置をつけなければいけないのがつい抜けてお願

いをして、届いてから慌てて冷却装置をお願いするというケースがございます。一般的に日本か

らのカタログでは、現地事情に合わせておりませんから、変圧装置が必要だとか、この装置には

冷却装置が必要だとか、これはカタログに書いていない場合が多いです。そういう面でぜひアド

バイザーの方に、我々が調達をお願いする前にそういう総合シートを判断して、こういう変圧器

を絶対にあわせて要求を出すべきだとか、冷却装置を出すべきだとか、こういうアドバイスをぜ

ひお願いしたい。それから、この総合シートは、先ほど申し上げましたように中身をもう一度チ

ェックいただいて改善いただければと思います。以上です。 

【司会】 質問というよりは要望ということも入っていると思いますが、どうでしょうか。 

【杉原調達部管理課長】 アドバイスをありがとうございました。情報シートにつきましても導

入して１年半くらいたっておりますので、また、皆様方の意見をお伺いして、改定版といいます

か、改善すべきは改善していきたいと思っております。 

 機材アドバイザーにつきましても、相手側が途上国であるということで、一般的に必要になる

ようなものについては、むしろ皆様よりも機材アドバイザーの方から発案して、いろいろ問題の

ないようにしていくというアドバイスを頂きましたので、その辺も踏まえましていい形でぜひや

っていきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

【司会】 どうもありがとうございます。 

【阿久津リーダー（パラグァイ）】 パラグァイ東部造林普及計画の阿久津でございます。国別ア
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プローチの強化ということで、48か国を対象とした５年間のローリングプランの作成をするとい

う御説明を受けたのですけれども、このローリングプランの作成というのは、これはJICAでなさ

るということになるわけですか。この場合、例えば新規案件の発掘をするという場合ですけれど

も、現在要請主義というようなことをいっておりますので、相手国の中から多様な新規案件の案

が出てくると思いますけれども、そういう案が出たときは、このマスタープランの中にどういう

ふうに位置づけていくのか、事前にその項目が入っていればよろしいわけですけれども、後から

その項目以外のもので出てきたとき、そのローリングプランの中に項目がなければ、それは新規

案件としては採択されないというようなことになるわけですか。 

【司会】 企画課長、お願いします。 

【力石企画部企画課長】 お答えいたします。この国別の事業計画というものは、もともとその

国にとって何が必要かという視点で、どういう課題があって、どういう援助分野があるのかとい

うニーズ、それから、もちろんその国の開発計画でプライオリティーが高いもの、そういったも

のを総合的に勘案して、その国に対する、パラグァイならパラグァイに対する援助課題、こうい

うものを整理いたしまして、その中で実施のツール、いろいろなスキームを投入していくという

計画になります。したがって、まったくそういうものから外れた新規案件の要請が来た場合は、

それは国別事業計画には載らないといいますか、もっと簡単に言えば、新規案件の検討の中で落

とされていくというふうに考えて結構だと思います。もしそれに載っておれば、当然それはプラ

イオリティーをつけられて、毎年事業計画というのは見直されますから、その中に入っていくで

しょう。さらに、当初予定していなかった分野であっても、そのときに緊急にその国にとって重

要な意味を持ってくるような分野もありますので、そういう場合は改めてそれを援助課題の一つ

の柱に立てて、そのなかに個別の援助案件を入れていくということになろうかと思います。 

【司会】 よろしいでしょうか。続きまして、どうぞ。 

【荒木リーダー（ラオス）】 ラオス・ヴィエンチャン県農業農村開発計画の荒木と申します。質

問も含めて２点ほどですが、１点目は、最初の資料の６ページの「国別重点課題国内支援委員会

による検討課題」ということで、６のインドシナの、特に「メコン河川地域の開発（水理、運輸

セクター等）」と、この「水理」についてですけれども、いわゆるハイドロリックスなのか、ハイ

ドロジーなのか、ウォーターユーズなのか、その辺を含めて、単なる字の間違いなのか、１点質

問です。 

 ２点目は、JICA全体の機構の中ではいわゆる評価監理室と業務監査室というものがございます

けれども、実をいいますと、昨年私どもの方は10月に業務監査室長が来られまして、いろいろ指

導をして頂いたのですけれども、それに対する対応といいますか、相手国側といいますか相手側

の対応等も含めて、また、いわゆる評価の視点と業務監査の視点といいますか、例えば効率性と

か効果とか妥当性とか、そういうものが業務監査の中でも当然あるかと思うのですけれども、そ
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の辺の関連を教えて頂ければと思います。以上２点です。 

【司会】 では、最初の点を企画課長の方からお願いします。 

【力石企画部企画課長】 インドシナのメコン川流域の開発の問題で、水理というのはどういう

ものを含むのかというようなお話で、私も専門外なので詳しくはお答えできないかもしれません

けれども、このメコン川というのはインドシナ半島の複数の国をめぐっている大きな川で、その

活用を調和のある形で各国の流域に資するような形で開発を進めるという視点から、その視野に

入ったほとんどの、主に運輸セクターが中心になりますけれども、それ以外にも河川の周辺の開

発、あるいは洪水防止のためのいろいろな手だてだとか、かなり広い分野を包括的に対象とした

調整が必要だという理解です。JICAでは、専門家もメコン委員会という河川管理の全般に関する

部分をどういうふうに調整していくかということで専門家の派遣もしております。 

【司会】 よろしいですか。 

【荒木リーダー（ラオス）】 はい。 

【力石企画部企画課長】 ２番目の方は、後段は山本調査役の方にお答えいただきますけれども、

この業務監査室というのはそもそも内部監査を行う機関でございます。主たる任務は会計内部監

査ですが、それを行うとともに、内部あるいは事業の制度だとか、それから金銭的な会計上の問

題とか規則だとか、そういうものについてどうであるかという監査をいたしまして、内部に、も

っと言えば総裁にその結果を報告し改善につなげていくという、内部監査的な意味合いが強い組

織でございます。 

【司会】 山本調査役、お願いいたします。 

【山本評価監理室調査役】 少しフォローさせて頂きますと、今の御質問の趣旨は、おそらく今

力石が説明しましたJICA内部の業務監査というよりは、むしろ会計検査院といいますか、いわゆ

るオーディットですよね。会計検査というパブリック・アカウンタントといいますか、そこの評

価との違いではないかというふうに想像したので、その辺も少し説明します。内部監査というの

は、JICAの内部で規則どおりに事業が行われているかとか、お金の支出がきちんとされているか

とか、そういう内部の自助努力、自浄作用というような部分があって、これは公開は当然されて

いないわけです。他方、会計検査院等を含め、要するに納税者に対して公開をするという立場か

ら国の事業を検査する、これが監査ということだといえば、実は今の御質問は私どもの悩みでも

あります。 

 会計監査、オーディットと先ほどの評価の足し算引き算の図を示しましたが、かなり今、垣根

が下がってきましてオーバーラップしてきている傾向がかなりこざいます。例えば会計検査院の

検査の場合は、規定どおりにお金がきっちり支払われたり契約がされているかというだけではな

くて、今は効果の発現ということがよくいわれます。要するにプロジェクトがきっちり行われて

いても、その結果、実際に効果が出ているのか。先ほどいいました２番、３番の目標達成度とか、
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あるいはもう少し進んだ効果まで会計検査院が指摘するという状況にあります。どうもこれは悪

いとかいいではなくて、本来の検査の定義から少し外れているような気もするのですが、やはり

アメリカの例のGAOの流れの影響がものすごくありまして、アメリカはもうそこまで踏み込んで

いるのです。アメリカの会計検査というのは効果まで踏み込んでくるものですから、どうしても

そこがあります。 

 ただ、JICAの評価室の視点というのは、あくまで個別の、先ほど来言いましたように、案件を

批判したりレーティングして、それをいわゆるバッシングするとか、そういう意図では全くなく

て、事業の質を上げたいという一心から、ときには厳しい指摘もJICAの内部ではやることがあり

ます。ただ、それがそっくり外に出たときに、いわゆる会計検査的な視点から見ると、逆にプロ

ジェクトをよくしようと思ってやった結果が外に誤解された形で出ていくということが、一番今

のつらいといいますか、そういうところであります。 

 ですから、かなり今オーバーラップぎみにオーディットと評価が行われていますけれども、基

本は評価プロジェクトの質を上げるものであって、個別の専門家のパフォーマンスがどうとか、

あるいは規定がどうかとか、お金の支出がどうとか、そういうものを評価するものではないとい

うことは申し上げられると思います。 

【司会】 どうもありがとうございました。 

 時間が過ぎたのですけれども、最後にお１人だけお願いいたします。 

【末光リーダー（マダガスカル）】 マダガスカルの北西部養殖振興の末光と申します。来年度予

算の中で、アジア・アフリカ・ネットワーク強化支援費という項目の御説明を頂いたのですけれ

ど、これについては、いわゆるLLDC予算の中の技術交換費とか啓蒙普及費がございますけれど、

そういったとらえ方をしてよろしいのかどうか。さらに、申請手続はどのようにしたらいいのか。

それから、大まかな１件当たりの予算枠はどのぐらいをめどに考えて申請すればいいか。その３

点についてお願いいたします。 

【司会】 では、力石課長、よろしくお願いします。 

【力石企画部企画課長】 この予算につきましては、実施要領を今作成中でございまして、まだ

詳細が定まっておりませんが、トータルの予算でついたお金は2,000万円です。ですから、それほ

ど多くはないのですけれども、先ほど申しましたように、主にこれは人の往来に使える予算であ

るということでございます。ですから、既存の技術交換費としてLLDCに特別枠でついているも

のも有効ですし、これを使ってやってもいいという内容のものになります。これは周辺国にも行

けることになっていますので、非常に従来の技術交換の予算よりは幅広く使えるのではないかと

期待しております。申請の方法その他につきましては、今その定めを検討しているところでござ

いますので、また、決まりましたら皆さんの方にお知らせできると思います。それから、単価で

ございますけれども、冒頭言いましたように基本的にはこれは旅費になりますので、その範囲で
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やっていただければいいのではないか、つまりそういう感覚の単価であるというふうにお考えい

ただければよろしいと思います。 

【末光リーダー（マダガスカル）】 そのアジア・アフリカという中には中近東は入らないのですか。 

【力石企画部企画課長】 中近東は入りません。ただ、基本的にはサブサハラですが、その域内

ということでアフリカの開発に資するようなものであればいいかもしれません。アフリカ大陸に

ない中近東はちょっと難しいかなという感じがします。 

【司会】 時間が過ぎましたので、まだたくさん御質問、御意見等あろうかと思いますけれども、

合同のセッションはこれで終了させていただきます。どうもありがとうございました。 

 

（午後12時35分 閉会） 
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（午後１時30分 開会） 

 

【松谷農業開発協力部計画課長（司会）】 それでは、時間になりましたので、ただいまより平成

10年度農林水産業協力プロジェクト・リーダー会議全体会議を開催いたします。 

 最初に、午前の部と御来賓の方等が交代されておりますので、私の方から御紹介させていただ

きます。 

 まず、農林水産省審議官の熊澤審議官です。 

 外務省経済協力局技術協力課課長補佐の橘補佐です。 

 農林水産省経済局国際部技術協力課長の鈴木課長です。 

 私どもの方ですが、国際協力事業団副総裁、東副総裁です。 

 亀若理事です。 

 農業開発協力部、戸水部長です。 

 林業水産開発協力部、黒木部長です。 

 農林水産開発調査部の狩俣次長です。 

 菊池専門技術嘱託です。 

 

１．主催者挨拶 

 

【司会】 初めに主催者を代表いたしまして東副総裁からご挨拶申し上げます。 

【東副総裁】 昨年の８月に副総裁に任命されました東でございます。このリーダー会議は27回

目で、今回は37か国からそれぞれ77名の方にお集まり頂いているそうでございます。リーダーの

各位におかれましては、日ごろからJICA事業の最前線を支えて頂いているというふうに私たちは

認識しており、日ごろ大変環境の難しい中で御努力頂いていることについて、まず御礼を申し上

げたいと思います。 

 実は私自身、このリーダー会議は３回目でございます。一昨年の２月にパラグァイで開催されま

したときに、私は初めてこの会議に出席させて頂いたわけでございます。これは御承知のとおり１

年置きに東京と海外で交互に開催しており、今回はまた海外でという予定だったようでございます

けれども、昨今の経済的な情勢、それだけではなくてJICAが非常に大きく変わろうとしている年度

でございます。そういうこともあり、限られたJICA本部からの人間だけでなしに幅広くいろいろな

ことを聞いていただこうということで、東京開催に至ったというふうに聞いております。 

 リーダーの皆さんは、それぞれの国で御努力頂いておるわけでございますけれども、国際情勢

が非常に大きく変化をしていて、皆さんも毎日それぞれの地でどうなるか、どうなるかとやきも

きしておられる点もあるのではないかと思います。これは、それそこ皆さんの方が肌身に感じて
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おられるので、私どもから申し上げるよりもよく御承知だと思いますけれども、一昨年のタイの

経済不安を最初に、韓国へ飛び火し、それがインドネシア、マレイシアへというふうに、東南ア

ジアないしは東アジアの経済の動揺が激しくなり、途端に、今度はロシアで大変な経済不安が起

こり、さらにそれが中南米へ飛ぶ。これは皆さんちょっと不思議に思われると思いますが、専門

家のお話を聞きましところ、ロシアに対する投資は意外にスペインから多いのだそうです。その

ロシア経済の危機のためにスペインの投資が中南米から少し引き揚げ始めた。それで中南米がち

ょっとガタガタしているところに、アメリカの方もアメリカの株価その他非常に経済的に景気が

いいところへもってきて、中南米がちょっとおかしいぞということで資金が引き揚げられるとい

うような動静になってきております。これはなぜというふうに思うのですけれども、ロシアから

中南米へ飛び火したというふうに理解するべきだというふうに専門家の方から聞いております。

そういう形で世界各地で大変な動揺を来しております。またヨーロッパもロシアの影響を受け、

それがちょうどまたユーロ発足のときに当たるというようなことで、ヨーロッパ経済もまだちょ

っと不安な要素を抱えており、このことが一方では、アフリカ各国に対して影響を与えている。

中近東は御承知のような非常に不安定な政治的な情勢があります。このように、それぞれの地域

で御活躍頂いている皆さんにとって、それこそ毎日毎日のこの世界の動きというものを肌身に感

じておられるのではないかと思います。その点についても、こういう激動の世界情勢の中で御苦

労頂いていることに関して私ども感謝申し上げるとともに、我々の方といたしましても皆さんの

仕事を完遂して頂くうえにおいて、そういうところにも注意を向けながら、できるだけのことを

やっていこうという構えでおります。

　もう一つ国内の方に目を転じますと、今大変大きな話題になっているのがここ数年前からですが、

金融問題のいろいろな動きがございました。これは、皆さんは今では日本の新聞も手に入りますし、

日本のテレビも相当程度の地域で見られるようになっておりますし、十分御承知のことと思います。

さらに、JICAそのものに大きな影響を及ぼしてくるものとしては、行財政改革ということがござ

いました。財政的な面では本年度の平成10年度予算が年度当初に大きくODA予算としては落ち込む

という状態がございました。その一方で、この東南アジアの動揺等への対応ということもあり、補

正予算という形である程度ODA予算も戻して、割合に順調にここまでは来ているというふうに思う

わけでございます。それでもこういう財政事情、経済情勢のもとで、例えば中国の動きとの絡みな

どを捕まえて、一般国民の方からODA自身に対して、何で我々の経済がこんな状態の中でODAを

やらなければいかんのだというような声もあります。また、そういうふうに関心を持たれているか

らだと思いますけれども、ODAをめぐっての事件もいろいろな形での報道がなされております。こ

うしたなかで、今までのように右肩上がりでどんどん延びてきたODAについて、ここでもう一度振

返ってしっかりした効率的な実施を強く求められる事態になっております。

　もう一つ申し上げますと、行政改革の関係でございます。これは政府全体の省庁の再編という
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ことを含んでいるわけでございますが、ODAに関連いたします各省庁と実行機関としての JICA

の立場も、その微妙な中での変化があると思われます。JICAと兄弟の関係にありますOECFは輸

銀と合併するという動きになっております。

　こうしたいろいろな環境の中で、JICA自身も機構改革ということが課題になっておりまして、

それを来年の後半から実行していくことになっております。さらにJICAの仕事自身についても、

単に機構をいじるということではなく、その仕事のやり方も見直していくことが必要です。特に

各方面から非常に強くいわれているのは、時間がかかり過ぎるということでございます。 JICA

に対する開発途上国からの批判には、要請してから着手するまで相当時間がかかる、特にプロ技

についてはそうだという声がございます。先方の要請をよく踏まえつつ、これをいかに短縮しな

がら、実行していくかということが一つの課題でございます。また、プロ技を含めた各種の協力

の実施におきましも、例えば機材の調達で非常に時間を食うとか、なかなかうまくかみ合った形

での援助ができないというようなことも、それぞれのプロジェクトの方からよく聞いておるとこ

ろでございまして、これらについての改革も進める必要があります。JICAの機構改編につきまし

ては、おそらく午前中に企画部から概要の御説明があったと思います。また予算につきましても

これから追い追い御説明がそれぞれなされていくと思いますので、詳細については今後の会議な

いしはその前の会議に譲っておきたいと思います。

　そこで農林水産関係の協力の問題でございます。最近の国際協力において、やはり国民的な関

心ということが強くなってきているもとにおいて、国民的な課題を解決する､また開発途上国自身

がなかなか取り組みにくい問題に我々は協力するというような観点が強くなってきております。

したがいまして、この農林水産業協力についても非常に大きな注目を集めるようになっているの

は御承知のとおりで、特に課題として地球環境の問題、貧困撲滅の問題、食糧確保の問題、女性

の参加の問題、そういうことが最近強調されているわけでございますが、まさにこういうものに

対応していく部門が農林水産業の協力であり、またその協力の中でこういうものを意識しながら

展開をしていかなければならないというふうに思っておるわけでございます。そういう意味で、

農林水産業分野の国際協力に対する注目度は非常に高くなっているわけでして、それに応えてい

くだけの体制をとって協力事業を進めていくということが、我々にとって大きな課題ではないか

と思うわけでございます。

　先ほど事業効率化の問題に触れました。これは、先ほど申し上げましたような、例えば時間が

かかり過ぎるというような問題は緊急の問題だという意識が強く持たれているわけでございまし

て、我々は真剣に取り組まなければならないと思うわけでございます。とりわけこういう実行の

段階におきましては、それぞれの現場でリーダーを務めておられる皆様方の意見をよく拝聴しな

がら改革をしていかなければならないと考えるわけでございまして、今までの皆さんの経験その

他をこの会議を通じてぜひ我々の方へ教えて頂きたいと思います。我々はそれを踏まえて、より

－57－



よいJICAの仕事、特にプロ技の仕事を展開していくために、さらなる改革をやっていくという構

えで取り組んでいきたいと考えておるわけで、この会議に対する我々の期待感というものは大変

大きいものがございます。十分な御討議をいただいて、ぜひ新しい方向へといいますか、より充

実した仕事が展開できるように御協力をお願いしたいと思います。 

 最後になりましたけれども、昨年ないしは今年の１月にかけて、専門家の方につきまして幾つ

かの事件がございました。大変痛ましいことでございますが、皆さん御承知のタンザニアでの事

件がございました。さらに病気といいますか、御自分の健康状態の問題からお亡くなりになった

方が２人ございました。それぞれ外の地でお働き頂いて大変厳しい環境の中で仕事に励んで頂い

ておるわけでございます。それだけに、私どもといたしましてはぜひ健康面に十分な御配慮をお

願いしたいと思います。また事故につきましても先ほどのタンザニアの事件だけではなく、最近

ではあるリーダーの御自宅に強盗が侵入したということもございました。また、大分前の話でご

ざいますが、私も農水省で部長をやっていたときの事件でございまして、思いを新たにしたわけ

でございますが、ペルーの事件の犯人がつかまったという通報が正式にこの１月にありました。

そういう痛ましい事件が各所に起こっているというと語弊があるかもしれませんが、こんなとこ

ろでと思うようなところで事故が起こることがございます。また、昨年１年間、それぞれの地域

におけるJICA職員に対して、それは押し込み強盗とまではいかないまでもある程度の強盗、窃盗

に遭ったというような事件の報告は大変な数に上っております。何百件という単位でございます。

それだけに経済的な不安定というものがそれぞれの地域にあり、大変事故が起こりやすいなかで、

しかも農林水産業プロジェクトにつきましては、どちらかというと首都から離れたところにサイ

トを持っているということがございます。大変難しい環境の中だと思いますが、十分そういう事

故にも御配慮を頂いて、それぞれの専門家の方の安全という問題についてリーダーの方々も御配

慮頂きたいと思いますし、また専門家だけではなしに御家族の方々にも十分な御配慮をいただい

て、それぞれの仕事に携わって頂きたいということを最後にお願いいたしまして、主催者として

の挨拶を終わらせていただきます。本日は遠くから御苦労さまでございました。 

 

２．関係各省挨拶（農水省） 

 

【司会】 続きまして、御来賓の方からご挨拶をいただきますが、外務省の方からは午前中の部

でご挨拶を頂いておりますので、続きまして熊澤農林水産審議官よりご挨拶を頂戴いたしま

す。 

【熊澤農林水産審議官（農林水産省）】 御紹介をいただきました農林水産審議官の熊澤でござい

ます。本日は世界各地から農林水産業のプロジェクト・チームのリーダーの方々がお集まりの中

でご挨拶を申し上げることを大変うれしく思っております。日ごろいろいろな生活環境、それか

－58－



ら諸条件の厳しい中で御尽力され技術協力、国際協力に貢献して頂いておりますこと、改めて敬

意を表したいと思います。また、この会議を準備頂きました国際協力事業団に改めて御礼を申し

上げたいと思います。 

 今、副総裁の方からいろいろ幅広い観点からお話がございました。私の方からは、初めに農林

関係の全体の動きを申し上げておきたいと思います。これは皆様御承知のとおりでございますけ

れども、一昨年から農政改革の方向を検討し始めたわけでございます。食糧・農業・農村問題基

本調査会、これは東大の木村名誉教授を座長にお願いをいたしまして、１年半にわたる検討を経

たうえで、昨年の９月に、21世紀に向けて農林水産業の施策、特に農業を中心としてどういう方

向で農政を進めていったらいいかという基本答申を頂きました。その後３か月間、政府、与党、

それから農業団体、三者で検討を進めまして、昨年の暮れに農政改革の大綱と、そうした農政改

革を進めていくうえでの改革のプログラムをあわせて策定いたしたわけであります。それに基づ

きまして、現在具体的な政策の展開に踏み出したところでございます。今開かれております国会

におきまして、まずは食糧・農業・農村基本法を提出し、御審議を頂くことになっております。

この基本法は、基本問題調査会あるいは農政改革の大綱の中で示された基本的な農政の理念をか

なり幅広い視点から盛り込んだ基本法とするということで、法文につきましても現在最終段階に

入っているわけであります。あわせてその基本法を実施していくうえでの具体的な施策が重要で

ございますので、それぞれ関係の法律を今国会に提出する準備を進めておりまして、本国会では

農林関係で16本の法律を提出することにいたしております。 

 いろいろ御議論がございまして、例えば将来の目標として自給率の設定をどう考えるか。これ

は生産者サイドと消費者サイド双方の視点から努力目標として自給率、目標たるべき自給率を基

本計画の中で示していこうということか端的な結論でございます。 

 もう一つは、株式会社論というものがございまして、これは株式会社を土地利用型の農業に導

入するかどうかというところに一番の大きな論点があったわけですが、結論は生産法人の延長と

して株式会社を認めてはどうかということで、現在問題点の検討に入って夏ごろには検討結果を

経たうえで法制度の改正をしようという段取りになっております。それから中山間へ直接支払い

をしたらどうかという議論もございました。これもいろいろ幅広い御議論を経たうえで、一定の

行為、一定の地域、一定の対象者に限定して、これは予算措置ですけれども、12年度から実行に

移すべく、夏までにこういった枠組みを検討していくということで結論を得て、現在そうした枠

組みの検討に入ったという状態にございます。これは３つの大きな論点でございます。 

 そうした農政改革のなかで、国際協力の問題、技術協力の問題の重要性についても、基本的な

答申、それから農政改革大綱のなかできちっと位置づけをして、今後とも農林水産業関係の国際

協力、技術協力を充実させていこうということで、しっかりした位置づけをしてもらったつもり

でございます。そういう意味で、これから世界的にも人口の増加、環境の悪化、そうした問題が
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クローズアップされているなかでございますので、そうした視点も盛り込みながら国際協力、技

術協力に我々としても全力を挙げていきたい。そういう意味では、世界各地で第一線で具体的な

成果に取り組んでおられる皆様方の力も大変重要であります。私ども皆様方が十全に力が発揮で

きるような支援体制は固めてまいりたいと考えております。 

 同時に、国際的にはAPECの問題がございまして、APECのなかではいろいろ新聞報道で御承知

かと思いますけれども、主として関税措置に日本がどういうふうに取り組むかという問題に割合

焦点が当てられたかと思いますが、むしろ私どもは関税問題はAPECというよりもWTOの場で交

渉すべき問題だろうと思っております。むしろAPECが取り組むのであれば、やはり技術協力、

国際協力、そうした面に重点を置くべきであるという相当強い主張をいたしまして、東南アジア

諸国にもそうした我が国の観点はしっかり受け入れられたのではないかと考えております。 

 先ほど申し上げました基本法を推進するにあたって、次期WTOの交渉に向けての議論を私ども

は与党あるいは農業団体の方々と議論をしてまいりました。そういうなかで、米については特例

措置から関税化の措置に移行するということを政府としても決定して、現在必要な法改正につい

て今国会に提出をする段取りになっているわけであります。そういうなかでも、やはり基本的に

は次期交渉に向けての体制づくりということもございまして、私ども関係者間で次期改正に臨む、

次期交渉に臨む体制を確立していくという作業に入っているわけでございます。やはり単なる交

渉だけではなくて、そうした国際的な環境の変化、先ほど申しましたような人口問題あるいは環

境問題、そういう視点も踏まえて基本的な交渉方針を現在進めている農政改革とあわせて確立し

ていきたいと考えているところでございます。 

 副総裁の方から東南アジアを初めとする経済危機については十分なお話がございましたので、

あえて私の方からつけ加えることはございません。やはり経済的にいろいろ苦しい場面に各国直

面しているわけでありますが、そういう意味で言えば工業化とあわせて、特に最近ではそうした

国々でもやはり農業、食糧生産を疎かにできないという、そういう視点というのは改めて見直さ

れているのではないかと考えております。そのような意味からも、国際協力、技術協力について

も、しっかりした位置づけのうえで推進していく必要があると考えております。 

 他方、国内の予算面ではODAの予算はなかなか厳しい状態にあるということは、これは御承知

のとおりでございますので、そういう意味でいえばODAの効率化ということがかなり強い意見と

して出されていることは御承知かと思います。とりもなおさず、それは私どもが、あるいは皆様

方がプロジェクトを計画するときの段階から始まると思います。各それぞれの地域、各国におけ

る状況、要件の中で、できるだけ各国あるいはそれぞれの地域が本当に必要としているニーズの

高いプロジェクトをまず拾い上げていく、つくり上げていくということが大事だと思いますし、

さらにそれを実行、運営する面でも相当の効率化というものが要請される。 

 また同時に、そうした事業に対して評価をきちっとすべきであるということが、ここ数年来か
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なり強くいわれているわけでありまして、国内でも評価の手法についてまだまだ確立されたとは

いえませんけれども、国内の公共事業においてもそうした評価の手法を現在確立しつつあるとい

う状況だと思います。国際的なこうしたODAによる協力面につきましても、そうした評価が従来

もちろんあるわけでありますけれども、必ずしも十分にそこが生かされていないということもご

ざいます。そこは、私どもも皆様方ともども事業の遂行、事業の結果、そういったものについて

十分な判断をしながら、次の協力に向けてどうしていったらいいのか、あるいは現在のプロジェ

クトをどのように見直していったらいいのか。そういったことをお互いに意見交換をしながら、

そうした評価についての手法も確立していきたいと考えております。 

 そうしたなかで、もちろんここにいらっしゃる方は、リーダーとしてまったく申し分ない力を

発揮されているわけでありますけれども、どうしても国内での人材養成も必要でございます。そ

れから事業を継続していくうえで、一つのプロジェクトが終了するとなると、次につなげると同

時に、一定の部分はもちろん現地の各国の方に引き継ぎ任せるということになりますので、その

際に現地でそうしたプロジェクトをきちっと引き継いでくれる、受け入れてくれるそういう器づ

くり、人づくりも大変重要でございます。これは皆様現地で身に染みてお感じになっているので

はないかと思いますけれども、できるだけそういう方向で現地での事業の効果の把握という面に

も力を注いで頂きたいと考えております。 

 最後に、これは副総裁からも丁寧にお話がございましたが、各地での安全の問題について、私

ども大変心配をしている面もあるわけでございます。もちろん私どもは国際協力事業団、そして

外務省それぞれにお願いをしながら連携をとって安全状態の確認、安全の確保ということには常

に心を砕いているつもりでございますけれども、何といっても皆様方が現地のそうした状況を判

断されるということも重要かと思います。やはり御自身と御家族の安全については、あらゆる面

から気を配って頂いて、事業の推進とあわせてぜひともそうした安全面には日ごろから気を配っ

て頂きたいということをお願い申し上げたいと思います。 

 こういう会議でございますので、いろいろまた皆様方の御意見も伺いながら、国際協力事業団、

外務省その他関係省庁と十分連絡をとりながら、事業の推進のバックアップ支援にしっかり努め

てまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いします。本日はどうもありがとうございま

した。 

【司会】 どうもありがとうございました。 

 

３．平成11年度プロジェクト運営の基本方針について 

 

【司会】 それでは、本題でございます平成11年度プロジェクト運営の基本方針につきまして、

担当の亀若理事より御説明申し上げます。よろしくお願いします。 
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【亀若理事】 理事の亀若でございます。まだ多少時差もあって、お疲れの面もあろうかと思い

ます。お着きになったその日から次々と打合せだとかあるいは国内委員会が開催されて、今朝か

らまたこうして缶詰になって大変だろうと思いますけれども、少しお話をさせて頂きたいと思い

ます。ODAをめぐるお話なりそれからJICAの組織改編、予算、そういったことについては午前中

それぞれのところから説明もあり、それから今また農水省の御来賓の方からのお話、それから東

副総裁からもお話がありました。私の方からはできるだけ重複を避けて、これは11年度に限って

ということではありませんけれども、私が担当する２つのプロ技事業部の職員と一緒になって事

業をやらせて頂いているわけですが、そこで気がついた点を少しお話を申し上げたいと思います。

気楽に聞いて頂きたい。 

 JICAの組織問題につきましては、今年の「Forward Together」の１・２月号にも私の思いを少

し書かせて頂いております。要は、組織の基本というのは、プロ技に限っていえばあくまでも専

門家の皆様方が現地でより効果的に活躍ができ、そして相手国のニーズに応えていけるようにす

るために存在しているのだといっても過言ではないと思います。そういう面で、先ほども副総裁

からお話がありましたけれども、いずれ現場を預かっている皆様方から、こうしたJICAの今の改

革についての御意見を伺いたいと思っています。そういうことを念頭に置いて、ひとつこれから

の私どもの動きを見守って頂きたいと思っています。 

 さて、これから３点ばかりお話しします。 

 ひとつは、これはちょっと大げさですけれども、危機管理の心構えということです。これは２

つありまして、ひとつは会計検査への対応というところからお話をしたいと思います。これは実

は皆様が引き上げてからの問題なんです。ただし、この問題大変重要であります。私の方としま

しては、つい２か月ばかり前ようやく10年度の海外での会計検査結果に基づくJICAと外務省さん

とが一緒になって会計検査院との熱い長い闘いが終わって今ホッとしているというのが、偽らざ

るところなんです。今回は、農林水産関係では、３件ばかり文書でもって照会を受けています。

結果的には不適切ということで国会報告にはならなかったわけですが、その陰には３つの攻防が

あったわけです。それを含めまして、過去５か年間に一体どういった点で攻めたてられているか

ということを担当の方で整理してくれていましたので、ここで御紹介方々その対応振りをお話を

しておきたいと思います。 

 まず第１点は、これは計画時点での調査が不十分で、結果的に効果が発現できていないという

ケースです。第２点目は、プロジェクトの実施期間中、相手側の政策変更や事業見直しがあった

のにこれを把握せずに、結果的に機材、移転された技術等が活用されていないというケース。第

３点目、これも実施中のケースですが、プロジェクト実施中にカウンターパート等が適切に配置

されないままに協力を進めてしまって、結果的に相手機関にその分野での技術がほとんど蓄積さ

れていないケースです。ここでいう「等」というもののに中には、例えば今年の場合は船が挙げ
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られています。本当は相手側が用意しなければならない船を相手側の財政事情で用意できなかっ

た。日本側はそれをちゃんと指摘しているのだけれども、結果的にそれは全然手当てできなくて、

その分野での効果というのはまったくなかったという事例です。相手側に問題があるわけなんで

すが、そういったケース。それから４点目は、無償資金等他の援助がそこに行われているにもか

かわらず、それとの連携が不十分で、全体として効果が出ていないというケース。これも実施中

の問題です。そして第５点目が、実施後に機材などの維持、活用について適切な助言がなされて

いないというケース。大きく５つに分類できるわけですが、この５つのうち３つのケースが、実

は皆さん方が実際にプロジェクトをやって頂いている間に、もう少し配慮して頂ければという観

点での指摘を受けているということであります。 

 これに対しまして、当方の防戦のポイントというのは、具体的なデータに基づいての反証であ

ります。例えばカウンターパートの配置についても、プロジェクトとしては何年何月幾日に相手

側のカウンターパート機関とこういう分野のカウンターパートの配置がなされていないとこうい

う機会をとらえて申し入れをしてきた。だけれども、結果としてはそういうことができないまま

に終わってしまったというような経過を、きちっと日付を入れて反論してきているわけです。実

はこういう指摘が、プロジェクトが終わって５年、10年はおろか、今年の場合は終わってから16

年目のプロジェクトについてやられているわけです。こうした場合に頼りになるのは、結局文字

として残されているものしかないのです。そこでお願いをしておきたいのは、プロジェクトの運

営改善などで皆さん方本当に日々御苦労をされていると思いますけれども、そういったことをで

きるだけ自発的にメモにして、これは文章といったって本当にメモでいいんです。メモにして残

して相手に対して出すとか、そういうことを必ずやっておいていただきたい。それには必ず日付、

相手先も記入してください。日付のないものは何の価値もないということをよく申し上げておき

ます。こちら側はリーダー、あるいは調整員の名前でも結構です。そういう形にして残してくだ

さい。 

 先日もモーリシァスの最近の四半期報告を見せて頂いていましたら、その中にリーダー名で「新

しい水産法が11月の国会で承認、発効。これまでよりより広く栄養管理を行うことが改正の特徴」

とだけ、ほんの一行か一行半ぐらいだったと思いますが、記述されていました。その後に調整員

がそれを受けて、「今後この変化がどのようにプロジェクト活動へ影響あるかは、しばらく見守る

必要がある。正式に資料入手次第別途送付する」そういうことがきちっと書いているのです。こ

れは先ほどの会検から指摘があった２番目のケース、相手の政策変更というものに対してきちっ

とプロジェクトは受けとめているのです。そうして、そういったことを私ども本部の方に連絡し

て、そしてもしその中身がＲ／Ｄで結ばれたことと違うような方向に向かうようであれば、対応

に向けて動き出さなければいけない。これが危機管理というものだと思いますが、こういうこと

が往々にしかなされない。ところが、このモーリシァスの例をとりましたけれども、見事にそれ
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に手を打ってくれる。そういう例がありましたので、御紹介させて頂いたわけであります。こう

いうのがありますと、会計検査院の先程申し上げましたような指摘にも絶対文句を言わせない、

見事な対応だと思います。こうした記録をもとに、農開部、林開部の担当はこのプロジェクトを

担当してくださった方々の顔に泥を塗らないようにということで、まさに涙ぐましき努力をいた

しまして、その数字なり何なりをつなぎ合わせて、何度も会計検査院に足を運び、外務省とも一

体となって対応していく。それで国会報告にならずに文書だけの照会に済んでいるということが

あります。 

 それからまた、これは平成９年２月でしたが、私ども内部の監事監査が行われております。そ

の報告の中にも指摘されているのですが、こうした相手機関とのやりとりはプロジェクトも随分

やっている。だけれどもそのやりとりがいかんせん文書で残っていない。これはやはり危機管理

の意識が非常に欠けているという指摘を受けております。皆さんもひとつ心して、よろしくお願

いをしたいということです。 

 危機管理のもう一つのポイントは評価調査のことです。これは皆さんが今プロジェクトで活動

されている間に降りかかってくる問題であります。実は平成10年度のJICAの事業評価報告から、

プロ技の終了時評価が行われたものすべて、これは全部行いますが、これはすべて公表すること

に踏み切っているのです。これには役員会でも議論がありまして、１回差し戻しになったりもし

ていますけれども、全体の流れとしてこういう調査をしたものは公表すべきだという情報公開の

流れにあります。もとより終了時評価報告書の本体は既に公表しているわけです。これを今後は

一冊の本の中に全部入れて世の中に出すことになるわけです。これらについては、記述されてい

る事柄については、会計検査だとかあるいは外部評価の餌食になるということもあるべしという

ことを念頭に置いて、これをきちっと見るということを前提として、この評価報告全部を網羅し

たものを公表することになったのです。そういう動きが一つあります。この評価時の評価はもち

ろんのこと、外部から皆さんのところへいろんな評価のミッションが来たり、あるいは国会議員

がちょっと見せてくれと言ってきたり、あるいは学者がアンケート調査を出してきたりというよ

うなこともままあると思います。その際はぜひとも危機管理の視点から説明には注意を払って頂

きたいということを申し上げておきたいと思います。私はよく長期専門家が派遣されるときに申

し上げるのですが、どうも説明に客観性を持たせるという配慮が働くのか、あるいはこのプロジ

ェクトに問題があるといえば延長したり別の手立てを引き出せるということも意識の中にあるの

かどうかよくわかりませんが、えてして問題点を並べ立てたり、不用意な説明がなされたりした

ことがあります。それが後になって時々尾を引くことがあります。プロジェクトについてカウン

ターパートが説明をする場合もあります。その際も、カウンターパートには、このプロジェクト

は問題だといえばまた引き続きやってくれるという意識があるのだと思いますが、その辺くれぐ

れも注意を払って頂きたいと思います。 
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 私もそうなんですが、来訪者というのは限られた時間、限られた場所で皆さん方から御説明を

聞くだけなんです。そして帰ってそれをレポートにするときに、説明を受けた問題なり何なり言

われたことを反すうするわけです。そうすると、今度はその反すうによって、その問題というの

がだんだん膨らむことがあります。しかもバランスがとれませんので、問題点のところが非常に

大きなウエートを占めてしまうことになります。「あのプロジェクトは」というような話になりま

すと、後々非常に問題が出ます。したがいまして、リーダーの皆さんには大変でしょうけれども、

終了時評価は決して内部の評価ではありませんから、その内部、外部を心得て危機管理という視

点からひとつ来訪者を受け取めて頂くように心がけをして頂きたいと思います。 

 それから大きな２点目が、プロジェクトを盛り上げる工夫をぜひともお願いをしたい。プロジ

ェクトがうまく進むか否かというのは、これは人を通じての技術協力ですから、目標とする技術

開発もさることながら、それに携わっている専門家集団の皆さん方の人間性ということに非常に

大きく左右されます。それをさらに指揮されるリーダーの力量というのは、非常に大きいと思っ

ています。ところが、最近これがちょっと極論になって、リーダーはむしろ専門性は要らない、

それよりは調整能力があった方がいいのだ。むしろリーダーだけを公募するというのはどうなの

かというような話まで出てきています。これは全くとんでもない話なんですけれども、こうなる

と本当に技術協力というのは何だということ、それから逆に専門家というのは、本当にそういう

専門性を持った人というのは、組織運営自体もできない人が多いのかというようなことにまでな

るわけであります。これは本当にとんでもない話なんですが、ただ昨年私はアジアをちょっと見

せて頂きましたが、そのときもある大使からは、農林のプロジェクトは地味過ぎて何をやってい

るのかわからない。ただこれはそうじゃないよという話もしましたし、後で、いやいや確かに成

果をきちっと出してくれる、それは本当にほかに比べて立派だ。もうちょっとなあというのが出

る毎日でもあります。 

 それからもう一つ、またこれは言葉の問題があるのだと思うのですが、日本側の専門家だけの

世界に次第に閉じこもってしまって、タコ壷に入ってしまうようなこともあって、これはカウン

ターパート側から連絡があって慌ててリーダーの方に改善方をお願いしたというようなこともあ

りますが、これは私もいつも合同のオリエンテーションでリーダーだとか専門家の方々を送り出

すときにできるだけ時間をとってもらって、特にカウンターパートとのコミュニケーションをよ

くする工夫だとか、あるいは目線を少し上げてプロジェクトをＰＲすることの大切さだとか、そ

のためのネタなんかについて申し上げておるはずです。私が特にそのときに話をしている種本は

実はこれなんですけれども、皆さんが持ち寄ってくださったそれぞれのプロジェクト活動の事例

集、それを私は種本にしたり、あるいは出張させて頂いたときにいろいろとお伺いしたことを申

し上げているのです。今回もこれをさらに充実させたいということで、皆さん方からこの改定の

ための情報をお願いをしております。決して私の方はマニュアル化してこうするんだというよう
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なことは考えてはおりません。しかしお互いの工夫の情報を分かち合って、そしてそれぞれのサ

イトに合ったやり方でプロジェクトを盛り上げるように、一段の努力をお願いをしたいというこ

とを２点目に申し上げておきたいと思います。

　３点目は、専門家としての心得、これは心構えということです。これはここでも各役員が出て、

出発のときにお話を申し上げたので、私の話を聞いてくださった方もなかにはおられると思いま

すが、これは昨年の夏ごろマスコミが、ODA関係で海外に派遣されている専門家をターゲットに

してバッシングをやるかもしれないというような話がありまして、ちょっと警戒していたのです

が、幸いなところ、現在までのところそれはうわさのままで終えております。しかし、内外とも

に社会経済情勢が厳しい中でありまして、これは決して気を抜くべき事柄ではないということで

あります。さらに一般情勢としましても、今NGOが何とかこの技術協力なんかに入り込みたい。

もちろんそういう門戸も広げてきておりますが、もっと広げてほしい。同じJICAスキームの中で

も、シニア・ボランティア制度というのがあって、これに11年度からようやく100名の枠に予算的

に広めましたけれども、今まで60名ぐらいだったのです。それに対して実に2,000名の方々が行き

たいと言って登録をしたくらい、そういう動きがあります。まさに経団連自体としても、出して

くれと。私のところになんかも、技術士協会が協会としてもっと活用してくれという陳情もあり

ます。そういう状況の中でありますので、これはマスコミにねらわれるとか何とかというそうい

う次元の問題ではなく、そういう状況の中で身を慎むということは基本的な心構えだと思います

ので、一つオリエンテーションなりあるいは着いたとき事務所の方でもいろいろ話があろうと思

いますが、その話をかみしめてほしいというふうに思います。

　これは私もよく話をしておりますけれども、専門家ということは皆さん方御自身ではなくて、

一緒に同伴される奥様方だとか呼び寄せる家族の方のちょっとした自慢話がとんでもなく広がっ

て、何だという話になったりもします。したがって些細なことなんですけれども、その辺での御

注意もお願いをしたい。要は、本当に高い志を持って出かけてくださって、非常に大変な状況の

中で御努力をしてくださっているにもかかわらず、ごく一部の些細なことで全体を汚さないよう

に、くれぐれも御注意をお願いしたいということであります。

　ちょっと時間をオーバーしましたけれども、以上よろしくお願いしたいと思います。

【司会】　どうもありがとうございました。

４．平成10年度事業実績及び平成11年度事業実施方針

【司会】　それでは、引き続きまして10年度の事業実績及び平成11年度の事業方針につきまして、

農林２部まとめて私の方から予算面等を中心にしましてお話しさせていただきます。

　資料の方は全体会議資料の１というところの１ページから31ページまででございますけれども、
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まず平成10年度の事業状況につきましては14ページから始まっておりますので、そちらをごらん

になりながら私の話を聞いて頂ければと思います。 

 御承知のように、昨年度、平成９年度に比べますと、平成10年度の方は為替が若干円高基調で

進んでおりまして、現在も円高含みということでございます。平成10年度の予算執行状況にも

ASEAN不況対策の補正予算を組んだという影響等もございまして、事業の進捗は平年並みとはい

かずに若干おくれ気味で現在まで至っております。そうしたなかで、本年度のプロジェクトの事

業は認可予算、農林水産業合わせて121億円の規模でございますけれども、現在まで約８割実施を

しております。残り２か月あまりですけれども、事業部といたしましてはもう一踏ん張りといっ

たところでございます。 

 具体的なプロジェクトの動きでございますけれども、事前調査団は平成10年度15件を実施予定

にしておりますし、実施調査、いわゆる新規立ち上げの実施協議調査団につきましても今年度内

12件を予定しております。今年度末までに未締結Ｒ／Ｄは残り３件となっておりますので、まず

順調だと考えております。このほか平成10年度の特徴としましては、運営指導調査団という名前

の、従来よりは少し柔軟な運営指導ができる形の調査団を組むようにいたしまして、事業の実施

促進に有効に働いてきていると考えております。全体の農林水産業関連事業については、例えば

研修員の受け入れだとか専門家の派遣、さらには青年海外協力隊事業、開発調査等事業、開発協

力事業その他につきましては、こちらの資料の方を後ほど見ていただければと思っております。 

 それから、平成11年度のここが実はプロジェクト・リーダー会議では一番皆様にていねいにお

話しすべき点だろうと思います。私の方からは、午前中既に企画部等から全般の話が出ておりま

すので、農林水産業関係につきまして若干補足をさせて頂きたいと思います。 

 まず全体の話の中で、まだ企画部等で触れなかった点でございますけれども、１点はこの中に

も南米三農試といういわゆる技術協力プロジェクト事業とは少し違った形の事業を抱えておりま

す。日系人支援やその活用、それからブラジル在住の日系人を南米の各プロジェクトで活用する

という事例も増えてきておりますので、今後の活動についてもリーダーの皆様からの御意見をお

聞かせ願えればと考えております。 

 農林水産業分野における当面の課題、特にいわゆるグローバル・イッシューと呼ばれる課題と、

農林水産業プロジェクトの役割につきまして、これはもう釈迦に説法の話でございますけれども、

御承知のとおり途上国におきましてはいわゆる第一次産業を主産業にしておりまして、その中の

比較的低所得層というのは我々の協力しております分野の人々、住民に比較的多いというのが一

般的だろうと思いますけれども、その中で貧困問題というのは、午前中にも出ましたけれども

DACの開発戦略の一つの大きな柱になっております。これからの中で、都市間との地域格差の問

題とかいろいろございますけれども、農業、水産、さらには自然環境保全、こういうことが非常

に大きな役割を果たすと考えられております。しかしながら私どもの農林水産業関係プロジェク
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トは、ほかの産業のプロジェクトと違いましてその成果が目に見えるのに非常に時間がかかって

おります。例えて申し上げますと、農業開発協力部のプロジェクトは現在動いているプロジェク

トの大半は1995年前後にスタートしておりますけれども、あるプロジェクトは1980年代にスター

トして現在も続いているというプロジェクトもございます。したがいまして、例えばカウンター

パートの研修等は短期間にできたとしましても、プロジェクトの実施期間中に開発された技術な

り訓練方法なりが周辺地域に普及し、なおかつその住民の所得が飛躍的に向上するということは、

非常に難しいという特徴を持っているのではないかと思います。そういったことで、今後はさら

に長期的な取り組みが必要になるというところでは、大方の皆様の御賛同を頂けるのではないか

と思っております。 

 そのために、実は平成12年の１月１日から国別アプローチ、地域アプローチを具体化させるた

め組織改編を予定しております。さらにその国別アプローチないしは地域別アプローチと私ども

農業、林業、水産のセクターとうまく組み合わせていく必要があるのではないかと考えておりま

す。これらにつきまして、個々のプロジェクトの問題を解決する場合に、その個々のプロジェク

トだけで問題を抱えるのではなくて、いわばJICAの中の他の事業、ないしはそのほかの団体ない

しは国際機関、NGOとそれらの他の事業との連結も見据えていく必要があると考えております。

今後地域部ないしは企画部では国別の協力方針を立てていくということになりますけれども、私

ども農業、林業、水産、それそれの部門におきましても、各重点分野に対応したある種の戦略を

考えていく必要があります。それらにつきましては、ぜひ皆様のリーダーからの御意見、それか

ら国内支援委員の方々からの御助言も必要になってくると思います。 

 それから、プロジェクト方式技術協力の昨今の特徴のひとつとしまして、４ページに課題とい

いますか、どういう傾向かという特徴を掲げてございます。まず一つは、協力内容の多様化、高

度化ということでございますけれども、農業分野では稲作、畑作、園芸などの協力に加え、その

他の部門、遺伝資源だとかバイオテクノロジーだとか、さらには乾燥地、半乾燥地の農業開発等、

さまざまな新しい協力分野が今後協力していく必要がある分野がさらにふえていく。その中でも、

ソフトの分野の協力が非常に重要になってくると考えられております。畜産分野でも同様でござ

いますけれども、従来の家畜衛生部門、家畜生産部門へ加えまして、さらにはそこから出てきま

した畜産加工だとか乳製品加工等への協力が広がってきております。林業分野におきましても同

様でございますけれども、従来の植林の推進という、ないしは増産ということだけではなくて、

生物多様性の分野への協力の拡充ということが一つの課題になってきております。水産分野にお

きましても同様でございます。もう一方では、例えば農業問題を解決する場合に、農業分野の専

門家だけではなかなか対応しきれなくなっております。したがいまして、例えていいますと平成

10年度には既に農業開発協力部から２名のお医者さんを当該プロジェクトに派遣しております。

これは寄生虫対策ということでございますけれども、いわゆる違った分野の専門家もその中で一

－68－



緒に活動していただくということが始まっております。これは一例を挙げましたけれども、今後

さらにそういうある種ミックスされた協力が広がっていくものと考えられております。 

 具体的な内容につきましてはあす以降の分科会等でも、またリーダー間ないしは本部の担当そ

れから本部側の関係者と御議論頂くと思います。 

 次に平成11年度の事業予算につきまして、その概要を御紹介いたします。こちらの方は、資料

の28ページでございます。 

 こちらは現在の時点で把握している農林水産業協力関係予算でございますけれども、11年度政

府原案120億9,800万円。先ほど企画課長の方から全体予算は微増だといわれましたけれども、農

林業関係は逆に少し減っております。対前年比7,000万円減ということでございます。プロジェク

ト数は継続83件、新規14件、アフターケア８件、合計105件。調査団の派遣件数におきましては、

実施協議が14件、巡回指導調査が14件、プロジェクト運営指導28件と、もうこういうほとんど10

年度と変わらない数値を掲げておりますけれども、特徴としましてはこの限られた予算を有効に

活用するために、特に11年度の実施計画を立てて頂く場合にはある種の工夫をして頂く必要があ

りますということでございます。 

 32ページに予算執行の留意点というのを書いてあります。これは企画部ないしは財務の観点か

らみると若干矛盾するというか、昨年のリーダー会議でお願いしたこととちょっと違うことが書

いてあると思われるかもしれませんけれども、この意味は、１プロジェクトの平均単価は現在大

体年間１億2,000万円ぐらいで推移しております。今後プロジェクトの数が増えていきますとどう

しても１プロジェクト当たりのコストを一律に各プロジェクトを同じ単価で実施するということ

はかなり難しくなってきております。しかし、11年度のプロジェクトにつきましては、ここに記

述しましたように平成10年度の新規開始予定プロジェクトの立ち上げが遅れ気味でありまして、

一部は既に10年度におきまして平成11年度の前倒しを図っております結果、11年度に手当てでき

る予算の方が若干余裕が出てくるということが見込まれるということでございますので、そうい

う点に配慮して頂ければよろしくお願いしたいということでございます。 

 33ページに、実際では全体はどういう傾向になっているかというのをグラフにしてみました。

これである程度農林水産業関係のプロジェクトの性格がおわかり頂けるかと思いますけれども、

９年度をピークにしまして10年度、11年度、若干９年度から下がっております。ただしプロジェ

クトの件数の方を見て頂きますと、全体としてはまだ右上がりの傾向が多少続いております。先

ほどちょっと申しましたけれども、結果としてプロジェクトの年間コストは若干少なくなってき

ております。今後まだ正式に始まったプロジェクトではございませんけれども、従来は例えば５

か年、それから専門家が数名というのが一つの標準モデルになっていたと思いますけれども、今

後は相手国との話し合いによるわけですけれども、プロジェクト・ステージをある種助走期間と

本格期間ないしはフォローアップ期間というふうに分けて、最初の助走期間の方では例えば長期
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専門家２名で２年間で行う。その結果協力を拡充した方がいいとなれば、今度は改めてＲ／Ｄを

結び直して本格協力に移行する。こういった協力のやり方も取り入れていかなければならないと

いう分野も出てくる。こうした取り組みが平成11年度から過渡的に行われるようになろうかと思

います。 

 また、専門家のリクルートに関しまして、10年度の第２回目の専門家の公募にプロジェクト方

式技術協力事業の専門家も１名、フィリピンの「生活改善／普及」という分野で公募を実施いた

しました。11年度以降につきましても、必要に応じてでございますけれども、どうしても各省庁

の推薦を得られないような場合には、公募も続けていく。そういったことが10年度、11年度にか

けての事業の変化というふうに捉えていただければと思います。 

 ちょっと早足で話しましたけれども、ぜひ皆さま方からの活発な御意見、それから御質問を受

けて、プロジェクト・リーダー会議をさらに充実したものにさせていって頂きたいと思います。

どうもありがとうございます。 

 

５．質疑応答 

 

【司会】 それでは、残り30分ちょっとございますけれども、質疑応答のセッションに移ります。 

【宮川リーダー（インドネシア）】 最後の御説明で１プロジェクトあたりの予算の推移について

ですが、確かにこのグラフをみていますとやや下がっていますけれども、そう影響がないような、

１年間１プロジェクトで１億1,900万円、11年度、９年度も同じ額ですね。ほぼ横ばいのようにみ

えますが、ただこれはプロジェクトの経費というのは専門家の人件費ですよね。住宅手当、専門

家の経費、全部入っているわけですね。我々予算要求しますのは、現地業務費であるとか啓蒙普

及費とか、いわゆる事業費でして、この部分と専門家の手当が全部入った部分と一緒にして議論

をすると非常に混乱するのではないか。といいますのは、専門家の経費、住宅手当等は確実に毎

年上っていると思うのです。ですから、実際に我々が協力事業に使えるお金というもので１プロ

ジェクト当たり１年間いくらかというふうにしてこの推移をみると、実質的にかなり目減りして

きているのではないか。さらに途上国といえども、やはり物価は毎年非常に上っているのです。

場合によっては日本より上がっている国もあると思います。実質的な額でいうとかなり厳しいも

のがあると思うのですが、そういう分析はいかがでしょう。されているのでしょうか。以上です。 

【司会】 私の説明が舌足らずだったのですけれども、確かにおっしゃるとおりでして、実際に

は現実に３年、４年、プロジェクト・リーダーをされている方は御存じだと思いますけれども、

一番実はプロジェクト・コストに影響を与えているのは、おっしゃるとおり人件費の部分でもご

ざいます。しかし、実際の実行計画上では機材供与の年間金額、この総額がやはりある種影響を

一番受けてきております。 
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 もう一つは、実はこれは専門家の皆様とは直接リンクはしないのかもしれませんけれども、実

は為替の影響が多少ございます。そういうことを除いても、現在は昨年から10月からプロジェク

ト・コストを公表するというシステムになっておりまして、相手側にある程度現地業務費ないし

は機材供与の総額、このぐらいの金額を何年間以内に予定しますということは、もうどうしても

いわざるを得ない。そのときの計画の立て方につきまして、従来ですと例えば１年目から５年目

まで万遍なく5,000万円ずつとか、そういう考え方ができたわけなんですけれども、今後はそこを

少しめりはりをつけてといいますか、必要に応じて、例えば今年度若干実施したプロジェクトの

例で申しますと、初年度は大体年度後半に始まりますので、初期に必ず必要な車だとかオーディ

オ機器だとかコンピュータだとか、周辺の基本的な機材だけ持っていく、２年目に専門家が行っ

て十分慎重に吟味して頂いて選んだ機材をまとめて５か年、その当該年度に必要な機材というこ

とではなくて、５か年ないしは協力期間中に必ず必要なものを前倒しで申請して頂いて、JICA側

でも手当てする。 

 もう一つは、プロジェクト・コストの有効な活用ということでぜひ次年度からお願いしたいの

は、機材を単年度ごとに要請するというシステムにこだわらないで頂きたい。つまり２年分ない

しは３年分、場合によっては４年分まとめてやって頂く。そのかわりプライオリティーをしっか

りつけて頂いて、本部側の方でその予算の規模に応じて選定させて頂く。こういった工夫をすれ

ば、調達部の方で考えております機材の迅速化にもある程度貢献できるのではないかというふう

に思います。 

 ほかに、すみません、御質問の方よろしくお願いします。はい、どうぞ。 

【末光リーダー（マダガスカル）】 マダガスカルの北西部養殖振興計画の末光ですけれども、最

後の説明のJICAの当面の課題とその取り組みの中の第３項ですか、当面する重要援助課題への対

応の取り組み、後ろの方にインターネットの活用の強化とこのように書いてあるのですけれども、

我々今現地との交信をファックス、インターネット等やっておるのですけれども、担当の方から

インターネットについてはまだ私的なコミュニケーションであると、そのようにお伺いしている

のです。現場の方からは、このインターネットも部分的にもオフィシャルな通信と認めて頂けれ

ば、現地業務費の軽減が図れてプロジェクト運営も割と楽になる、そのように考えているのです

けれども、どのように解釈したらよろしいか、御説明願います。 

【司会】 私は以前国際協力総合研修所の技術情報課長をしていたので、若干ほかの方より詳し

いと思いますので、お答えします。現在情報管理課の方でそこを今後どうやって運用していくか

検討中ですが、実はセキュリティの問題が一つございまして、実際にインターネットの使用中に

一部の部門でウィルスにコンピュータがやられてしまったという事例も発生しております。そう

いったこともございまして、本部の職員はほとんど今年度末でもって全員インターネットのメー

ル・アドレスを取得するように指導しておりまして、ほとんど全員が取得しておりますけれども、
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自由にインターネットを個人でやるということについても、それを公的な情報手段として使って

いいというところまではいっておりません。したがいまして、事務連絡等の補助手段として何ら

かの紹介を頂く、ないしは確認を頂くということにつきましては既に担当者との間で現地のプロ

ジェクトとインターネットでつながっているというところがございますけれども、あくまでこれ

はまだ公的な情報交換の手段としては認めておりませんので、しばらく猶予を頂きたいと思いま

す。既に事務所を通じてアンケートが回っているかもしれませんけれども、現在例えばプロジェ

クトでホームページを立ち上げていらっしゃるプロジェクトがいくつかございます。そういった

ことの実態を踏まえて、例えばホームページの掲示板等に連絡事項を書いてそれを読むとか、そ

ういう工夫ができないかどうかということも実は検討に入っております。という状況でございま

す。 

 もう一つ、職員側のインターネットというよりはメール管理の問題でいいますと、事務所でも

試行的に既に公的なメールアドレスを持っている事務所がかなり出てきております。しかし、現

在のところそこも公式な情報伝達手段としては使っておりません。 

【高橋林業水産開発協力部計画課長】 ちょっと補足をさせて頂きたいと思うのですけれども、

今説明があったようにほとんどの担当者はもう電子メールできるような機能を持った端末が机の

上にありまして、多分現実的にはもう皆さんと日常的に会話といいますかコミュニケーションを

やられていると思うのですけれども、ただそれをどのようにJICAとして管理する、あるいはオフ

ィシャライズするかというところは、多分にいろんな面で難しい問題もあるということで、まだ

結論が出ておりません。ですから、多分活用していただいて、日常的なコミュニケーションをよ

り一層推進して頂くということで使って頂く分にはどんどんやって頂いていいと思うのですけれ

ども、オフィシャルな事業に関するもの等については、残念ながら今のところは既存のルート、

事務所を通じてあるいは大使館を通じて、あるいはプロジェクト・リーダーの名前で、部長なり

総裁なりに文書で出して頂く。それはファックスでもいいと思いますけれども、その後文書で出

すというようなことは、今のところ励行して頂くということで御理解頂けたらと思います。 

 それと先ほどのホームページの話ですけれども、ホームページに何の基準もないものですから、

いろんな情報が盛り込まれている。それは必ずしもJICAがみて、えっ、こんなこと書いてあるの

というようなことも中にはあるというのが現状で、そのホームページの例えば最大限のどういう

項目までは入れられるかというような話についても、広報課を通じまして多分ここ１年ぐらいで

整理されて皆さんのところに御連絡、御依頼が行くというような手順になると思います。 

【司会】 どうもありがとうございました。ほかにございませんでしょうか。どうぞ。 

【江藤リーダー（テュニジア）】 先ほど亀若理事からありました会計検査のテュニジアの件につ

いてですが、その中のカウンターパートの定着に対しまして理事からコメントがあったのですけ

れども、これは全部のプロジェクトに通じると思うのでコメントします。このプロジェクトは
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15年前に行われました。プロジェクトのカウンターパートは学校の先生ですけれども、15年もた

てば、そのカウンターパートが有能であれば当然出世していって、今その大半の人が政府の首脳、

主流を占めることになります。それが評価としては、反対に教員として訓練された人たちが、今

教員をやっていないことをもって、これはカウンターパートの定着としては失敗であるというよ

うなコメントがあるのですけれども、概念としましてプロジェクトをやっていて、カウンターパ

ートが技術を身につければ、時間が経ちますと当然出世していったり、ほかにいろいろ幅広い産

業へと行ったり、確かに８人のカウンターパートのうちの一人はもう自分で実業界に入って会社

の社長になっている人もいるわけなんですけれども、そうなるのは当然だと思います。そういう

意味でカウンターパートの定着というのに一つのリミテーションもあってもいいんじゃないかと

思うのですけれども。 

【司会】 黒木部長いかがでしょうか。 

【黒木林業水産開発協力部長】 今御指摘がありましたような件については、会計検査院ともい

ろいろな案件で対応、議論しているところであります。会計検査院としますと、基本的には例え

ば評価報告書ですとか、そういう文書で残されたもの、それとあと現地での調査のときにいろい

ろな発言があった内容、これこれを含めながらこういう問題があるのではないかという指摘をし

てきております。そういうなかに、中途半端に書かれているものがあると、何か非常に問題があ

るかのような印象を受けてしまうという事例が出てきます。それに対しましては、例えばカウン

ターパートの定着の問題でありましたら、先ほど言われましたように、どこどこに今どういうふ

うにしているか、いつの時期にどういうふうに行っているのかというのを具体的に示しまして、

そして会計検査院にそれを示していく、理解してもらうという対応をするよりないわけです。で

すからプロジェクトが終わりましても常にコンタクトができ、ある程度きちっとなっているとい

う状況を、我々としては極力掌握をしてゆきたいと考えておる次第であります。 

 それから、課題がありますことにつきましては、皆様だけではなく事務所であったり調査団で

あったりしますが、そういうときにきちっと相手国に言い込み、さらにそれを残していく、こう

いうことは課題に対するJICAの対応ぶりを説明するときの重要な資料になっていくというふう

に思っております。我々も別にカウンターパートが20年いなければならないとか、10年以上は定

着しなければならないというふうには必ずしもいっておりません。例えば１年でかわろうと、そ

れをちゃんと技術として引き継いでいっているという事実をきちっと述べながら対応していくこ

とにしておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

【東副総裁】 このリーダー会議で申し上げるのがいいのかどうかという問題がございますけれ

ども、今のようにカウンターパートの移動というものは私も会計検査の中でいろいろ指摘があっ

たということを聞いておりまして、このカウンターパートについては今部長から話があったとお

り、この人はこの技術を使ってこういうふうに今活用しているのだという説明をひとつひとつし
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たようです。そういう努力もあったのですけれども、やはり何年間かのプロジェクトが終わった

ら、JICAの対応はそれでおしまいというような感じでプロジェクトが運営されないようにしなけ

ればいけないと思います。それがずっと生き続けていくというようなことを考えなければいけな

いと思います。それは、現在の皆さんのカウンターパートも大事ですが、そのカウンターパート

の技術を引き継いでいく次の世代がどうなっていくのかということにも目を向けて頂く必要があ

る。私は、そういう引き継ぐ人間の研修ということもJICAの中で考えなければいけないと思いま

す。これはカウンターパート研修ではないのかもしれないのですけれども、そういう人たちの研

修ないしは、そういう次の世代が育っていくような形をとっていく方法というものも考えなけれ

ばいけないかもしれない。方法というのは、具体的にいうと、そこのプロジェクトが終わっても、

だれか専門家を派遣してフォローするイメージです。プロジェクトは終わったけれども、自立発

展性の面で心配だからから２、３年見守るためのアドバイザーのような方を送らなければいけな

いかもしれないというような感じを持っております。私は、JICA全体の大きな変革のときですか

ら、この問題をもう少し考えなければならない課題という感じを持っております。したがいまし

て、その点についてどういう形ができるのかということを、派遣事業部なり企画部なりともまた

どこかの具体的な例でやっていくのかもしれないと思いつつ、検討する課題の一つではないかと

考えております。 

【司会】 どうぞほかに。はい、どうぞ。 

【江藤リーダー（テュニジア）】 開発調査の中に、必要に応じて外国人コンサルタントの活用と

いうことを書いてありますけれども、我々のやっている国はフランス語圏です。それで、例えば

シンポジウムを計画しているときに、正直申しましてフランス語が話せてシンポジウムを運営し

ていくような日本人というのはなかなか見つからない。それならばむしろフランス人を雇った方

が早いというか効果的である。そう思うのですけれども、ここに書かれてありますのは開発調査

のみに限っておるわけでしょうか。前向きな姿勢で検討されていると感じているのですけれども、

外国人コンサルタントのプロジェクトにおける雇用の可能性というのはいかがなものでしょう。 

【司会】 プロジェクトの専門家としてですか。 

【江藤リーダー（テュニジア）】 プロジェクトの場合は専門家ですね。 

【司会】 コンサルタントで契約する場合は、既に実施されているところが多数あるかと思いま

す。つまりローカルコンサルタントをある種の目的を決めて、１年以上というのは余り聞いたこ

とがないのですけれども、１か月から３か月、ないしは６か月ぐらいまでですと、申請していた

だいて委託調査の形をとって、現地でコンサルタントと事務所と契約して、調査結果を相手側、

それから日本側にも出すという方法がございます。ただ、専門家として派遣する場合には第三国

専門家という制度がございますから、これも今後は仏語圏に活用できる手段の一つになっていく

のかと思いますけれども。 
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【高橋林業水産開発協力部計画課長】 今の御質問にありましたJICAの専門家として第三国人を

使う制度は、例えばインドネシアの方をタンザニアにJICAの専門家として出す、あるいはブラジ

ルにいる日系の方を、これは現実にあるかどうかわかりませんけれどもモザンビークに出すとい

う、こういう第三国専門家というのはもう既に適用始まっておりますけれども、JICAの場合は第

三国専門家は途上国の方に限定しており、OECDに入っているヨーロッパの方をJICAの専門家と

してプロジェクトにアサインするということは、今のところできません。唯一できるのは、調査

で日本のコンサルタントが請け負うのだけれども、そのコンサルタント・チームの中に外人を一

定の程度の中で含める、あるいは日本のコンサルタントが受けたやつを現地のコンサルタントに

再委託する。それはその契約の中でやるわけですから、それは可能です。それとプロジェクトの

中でも、例えば現地調査費を使って現地で社会調査する、環境調査するというのがプロジェクト

の活動として不可欠ということになれば、現地業務費を申請して頂いて、そこの中で必要な期間、

もちろんそれはリーズナブルな契約で現地で、それはフランス人だろうがセネガル人だろうが使

って頂くということは可能です。しかしJICAの専門家として現地にアサインするというのは、こ

れは今の制度ではできません。 

【司会】 実例をお話しした方がおわかり頂けるかと思うのですけれども、例えばJICAのアメリ

カないしはイギリス、フランス事務所がある種の調査をかけて、例えばアメリカ事務所の契約し

たアメリカ人がアフリカのプロジェクトに入っていって、そこで例えば同種のプロジェクトの連

携状況を調べるというようなことは実際にやっております。こういったやり方を工夫すれば可能

です。いわゆるここにいらっしゃる皆様と同じ専門家の立場ということではできないということ

でございます。 

【東副総裁】 最近OECDのDACで、この技術協力全体をアンタイドにしろという動きがありま

して、日本はこれに対して反対しております。その理由は何かというと、技術協力というのは我

が国にある技術を相手国、開発途上国へ移転するのだ。それをアンタイドとは何だという形で議

論をしております。それを今のような形で、日本の技術を移転するために必要な第三国専門家、

第三国と言っているのはそういう意味で、先ほどブラジルからの他の国への専門家、私は実はこ

の間中南米へ行かせて頂いた後で、中南米の試験場でもう少し現地の専門家を育てて、それを第

三国専門家として日系人の方でもスペイン語が大変おできになるわけで、そういう方を活用して

いくことを考えたらというふうに考えていますが、またアフリカの方でもそういうような形で、

例えばニジェールならニジェールで、我がプロジェクトの中で育った人を第三国の専門家として

どこかの他の国へ派遣するということは考えていくことができると思いますけれども、なかなか

フランス人を、日本の技術をよほど勉強しているという形でやっていくのならまだしもですが、

ただ単にフランス語ができるからという形でやることは、我が国の特にJICAとしての技術協力の

枠をはみ出す可能性があるということをちょっと申し上げておきたいと思います。 
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【司会】 よろしいでしょうか。 

【佐伯リーダー（オマーン）】 先ほど危機管理のなかで、例えばカウンターパートの定着の問題

があるということなんですが、会計検査院が例えばカウンターパートが定着していないのはけし

からんと指摘する理由が理解できないのです。というのは、例えばカウンターパートは多分政府

の職員であります。政府の職員の人事管理のなかで、それが異動された時に、それはけしからん

から大使館を通じて相手の人事権に圧力をかけなかったのがけしからんということでしょうか。

それははっきりいってむちゃくちゃな話になるのです。あるいはプロジェクトが終わって５年た

ったころに、こういうカウンターパートを人事異動するようなことが見抜けないようなプロジェ

クトをつくったのがけしからんと言われても、それもまたむちゃくちゃな話なので、一体全体会

計検査院が、相手政府の主権の中で我々が手がつけられない部分で行われたものについて何か言

っているのか、それとも我々がコントロールできる範囲で物をいっているのか、そこら辺がどう

もみえないところがありますので、念のためお知らせ頂きたい。 

【黒木林業水産開発協力部長】 会計検査の海外の検査についての若干の性格をお話ししたいと

思います。国内で指摘されるようないわゆる不適正な経理とか、事業が過大であったとかという

ことはあまり指摘されないかと思っております。海外の場合によく出てきていますのは、効率性

ですとか効果がいかがかという観点でよくとらえられているというのが現実であります。それで、

必ず会計検査の指摘の前段には、技術協力はよくやった、日本側はよくやったということを前提

に書きながら、ただしこういうようなことがみられるから、そういうことに対して十分配慮して

より効果の高いものにするべきであるという物の言い方でございます。我が国がもう少し注意を

払ったらばより効果的にいったのではないかということを言うわけです。ただ現実問題とします

と、前段に書いてはあるものの、国民の目から見ますとそういう指摘があったということで、非

常に効率の悪いODAなのではないかと見られるものですから、我々本部としては皆さんのいろん

なお知恵をかりながら、そういうものではなく、最善の努力をし、相手国も最大の努力をしてこ

ういう状況になったのであるということを理解してもらうようにしているというのが実態であり

ます。一方、会計検査院からしますと、技術移転を受けた人がそこでその技術を発揮し、こうい

う状態がある一定期間続いて、そしてそれがまた引き継いでいかれるということがあるべきでは

ないか。それがいかにも短いではないかというような指摘になっております。今回の対応の中で

も、例えば相手国の技術者の中でも相当優秀な人はどうしても引っ張られてしまう。しかしそう

いう中でも最善の努力をしながら、移転した技術が残されていくように努力をしている。ほかの

ところに行ってもこういうふうに活用をされ続けているのだということを説明をしているという

のが実態であります。ですから、会計検査院は何も相手の主権を侵してまで何とかしろとは必ず

しも言ってはおりません。ただ我々の努力を、JICAなり我が国がもっと努力をすることによって、

より効果的、効率的に成果が発揮できるのではないかと言われておりますので、その点について
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まだ会計検査院にももっと理解をしてもらわなければいけないのかなという感じもしながら、対

応しているところであります。

【高橋林業水産開発協力部計画課長】　少し補足したいのですけれども、会計検査院が指摘した

プロジェクトは18年前に終わったもので、一部問題もあった。例えば海上訓練をやりますという

ことになっていて、それは先方政府が船をつくる約束だったのですが、結局それが５年間つくれ

なかったということで、海上訓練はほとんどやっていない。カウンターパートも、１年くらいで

ほとんど交代したということなんです。ですから、会計検査院は決して５年も10年もそこにいろ

ということを言っているのではなくて、カウンターパートがきちんとまず配置されなかったとい

うことと、それともう２年もしないうちにみんな次から次へとかわって、プロジェクトが終わっ

て１年もしないうちにプロジェクトサイトにはほとんどがいなくなった。これについては、やは

りJICA側の指導が不十分だったのではないかという指摘だったのです。それについては我が方も、

最初はカウンターパートは技術を受けてほかでやっているからいいということでかなり強く主張

したのですけれども、技術をきちんと受けられるぐらいの定着は図っていかなければいけないと

いうことでございます。

【江藤リーダー（テュニジア）】　その件について一応弁護させていただきます。そのプロジェク

トのカウンターパートというのは確かに１年以内に散ってしまったわけですが、もともとあのプ

ロジェクトは10か所あるセンターから先生たちが、カウンターパートとしてマハディアというと

ころに集まって１年間訓練しました。そして１年間の訓練が終わったら各地のセンターにみんな

戻ったわけです。確かに１年したらみんなマハディアにいた人はいなくなりまして、一人を残す

だけとなっています。この人はマハディアから出たカウンターパートなので、マハディアに一人

残っています。そういう意味からすれば、18年たった今も100％定着している。プロジェクトサイ

トからはいなくなったかもしれないが、それはもとの場所に、もとの学校の先生として帰ったの

であって、そこのところをもう少し的確に把握して頂いたら理解も変わったのではないかと思う

のですけれども。

【司会】　どうぞ。

【河上リーダー（インド）】　一つは、副総裁がもう既に御指摘されたのですが、私は今インドで

プロジェクトをやっていて、成果もさることながら定着性（サスティナビリティ）に一番力を注

いでいます。私のプロジェクトは６年ぐらい続いた養蚕プロジェクトを引き継いでいるためにそ

の後のことも若干経験できたわけですが、そういう経験から申し上げると、先ほどおっしゃった

サスティナビリティという点から、プロジェクトが終わった後一人ぐらい専門家を１年から２年

置くということは非常に効果があるのではないかと思います。というのは、５年目の供与機材は

多くの場合６年目に到着するので、それをどうするかという問題もあるし、それをうまくきちん

と使う、維持管理の仕方を指導する、そういうことは絶対必要なんです。それを含めて、それか
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ら技術の行方を含めて、やはり重要ではないかと思うわけです。 

 もう一つこれは別のことですけれども、先ほど年次計画的に機材供与予算のことも考えなさい

というお話でしたけれども、私が前々から言っていることは、前倒しをお願いしたい。５年間の

大ざっぱな計画を考えれば、例えば３年目にドカンと欲しい。５年目はなくてもいい。それぐら

いの気持ちでお願いしているわけで、そういうことを、部を越えては難しいのでしょうけれども、

課内とか部の中で弾力的に予算編成をして頂きたいと思うわけです。 

 それから、最後にちょうど副総裁と理事がおられるので聞きたいのですが、インドは核実験を

しました。一般庶民の感情としては、そういう国になぜODA事業を行うのかというような感情を

持つだろうと思うのです。ODAはインドには絶対必要だということはよく理解できます。現状の

農村、農民の状況を考えると言えるのですけれども、日本からの情報も余りない。インドからの

情報が日本に対してもあまりない。そういう情報が不足しているインドと日本との間では、やは

り一般庶民の間からはなぜインドにODAでそんなに予算投入して支援しなくちゃいけないのと

いうふうな思いがあると思うのです。私どもは、ちょっと継子にはなりたくないものですから、

この席で責任ある理事と副総裁から、いやインドも必要なんだよということなのかどうか、その

辺の御意見をきちっと聞いて帰りたいと、こういうふうに思うのですが、いかがでしょうか。 

【司会】 まず第１点の機材の話は、私どももやはりそういう必要があるのではないかというの

は十分認識しておりますので、今後はそういう前倒しの必要なプロジェクトにつきましては、例

えば２年目、３年目は、４年目まで見据えて２年度にまとめて調達するというように、全部のプ

ロジェクトができるという保証はもちろんございませんけれども、できる範囲でやっていきたい

と思います。 

 それから、今のインドの政策に関しまして、では副総裁の方から。 

【東副総裁】 ３点申し上げたい。１点目は、私がさっき申し上げた専門家によるフォローにつ

いて。実は私はこの間南米三農試へ行って、アルゼンチンの農試は相手方に移管すべしという調

査団報告を出しましたが、ただしその後のアフターケアの問題があるわけです。５年間技術協力

をやって、プロジェクトで向こうへできるだけ技術移転しながら、それが終わるか終わらないう

ちにアドバイザーのような形でシニア・ボランティアを出してやったらどうか。特にあそこで御

苦労頂いた方がずっとテイク・ケアをして頂いたらどうかというサゼスチョンを一つの報告書の

中でまとめさせて頂きました。それが一つ頭にありまして、専門家である必要があるかどうかに

ついては議論の余地はあると思います。いずれにしても、どういうふうに終了後のケアを考えて

いくかというのは、考えなきゃいけない点だと思います。 

 ２点目は予算の件です。これはむしろこちらからお聞きしたいというか、各部には異論がある

かもしれないのですが、プロジェクトの内容で、準備段階のところでもう少し固めて、私はまだ

プロジェクト現場で自分でやったことがないものだからそんなこと言うのだと言われるのかもし
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れませんが、しっかりいつの時期にどれだけの機材が要るんだということを当初のところできっ

ちり予算編成をしてしまう。それで、そこからはほぼその計画に従ってやっていくという形をと

れば、ある程度そういう凸凹ということが可能なんだと思います。今は１年間で大体機材費はこ

れぐらいというふうな形でやるから、その中で何とか賄おうかと思ったりするからだと思ってい

ます。実は今、企画部の方でその辺がどこまでやれるか。私はできるところからでもやったらい

いんじゃないかといって言ってるのですけれども、今検討してもらっておりまして、その辺が果

たしてプロジェクトの形でやっていくときに適切にやれるのかどうか。例えば１割ぐらいのプロ

ジェクトではできますというんじゃ、これはちょっと一つの原則にはならないわけで、もう少し

具体的に各部の中で今JICAの中で検討してもらって、それがこういうふうにやれるんだというこ

とになって、今度は外務省なり大蔵省なりと御相談をしながらこのやり方を考えていかなければ

いけないという点だろうと思います。だから、さっき計画課長が検討して前向きに取り組むとい

うお話がございましたけれども、やはり実務との問題があります。 

 ３点目はインドの核実験との関係でございますが、やはり国際協力というのは政府の外交政策

の中でやっていくわけで、我々は実行部隊でございます。したがって、国際協力というのは国際

政治の中で考えていかざるを得ない問題でございます。日本の外交というのは、口はばったいよ

うですけれども、やはり日本の国民が納得をしてくれる外交を展開していくんだと思います。そ

の中で国際協力というものも考えなきゃいけない。ただ私は、何か事が起こったときに人道援助

は例外扱いというような形をいろいろな場面でやっていると思いますけれども、その辺でどこま

でが許容範囲であるかという問題はあり得ると思います。しかし、日本の外交政策の中での国際

協力というからには、我々は日本国内の世論というものに従っていかざるを得ない。そのために

十分な情報をお互いが持つということは大事なことでありまして、最近特に西南アジアについて

は日本からの関心も相当深くなってきて、いろいろな、特に草の根といいますか、それこそ地方

レベルの情報も入ってきております。そういうものとのかかわり合いの中で考えられていくこと

だと思います。そういう意味で、核実験をやっていてもまあいいじゃないかというような世論形

成にまで至るかどうかというのは、そういう全体的な中で考えていかざるを得ない。そういう意

味で、我々がJICAとしてこういう方針で臨むのだ。核実験をやろうが何しようがやるのだ。戦争

をしていても突っ込んでいくんだというような形では実行できないということは、申し上げざる

を得ないと思います。 

【司会】 時間になりましたので、もう一問だけ。 

【尾形リーダー（ウルグァイ）】 フォローアップで一人や二人残すというようなときに、シニア・

ボランティアの方でいいんじゃないかとおっしゃったんですが、私はシニア・ボランティアの方

たちから強い不満を言われたことがあります。それは、その方が日本を出てくるときに、ここに

集まっておられる課ではないと思うのですが、「あなた方は自分で好き好んでボランティアやりた

－79－



いと来たんでしょう。そのぐらい我慢しなさいよ」と言われたというのです。何かJICAというの

はすごい偉いところですね。これからシニア・ボランティアを増やしていこう、そういうような

ときに、シニア・ボランティアの方に非常に失礼な発言をする人たちが、あなた方というかJICA

の中にいるそうです。それは気をつけてほしいと思います。 

【司会】 関係のところに申し伝えます。 

 ちょうど時間が参りましたので、それでは最後というところで手短かにお願いします。 

【鯉渕リーダー（タンザニア）】 タンザニアのキリマンジャロ農業技術訓練センターの鯉渕でご

ざいます。外務省首席事務官並びに副総裁から安全対策の問題がございまして、私も含まれてい

ることなので一言だけ、私の体験を皆さんに分けることで、貴重なJICAの財産を失ったことの埋

め合わせにさせていただきたいと思います。私のケースは今年の１月１日、元旦の夜に警備員絡

みの強盗でございました。結論から言いますと、事件が終わってから気がつくことがたくさんあ

る。さかのぼって考えると予兆的なものが既に４か月ぐらい前から一つ一つ思い出される。した

がって、同じようなケースは起きないとは思いますが、それぞれの任地において図太い肝っ玉と

繊細な神経だけは持ち合わせないと、こういうことがあるということでございますので、皆さん

の任地におかれても私の体験を生かして頂きたい。失った財産の約半分は供与機材等でございま

す。したがいましてこういったことがないように、あるいはそのおかげで命を助けられたという

ことにもなるということでございますので、ひとつ皆さんに留意して頂きたい。それだけ申し上

げて、免じていただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

【司会】 どうもありがとうございました。それではここでコーヒー・ブレイクにさせて頂きま

す。このセッションをもちましてJICAの役員、部長は退席させて頂きます。再開は16時ですので、

16時５分前にこちらの方に御参集頂きたいと思います。よろしくお願いします。 

 

（午後３時35分 休憩） 
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（午後４時 再開） 

 

【司会】 それでは、お疲れのところ恐縮でございますけれども、午後の第２セッションに移り

たいと思います。第２セッションは機材の調達、カウンターパート研修、専門家福利厚生、それ

から開発調査、開発協力についてという４つのテーマを、それぞれ約15分内外でお願いしまして、

その後質疑応答を行います。 

 

６．関係事業部報告 

(1) 機材調達について 

 

【司会】 それでは、午前の説明に続きまして、機材の調達につきまして調達部契約第一課の鈴

木課長から御説明をいたします。よろしくお願いします。 

【鈴木調達部契約第一課長】 調達部契約一課の鈴木と申します。 

 午前中の機材調達業務の迅速化についてを補足する形で説明させて頂きます。まず調達部、特

に皆様の関心ある調達業務について、どういうことをやっているのか、概略を御説明させて頂き

ます。 

 皆さん御存じと思いますけれども、調達に関しては公正取引委員会の勧告を受けまして、平成

７年度にガイドラインということで機材制度の抜本的改正をしたということがあります。これの

背景としましては、公平性、競争性、透明性を求めて、よりオープンにした形の調達業務を行う

という趣旨で制度が改正されております。そのとき初めて一般競争入札、いわゆる公告をして競

争参加者を募るという方法が導入されました。従来から会計規定上はあるのですけれども、実行

はしていませんでした。 

 これによって、一応ガイドラインの目標、担当事業部から調達部に機材の購送請求があった段

階から契約まで、一応ガイドラインの日数としては134日というものが設定されております。それ

から指名競争入札につきましては、公募期間を若干省略しまして115日という所有日数を標準日数

として設定しております。これに則って今現在やっております。その中で調達部契約一課の業務

を簡単に説明させていただきますと、機材仕様、出てきた仕様の内容確認、数量等の確認、それ

からその次に購入手続、具体的に。これは何かというと、その中にどういう形で購入手続をした

のがより合理的に公平性、競争性、透明性を確保できるかということで検討いたします。 

 一つの例としまして、機材の中に車があった場合、商社入札という方法もありますけれども、

より確実に短期間で手に入るということで今メーカー入札という形でやっております。車両につ

いては他の機材と分離するという形でやっております。 

 皆さん御存じだと思いますけれども、JICAの機材調達は、ある一定の要件が満たされれば銘柄
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指定が可能でございます。その銘柄、参考銘柄があるのかどうか。その場合金額的に高額な銘柄

指定になるのかどうかということを検討します。それから入札に入りますけれども、その間に見

積書を徴収しています。これは何かというと、入札に当たって予定価格を作成するために、商社

及びメーカーから見積りをとりまして、それを集計します。集計して過去の実績等を勘案しまし

て、ある一定の率を掛けまして予定価格をつくっております。それで入札会の実施、及びその続

きとして契約書の締結ということで、契約書を締結し、その後に納品があった場合、すべての機

材を検収します。検収した後輸送ということでやっております。 

 例えば平成９年度の実績からみますと、これは全体の実績でございますけれども、発注から納

品、契約締結から納品まで平均すると２～３か月かかっています。物によっては６か月、８か月

というものもありますし、物によっては１か月というものがありますけれども、単純平均すると

２～３か月ということでかかっています。さらにその先として、輸送です。輸送につきましては、

これも単純平均でございますけれども１～２か月、物によってはもっとかかる場合もございます。

ただし、これは通常の場合でございまして、この機材、調達した機材の中に御存じのように貿易

管理令による輸出規制、これはワッセナー条約という、ワッセナー・アレンジメントという生物

化学兵器及び武器を規制する法律が貿易管理令というのがございますけれども、それに該当する

場合、例えば蒸留水製造装置が一番うちが取り扱っている例としては多いのですけれども、純水

製造装置、これにつきましては貿易管理令により通産省の認可が必要です。これにつきましては、

大体事前に審査して、つまりこれは納品前に中身についてかかる、かからないとわかりますので、

それにつきましてそこから輸出許可を事前に通産に相談というか、窓口に持っていっております。

それで大体２か月ぐらい、長いものにつきましては３か月、４か月。この前コンピュータ、並列

処理できるコンピュータにつきましては６か月かかりました。それに対する各種資料、皆様には

いろいろお願いしていると思いますけれども、最近通産省で非常に厳しく審査されておりまして、

そのための資料、エンド・ユーザー証明とかプロジェクトの組織図、その国の位置図等要求され

る例が非常に多くなっております。物によってはそうでもない場合もございますけれども、大体

どういう物をどういう組織で使うのかという審査が非常に厳しくなっております。こういう場合

につきましては、納品しても輸送できませんので、国内倉庫に滞留するという場合がございます。

それが早くて１～２か月。それに輸送がかかるということで、通常の形であっても、我々として

は迅速にという念頭でやっておりますけれども、現地の皆様のところに到着するまで相当期間が

かかっているというのが実情でございます。これは一番最初に御説明しました、JICAも公金を扱

っておりますので、公平性、透明性、競争性ということを確保する手段として諸手続を経ている

ということで御理解いただければありがたいと思います。 

 この実際の手続にあたって、JICA自らやっている面と外部に委託している面がございます。去

年の実績でみますと、購送請求を受理したのが306件ございます。そのうちの約６割を外部に委託
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しております。残り４割につきましては自前でやっております。ことしも12月末の実績でござい

ますけれども、大体同じような実績でございます。 

 今標準日数ということで、指名の場合115日、一般競争については134日という標準があります

けれども、これはあくまで標準でございまして実際はどうかということもあまり声を大にして言

えるような状況ではございませんが、例えば指名に関しましては115日にプラスアルファ30日かか

っております。ですから140日強です。これも原因としましては、一つは製造中止等によって同等

品確認に時間を要しております。製造中止というのは、最近の例で言いますと、コンピュータ・

チップスというか、コンピュータ関係の各種機器も含めて大体３か月すると物が更新される。在

庫がなくなるという状況が起こっておりまして、実際どうするのかいろいろ担当事業部と協議し

ながら進めております。それからオプション。例えば分析機械にかかわるガス類とかのものにつ

きまして、必要か必要ないのか。初めて見積りをとって、これがないと動かないとかガスの精度

の問題であるとかいうことがありまして、その確認に時間がかかる。 

 それから最後に、これは物理的な問題でございますけれども、例年購送請求の案件が10月から

12月に集中します。その結果、去年の例で見ますと１月、２月、３月で130件ぐらいの入札をやっ

ております。この原因としましては、はっきり言わせていただきますと、購送請求が後半に集中

し、そのしわ寄せが１月、２月。これはただ単に物理的に調達部が頑張ればある程度はカバーで

きます。ただ、これは先ほども申しましたように予定価格という、いわゆる入札にあたっての基

準金額をつくらなくてはいけないということがございます。これによりまして商社等に見積もり

を出しますけれども、商社の方は輻輳しますのでなかなか事務手続が進まないということがござ

います。 

 次に、機材導入シートについてはほぼ順調に進んでいると理解しております。次の、仕様書作

成業務と購送業務の調達の一本化ということと関連してきますけれども、この機材導入シートに

つきまして明確に作成頂く。前広に作成頂くということをお願いいたします。 

 それからきょうのメイン・テーマというか、平成12年度案件から調達部が仕様書作成から機材

購送まで一貫して管理推進していくという方向で今進んでおります。一つは書類上の要因です。

それから担当事業部からうちに来る平均の日数。これは農業だけではございません。全事業団的

に大体30日、過去の平成９年度の実績からすると担当事業部にJICSが提出して、それから担当事

業部から調達部に来るまでの間というのは、これは単純平均でございますけれども約１か月かか

っております。それはそれなりにいろいろ事務処理上の時間が要したのだろうと思うのですけれ

ども、こういう時間も若干短縮できるのではないか。 

 それからもう一つは、見積書の取り方。今仕様書作成でメーカーから見積りをとっております。

それから購送のときにおいても見積りをとっております。この見積りを二重にとっておりますけ

れども、仕様書のときはメーカー、それから購送のときは商社ということです。これを何とか一
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本化できたらということで、今作業をしておりますけれども、こういう面においても若干日数の

短縮ということでスムーズに行くのではないかということで、今鋭意仕様書、中身につきまして

は作業をしている最中でございます。今言ったのが仕様書一元化。 

 最後に、現地調達という問題がございます。調達部としては現地調達をするかしないかという

ことについて制限しているということではなくて、皆さんがお持ちの資料の後ろの方に現地調達

の要件ということで、実施指針が入っていると思いますので、後でごらんいただきたいのですが、

この中に一つの要件としましては一番現地調達で要件の多いのが、現地調達の価格、アフターサ

ービス等の点で有利と認められる場合によって現地調達するかどうかというものを決定しており

ます。ただ、海外においても日本の公金を使っているということで、先ほど来申し上げておりま

す公平性、透明性、それから競争性が確保されるということで、これが非常に重要になります。

これにつきまして、調達部としてはどっちがいいか。本邦調達でなければだめだということで事

業は進めておりません。例年ですと現地調達４割で本邦調達６割という計画が載っておりますけ

れども、今年は若干ふえるのではないかという感じを持っております。これにつきましても、現

地で調達する場合におきましては、先ほど申しました公平性、透明性、競争性。日本と条件が若

干違いますから、これをそっくりというわけにはいかない場合も多々あると思いますけれども、

これを念頭に手続をお願いしていただければ幸いでございます。 

 これで一応御説明は簡単ですけれども終わらせて頂きますが、ちなみに平成９年度の契約件数

599件になっております。これはイコールではございませんが、平成９年度に購送請求を受理した

件数が394件ございます。これは、この後当年度で契約まで行った件数と、１月、２月、３月に受

けたものについては必ずしもできませんので翌年に回ったというものがございますから、単純に

比較はできませんが、約394件のうち単純に機械的に見ますと599件ですから、一つの案件が1.5

件の契約件数に結びついているということでございます。ですから、実際の購入手続については

1.5倍になっているということが言えるのではないかと思います。 

 以上簡単でございますが、本当に細かいことで申しわけありませんでしたけれども、ザッと御

説明させて頂きました。これで終わります。どうもありがとうございました。 

 

(2) カウンターパート研修について 

 

【司会】 続きまして、カウンターパート研修につきまして、研修事業部管理課の浅野課長代理

から御説明頂きたいと思います。よろしくお願いします。 

【浅野研修事業部管理課長代理】 研修事業部管理課の浅野でございます。研修事業部の方では、

皆様のカウンターパートの受け入れについて御協力をしているところなのですけれども、この機

会をかりて、来年度のお願いを一つさせて頂ければと思っております。 
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 皆さん御存じかと思いますけれども、JICAの研修員受け入れというのは、簡単に申しますと研

修事業部というのは全体計画をつくってその進捗管理をやっております。実際には一件一件、ど

の受入先でどういう日程で受けて頂くかというような細かな調整は、国内に14センター３支部ご

ざいますけれども、ここの機関でやって頂いているものですから、私は総論の御説明をしたうえ

で、筑波国際センターの次長からまた私に引き続いて御説明を頂くということになっています。 

 農林水産業の場合は、もう先ほど話が出ましたセンターというのは固まっていまして、簡単に

言いますと農業の場合は筑波国際センターが一手に引き受けております。それから林業の分野は、

基本的には筑波国際センターが７割から８割。ただし、一部林野庁関係の方御存じかと思います

けれども、高尾の方にございます森林総合研修所ですとか、そういったほかの機関の場合はほか

の地域のセンターが所管するケースがあります。それから水産センターというのが神奈川にござ

いますけれども、これはどの国内地域であっても神奈川国際水産研修センターというところが担

当させて頂いています。 

 先ほど言いましたお願いというのは何かといいますと、事務所からやいのやいのと皆さんにお

願いをしているかと思いますけれども、研修の要望調査表というものがどうしても必要。これは

我々国際研修センター、あるいは国際センター、それなりに専門性は持っている人間はつけてい

るのですけれども、各プロジェクトの到達目標を達成するために、例えばカウンターパートのＡ

さんには現地専門家がここまで指導したので、あと穴埋めでこの分野をどのレベルまで教えてほ

しいというのは個々当然ながら違います。その辺の何を勉強してほしいか、簡単に言うと、家を

買うのにマンションがいいのか一戸建てがいいのか、一戸建てでも２階がいいのか３階建がいい

のか、間取りはどうしたいのか、そういうスペックがないと我々職員から受入先の方にいろいろ

調整依頼ができないというようなことで、そういうものを総括して要望調査表という形でいただ

きたいということをお願いしております。 

 これはJICA側の勝手な理由ではございますけれども、来年度JICAの本部機構がかなり改変され

ます。それが影響を受けて、研修員の受け入れも進捗がおくれるケースが考えられるということ

で、皆様にお願いというのは、その要望調査表、それと先方政府から出てきますＡ２・３と略称

していますけれども、正式な研修の要請書、アプリケーション・フォームをことしの８月末まで

に東京に届くように配慮をして頂ければということです。 

 実際に、皆様の方から研修を受けるであろうところに内々に根回しといいますか、かなり調整

を頂いているのですけれども、カウンターパートだけを挙げても年間1,400名ほどコースがありま

すので、かなり分量があって手間取る。簡単に言いますと、センターの担当者は農林水産省の窓

口にとりあえず依頼文書を出して、実際は現局の例えば筑波の何とか研究所で受けてもらうとい

うのは知っているのですけれども、それはそれで一括管理をしなきゃということで、農水省さん

の場合ですと国際部の方にあります技協課さんを通じて正式な依頼文書を出しております。これ
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は事前にこういう内容で検討をお願いしますといういわゆる公式な手続なんですけれども、こう

いった手続。その後受入先の方は、内々にリーダー等から根回しを受けて、こういうのなら受け

られるよというようなところを確認をした上で、やっと受け入れ日程ができる。それに時間がか

かるということもあって、来日の最低２か月前に要望調査表、それから要請書を出してください

というのが従来のパターンだったのですが、それだったら、年末に送れば年度末までに来られる

じゃないかとおっしゃる方もいらっしゃるかとは思うのですけれども、来年度は先ほども言いま

したけれども、詳細申し上げている時間はないのですが、組織が変わるということで、実施体制

がガタつく可能性がある。できるだけ早目に要請書、要望調査表を頂いたうえで準備を余裕を持

ってやらせて頂ければということで、８月末ということでお願いをしております。 

 ついでなので、どの程度関係があるかはわからないのですけれども、一部実際にあり得るので

お話を申し上げますけれども、来年度から今日の午前中ですか、企画課長からお話があったかと

思いますが、今まで研修員受け入れというのは１年未満の受け入れという条件つきだったのです

が、学位取得をも目的として長期研修という枠が30名、それから無償資金協力で箱を建てるだけ

でなくて、留学生というようなための予算、これも40名という、まだ非常に少ない数ではござい

ますけれどもそういう制度ができましたので、一部御活用を希望される方は、これからJICAの方

で実施要綱をつくって在外事務所にはお知らせする予定ですけれども、そういう制度ができたと

いうことを頭の片隅にでも置いておいて頂ければと思います。 

 それと、これは逆にお願いになるかと思いますけれども、多分こちらにいらっしゃるプロジェ

クトでは実例はなかったと思うのですが、ここ１、２年、日本に研修に来て瀕死の重篤の病気で、

それこそ亡くなった方もいます。無理やり帰したというようなケースもございます。それ以外に、

精神的なストレスで帰らざるを得なくなったケースも一部なんですけれどもございます。この辺

は非常に難しいのかと思いますが、事前にそういったことが予想される人は、できるだけ人選か

ら外していただければ、我々が楽なだけでなくて、実際に御本人にとってもかなり大変な苦労を

されている方もいますので、その辺御配慮を頂ければと思います。 

 あとは具体的な事例を踏まえながら話をと思いますので、筑波国際センターの次長をしており

ます渡辺の方にバトンタッチをさせて頂きます。 

【司会】 それでは、続いてよろしくお願いします。 

【渡辺筑波国際センター次長】 それでは、もう一段ブレイク・ダウンして、実際に研修を実施

している立場から幾つかのことをお話ししたいと思います。 

 センターで現場におりまして研修員との接触で一番悲しい事例というのがあります。それは、

研修が終了して評価会あるいは終了証書をお渡ししお話ししている間に、研修内容はいかがでし

たかという問いに対して、ある人間は憤然として、ある人間はおずおずと、自分の思っていたも

のと違う。こう言われたときは、私ども一番悲しい思いをします。幾つかそういう事例が重なっ
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たところで、なぜそういうことが起きるのか。私なりにちょっと考えてみました。一番我々にと

って罪がない事例というのは、実はプロジェクトの動きとは関係なく来た研修員が個人的な趣味

を持ち出した場合。これは、この野郎と言えば終わるわけです。実はそうでないケースが多々あ

ります。 

 そのうちの幾つかの部分としては、プロジェクトがなぜその研修員を日本に寄越したのか、何

を期待していたのかといったプロジェクトのある意味の意向というものが、本人に十分伝わって

ない事例がありました。この原因は何だろうかとつらつらおもんぱかったところ、ちょっと一つ

気になった事例が、これから重要性が増していくであろう要望調査表、これをだれがどうやって

つくっていったのか。もっとかみ砕いてしまえば、日本側のチームだけがつくったのか、それと

もカウンターパートときちんと議論をして現状を踏まえて要望調査表ができているのか、あるい

はそうやってインテグレートしてつくり上げた要望調査票の中身が、実際に日本に来るであろう

レベルの人たちに伝わっているんだろうか。この辺をちょっと気になりました。とりあえずこの

辺は、研修予定者が日本に出発する直前にプロジェクトの現状、動きと研修の内容、目的といっ

たことを再度実際に確認するということで、余計な障害を避けるようにして頂きたいと思います。

という前振りをした後で、かなり細かい内容を入れさせて頂いておりますので、それを少しつま

み食いさせて頂きます。 

 筑波国際センターの業務第二課がつくった資料でございます。 

【司会】 関連事業部資料の２の次に、研修事業部管理課というのがございますけれども、その

後です。10ページになっていると思います。 

【渡辺筑波国際センター次長】 内容的にはかなり細かいことを書いてありますので、これを逐

一の説明はいたしませんが、後ほどお読みください。今の浅野代理の説明の中に出てきたことも

いくつか書かれております。ありていに言えば、要請書の内容をきちんとしたものをなるだけ早

く提出して頂きたいということ。次の要望調査表、実はこれに尽きるのですが、在外の皆さんか

らの公式の通知を日本で受けて検討が開始されるのは、この要望調査表です。ですから、この内

容が正確で早く伝わってくるかどうか。その内容の中で、具体的な研修内容、到達目標、どこで

研修をなすべきか、その研修の下打ち合わせは具体的に詰まっているかどうか。その辺が入り口

での勝負です。 

 ということで、次の３として実際の研修内容が幾つか書かれております。ここで御留意いただ

きたいのは、実は日本で研修としてできること、できないこと、与件として既にあります。いく

つかこの中にも書かれておりますが、的が絞れないものは困りますし、灌漑排水での実習という

のもできかねます、あるいは視察型で複数日置いてくれと言われるのも、ほとんど不可能です。

こういったできる、できないことはギブン・コンディションとして考えてください。 

 次に、研修の事前アレンジということで、技能研修型、研究型の場合は、内容が詰まってない
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と申し入れができないということ。その具体的な事例が書かれております。 

 ５番目の人選は言わずもがなです。ただ、私も昨年８月までネパールにおりました。ですから

途上国において研修員というのが安給料の国家公務員のインセンティブであったり、あるいはそ

れが利権になったりしているということはよくわかっています。ですから、これはあくまでお願

いです。 

 ６番のカウンターパートの集団コースへの参加。これは基本的には受け入れる用意があると書

いておりますが、ただしここでも一つハードルをしっかり置かせて頂きます。集団コースはGIの

内容に資格要件が細かく書かれております。学歴、経験、年齢、語学。ほとんどの集団コースと

いうのは英語で実施されております。ここで英語の不自由な方、できない方が一人、二人入ると、

集団コースそのものが非常に手間を食います、あるいはそれによって全体の研修効果が目に見え

て落ちることがあります。この辺は十分御考慮ください。 

 ７番というのは、いくつかの前向きの提言が出されております。 

 毎度毎度聞かされていることだと思いますが、結論的に申し上げますと、日本の現状をしっか

り再確認し、研修としてできること、できないことを認識した上で要望調査表の内容の精度のア

ップ、相手側との十分な議論。もし当初計画との変更が出た場合は、早目にその内容変更につい

て日本側に連絡するといった点をお願いしたいと思います。以上です。 

【浅野研修事業部管理課長代理】 後で質疑の時間はあると思いますけれども、リーダー会議の

資料として個別協議の要望というのを農開部の方からいただいていて、多数のプロジェクトから

共通の恐らく御要望だろうと思われるものに、この場でとりあえずお答えをしておきたいと思い

ます。 

 順不同なのですけれども、通常２～３か月の研修が多いというふうなことで、長期の受け入れ

をだめだというふうに思われている方がいらっしゃるのですが、先ほどもお話ししましたように、

技術研修というのは昔からでは１年以内、ですから１年までは可能です。今後は２年まで。２年

以上というのも場合によってはあろうかと思いますので、それを組み立てるためには要望調査表

そのものがしっかりもまれていれば、受入先との協議そのものですので、６か月でも８か月でも

あり得るということです。 

 それから、一番多分皆さんに御批判を頂かなければいけないのが、受け入れ回答が遅いよとい

う話は多々どのプロジェクトもあるかと思いますが、平均では１か月以上前に皆様の手元といい

ますか、在外事務所あるいは大使館の方に回答が行くように努力はしておりますけれども、一部

では要請書そのものが来ないために受け入れ回答そのものが打てないで、実際には来日の２週間

前に受け入れ回答というのが出ているのも事実ではございます。その辺は、我々としてはできる

だけ１か月以上前には打てるように努力はしておるのですけれども、かなり立て込んでいる時期、

つまりは９月からもうどんどん人数がふえてきます。準備を始めている件数を担当自身で言うと
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20件、30件抱えていて、どれも早く動かさなければいけないというような状況になっていますけ

れども、それは皆様の御協力が得られるとすれば、要請書と要望調査表を早目に送って頂いて我々

にお時間を頂ければ、可能な限り早目の通報をしたいと思っております。 

 中南米の方に行かれている方から、スペイン語のコースが組めないかという話がございます。

先ほど渡辺次長の方からも話がありましたとおり、集団は基本的には英語でやっておりますけれ

ども、現在JICAといいますか外務省も一緒になって進めているのが、国別、地域別アプローチの

強化ということがありまして、今までのように全世界を相手にした英語の集団コースというもの

はできるだけ減らして、地域別に特殊事情があるとすれば、さっきの語学もその一つですので、

中南米の方々に向けたコースというのは設置は可能かと思います。ここで提案なのですが、可能

であればなのですが、例えば中南米のプロジェクトの皆さんの間で、同じようなプロジェクトで

私も灌漑の研修を送りたい、うちのプロジェクトも灌漑の勉強もさせたいのがいるというような

ものがあれば、うちの方からもできるだけオファーはしたいと思いますが、一人それぞれ違う時

期に来るのではなくて、同じ時期に調整が可能であれば、３名でも５名でも合同にして、合同に

すればしたでメリットもありますので、隣の国のプロジェクトの情報交換なんかもできるという

こともありますので、時期は多少目をつぶって頂いて、それに合わせて頂ければ、言葉の問題も

当然ながらスペイン語のコーディネーターをつけられますし、そういうメリットもありますので、

その辺は我々の片方業務量も合理化できるというメリットもありまして、これから逐次我々のセ

ンターの方からオファーさせて頂くケースがあるかと思いますが、その際はその辺お含み置きの

うえで、そういったコースにジョインすることもお考え頂ければと思います。 

 あと、一つPRを兼ねてなのですが、集団コースへのジョインという話がありました。集団コー

スはこういうのがありますよというメニューは、各在外事務所、大使館の方にオレンジ色の冊子

でコース概要というのでお送りしているのですが、皆様御存じでしょうか。これをプロジェクト

の方に早くくださいという御趣旨の御要望なんですが、来年度版も既にもう作成を始めておりま

す。ＰＲしたいのは、今度は紙でなくて、紙は紙でつくるのですが、すべてCDに１枚に入れて、

それぞれのコースデータを皆様に提供できればと思っております。これは和文も英文もすべて１

枚のCDに入れて、皆さんが自分のプロジェクトの分野に関係あるキーワードか何かで検索をして

頂くと、関連のコースが出る。いわゆるコースの目的、概要もわかるようにしていますし、１年

前ではありますけれども、そのコースのスケジュールもわかるような形にしております。今の予

定では４月の上旬ぐらいに外務省から要望調査が出されるのですが、そのときに在外事務所と大

使館に同梱して資料としてお送りをしようと思っております。これはそのデータベースそのもの

を動かすアプリケーション・ソフトもCDに入っていますので、１枚しか行かないとしても、事務

所から借りて頂いて皆さんお手持のDOS／Vでも動きます。マッキントッシュでも動きます。コ

ンピュータの方にコピーをとって頂いて使って頂くと、少しでもお役に立つのかなということで、
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新しい試みでそういったことを始めておりますので、御紹介させて頂きました。 

【司会】 どうもありがとうございました。それでは、ちょっと予定を変更しまして、機材とカ

ウンターパート研修について、今この時間で少し質疑応答をしたいと思いますので、機材と研修

につきまして何かございましたらよろしくお願いします。 

【野呂リーダー（マレイシア）】 私、マレイシアの水産資源環境研究の野呂でございますけれど

も、現地で買う場合の機材のことなんですけれども、その場合もやはり情報シートを出さないと

いけないんでしょうか。情報シートの考え方というのは、結局日本で買う場合の情報を得るとい

うのが情報シートの役目だと思うのですけれども、そうすると現地調達する場合はその情報シー

トというのが役に立たないのではないかと思うのですけれども、それでもやはり出さなければい

けないのでしょうか。 

【司会】 これはむしろ事業部の方からのお答えの方がいいと思うのですけれども、その場合も

実はほとんどの機材につきましては事前にある程度のスクリーニングを妥当性を含めて検討する

ことになりますので、現地調達であろうがなかろうが情報シートは本部の方に提出して頂きたい

ということにしております。 

【野呂リーダー（マレイシア）】 もう一つ、今度は研修のことでお伺いしたいのですけれども、

ことしから新しい研修制度が始まって２年間の可能性もあるという話をお聞きしました。午前中

の説明でも出たのですけれども、それは学位をとらせるための研修も可能だという話を聞いたの

ですけれども、その学位をうんぬんというのは、マスターをとらせるということでしょうか、ド

クターをとらせるということでしょうか。 

【浅野研修事業部管理課長代理】 基本的にはマスターを念頭に置いております。ただし、今マ

スターを持っている人で補完的にデータを集めて論文を出すことによってドクターまで結びつく

ことはあるかと思いますが、とりあえず２年というふうに縛ったわけではないのですが、その中

でマスターからドクターというとちょっとステップがありますので、そこまで行けるかどうかわ

かりません。来年度については新しい予算ということもあって、過去こういった機会にうちでは

こういうケースで学位をとらせたいのだというような話を個々に伺っているものですから、実は

正直申し上げてねらい打ちでどの案件というふうな段取りにさせて頂いていますが、再来年から

は統一要望調査の際に皆さんからの御要望を伺って案件を詰めたいと思います。それに関しては、

マスターに固執するつもりはありませんけれども、やはり国の予算ですので２年という縛りを多

少かけざるを得ませんので、念頭に一番置けるのはマスターだと考えています。 

【野呂リーダー（マレイシア）】 ２年でマスターをとるというのは無理だと思います、時間的に。

文部省のスキームとしては、マスターをとる場合は２年半必要ですよね。具体的にいいますと、

例えば９月に日本に来ます。日本語の研修を受けながら、次の年の２月にマスターの試験を受け

ます。それから２年間の研究をしてマスターをとるという、そういう具合になりますから、２年
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間だけ日本に連れてきてマスターをとるというのは非常に難しいというか、短か過ぎるのではな

いかという感じがいたします。 

【浅野研修事業部管理課長代理】 文部省の場合の２年半というのは、私の理解では最初の半年

日本語研修というのが入っているためかと思うのですけれども、その辺は11年度についてはちょ

っと特殊なやり方なのかもしれませんが、試験に受かることを前提にというと変なんですが、受

けてくださる教授、その部屋で事前に選考をした上で名指しでとりあえず動かそうと思っていま

す。ただ、その辺が今回特殊であって、12年度以降動くかという問題がありますので、その辺は

２年というのはあくまでも予算書上の話ですので、個々に２年半必要なケースであれば２年半の

受け入れ回答というのは可能だと思います。 

【司会】 ほかに。 

【江藤リーダー（テュニジア）】 テュニジアの漁業訓練の江藤です。カウンターパート研修の件

なんですけれども、私テュニジアに行く前にちょっと研修センターで臨時講師をちょっとしたこ

とがあるのですけれども、その際感じましたことは、先ほど担当の方もおっしゃいましたけれど

も、15人ぐらいいてとにかく必ず２人から３人、多いときは４人ぐらい英語がほとんどわかって

ない。そのために全体のコースが非常におくれる。ほかの人にも迷惑をかけるということで非常

に支障を来していましたのですけれども、それは多々感じたのですけれども、いざフィールドに

行ってみて今度は送り出す側になってみますと、英語というのが自己申告みたいなもので、日常

会話ができる、そういう程度で良好とかそういうのがついていて、実際研修をやる立場としまし

ては日常会話ができるぐらいじゃなかなかコミュニケーションができないというケースが多々あ

るのですけれども、これは一つの提案なのですけれども、国際機関は研修生を送る場合必ず独立

した語学インスティテュートの語学証明書というのを必ずつけることになっているのですけれど

も、そうしたならばある程度そういったようなむだというのが省けるのではないかと思うのです

けれども。いかがでしょう。 

【浅野研修事業部管理課長代理】 基本的には、人選をして頂いている途上国側にその辺はお願

いをしているのが実情です。具体的に申し上げますと、タイ、中国、この辺はいわゆる援助窓口

でありますけれども、タイの場合ですとDTECというところ、中国の場合は国家科学技術委員会

というところが試験をしたうえで要請書を出すというようなスクリーニングをやって頂いていま

すけれども、そのほかの国にも同様のことは求めてはいますけれども、なかなかいかない。じゃ、

他方それをODAで日本側からそういう試験制度とそういう資金負担をしたらどうかということ

もあるかと思いますけれども、かなり難しいのかなと。今まだ検討の緒についた程度ではありま

すけれども、先ほど御紹介があった国際機関等は個人負担でTOEFLですとかTOEICを受けて、そ

れが要請書に何点以上という証明がついてくるということになっておりますけれども、その辺は

JICAの場合もすべて原則それでのっかるのか、今検討はしております。ただ正直申し上げて、技
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術研修というのが第一目標ではありますけれども、親日家をつくるとか、技術そのものを勉強し

てもらうのはもちろんなんですが、日本人専門家が現地で教えていることを実際の日本の現場で

どう動いているのか見てもらうということも目的の一つではありますので、ぎちぎちに試験だけ

で縛るのもというところがあって頭の痛いところではありますけれども、検討はさせて頂いてい

ます。

(3) 専門家福利厚生等について

【司会】　まだたくさん質問あるかと思いますけれども、後ほど一番最後のときにもう一度セッ

ションを持ちますので、申し訳ございません、続きまして専門家の福利厚生につきまして派遣事

業部技術者管理課長の松野さんよりよろしくお願いします。

【松野派遣事業部技術者管理課長】　派遣事業部技術者管理課の松野でございます。リーダーの

皆様におかれましては、日本とは違う条件の中で日々御苦労もおありかと思います。厚く御礼申

し上げます。

　私どもの課では、専門家の身分、処遇、それから福利厚生を担当しております。そのような課

の目的のために、日夜それなりに努力はしておりますんですが、非常に JICA延べ4,000人の専門

家を派遣しているということで、細部にわたってなかなか配慮の行き届かない面もあろうかと思

いますが、一部は御了承願いたいというようなこともあるものでございます。

　昨年度１年間で福利厚生、身分処遇に関しましていくつかのトピックを御説明申し上げます。

まず最初に健康管理旅行の際に、通常は健康管理旅行は日本には帰ってこない旅行でございます

が、日本に帰ってきたいという御希望が多くございましたので、２年ほど前から旅行の際に日本

に帰ってこれるように旅行の基準地を東京に設けるということをやっております。昨年は４月10

日に公示をいたしましたのですが、45か国について日本へ健康管理旅行で帰ってこれる。基準地

が東京でなくても日本に帰ってくることは可能ではありますが、旅費が自己負担となりますが、

基準地が東京になりましたのでこの45か国の方につきましては東京までエコノミーの料金で恐縮

ですが健康管理旅行をすることができる、そのようにしております。それまでは10か国が認めら

れておりましたので、合計55ヵ国が東京基準地に変更されたということでございます。東京基準

地に旅費の基準地が変更された場合でありましても、日本に帰ってこられたときは条件としまし

て日本で健康診断を受けられるということが健康管理旅行日本への実施の要件でございますので、

この辺はよろしくお願いしたいと思います。

　次に、これは定期改定でございますが、昨年は在勤基本手当、これを５月に改定いたしました。

これも外務省の在外公務員が４月に改定されまして、それから急いで作業をするわけでございま

して、年によっては間に合わなくて６月になることもあるわけでございますが、昨年は５月に改
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定いたしまして、全世界加重平均で2.28％のアップとなっております。あわせ住居手当の限度額

の改定も昨年５月に行いまして、これが加重平均で4.55％のアップとなっております。 

 ちなみに住居手当につきまして、昨年アジアの経済危機によりましてタイとマレイシアの方々

には大変御迷惑をおかけしました。世界中で常時2,000人、長期では1,600人ほど常時在外にいら

れるわけですけれども、ほとんどがドル建てないし前払いの家賃契約になっているわけでござい

ますが、現地通貨で毎月決済しているという国がタイとマレイシアのみでございます。そのよう

なことで、毎月現地通貨でやっていたわけでございますが、一昨年の９月、８月ごろからバーツ

とマレイシア・ルンギットが暴落を始めまして、そのような暴落に対応する規定がJICAにござい

ませんで、旧来の規定、３か月の平均の下落率を調整するというやり方で対応しましたのですが、

そもそも観察期間に３か月以上かかる。それから、それの計算が実はそれほどコンピュータ化さ

れておりませんで、手計算に近いような形で相当な期間にわたってさかのぼって調整をさせて頂

いたということで、大変それに該当されたリーダーの方々には御迷惑をおかけしました。そのよ

うなことを教訓にしまして、この２か国につきましては、現地通貨建てが変動するのであれば住

宅手当の支給も毎月変動する。そういうシステムで、言って見れば変動住宅手当制を昨年の７月

から導入してございます。マレイシアにつきましては、その後しばらくして固定相場にかわりま

したのですが、まだ状況がどうなるかわかりませんので、当面この前月の15日のレートを用いま

して、翌月の住宅手当を算出するというシステムで対応していきたいと思っている次第でござい

ます。 

 本年１月に子女教育手当の加算限度額を改定いたしました。これは外部公務員が改定されたこ

とに伴って追いかけて改定したということでございます。国によって増えている国もあれば減っ

ている国もあるわけでございますが、平均すれば増額の改定ということができると思います。こ

の外務公務員の横並びというのは、私どもの仕事で一番当面の目標としては重要なことでして、

子女教育手当も一昨年まではこの横並びができておりませんで、外務公務員に比べて非常に低い

給付水準であったわけでございますが、昨年から外務公務員の水準に横並びにするようにしてお

ります。以降も最低限の措置としまして、外務公務員に横並びという努力をしていきたいと思う

わけでございます。 

 少し話が違う話になるわけでございますが、これは共済会の話ですが、障害等級というものが

共済会にございます。共済会で非常に不幸にしてお亡くなりになるとかいうときには、弔慰金と

かそのような寄付が出まして、5,000万ということで補償させて頂いておるわけでございますが、

そういう事態に至らなくても手指に障害が残ったり身体に障害が残ったりという場合に備えまし

て、従来は１級から４級までの障害等級を定めまして、それにより補償させていただいてきた経

緯がございます。ただしこの１級から４級を定めて相当時間もたちまして、まずその１級から４

級では現在の労災あるいは国公災の障害等級の９級ないし10級程度しか補償されていない。補償
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水準の問題がある。それから、１級から４級までで非常に、5,000万円から500～600万までの区切

りですので、級ごとの格差が大き過ぎて認定技術上非常に難しいということで、毎年１件ないし

２件程度の方がこの申請をされるわけですが、この補償をもう少しきめ細かいものにするという

趣旨でございまして、基本的には労災ないし国公災の14級の障害等級に変更いたしました。これ

が今年の１月１日から変更しております。 

 そういうことで、非常に高度障害、両足が全然きかなくなるとか、そういう場合は死亡と同じ

4,850万。それから非常に軽微な障害、指を落とすとかそういうものにつきましては、14級の175

万ということで、その間を14段階に等級分けしまして、こういうことは普通はないことですしあ

ってはならないことでございますが、補償の観点からもシステムの整備をする必要があるという

ことで変えてございます。ただし、全く労災の等級と同じものかといいますか、なかなか認定す

るのが私どもでございますので技術的な問題もあり、それからなかなか労災のように業務の起因

性が明確でない。非常に幅の広い、社研中の私の病気等に対して認定するわけでございますので、

大変恐縮ですけれども、軽微な腹部臓器の障害、軽微な神経障害につきましては労災の分から外

させていただいております。 

 なお労働災害になった場合にはその14等級が適用されるわけですが、それによって認定された

場合には共済会の障害等級もそれに準じて認定するというふうに考えております。そういうこと

で、労災からの給付と共済会の給付が重複して給付されるということでございます。 

 なかなか予算事情が厳しい中で、なかなか新規の予算が必要だという事業とか、そういう手当

てができないというのが大変残念で恐縮に存じている次第でございます。次の話は、昨年も申し

ましたのですが、これは余り私としては話したくない話でございますが、ODAを取り巻く環境、

それから高齢者、高齢社会を取り巻く環境等を考慮しまして、大変申しわけない話でございまし

て、年齢によって給与体系をいじるということについては非常に心苦しいわけでございますが、

本年の４月１日から60歳以上、64歳までの専門家の方につきましてはシニアＡ専門家、それから

65歳以上の専門家の方でございましたらシニアＢの専門家というふうにカテゴライズさせていた

だきまして、シニアＡには在勤基本手当を特２号の85％、それからシニアＢにつきましては特２

号の70％というふうに変えさせて頂いております。所属先人件費補てんにつきましては、シニア

Ａの専門家の方につきましては現行上限80万でございますが、その８割64万、それからシニアＢ

の専門家の方につきましては70％。国内法につきましても、シニアＡの方が８割、シニアＢの方

が７割というふうに変えさせて頂いております。 

 これは昨年案をまとめまして、各関係省庁との協議、折衝をいたしまして、昨年の４月１日に

交付しております。ということで、交付されておるものでございますが、この適用が今年の４月

１日からとなりますので、このような施策を行うということは非常に専門家の方々には非常に申

しわけないことでございますが、JICAとしてもこれからのODAということをますます推進してい
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くということを望みまして、このようなことに御協力を頂きたいと考えている次第でございます。 

 なおチームリーダーの方々には、チームを引っ張っていくという責任があるわけでございまし

て、ほかの団員に比べて著しく手当が少ないということはチームの運営上も支障があるわけでご

ざいますので、措置といたしまして現行チームリーダーはＤ級の特別技術手当、日額1,500円を出

させて頂いておりますのですが、これをＣ級、日額3,100円を出させて頂くというふうに、この措

置と合わせて改定させて頂いております。ただしこれで特２号のレベルまで到達する場合は、特

２号のレベルとさせて頂きたいということで、特２のレベルないし特２の85％プラスＣ級手当と

いうことで、リーダーの方々には私どもも考えさせて頂いております。そのように措置をしてご

ざいます。 

 なお、派遣期間中、在外にいらっしゃる期間中に60歳になられる方もいらっしゃいますのです

が、この場合は60歳になったからすぐというわけではございませんで、その60歳の属する年度の

末日、３月31日までは旧来の手当を有効とさせて頂きます。これは64歳の方が65歳になった場合

も同様でございます。以上のように、それなりの配慮をさせて頂いてはおるわけでございますが、

あまりJICAがこれまでこういうことをやってこなかったことでございまして、大変あれでござい

ますが、よろしく御協力のほどお願い申し上げます。 

 あと、今回の会議にあたりまして何件か御質問を頂いておりますので、その主なものについて

お答えさせて頂きます。 

 まずガーナのリーダーから、アクラでは高校の教育費が子女教育手当の支給の対象となってい

ないという指摘を頂いております。これ、ガーナのこの子女教育手当は昨年も御意見を頂きまし

て、昨年は中学校で月額7,400円、高校で400円ということでございまして、それがあまりにも現

実離れした低い水準だということで、昨年１回、それから今年の１月に１回改定させて頂きまし

て、小学校が月額３万6,900円、中学校が５万7,100円ということになっておりまして、高校が空

欄になっておりますので支給対象となっていないと御理解されたようでございますが、星印がつ

いておりまして、どうしてこういうあれにしたのか、外務省のあれを横並びにしておるのですけ

れども、適当な学校教育を受けさせることができない土地というふうに指定されておるのですが、

実際には支給の額としましては高校の場合６万3,000円を上限に実費支給というふうに改定され

てございます。そういうことで支給の対象となっていないというわけではございませんので、御

理解のほどをよろしくお願い申し上げます。 

 健康管理旅行につきまして、２、３のプロジェクトから御意見を頂いております。またアジア

でもタイやマレイシアの方からはそれを頂いておるわけでございますが、先ほど来申し上げてお

るところで、なかなか予算措置を伴うことにつきましては現状では難しいという条件と、それか

らJICAの手当体系等が外務省横並びということで、数年前は外務省の横並びの水準までもなかな

か達していなかったのを、少なくとも外務省の横並びの水準というふうに努力してきているわけ

－95－



でございまして、御指摘を頂いていますマレイシア、ウルグァイにつきましては、外務公務員に

おいても健康管理旅行がないわけでございまして、早急に健康管理旅行の対象国とすることは難

しいと言わざるを得ないことで、大変恐縮ですがよろしく御理解のほどをお願いいたします。 

 それからチリのリーダーでございますが、サンチアゴと御自分が勤務されている地が非常に距

離的に離れている。言ってみれば、家族とチリの中で単身赴任をしているようなものだという意

見がありまして、何がしかの救済措置が必要であるという御指摘でございます。JICAの規定は外

務省横並びといいますか、在外給付部分と国内給付部分との２階建てになっておりまして、そう

いう例えば日本に家族を置かれても単身で行かれても、それの中で生活をするようにできるとい

う、そういうシステムになっておるわけでございますので、在外においても二重生活ということ

もそういう枠組みの中でできるものであるとは考えることができるわけですけれども、これチリ

のリーダーだけでなくて、分野は違うでしょうが中国等でも、非常に広大な国で首都とすごく離

れているところとでそういう生活があるということがありますので、これについてはお約束はち

ょっとできないのですけれども、何がしかの措置をとれるかどうか検討していきたいと思ってお

ります。 

 あと任国外旅行は７日ですが、そのお国の事情によりまして10日程度とらないとなかなかとれ

ないという御意見もございますが、なかなかちょっとこれ調べないとあれで、調べないのがさぼ

っているかじゃないかというわけですけれども、すぐに10日とか任国外旅行、事務所限りの任国

外旅行になりますか、回数の制限がないとか実施時期についてもいつでも実施できるとかいうこ

とで、ちょっと当面10日にすることは現段階では何ともできないということで御理解いただきた

いと思います。 

 主な質問につきましては大体以上のとおりでございますが、何か御質問がありましたらお受け

いたします。 

【司会】 どうもありがとうございました。 

 

(4) 開発調査・開発協力について 

 

【司会】 質疑はちょっと時間の関係でまとめてお受けしたいと思いますので、もう一つの最後

のセッションであります開発調査、開発協力につきまして、農林水産開発調査部計画課長の澤田

さん、よろしくお願いします。 

【澤田農林水産開発調査部計画課長】 今御紹介にあずかりました、農林水産開発調査部の澤田

でございます。どうもリーダー会議に御出席、御苦労さまです。私最後になりまして、皆様既に

お疲れと思いますので、要点のみかいつまんで簡潔にお話ししたいと思います。うちの部は、先

ほど話がありましたように、開発調査と開発協力という二つの事業をやっております。ともにプ
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ロ技協と非常に密接な関係があるので、そういった観点で何点かお話ししたいと思います。 

 １点目は開発調査でございますけれども、御存じのように開発調査というのは、途上国が作成

する公共的な開発計画について技術的な支援をしていくというようなものでありまして、簡単に

最近の動きというものをお話ししますと、従来は灌漑施設の改修とか整備とかいうのを核とした

農業開発計画といったものとか、それから森林資源とか水産資源とかいった調査が多いわけでご

ざいますけれども、最近は砂漠化防止とか土壌保全とか、森林破壊防止といったような環境保全

的な話と、それと地域格差の是正とか貧困の解消といったような案件、そういった発想を持った

案件が増えております。多くの案件につきまして、住民の意思を確認するとか、それから農村社

会の状況をよく確認していくといったようなことを強化しております。 

 調査の内容としても、住民参加型の調査手法といったものを取り入れていくといったようなの

が最近の傾向でございます。私どもの調査については、現地調査というのももちろんございまし

て、事前調査で参ります場合と、それで決まりましたフレームに基づきまして本格調査というこ

とで行くのですけれども、そういった折りに皆様方のプロジェクトにお尋ねしまして、情報を頂

いたり資料を頂いたりしていると思います。お忙しい中いろいろ御協力頂いていると思いますの

で、この席をおかりしまして御礼を申し上げます。そしてまたさらに、今後もそういうことで皆

様のところへお邪魔しますので、そういったときも今後ともよろしく御協力を頂きたいと思いま

す。そして、できました報告書というのは、各現地事務所の方にお送りしておりますので、御利

用頂きたい方はぜひそれを見ていただいて、各プロジェクトに御活用頂ければと思っております。 

 開発調査をやられました結果というのは、当然各途上国、相手国に利用して頂くわけですけれ

ども、JICAの協力スキームとしましても、無償協力とか有償協力とか、あるいはプロ技協という

ものにも結びついていくものがたくさんございます。スリ・ランカのガンパハの案件とかガーナ

の灌漑小規模農業進行プロジェクトとか、みんなそういったことで経緯としてできているのでは

ないかと思います。それともう一点、開発調査はプロ技が実施されているのとあわせてやってい

っているのもございます。タンザニアのキリマンジャロの農業技術者訓練とか、ネパールの村落

振興の森林のプロジェクトとか、そういったものについては一緒にやっております。あとラオス

の森林保全の関係でバンビエンというところでうちの調査をやりまして、それも活用して頂いて

いると思いますが、こういったことで非常にプロ技協とも密接な関係でやっておりますので、ど

うぞ御利用して頂きたい。また調査団が行ったときは十分ディスカッションしていただいて、よ

りよいものがつくれるようにということで御協力頂きたいと思います。 

 それと２点目に、開発協力でございますけれども、これはJICAの協力スキームの中の非常にユ

ニークなものでして、相手国政府への協力ということではなくて、それも次のステップとして出

てくるわけですけれども、まずは日本の企業が途上国で事業を展開するといった活動に対して資

金提供していく。非常に低利長期の融資。それプラスJICAの技術協力ということで専門家を送っ
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たり研修生を受け入れたりということで、非常にユニークな制度です。これが何でODAかという

と、やはりそういった途上国の経済的な自立のためには、民間の投融資がぜひとも必要というこ

とでございまして、我が国のODAの中でこれからますます強化していかなければならないという

協力形態ではないかと思います。 

 現在こちらにおいで頂いていますけれども、現地実証調査ということで２か所やっておりまし

て、要するに民間企業が直ちに実施するには困難な事業というものについては、技術的、経営的

に可能性を実証的に検討するというような趣旨でやっているのは、インドネシアの今マングロー

ブ林の資源保全の実証調査、井田リーダーが来られていますが、それとあとマレイシアの複層林

の施業技術の実証調査ということで坂本リーダーが来られております。ということで、ほぼプロ

技と同じような仕組みでやっておりますが、そういった仕組みがございます。両方の今御紹介し

ました実証調査は来年度終了いたしまして、また新たに来年度は中国で菜種の生産についての実

証調査、それからマレイシアで創生郷土樹種と申しておりますけれども、そういったものの造林

の実証調査を新たにやっていくつもりです。 

 こういった実証調査につきましては、民間からのニーズに基づいてやっておりまして、菜種に

ついては日本が菜種油を輸入しているのはほとんどカナダなのですけれども、もっと輸入先を拡

大していきたい。カナダだけじゃなくてというようなことで、中国からというようなニーズが実

は製油メーカーの方からありまして、日中の投資促進機構の方でもそういった議論がありまして、

そういったニーズに基づいてやっているというものでございます。それでお願いなのですけれど

も、皆様がやっておられるようなプロジェクトの中で、これはいけるぞ、これは民間でもいける

ぞというのがありましたら、ぜひお知らせ頂きたいと思います。私どもいろんな情報収集してい

るのですけれども、なかなか限られておりますので、身近な例で何かありましたらどうぞお知ら

せ頂きたいと思います。 

 ３点目ですけれども、私どもの事業部でプロ技の農開部、林開部と一緒になって、あと環境・

女性課とも一緒になりまして、ＷＩＤ の関係の報告書検討事業をやっておりまして、報告書をつく

ったりしているのです。７年間既にやっておりまして、毎年報告書を出したりしているのですけ

れども、皆さんの御協力を頂きながらやっているのですけれども、先日キリマンジャロの野田リ

ーダーの方から、どうも事例の扱いを十分理解してないじゃないかというクレームがつきまして、

非常に申し訳ないと思ったのですが、それについては訂正文を出していくということで今検討し

ております。今年度は、そういった７年間のこれまでやった事業を取りまとめまして、WIDとい

うことで専門的に分野じゃなくて、普通の技術分野で行っておられる方にもWIDの問題、あるい

はジェンダーといった問題を理解して頂けるような、わかりやすいハンドブックをつくる予定で

おります。できた折には、皆様のお手元にまた配りたいと思いますので、御活用頂きたいと思い

ます。私からは以上でございます。どうもありがとうございました。 
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【司会】 どうもありがとうございました。 

 それでは質疑応答の時間を６時前までということで続けさせて頂きます。その前に、実は技術

者管理課長ちょっと所用がございまして退席しましたけれども、先ほど松野課長より御説明を差

し上げましたシニアの在勤法につきましては実は経過措置がございまして、現在皆さん派遣され

ている期間中は適用されませんので、念のために御了承頂きたいと思います。ただ同じ方でも、

任期延長される場合は、任期延長後は適用されるという形になります。 

 それではオープン・ディスカッションというか、質疑応答に移りたいと思いますので、機材、

研修、それから福利厚生、開発調査等、どこからでも結構ですので。 

【池上リーダー（スリ・ランカ）】 スリ・ランカの植物検疫をやっています池上でございます。

松野さんがお帰りになってしまったのでちょっと困っているのですけれども、健康管理旅行制度

の関連で、実は一昨年からだったと思うのですが、私どもの健康管理地ということでオーストラ

リアが第二保養地という形で指定を受けたのですけれども、これが実はパスポートの渡航先に記

載されないのです。その理由が伺いたいというのが一つ。 

 それからもう一つ、松野さんもしきりに外務公務員準拠とおっしゃるのですけれども、私５年

間派遣されている間にパスポートは４冊目になっています。これに関連して、昨年のリーダー会

議で、そういうばかなことをしないように外務省に申し入れをしたというお話があって、それが

１年たってどうなっているのか。その御説明を期待してきたのですが、結局御説明がなかった。

私昔役人をやっていましたので、役人の常識から言いますと、総裁名で外務省にそういう要望書

を出すということは既に下準備ができていて、無視されるような要望書を総裁がお出しになるよ

うなことはなさらないだろうというのが役人の常識だと思います。当然下話があったはずだと私

は信じていたのですが、それにしてはどうも回答が遅過ぎる。もしかすると専門家がうるさいか

ら黙らせるためにデータだけ出したんじゃないかなと、若干勘繰っています。 

 それからもう一つ。一時帰国制度でいろいろ公費の一時帰国がございまして、その中に私費一

時帰国というのがあるわけですが、実は一昨年、大変不幸なことですが私のチームメイトが健康

管理休暇で日本に来ている間に亡くなりまして、日本で葬式が行われました。事務所と相談した

のですが、これは全く救済方法がない。チームリーダーであるおまえが行きたいなら勝手に私費

で行ってこい。私費旅行は許可するという話がございまして、私は当然のことながら私費で参り

ました。昨年のリーダー会議のときにも、これはおかしい。自分の親が死ねば10日間の忌引休暇

がいただけて、しかも旅費は５万円は個人で負担すればあとはJICAが面倒見て頂く。だのに現地

でそれこそ死ぬ思いをして一緒に働いていた仲間の葬式にJICAが面倒見てくれないのはおかし

いじゃないかという質問をしたのですが、昨年の会議では回答を頂けなかったです。それについ

て、JICAがどういうふうにお考えなのか。この際改めて伺いたい。以上でございます。 

【司会】 非常に最初から難しい質問ですけれども、まず最初の御質問は、実は私どももまだ最
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終的にどう緩和されたかというのは具体的に各国別に掌握していませんけれども、実は外務省と

の間で先ほどおっしゃったとおりかなり激しい議論のやりとりの末、多分この４月からだとは思

いますけれども、渡航先を追加する緩和措置がとられまして、それは当然皆様にも現地の大使館

と協議すればその緩和措置が適用されるようになると思います。これは改めて私の方から現在総

務課の方でそこを全部把握しておりますので、その情報を入手して皆様に帰国までにお知らせし

たいと思います。 

 それから先ほどの私費一時帰国の件は、これはおそらく私限りで答えるのはどうかと思います

けれども、やはり制度上かなり難しいのではないかと思います。理由はいろいろあるのだろうと

思いますけれども、例えて言うとJICAの職員、私どもの同僚が地方で亡くなりました。そのとき

に一緒に働いていたから出張でお葬式に参加したいと言って認められますかというと、実は認め

られません。ということがございますので、おそらくかなり難しいのだと思います。ということ

で、現在のところは、もちろん技術者管理課等、海外と国内と一緒にするわけにはまいりません

けれども、その辺は考え方によってはできるのではないかと思います。ちなみに、じゃ国内にお

きまして業務上で例えば急逝されたりなんかという場合は、その場合は関係者がフォローするた

めに出張を認めております。必要なケアをするためにですね。その場合には出張を認めておりま

す。ということで、とりあえずよろしいでしょうか。 

【池上リーダー（スリ・ランカ）】 今回答をいただいたのかどうかちょっとはっきりわからなか

った部分は、私が５年間勤務の間にパスポート３回切りかえがあって今４冊目を持っているので

すが、これはプロジェクト期間、私がJICAの総裁との契約書には派遣期間２か年とはもちろん書

いてございます。しかし実際には、私どものプロジェクトというのは５年間計画でスタートして、

多分ほとんどのプロジェクトがそうだと思いますが、そうしますとそれ以後は１年ずつしか契約

更新がございませんから、そうすると２年半たつと最初のパスポートがアウトになります。そこ

でパスポートの更新をして頂くと、おまえの任期はあと半年以上しかないのだから当然１年でい

いのだよという、まことにつれない返事で１年のパスポートしか頂けない。しかも一時渡航。こ

れは実は何とも不思議な話でして、というのはプロジェクト・リーダーにしても各専門家にして

も、２年で帰るか３年で帰るか、これはもちろんそれぞれの個人の事情はおありでしょうけれど

も、もしかすると５年間フルにいるかもしれないし、何が起きて一時帰国するかもしれない。学

会出席ももちろんあります。そうすると、Ｂというサインのパスポートを頂いていますと、日本

に帰るたびにパスポートの更新をやるという実にばかげた話をしなくちゃいけない。これが１日

か２日でできるものならいいのですけれども、パスポートを更新すると、今度はビザを書きかえ

るとか何とか面倒臭いことがいっぱい起きまして、とにかく実にばかばかしい時間をつぶして、

それが外務公務員並みなのかなという疑問ももちろんありますけれども、そういう意地悪を言う

ことをやめにしましても、任期の中でそれだけの回数パスポートに時間を費やし、若干ながら金
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も使いというのは実にばかげていますので、その点も含めて昨年の外務省への申し入れの中には

入っていたはずだと思うのですけれども、その辺もいかがだったんでしょうか。 

【司会】 それも先ほどのビザの件とあわせて相当議論されておりますので、それについても総

務課の方で、何らかの進展は見ていると思います。全然動かなかったわけではなくて、かなり大

きな問題が何点かあるうちの、その一番大きな問題の二つぐらいの中に入ってございますので、

またこちらからお知らせしたいと思います。 

【池上リーダー（スリ・ランカ）】 わかりました。それから、これは余計なことかもしれません。

残念なことに外務省の方が席を外しておいでのようなのであれなんですけれども、外務省がそれ

ほど依怙地にパスポートの期間を１年だとか一時渡航だとか言うのは、かつて私どもの先輩の専

門家が数字渡航の公用パスポートを任期が終わってから悪用したことがあるからだというような

話を聞いたことがあるのですが、これは私はデマであることを信じたいと思っているのですけれ

ども、デマと信じてよろしいですね、それは。もしもそれが理由で外務省がそういうことをやっ

ているのだったら、何とも外務官僚は情けないやつだと思います。 

【高橋林業水産開発協力部計画課長】 私も外務官僚ではありませんけれども、外務省もかなり

JICAの関係だけでもパスポートの申請、公用旅券ですけれども、その業務が物すごい数、もちろ

ん専門家だけじゃなくて今調査団もすべて公用旅券にしているのですけれども、あるいはコンサ

ルタントもみんな公用旅券にしている。その受理の件数が膨大になっているということで、そこ

は今おっしゃられましたように非常に簡略化する。ですから、一つはその期間を長くとるという

話と、あるいはコンサルタントの調査についてはもう一般旅券でもいいんじゃないか、こういう

話まで出ておりまして、すべて全体を一応網羅してJICAの総務部と外務省がいろいろ話をしてい

る。これは先ほどお話がありましたけれども、誠意を持って話をしておりまして、決して一時し

のぎで専門家の皆さんをだまして、とりあえず１年間だまくらかそうということじゃないという

ことは御理解頂きたいと思います。ただ、やはり公用の旅券ということで、１年間の仕事に行っ

てもらう方に果たして５年のパスポートが必要かどうか、５年間の期間が必要かどうかというの

は、また多分これは別の観点から議論はされるので、１年の方にすべて数字で５年間の、あるい

は10年間のを、将来を予測すると10％でもエクステンションの可能性があるからということで、

そこまで一気に拡大するというようなことはないんじゃないかというふうに、これは私の個人的

な理解ですけれども、そのように思います。ただいずれにしましても、４月ぐらいから渡航先の

追加も含めて何らかの改善が皆さんのところに提示されるというようなことになると思います。 

【司会】 続きまして。 

【池上リーダー（スリ・ランカ）】 事情はわかりました。ただもう一言だけ言わせて頂けば、場

合によっては外務省からおいでになっている総裁を使ってでも頑張って頂きたいと思います。 

【藤田リーダー（中国）】 私、中国の河北省の飼料作物の藤田でございます。先ほど調達部の方
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から、輸出規制のあるものについては時間がかかるのだということを純水製造器の例を挙げて説

明がありましたけれども、それはそういう制度だからそれはやむを得ないと思いますけれども、

購送間際になってから書類をたくさんつくれと言われてくるわけです。こういうものは一番先に、

例えば一番早いのはリーダー会議の資料でしょうか、ああいうときにこういうものを要求すると

きにはこういう書類を添付しなさいと言って頂ければ、スムーズに事が進むんじゃなかろうかと

思いますので、あらかじめこういうものという表を、プロジェクトなり在外事務所なりに送って

おいて頂いて、わかるようにして頂きたいと思います。 

 輸出規制が日本にあるのと同様に、今度は中国側にも輸入規制というのがあるのです。これに

つきましても、我々のところではデジタル・カメラを送って頂いたんですけれども、これとほか

のものと一緒に送って頂いたためにほかのものもそのデジタル・カメラの手続に時間がかかって

いるために受け取れないで、短期専門家にやってもらおうと思ったことができなかったというよ

うなことがありましたので、分離して送って頂くような措置をとって頂ければと思います。 

 またちょっと輸出規制の話に戻って申しわけないですけれども、我々の方ではソックスレイの

抽出機というのをお願いしましたところ、急にそういうふうにこういう書類を出せと、こういう

ことになったのですけれども、それもまた分離して送って頂くというような措置をとって頂けれ

ば、ほかの方の足を引っ張ることがないのではなかろうかと思いますので、その輸出規制、輸入

規制のあるものについてしかるべき措置をお願いしたいと思います。以上です。 

【鈴木調達部契約第一課長】 先ほどの輸出規制につきましては、あらかじめわかっているもの

につきましては前広に御連絡したいと思います。ただ、これは製品の全体が輸出規制になる場合

と、その一部、例えば最近問題になっているのは遺伝子組みかえの方の関係のＰ３装置なんかを

今在外に持っていこうということで通産いろいろ調べておりますけれども、これはＰ３装置全体

が該当するのではなくて、その一部、たしかフィルターともう一つぐらいが。それがはっきり言

ってJICAでは事前にわからない場合がございます。その場合は御容赦頂きたいと思います。これ

はメーカーの方に輸出規制該当品かどうか必ず購入契約のときに出させる形になっております。

ただ、メーカーでも不確定要素がある場合、特に大手、例えば日立とか大手の会社につきまして

は、輸出管理令関係の対策室がすべて設けられていますので、実績としては持っています。です

からいいのですけれども、必ずしも大手とは限りませんので、その点は御協力頂けば、御無理を

申し上げると思いますけれども御協力いただければありがたい。 

 それから、先ほど中国の方の輸入規制がございます。これにつきましては、今初めてデジタル・

カメラが輸入規制ということをお聞きしまして、こういう情報がほかの国も含めてありましたら、

事務所等を通じて担当事業部でも結構ですので、前広にお願いします。その場合、分離して、そ

れも単体だけで送るということもうちの方は可能でございますので、それを実際やっている場合

もございます。これは輸出規制ではございませんので、例えば危険物、試薬なんかの場合、分離
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して飛行機で送るということもやっております。それから中国の場合は、北京の車両の排気ガス

規制というのが非常に厳しくなっているみたいです。そのほかにも中国はいろいろ、デジタル計

測器の輸入規制とかいろいろあります。この分につきましても、うちの方の事務所、当部から、

例えば中国事務所に対しては照会はしております。わかった段階で対応する、担当事業部という

ことをやっておりますので、多々御迷惑をかけるときもあると思いますけれども、その点は御協

力頂ければありがたいと思います。よろしくお願いします。 

【川村リーダー（チリ）】 研修先の事前の打合せといいますか、内諾に関連をして、チリの貝類

増養殖計画開発の川村ですけれども、私どものプロジェクトではいわゆる研究的な技術じゃなく

て、実践的な具体的な技術を研修させたいということで、都道府県の試験場だとかあるいは漁業

共同組合、あるいは実際に養殖をやっている業者のところで研修をさせたいということで今まで

やってきているのですが、例えばチリの場合ですとサケ・マスの技術開発が長い間やられて、結

局それが現在チリの養殖業の大きな発展のもとになっているのですけれども、そうするとチリの

サケが日本に大量に輸入されて、実際にそういう技術協力に協力していた北海道の漁業者は自分

たちの生活が非常にマイナスになっている。そういうような現象がいろんな形であらわれてきて

いて、非常に事前に打診をしたときにそういう危機感が、何で自分たちのマイナスになるのに協

力しなきゃいけないんだというようなことで、だんだんと難しくなっている。そういう現実があ

りますので、やはりJICAとしてはそういう、先ほど農林水産省の窓口を通じていろいろやられる

という話だったのですけれども、それだけに限らないでやはり地方自治体の関係機関、あるいは

業界の関係機関なんかにもう少し、JICAがやっている技術協力の実情なり意義なりというもの、

それから研修生の受け入れについて積極的に理解を求めていくというような発想も必要じゃない

かと思うのですけれども、いかがでしょうか。 

【司会】 水産センターの関係者が今いませんけれども、農業についてということですが。 

【渡辺筑波国際センター次長】 その昔水産センターもおりましたので、多少関連づけまして。

実践的な内容であれば、一般論として国の試験研究機関よりは都道府県、あるいは私立のところ

でというのは一般論として正しいと思います。ただその場合に、正直言いまして国のグリップの

引き方が弱くなった分だけ呼びづらくなるということ、それからお金の点ではね上がります。そ

の間で、どこで折り合いをつけるのかというのは、研修の現場としては一番苦労するところです。

そこで大上段をもって、これは国の事業だから協力しろというのは、実は余り得策ではありませ

ん。ではひるがえって、国の利益、ナショナル・インタレストを優先して考える、当然国家機関

はそうなのですけれども、それとの兼ね合いでどうするかという点なのですけれども、非常に悩

ましい質問です。私は、いわゆるブーメラン効果が出るほど効果が上がったプロジェクトであれ

ば、当然日本国内でだんだん受け入れてもらえなくなるというのは、私はやむを得ないと思いま

す。それだけプロジェクトが実際の成果を生んだ裏側の問題、光と影の影の問題だと思うのです。

－103－



ですから、これについて一元的なこうすればいいという答えはまず出ません。 

【遠藤林業開発部計画課職員】 補足したいんですけれども、林開部計画課の遠藤と申します。

今回水産分野につきましては、コンサルタントを使いまして日本国内の受入先ですとか短期専門

家等の派遣の可能性を調査しております。今調査中で、結果が出ましたら水産分野のプロジェク

トにつきましては配布予定ですので、またそちらの方も参考にして頂きたいと思います。以上で

す。 

【司会】 よろしいでしょうか。 

【尾形リーダー（ウルグァイ）】 ウルグァイ果樹保護技術の尾形と申します。 

 大学院の学生ということで入れてマスターをとらせるというのは、いい案ではあるかもしれま

せんが、これは文部省関係に関してですが、はっきり言って２年ということは、大体文部省の場

合には、こちらの方が受入先の教授と交渉しているようです。日本で技術用語を教えてもらって、

専門の学術用語ですね。それを半年やりました。その後、大学院の入学試験を受け、半年すると

入れるのですが、ほとんどラテン系の人というのは大学で化学実験なんかはしていません。です

から、アメリカの大学、ドイツ、イタリア、スペインではやっているのですけれども、そのとき

は実験はほとんどマスターでやっています。いろいろな講義をとって、そして、こういうふうに

やるのだなということだけは、彼らがマスターコースに入って自分で論文を書いても、ほとんど

レビュー的な修士論文だけの場合が多い。日本の大学の場合ですと、マスターを取るときには、

ほとんどの院生は学会で１～２回は発表して、学術雑誌のペーパーもつくります。こちらでは修

士を取ってもそのまま、ですから、万が一こちらでマスターを持っているとすると、それはアメ

リカの大学の大学院にいて修士を取ってきた人が多い。そういう人で、学術雑誌のペーパーを１

～２報持っている人は、２年ないし３年いる間に一方か二方取れば、今の新制大学のドクターコ

ースですと取れます。つまり、必ずしも３年いなくてもドクターを取れる制度になっているはず

です。ちょっと余計なことでした。 

【司会】 どうもありがとうございます。 

【長リーダー（ヴィエトナム）】 私ヴィエトナム、ハノイ農業大学の長です。私どものように大

学を対象にしていますと、先ほどの長期研修、大変ありがたい新しいメニューだと思って伺って

おりました。ただ、文部省と対比しますと、文部省のスカラーシップはマスターは33歳でしたか、

ドクターが35歳未満であることという条件がついています。これについて、先ほどの御説明は全

然触れられなかったものですから、細かい質問で恐縮ですけれども、その年齢制限という点はど

うなっているのか、あわせてこの機会に教わって帰りたいと思って。以上です。 

【司会】 まだ最終の実施要領は確定しておりませんので、それも含めて恐らく示されるのでは

ないかと思います。 

【長リーダー（ヴィエトナム）】 わかりました。 
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【江藤リーダー（テュニジア）】 テュニジアの漁業訓練の江藤です。ちょっと休暇について確認

したいのですけれども、国際機関では専門家１人に関して１か月に2.5日休暇の権利がある。それ

を集めてホーム・リーブをとるなりローカル・リーブをとるなりしているのですけれども、実際

問題として今テュニジアの我々のプロジェクトで起こっているのは、２年間で１回、ホーム・リ

ーブで１回健康管理休暇。向こうの政府の方から言われたのですけれども、それを1999年、今年

度に２回とるということは可能なものですから、実際問題として３月に１か月間研究管理休暇を

とりたい。それで、じゃ11月、12月に45日間のホーム・リーブをとりたい。それでまたフランス

にちょっと遊びに行きたいというので、それはどうなるのだというのでテュニジアのJICA事務所

に確認したら、それは一応Ｒ／Ｄの中にもあるように、現地政府のアドミニストレーション・ル

ールにのっとるということでしたら、１か月間のリーブがある。そうしたら、全部で３か月以上

１年に休みがあるのか。現地政府の方からそう言われたのですけれども、そういったような専門

家の、マニュアルを見てもそこのところ書いてないのですけれども、専門家が１年間にとり得る

マキシマムのリーブの数とか、そういうのは規定はないのですか。 

【高橋林業水産開発協力部計画課長】 一時帰国は、１年を過ぎたらということでしたよね。健

康管理は６か月でしたか。そこに集中してしまうと、たまたまカレンダーで１年の中に２つ入る

ということですよね。基本的には相手政府のリーブの許可書を一応つけて申請しろという話にな

っていますね。ですから、基本的には先方政府がそれを許可する、あるいは少なくとも認めると

いうのをベースにして、あとはJICAの方の規定でこの基準を満たしていれば無条件に認めるとい

うことになると思うのです。そうしますと、いかに相手を説得するかです。たまたまカレンダー

で１か月ずれることによって何が損するか。それを終わってから遊びに行くのと今行くのとどっ

ちがいい。12月休みじゃないかと、こう言えば、向こうはもしかしたら、ああそうですかと言う

かもしれない。そこのところは個々のケース多分非常に違うんで、そこのところは江藤リーダー

頑張っていただいて風穴をあけるというのがいいんじゃないでしょうか。それ以外にJICAの中で

規定を曲げろとか、あるいはJICAの方から相手政府にそういうふうな基準になっているのでそれ

を認めろというのは、多分話し合いではできると思いますけれども、それを強制することはでき

ないということです。 

【江藤リーダー（テュニジア）】 ということは、規定としてJICAの専門家はローカル・リーブ

を何日とっていいという規定はないわけですね。 

【高橋林業水産開発協力部計画課長】 Ａ１フォームの中に何日かというのを書いてあると思い

ます。30日あげるとかって、あれは先方政府の休暇の基準を一応その中に当てはめるということ

で、それ以外は先方政府に許可をもらってJICAの方の制度を利用しなさい。こういう順番になっ

ていると理解していただいていいんじゃないかと思います。 

【江藤リーダー（テュニジア）】 わかりました。 
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【佐伯リーダー（オマーン）】 健康管理休暇の期間の問題なんですけれども、あれは派遣されて

から６か月たってから健康管理休暇がとれる。そして次の６か月以内にとりなさいという話にな

りますね。オマーンの漁業訓練ですけれども、専門家大体７月、８月はその期間から外れるので

す。ところが何しろ７月、８月、気温が50度ということで、カウンターパートも全員休みをとっ

てカウンターパートがゼロになってしまうタームが相当長く続くのです。向こうの政府からは、

JICAの専門家もそれに合わせて休暇とってくれということを要望されているので、そういうよう

な場合はJICAの規定から若干外れるけれども柔軟に運用して頂きたい。理由をつけて申請します

から、そのときは柔軟に運用して頂きたいというのが一つです。 

 それから、直接私のプロジェクトじゃないのですけれども、個別の専門家でさっき僻地の話が

ありましたけれども、家族が住める場所とプロジェクトのサイトというのが100キロ以上離れてい

るところになりまして、事実上週のうち５日間はだんながいない状態が続くと言わざるを得ない

ようなそういう方もおられるので、在外公館の右ならえやったら、在外公館の人でそんなばかな

在外公館の人というのはあるはずなのです。これはやはりJICAが技術協力をやっているという特

殊性なんで、そこら辺は今後の問題として御検討いただく必要があるんじゃないか。ちょっとそ

の人は、おれ僻地の僻地手当が出ないと困るぞと言っていましたので、ついでながら。 

【高橋林業水産開発協力部計画課長】 多分二つ目は、先ほど技管課長がお約束はできませんけ

れどもと言っておりましたので、ああいうお言葉をかみしめて次回また言っていただければいい

んじゃないかなと思います。 

 それと一つ目の方も、多分規則で決まっているからもう１日たりともだめということはないと

思いますので、それはそのつど議論をして頂いて変えていくということしかないと思いますけれ

ども。ただ、多分世界中に専門家が派遣されておって、それぞれ国の中で状況が違うなかで、や

はり基準を設けなければいけないという一方の難しさもあって、オマーンはいいけどア首連はだ

めだったとかいう話になるとまたそこも難しいという、御理解頂けると思いますけれども、そう

いう状況だと思います。 

【司会】 時間が迫っておりますけれども、フィリピンの高橋リーダー。 

【高橋リーダー（フィリピン）】 フィリピン高生産性稲作技術の高橋でございます。研修関係に

お願いがあるのです。私のところからは随分たくさん筑波の方へお願いしまして、個別研修、集

団研修、それぞれ大変成果を上げて帰ってきまして、研修の中身に関しては大変評判がいいので

すけれども、一つ問題があるのですが、それは食事なんです。これは全員、とても日本食になじ

めないと言って帰ってくるのです。日本食というのはあんなにまずいのかという感じなんです。

じゃなぜ要望を出さなかったかと聞きますと、研修員全員で要望を出したけれども、全然改善が

ありませんでした。ところが、それは毎年あるみたいです。そういう要望が毎年あるんだそうで

すが、たまたま10年前にそこで研修を受けて経験のある人が、たまたま今回行ったら10年前と全
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く同じだった、そういう話なのです。それで今度日本人に聞いたのです。筑波のセンターに勤め

ていた日本人に聞いてみたら、いや、あれは評判が悪いんですよ。日本人もあそこではあまり食

べたがらないんですよと、そういう話を聞きまして、これは大変まずいことじゃないかと思うの

です。日本人が食べれないものを、日本食だと言って研修員に食べさせている。これ毎日、毎食

ですよね。これはぜひ改善して頂いて、研修内容だけじゃなくて食事の方も気持ちよく日本で過

ごせた、おいしかったと言ってもらえるように。日本人が毎日食べても食べれる内容にぜひ改善

頂きたいと思うのです。よろしくお願いいたします。 

【渡辺筑波国際センター次長】 情けないことですけれども、私も全く同感です。８月に着任し

て、何とひどい飯かと、個人的な申し入れもしています。ただ個人的な申し出というのは、個人

的な単なる憤慨ですので、業者との間で法的なチャンネルとして食堂委員会というのがあります。

そこで何度か申し入れをして、申し入れると１か月ぐらいは何となくあるのですけれども、そう

いう追及の手を緩めるとすぐまたずるずる落ちるという、非常に私も立腹しております。こうい

う申し出は、実は帰国時のときにも、ほかには言うことはないんだけれどもと何度も私言われて

おります。これからも引き続き追及したいと思います。 

【司会】 どうも。それでは時間になりましたけれども、最後にお一人だけどうぞ。 

【鯉渕リーダー（タンザニア）】 タンザニア、キリマンジャロの鯉渕ですけれども、研修関係で

２点だけ。要望調査が３回１年の中にあって、最後はリーダー会議の資料ですけれども、３回と

も多分様式が違っている。これは統一して頂きたい。もう１点は、研修員が決まって出入国につ

いての連絡がプロジェクトにない。詳細な連絡がありませんと、旅費の支給がダブルのなるかど

うかわからない。全額タンザニアの場合にはJICAが負担するようなひどい状況になっております

から、JICAが当然航空券を出す日にちと、それからプロジェクト・サイトから出発地点まで行く

旅費のダブりがあるかもしれない。その掌握をしたいので、直接プロジェクトに詳細計画を送っ

てほしいと何回か要望しているのですが、いまだに改善されてないということで、この二つをぜ

ひ改善していただきたいということです。 

【渡辺筑波国際センター次長】 ２点目の要旨をもう一度お願いいたします。ちょっとつかみ切

れませんでした。 

【鯉渕リーダー（タンザニア）】 ローカル・コスト、普通のプロジェクトでは旅費関係、国内旅

費というのはプロジェクト側というよりも任国側が出しているのが普通でしょうけれども、私ど

もの場合にはほとんどローカル・コスト、LLDCの国ですので、JICA負担でやられている事例が

多い。その場合、研修出発する航空券に含まれている日当、航空券以下と、プロジェクトから出

発地点までの旅費の計算というのは私どもの方でするわけですが、その辺の兼ね合いがわからな

い。ですから詳細な計画日程といいますか、出発日、帰着日というものを何月何日の何便で出発

というような連絡をプロジェクトまで頂きたい。 
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【渡辺筑波国際センター次長】 要望調査の用紙が不統一という点、私も実は掌握し切っていま

せんでした。もしそのような事例があるのであれば、来年に向けて同じもので、しかもだんだん

精度が上がっていくというふうにしていきたいと思います。そういうことでよろしいですか、こ

ちらは。 

 ２点目の点は、かなりタンザニアの特殊な事例が入っていると思うのですが、日本側でサイト

から出発地まで、首都ですけれども、国内旅費を持っているというのはかなり特殊な事例だと思

います。通常であれば、これは個人ないし相手国側の負担で、出発してから飛行機賃それから途

中で１泊するのであれば、その費用だけが出ています。いわゆる日当という考えはないはずです。

最後に、出発日とフライトをプロジェクト・サイトまでというお話ですが、これも通常であれば

事務所にこの連絡が行きます。この事務所に伝わった連絡がプロジェクト・サイトに伝わるわけ

ですけれども、これがうまく機能してないということですか。それとも直接的に連絡してほしい

ということですか。 

【鯉渕リーダー（タンザニア）】 直接的に連絡してほしいです。 

【渡辺筑波国際センター次長】 理由は明示できますか。 

【鯉渕リーダー（タンザニア）】 事務所の悪口になるから言えません。 

【渡辺筑波国際センター次長】 わかりました。 

【河上リーダー（インド）】 時間がなくて申しわけないです。インドの河上ですけれども、最後

に私からお願いなんですけれども、私ども年に１回今のようにいろんな生の質疑を通して非常に

ありがたいと思っています。ありがとうございました。ただ、残念ながら先ほどから何人かの方

が中座しておられるのです。せめてこの会議ぐらいは出て頂いて、我々の顔を見ながら実際に議

論をすることに参加して頂きたいなと。それぞれ御理由があろうと思うのですけれども、ぜひ１

年に１回のことですし、臨場感を持ってやって頂きたいなと思うのですが、よろしくお願いしま

す。 

【司会】 全く同感です。どうもありがとうございます。 

 それでは時間になりましたけれども、最後に分科会の御案内を私の方からちょっと簡単にさせ

て頂きます。明日の予定の分科会の資料が、お手元の全体会議資料の２の14ページのところに、

平成10年度農林水産業協力プロジェクト・リーダー会議分科会討議についてという資料が入って

おりますので、ぜひ御参照ください。それから、あすからはいずれも新宿のマインズ・タワーの

会議室になりますので、次のところに移動を願います。あしたからは農業技術協力課関係の方、

マインズ・タワー11階のGHの会議室、それから畜産園芸課関係の方は10階のプロゼンテーショ

ン・ルームという会議室がございますので、そちらに移動願います。それから林業技術協力課及

び農林業投融資課関係の方は、11階のＩ会議室。水産業技術協力課関係の方も11階のＩ会議室に

お願いします。皆さん林業開発協力部の方は11－Ｉということでお願いします。分科会の開始は
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あす10時になっております。 

 それでは、最後に、きょうは全体会議最後まで御協力頂きましてありがとうございました。一つ

だけ、実は皆様のところに御案内が行っているかと思いますけれども、あす５日の夕方６時から幾

つかのAICAF等協会の主催でもって「最近の我が国の農林水産業をめぐる内外情勢」という講演及

び懇親会がございます。御案内が行ってないリーダーが何人かいらっしゃるということなので、こ

の場をおかりしましてちょっと御案内します。場所は法曹会館高砂の間、電話番号3581－2146。こ

ちらの方で、講演の講師の方は農林水産省の経済局の国際部長、林さんでございます。各リーダ

ーよろしくお願いいたします。 

 それでは、本日のセッションをこれでおしまいにしますので、６時半から400号室ですけれども、

若干準備がございますので６時半過ぎに向こうの方へ移動していただければ幸いです。どうもあ

りがとうございました。 

 

（午後６時８分 閉会） 
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（午前10時00分 開会） 

 

【高橋林業水産開発協力部計画課長（司会）】 皆様おはようございます。週末ゆっくり休まれて

非常にリフレッシュしたところかと思いますけれども、平成10年度の農林水産業関係プロジェク

ト・リーダー会議の第２回目の全体会議を開催させて頂きたいと思います。本部の方で一、二、

延着しておる者もおりますけれども、時間ですので始めさせて頂きたいと思います。 

 本日、農林水産省の方から技術協力課の鈴木課長と米野補佐においで頂いておりますので御紹

介いたします。 

 その後、外務省の技術協力課の橘補佐も同席されることになっております。 

 先日のこともありまして、皆さんには半日たっぷりとつき合って頂くことにしてありますので、

いろいろと聞けなかったこと等、時間があったら質問して頂けたらと思います。 

 本日のスケジュールでございますけれども、皆さんのお手元に金曜日の分科会で議論して頂い

たものを取りまとめたものが配付されていると思いますけれども、一応それぞれの分科会、これ

は農開部、林開部それぞれ各課ごとにテーマを定めまして議論したものでございますけれども、

そちらの発表をまずやって頂きたいと思います。本日は12時30分まで約２時間半というスケジュ

ールでございまして、発表に割り当てることができる時間は最大でも22～23分ということになり

ますので、発表によっては２名、あるいは３名の複数でやっていただく課もあるようですけれど

も、一応全体で20分ぐらいの発表ということで進めて頂けたらと思います。 

 

１．分野別分科会検討結果報告及び討議 

 

【司会】 それでは、まず最初に農業開発協力部の農業技術協力課の分科会の報告を頂きたいと

思います。発表者を御紹介しますと、まず、(1)の「モニタリング評価」というテーマがありまし

て、こちらはヴィエトナムのハノイ農業大学強化計画の長リーダー、(2)としまして「貧困対策に

ついて」、フィリピンの土壌研究開発センターの蘭リーダーとインドネシア大豆種子増殖・研修の

三分一リーダー、一応３名によって発表がなされます。 

 

農業技術協力課分科会 

(1) モニタリング・評価について 

 

【司会】 それでは、長リーダー、よろしくお願いいたします。 

【長リーダー（ヴィエトナム）】 おはようございます。書記の村山リーダーと安養寺リーダーの

お手伝いを頂きまして手短にまとめたものを皆様のお手元に配付してございます。私ども農開部
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の農技協課分科会では、「モニタリング・評価」ということをテーマにして報告、討論をいたしま

した。 

 まず最初に、農技協課の岩谷課長代理から問題提起と、こういうテーマを設定して分科会を

提起するに至った提案理由の御説明がございました。ここに書いているとおりですけれども、

JICAでは平成に入ってから、現在一般化しておりますPCM、それから、それをもとにしたPDM、

こういうものでプロジェクトを計画し、それでＲ／Ｄをつくったり、TSIをつくってプロジェク

トを推進する、こういうことが大体今日では定着するに至っているわけでございますけれども、

どちらかというと現状では、PDMをもとにした評価というものは中間評価なり、あるいは事後

評価、こういう場合に主として活用される。日常的にはそれをもとにプロジェクト・サイトで

いろいろ進捗状況のチェックなどはいたしますけれども、こういうものを意識的に使って中間

的な評価なり推進方策の再検討をするということにはどうもなっていないような面があるわけ

でございます。 

 そこで、そういう点の反省でございますけれども、事後的あるいは中間評価の場面だけではな

しに、むしろ日常的な推進過程でこのPDMをもっと活用しながら、より効果的なプロジェクト推

進に役立てていく、そういう手法として、プロジェクトの推進のこれからの方法の改善の一つの

主要な方策としてモニタリング・評価というものが提起されたわけでございます。諸外国の中に

は、具体的な例もございましたけれども、主としてそういうモニタリング、中間的な、あるいは

経過的なモニタリングを主にしてPDMのようなものを活用している国もあるということで、そう

いう国の経験なりも組み入れながら我が方としての方法の改善を今後図っていきたい、こういう

将来の構想なりガイドラインとしての問題提起がございまして、主としてこの点について討議願

いたいという御趣旨であったわけでございます。 

 それを受けまして、１ページ目の下の方に書いてございますけれども、２つの事例の御紹介、

御報告がございました。 

 第１は、パラグァイの大豆生産技術研究計画を担当してございます橋本鋼二リーダーからの御

報告でございます。年１回、カウンターパートまで交えてパラグァイのプロジェクトの場合には

評価をなさっておられるようでございまして、JICAのモニタリング・ガイドにも沿った形で大変

立派な実践活動をなさってございました。それに至る経過なり、あるいは実施上の留意事項と問

題点、あるいは対策、いろいろな面から論及があったわけでございますけれども、詳細は省略い

たしました。その結果、非常に効果大でありまして、いろいろな利点が指摘されると同時に、し

かし、こういうことをやっていくには、相手国なり、あるいはカウンターパート側のしっかりし

た理解がないと弊害が伴いますよと、当然なことですけれども、こういった御指摘もございまし

た。 

 第２番目の報告は次の２ページ目でございますけれども、フィリピン農薬モニタリング体制強

－114－



化計画に携わっておられます風野光リーダーからの御報告でございました。ここでは毎月１回、

進捗状況のチェックリストを、当然のことながら部門別にカウンターパートを交えておつくりに

なっているようでございます。それを総括した、月々なのか、もう少し期間が長いのかわかりま

せんが、このPDMでのモニタリングというものをきちんとやっておられまして、そして問題点を

洗い出して、より効果的なプロジェクトの推進に役立てておられるという報告でございました。

こういうことをやっておられますから、当然大変効果的な事業が推進できていると同時に、関係

者あるいはカウンターパート、みんながプロジェクトの細部にまでわたって目標、それに至る方

策、問題点、そういうものを理解し合ってプロジェクトに携わっていくことができているという

大変示唆に富むというか啓発される報告でございました。

　ただし、実施上、当然いろいろな注意を要するわけでございまして、指標の数値がひとり歩き

する心配もございます。あるいは、やりようによっては担当者やカウンターパートの能力業績評

価というような面も伴うおそれがあるわけでございまして、こういうことに対する注意が当然必

要であるといったような御指摘もございました。

　いずれにしましても、非常に簡単な報告でお２人のリーダーには恐縮でございましたけれども、

大変すぐれた、私どもも聞いておりまして啓発されるというか、「うん！」と言わされるような、

そういう立派な先進的な事例の御報告でございました。

　以上の最初の問題提起なり事例の報告を踏まえまして、全体の討論を最後にいたしました。私

自身はごく最近携わったばかりの新米でございまして、PDMなんていうのはどこでもきっちりや

られていると思っていたわけでございますが、意外でございまして、半数までは行きませんが、

４割近くのプロジェクトではそういうものも必ずしもつくられないまま現在のプロジェクトが行

われている、こういう実情のところもあったようでございます。それから、当然プロジェクトに

よっては、プロジェクト目標を数値化しにくいような、そういう内容の事業計画の場合も当然ご

ざいます。そういうことなども反映して、提起された問題に対する出席リーダーの受けとめ方と

いう感じで申しますと、大変積極的に賛同される立場から、実施あるいは効果ということをかな

り疑問視されるような消極論と申しましょうか、そういう意見まで大変幅広い受けとめ方の違い

があるなという印象を受けながら議論を聞いておりました。

　しかし、大勢としては、２点目に書いておりますとおりですけれども、プロジェクトでの中間

的、自主的というか、むしろプロジェクト・サイトの自分たち自身のためのいわばモニタリング・

評価、こういうことの積極性なり必要性、こういうことを十分に理解し賛同する、そういう立場

が多かったと言えるかと私は思いました。

　しかし、これから実施してまいらなければいけませんけれども、実施する前には、当然のこと

ですけれども、開始前にしっかりしたPDMを相手国なり、あるいはカウンターパートの参加型と

申しましょうか、十分な理解も得た形でしっかりしたPDMがつくられているのが大前提であると、
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当然なことでございますけれども、改めてこういう指摘もございました。 

 既に先ほども申しましたけれども、今後大変これは意義のあることですし、取り組んでまいら

なければいけませんが、当然この弊害も考えられるわけでございます。特に数値目標を進捗率で

いろいろあらわしていかなければいけない、ここにまたPDMの特徴があるわけでございますけれ

ども、それにとらわれたり、あるいはそれがひとり歩きする可能性というのはやはりあるわけで

ございまして、そういうことで形式的にならないようにするための十分な配慮、注意。それから、

プロジェクトによっては当然数値目標であらわしにくいものもあるわけでございますから、そう

いう多様性ということも頭に置いておかなければいけないということです。 

 しかし、いずれにしろPDMというのは数値目標で洗い出していく、これが特徴ですけれども、

それぞれの段階で達成率、そういうものだけではなしに、そこの背後にある問題点を洗い出して

いく、そして、効果的なプロジェクトの推進のために解決策を見出していく、そういういわば問

題解決型とでも言ってよろしいでしょうか、そういう形での提起されたモニタリング・評価の受

けとめ方、こういうことが大事ではないかという御意見もございましたし、私は大事な指摘だっ

たと思っているところでございます。 

 この問題解決に関連してですけれども、プロジェクト・サイトでＣ／Ｐ側からいろいろ積極的

提案をいただく、そして、そういうものをまたモニタリング・評価のあるシートを今後工夫して

いけるとしますと、その中に盛り込んでいく、こういうふうな評価フォルムも我々としても少し

工夫してみる必要があるのではないか、こういう御指摘もございました。 

 最後の１、２点でございますけれども、プロジェクト・サイトでの四半期報告みたいなものを

作成し、当然のことですが本部にも御報告しなければいけない仕組みになっておりますけれども、

それに加えて、提起されているのは半年に一度のモニタリング・評価でございますけれども、別

途かなり内容的には重複するようなものを作成して本部に提出しなければいけないというような

ことになる。そういうことになると事務量だけが増えてしまうということも考えられますから、

むしろそういうことにならないような注意、できれば、年２回報告作成が提起されているわけで

ございますから、第２四半期、第４四半期、その報告の中にこういうモニタリング・評価もセッ

トされて、ある様式でやっていくことができる、こういう工夫も今後実際には要るのではないか

という御意見もございました。私もこれは大変重要な点ではないかと理解いたしました。 

 最後でございますけれども、プロジェクト・サイトでも提起されたことは、これは非常に意義

があると理解するわけで、これからだんだんと実のある形にするために取り組んでまいることに

なると思いますが、本部でも同様に、どうすれば弊害を少なくして、より効果の大きなものとす

るか、我がJICAのプロジェクトの推進の今後の方策として、より効果的なものになるか、多少の

期間を設けて本部サイドとしても柔軟な試行錯誤、こういうものをやって頂くとよろしいのでは

ないかという御意見もございました。 
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 要領を得ませんけれども、以上が私どもの農技協課分科会のモニタリング・評価ということに

ついて報告を受け論議いたしました点の概要でございます。 

【司会】 どうもありがとうございました。 

 

(2) 貧困対策について 

 

【司会】 いろいろとコメント等も頂きたいと思いますが、時間の心配もありますので、引き続

き「貧困対策について」、蘭リーダー、三分一リーダーの方から御報告頂いた後、時間を見てコメ

ント等を受け付けるということにしたいと思います。 

【蘭リーダー（フィリピン）】 蘭でございます。貧困対策及びその普及ということについては２

つの分科会に分かれておりますが、私たちの方は研究協力・技術センタープロジェクトの分科会

でございます。 

 この分科会には14のチームリーダーの方が参加されましたが、広範に活発な議論がございまし

た。そして、議論の後に海老原リーダーと石井リーダーと相談いたしまして、以下のように取り

まとめをいたしました。 

 最初に趣旨説明が事業団の本部からありましたが、その後、現在走っている14プロジェクトの

うちで既に貧困対策を視野に入れているものが４つほどございまして、そのリーダーからどうい

うことをやっているか、また、問題点としてはどういうことがあるかということを御説明いただ

きました。 

 貧困対策の現況と問題点ですが、１番目は、フィリピンの高生産性稲作技術計画の高橋リーダ

ーからですが、ここでは小農を対象として既に1,300か所でエクステンションを実施しており、機

械の開発も小農向けの国内産の低コストの機械を開発し、一部普及している。小農の多くは貧農

でございますので、貧農がその視野に入るということでございます。問題点としては、土地を持

たせても、農機具とか納屋の不足、また、栽培技術の不足から、土地をもらっても自作農になれ

ない農民が多いという御報告がございました。 

 セラードの山下リーダーからは、あそこでは御存じのように大規模開発が進んでいて、そこに

地元のインディオの農民の人が生活しているわけですけれども、生活が脅かされており、これら

のことを配慮して環境保全型のプロジェクトを推進しているということがございます。 

 インドネシアの清水リーダーからですが、灌漑排水プロジェクトでは、これはプロジェクトで

はなく、一緒に付随的にお仕事されましたけれども、開発福祉支援事業により貧困対策を視野に

入れた灌漑養魚・生活用水確保に貢献と、こういうことで貧困対策をやっているということです。 

 フィリピン土壌研究開発では、貧困農民を視野に入れた土壌侵食防止などの持続的農業をやっ

ているということでございます。 
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　そのほか、直接貧困層だけを相手にしているわけではありませんけれども、貧困層を含む一般

農民向けのプロジェクトの中で、ヴィエトナムのハノイ農業大学強化プロジェクトで全体を底上

げする仕事がなされております。

　貧困対応の現況と問題点は以上のとおりでございます。

　貧困対策の今後の方向ですけれども、これについてもいろいろございましたが、この分科会で

は貧困をターゲットとしたプロジェクトの設定を今後やるということです。なぜかというと、貧

困をターゲットとしたプロジェクトがないので、具体的に貧困対策があまりなされていない。そ

こで、貧困をターゲットとしたプロジェクトの設定が必要であるわけです。同時に、農業だけで

はなく医療とか学校、道路などのインフラ整備、それから、そういう貧困の農家には子供たちが

いっぱいいるわけですけれども、そういった人たちの働く場を確保するためのアグロ・ビジネス

の開発、そういうものとの連携がされていけば、貧困層の農業の定着には相乗効果が見られると

考えられます。

　それから、成果の農民への普及のやり方でございますが、この研究協力技術センタープロジェ

クトは当面はカウンターパートへの技術移転を目的としておりまして、直接普及はターゲットに

していないわけです。しかし、成果の農民への普及により最終的に実りある成果となる考えから、

皆当然のことながら普及は常に意識しているわけです。ただ、技術というのはお金で買うもので

はございませんで、いわばただの技術ですけれども、それが普及すると、その技術は持続的に収

量がふえるということで持続的にお金を生み、そういう過程で貧農に貢献するものと見られます。

そういうわけで、研究プロジェクトの技術開発により最終的には貧農にも末長く貢献するであろ

うということでございます。

　それから、この分科会で出た具体的普及の進め方については、このようなことが提案されたと書

いてしましたけれども、こういうようなことが提出されております。一つは農民参加による農家で

のデモファーム、農家の研修・技術習得、灌漑部門ではアウトプットが計画設計基準及び試験マニ

ュアルの作成というようなものになるわけですけれども、それに基づく事業化により貧困農民をも

含む農民への普及効果が今後期待されるということでございます。もう一つは、貧困農民のことを

やるには貧困農民の実態調査の把握と対策技術の策定ということが必要ということです。

　結びといたしましては、貧困対策は発展途上国で非常に国家的な重要問題となっておりまして、

それぞれの分野でやっているわけですけれども、私たちの分科会では、JICAベースのプロジェク

ト技術成果の効果的発展によって貧困対策にいかに貢献するかということですけれども、この効

果の発展に基づく貧困農民を含む農民への寄与について深い思いがあるということでございます。

以上でございます。

【司会】　どうもありがとうございました。
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(3) 貧困対策について 

 

【司会】 それでは、三分一リーダー、引き続きお願いいたします。 

【三分一リーダー（インドネシア）】 インドネシア大豆種子増殖・研修の三分一でございます。

私どもの班は、農業普及、農村開発関連プロジェクトの11人のチームリーダーが参加して行いま

した。書記には、インドネシアの馬鈴しょ増殖システムの片山リーダー、ガーナ灌漑小規模農業

振興の辻本リーダーで、最終的な取りまとめは３人で行わせて頂きました。 

 司会の私の理解が十分でなく、不器用なものですから、討論そのものはあまりまとまりがよく

なかったかなという印象でございます。大変申しわけございませんでした。 

 このアンケートを行うにあたって、アンケートを行う前にアンケートの意図するものが何であ

るのかとか、貧困の定義や基準がはっきりしないということで、それぞれのリーダーの方たちは

なかなか回答が難しかったという印象を受けているようであります。私自身もそういう印象を受

けました。プロジェクトの課題の目的の中に直接貧困対策というものを表現しているプロジェク

トは少ないものですから、貧困そのものが技術協力の中で非常に重要な要素であるということは

考えているけれども、各自のプロジェクトの中でどう関連づけて説明するかということになると、

なかなか苦労が多いということであります。 

 しかしながら、いずれも農業技術普及・開発等に関連する農家に対する生産向上とか所得向上

を目指す技術協力というのは、貧困層の大きな部分を占める農民に対して最終的には貢献するは

ずだというのが大部分のリーダーの受けとめ方であると考えられます。 

 事例発表として、比較的貧困対策にかかわりの深い３人のリーダーの方の発表がありました。 

 最初にスリ・ランカ・ガンパハ農業普及改善計画の安延リーダーから、都市近郊に位置する茶、

ゴム、ココナツのプランテーションの土地を持っている農家を対象とした生産物の多様な利用、

技術、経営改善等を推進しているプロジェクトの紹介がありました。このプロジェクトでは、貧

困対策がプロジェクトの直接の目的ではないけれども、対象とする農民の大半が零細農民なので、

結果的に貧困対策であると受けとめているということでございます。安延リーダーからの提案と

しては、もし貧困対策ということを強くプロジェクトに関連づけるとか、それをねらいとすると

いうことであれば、個々のこういうテーマではなくて、貧困対策をめざした総合農業開発という

ような取り組みをすべきではないかというような提案がございました。 

 ２番目に、ラオス・ヴィエンチャン県農業農村開発計画の荒木リーダーからの説明がありまし

た。このプロジェクトはフェーズ監に入っておりまして、フェーズ特で行われた五つの集落とい

いますか、その中から一つの集落を選定して、100戸程度、１戸当たり0.4ヘクタール程度で、少

数民族で、ベトナム戦争前は遊牧民族のような、そういう家畜を相手にした民族だそうでありま

すが、そういう人を対象に基盤整備事業、生産向上、組織づくり、研修を行っているということ
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であります。しかし、いろいろな作目を取り扱っているけれども、現在食糧の自給率が30から70％

ということでございますので、さきのスリ・ランカの例に比べると貧困の度合いがかなり厳しい

条件であるということが言えると思います。 

 ３番目のタンザニア・キリマンジャロ農業技術訓練センターの鯉渕リーダーの発表は、これま

で積み重ねてきた稲作技術改善の成果をタンザニア全体に広めるための合同研修、また、現地研

修というものを行っているということであります。しかし、アフリカということになると、私ど

もの紙の上の方で、貧困ということの相手をある程度農民の貧困ということに絞って考えましょ

うということにして議論を始めたのですが、アフリカまで来ると、もう１人の方の発言もありま

したが、周囲がすべて貧困、国としての貧困というふうに受けとめなければならないということ

で、なかなか厳しい状況だということでございました。例えば下の方に書きましたが、一緒にこ

の仕事をしているカウンターパート自体が経済状態が大変であって、プロジェクトの中でどのよ

うにして彼らを守り立てなければならないかということも大変重要なことであるということでご

ざいました。それから、鯉渕さんのお話の中には、優秀なといいますか、力強い、経済力がある

程度ある農家を対象に、普及員と一緒に合同研修を行う、集団研修を行うという方法をとってお

られまして、経済力の低い農家に対しては、そういうリーダーシップを持てる中核的な農家や普

及員の人が軸になって現地研修を行うという体制をとっているということでございました。普及

員と農民とが一緒にやる合同研修は大変評判がいいということでございました。 

 以上が事例発表でございまして、その後、非常にたくさんの意見が出たのですが、私は上手に

まとめられませんで、２人の書記の方に大分手を加えて頂きましたが、簡単に説明させて頂きた

いと思います。 

 農村の貧困とか低所得の原因、これが非常に重要なことであるということですと。十分ここに表

現されていませんが、地域としての立地条件として水がないということは、特に熱帯地帯とかアフ

リカあたりでは非常に重要なことだということが言えると思いますし、土壌によっては塩分が多い

とか、標高が高過ぎるとか、それから、乾燥ということは水がないということに似ていると思いま

すが、そういうところがあると思いますし、土地の肥沃度が低い、こういうものがありますから、

こういう貧困の原因をきちんと整理することも非常に大事なことだと言えると思います。 

 ２番目については、貧困の基準のところでいろいろな意見が出ました。貧困の事例として、中

国では年2,000元程度の低いレベルの人が非常に多い。メキシコでは、この言葉はちょっと合って

いないかもしれませんが、生存水準ではなくて……、非常に厳しい状態の人が30％、この30％と

いうのはちょっと私はわかりません。１日１ドル以下の収入などというのも一つの基準であると

いうふうに話がありました。 

 ３番目は、先ほど少し事例説明にも示しましたが、アフリカなどでは国そのものが貧困であっ

て、やはり農村という視点だけでは貧困を論じることができないという説明がありました。 
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　４番目は、これは貧困とは直接結びつかないかもしれませんが、しかし、貧困層に技術普及す

るというのはなかなか効率よくできないという話題が出ました。一般に研修とか、技術移転はい

ろいろな研修の場が設けられるわけですが、実験室や会議室でやることもあると思いますし、も

ちろん現場を使うこともありますけれども、いわゆる農業技術というのは非常に幅が広くて、そ

れがいろいろ環境によって変動する。自分たちが文章に書いたものが、実際に現場に行くと、そ

れがいろいろな影響によって変わって表現されることもありますから、その意味では農業技術と

いうのは現場実証が非常に重要だということが言えると思います。この現場実証というのは、実

物を見る、その技術の結果を見るということが、農家とか現地の技術者を非常に納得させる、場

合によってはほれ込むとか感動させるというような、そういう要素が加わるということで普及の

効果が非常に大きいのではないかと言えると思います。

　それから、貧困対策というものを意図的に取り組みなさいとJICAから言われたとしますと、貧

困対策の取り組み方というのは非常に難しい。やはり具体的に指針を示して頂かないと、自分た

ちのプロジェクトの年数の中でそれをきちんと整理しきれない。先ほど評価ということが出てい

ましたが、そういうものと絡めますと、具体的にもう少し指導方針をはっきりすべきだ、取り組

み方についてもう少し明快な指針が必要ではないかということであります。

　貧困対策の柱として、農村では農業生産の向上ということが非常に重要でありますけれども、

農村というものはいろいろな多様な内容を持っているので、貧困な農家に対していろいろな所得

機会を設けるのも重要であるという意見が出されました。

　これは少し４番のことと関連していますが、貧困対策として普及活動は非常に重要だけれども、

普及の機能の中で技術指導のウェートが軽視されているのではないかという意見が出されました。

　８番目に、貧農もしくは小農を対象とした具体的技術ですが、一般的な農業技術というのはす

べて幅広く適用するものではあるけれども、特定の技術、ある技術の中には、貧困層に対してよ

り貢献度の大きいものがあるのではないか。そういうものを今後の農業技術協力においてより重

要視する技術として強調していけば、貧困対策としての貢献度が大きいのではないかということ

が８番目に、全部整理したわけではありませんが、いくつか出た意見を整理しました。

　先ほど申し上げましたように効果的な普及、貧困農民というのは資金力もないので、必ずしも

技術に対して投資することができない。能力としても低い。それに対していかに有効に貧困層に

も技術を普及するかということは非常に重要なことであるわけです。

　２番目に、農業生産物の分配が公平にいかないために貧困層がより拡大するのではないかとい

う考え方であります。組織、農協というようなものが発達して、生産物の分配が公平にいくこと

によって貧困が軽減されるのではないかということが言えると思います。

　Ｃの低投入、低コスト技術、これは具体的な個別技術、生産技術であります。非常に単一の大

規模栽培というのは、やはり個々の貧困層に対して貢献する度合いが小さいということで、やは

－121－



り貧困層の人たちがその場で第一歩として需給できるような、そういう生産体系といいますか、

そういうものも非常に重要です。また、資金があまり豊富ではありませんから、低コストで低投

入で、環境を大事にして、資源のリサイクルを考慮した安定的な持続的な農業といいますか、そ

ういう技術は非常に大事だということがいえると思います。一つの技術として優秀な品種とか優

秀な種子というのは、農家の人が種子を買えば、それ以外に特別に資材を買わなくていいという

意味で非常に役立つだろう。有機物資源とか、農産物の副産物の有効利用とか、畜産と畑作とか、

そういうものが連携することによって資源をお互いに交換し合う。多様な作物をつくって需給度

を高めるとか、安定的につくるとか、そういうことも貧困層のために特に取り上げるべき技術で

はないか。 

 一つの例として、日本の戦前戦後の農業では下肥というものがありましたが、これが生産を上

げるための低コスト肥料として非常に大きな貢献をしたと思います。私はタイとインドネシアと

いう国を経験しましたが、この下肥を利用している例は非常に稀ではないかと思いました。この

大きな資源を有効に利用できるとすると、これは一つの例として非常に貢献度が大きいのではな

いか。 

 そういう意味で農業技術というのは、最後に載せました８番を私どもの班の一つのまとめにさ

せて頂きたいと思います。以上でございます。どうもありがとうございました。 

【司会】 どうもありがとうございました。 

 今３人のリーダーから発表頂きましたけれども、議論に参加された中で特に補足なりコメント

がある方がいらっしゃれば、一、二、御紹介頂けたらと思います。 

 それでは、特に現時点ではないようですので、引き続き畜産園芸課の方に移っていきたいと思

います。 

 

畜産園芸課分科会 

 

【司会】 発表者を御紹介いたしますと、まず二つテーマがございまして、一つ目の「プロジェ

クト成果の広め方」というテーマでは、中国内蒙古乳製品加工技術向上計画の小澤リーダー、二

つ目の「モニタリング・評価」、こちらの方はアルゼンティンの植物ウイルス研究計画の杉浦リー

ダーということで、お二人に御報告頂きたいと思います。 

 では、小澤リーダー、よろしくお願いします。 

 

(1) プロジェクト成果の広め方 

 

【小澤リーダー（中国）】 小澤です。座ったまま報告させて頂きます。 
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 畜園関係のテーマは２つあって、「プロジェクト成果の広め方」と「モニタリング・評価」とな

っておりますけれども、実はこれはページのつづり方が反対になっておりまして、私の担当いた

しました「プロジェクト成果の広め方」は５日金曜日の午後に実施したテーマでございます。畜

園関係では18の技術協力プロジェクトのリーダーと、それから、３つのJICAの農場の場長さんと

いうことで、都合21名が参加いたしまして午前、午後にわたりこの２つのテーマについて議論い

たしました。午後の方の「プロジェクト成果の広め方」の担当が私小澤でございました。それで、

今御指名がありましたので、御指示のありましたとおり発表させて頂きます。 

 「プロジェクト成果の広め方」につきましては、実は畜園課の方でまとめた資料をつくって頂

きました。それぞれのリーダーのつくりましたアンケートに基づきまして、非常にコンパクトに

見やすくまとめて頂きましたので、それをまず事例研究的に発表して頂きながらということでス

タートしまして、実は２時間半にわたりまして発表に終始したというのが実態でございます。た

だ、それを、終わりましてから、バングラデシュの岩間リーダーにまとめて頂いたものがお手元

にある資料でございます。少し私の方から説明を加えながら発表、報告にかえさせて頂きます。 

 主なプロジェクト成果の広め方としては、ごく一般的に行われておりますようなパンフレット

の作成、それからセミナーの開催、それから技術の実証展示、学会発表、新聞・マスコミ等での

広報活動ということになっておりますけれども、パンフレットの作成につきましては幾つかのプ

ロジェクトから現物も提示されまして、カラーでなかなかきれいに、見た目も美しいというもの

が相当数紹介されました。また、セミナーにつきましても単純に自国内自プロジェクトだけとい

うことではなくて、周辺国の関係の方々も集めてというようなセミナー、それから、いわゆるも

う少し豊かな形でワークショップというような形で開かれているものも紹介されております。ま

た、技術の実証展示と単純に書いてございますけれども、展示圃場を作成して見に来てもらうも

の、またもう一つは、パイロット地区を指定して、その中で具体的に技術を適用して見せるもの

など、いくつかのパターンに分かれておりました。また、新聞・マスコミ等での広報活動につき

ましては、プレス・ツアーを組んでマスコミの方に来て頂いて、積極的にJICAの活動を広報する

というような活動の取り組みも中に入っておりました。 

 (2)にあります畜産・園芸の特徴を生かした展示販売会、試食会などの開催ということにつきま

して、例えば私の乳製品のプロジェクトですと、できました乳製品を具体的に市販したりする活

動の中で新しい製品を組み込んだりする事例、それからまた、ほかの園芸関係ではナシやリンゴ

などの試食をしてもらって、畜産物並びに園芸果樹生産物を周りの方々に試食してもらいながら、

具体的にこういう具合によくなるのだよというようなことを普及すると。また、あわせて、これ

に絡む技術的ないろいろな背景も説明するというようなことが行われております。そのほかには、

もういろいろなアイデアに満ちた活動が報告されております。 

 (3)のやる記の「き」は気持ちの「気」です。やる気のある農家の方にプロジェクトの方から認
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定証を発行するとか、それから、普及員に対して１年間の長期の研修をやっている事例とか、そ

れから、草の根活動支援費を活用してやっているドミニカの事例、それから、ホームページを開

設してプロジェクトの内容をかなり細かく紹介しているウルグァイ、アルゼンティンの事例、プ

ロジェクト活動をビデオ化しているアルゼンティンの事例等が報告されました。このほかにも、

リンゴ、ナシの関係では、外部機関として普及協会を設立したりする事例についても報告されて

おり、なかなかみんなびっくりしたという状況でございました。 

 それから、そのほかに、ここには書いていないのですけれども、毎年その当該年１年度に供与

された機材の授与式をやることによって活動をアピールするというようなプロジェクトもござい

ました。実はそういったことで、かなりさまざまなリーダーのアイデア、また、専門家のアイデ

ィアを活用した事例がいろいろな形で報告されたというのが実態でございます。 

 その中で課題を共通してまとめてみましたのが、２の「課題」というところでございます。 

 一つは、ローカルコスト等の負担についてでございます。当然パンフレットをつくりますと、

カラー印刷などをしますと、相当のお金が現地ではかかったりいたしますけれども、現状ではそ

の費用負担はほとんど日本側が負担して実施しているのが実態でございます。そういったコスト

の負担についてかなり大きいものがあるというのが一つの課題かと思います。また、そのほかに

セミナー等を開催いたしましたり研修会等を開催いたしましても、当然ながらそれに経費と人の

負担がかかってくるというようなことで、そういったことについて大きな経済的な問題がありま

す。 

 次にＣ／Ｐ、相手国機関のオーナーシップについてであります。日本人専門家がほとんど丸抱

えしている事例が多いわけで、専門家の意欲と努力に基づいていろいろな活動が行われていると

いう事例が多いわけで、相手国側のＣ／ＰやＣ／Ｐ機関が自力で、自分の考え方で実施していく

という形になかなかなりづらいというところが共通の悩みかと思います。 

 それから３点目に、今のこととも絡むのですけれども、１、２とも絡むのですけれども、プロ

ジェクトが５年間なり、もしくはフォローアップ期間を含めて７年間、もしくはフェーズ特、監

が終わって10年間、それが終わった後の今度はプロジェクトの、実は特に畜産や園芸ではその期

間内に成果が出るというよりも、そういう10年たってからようやく日の目を見るというようなも

のが多いわけなのですけれども、そういったプロジェクトが終わった後も実は普及啓蒙、宣伝し

てほしいわけなのですけれども、悲しいかな、相手のオーナーシップや、それから、コストに対

するいろいろなバックがないというようなことで、なかなか継続しづらいというのが実態で、私

たちが去ってしまった後はどうなるのだろうという心配があるリーダーがかなり多くいらっしゃ

いました。 

 それから４点目、モデル農家実証展示についてですけれども、具体的にプロジェクト実施期間

中から取り組んでおるわけですけれども、もちろんプロジェクト内に展示圃場を設けていたり、
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それから、先ほど話しましたとおり地区として指定して実証展示をやっているというようなとこ

ろがありますけれども、これらがいわば点として存在しているわけなのですけれども、それを次

から次へとまた展開していくというような工夫がどのようにしたらできるのだろうかというとこ

ろで悩んでおられるリーダーが多いということでございました。

　それから５点目は、実はこれはこのままではなかなか意味をとりにくいと思うのですけれども、

情報公開に対する規制。プロジェクトによりましては、例えば病原性を調査したりいろいろなこ

とをせねばなりませんけれども、例えば新しい病気や、それから、新しいいろいろな課題を探り

当てたといたしましても、なかなか相手国はそれを学会やセミナーの中で発表することについて、

自分の国で新しい病気が発見されたというようなことを嫌がるというようなことから規制がかか

ったりする事例があるということです。これはもちろん国の情勢や、それから、プロジェクトの

性格によってすべてのプロジェクトがそうだというわけではないわけですけれども、そういった

ことをどのようにしてクリアするかということは一つの大きな課題ではないかという提案です。

　それから、相手国の当然普及に携わる人たちを活用してプロジェクト成果を広めていくという

ことになりますけれども、その方々の資質と、それから人数、これをやはり確保していくという

のがなかなか難しい課題ではないかということでございます。

　続いて、３点目の「今後の案件形成への提言」ですけれども、これは単にプロジェクト成果の

広め方ということだけにこだわらずに発言のあった部分もありますので、それもあわせて御説明

いたします。

　１点目は、技術指導と普及及びＣ／Ｐ機関の連携ということです。私どもはプロ技ということ

で技術指導についてメインでいろいろ、例えばPDM等も考えていくわけですけれども、実際上は

でき上がった技術が周りに展開しなければ何の意味もないということでございます。もちろんい

い技術はおのずから普及していくということではありますけれども、やはりプロジェクトの形成

の段階から普及やＣ／Ｐの機関とのうまい連携によって成果を広めるということも視野においた

案件形成を図らなければならないのではないかということが一つの提言であります。

　それから二つ目、案件形成時のインフラ整備状況の確認、相手側負担、Ｃ／Ｐ定着の保証 とい

うことですけれども、案件形成の際に事前調査等が行われているわけですけれども、必ずしもそ

の調査が十分でなかったというようなこともままありまして、なかなかインフラが、当然相手国

の負担で約束したものが整備されないとか、それから、後々そのことが影響して技術移転もなか

なか遅れてしまうというようなことが一つあります。また、相手国側が予算を十分準備しないた

めに日本側がその予算を準備しなければプロジェクト全体が走らなくなってしまうというような

ことが途中で起こります。また､相手方のＣ／Ｐ機関の非常に安易な人事異動によりましてＣ／Ｐ

がいなくなってしまうというようなことが実際上技術移転の中でまま起こっているということで、

そういったことについて相手国側がしっかりとやることができないならば、実際上プロジェクト
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を立ち上げたり、つまりスタートさせたり、それから、相手方に専門家を送り込んでいくという

ようなことはやるべきではないのではないかというような発言もありました。 

 それから３点目、相手側の政策、振興、普及とプロジェクト成果の持続性ということです。先

ほど課題の中でもお話ししましたけれども、例えば中国の滄州のプロジェクトでは、滄州のプロ

ジェクトで今一生懸命取り組んでいるアルファルファを作付けしますと、市の方が免税するとい

うようないろいろな関連の政策が打たれることによって、アルファルファという新しい牧草の振

興が図られているというようなことが紹介されました。つまり相手国側が政策的に我々のやって

いるそれぞれの技術移転のプロジェクトを支援してくれないと、なかなか私たちが汗水垂らして

現場で努力をしてもその技術が普及できないし、逆に滄州の今の事例のように相手国政府なり相

手側の機関がそういう措置を講じることによって、より一層の技術移転の促進が図られるという

ようなことが具体的にあるわけで、そういったことを十分に相手国側の関係機関と協議して、ま

た、相手国側に実現させることをやっていかないと、なかなか私たちの技術移転がうまくいかな

いのではないかということです。また、それは、ひいては自立発展性、持続性のところに大きく

影響していくのではないかということが３点目です。 

 それから４点目、今、非政府機関等もいろいろな活動をやっておりますし、また、国によつて

は農協等の組織がだんだん充実しているところもあります。そういった民間の活力も活用しなが

らやっていくプロジェクト形成、また、成果の普及というようなことをめざしていくべきではな

いかということが４点目の提言です。 

 それから、そのほかにもいろいろ話や提案等がありました。例えば生産物の流通体制について、

これは私どもの乳製品の場合もそうですし、そのほかの園芸果樹の流通についてもそうなのです

けれども、技術移転をして新しい製品ができたり新しい果実ができたりしても、それの流通体制

がまだ整備されていないということで、なかなか周りにそのよさを広げることができないという

ような事例があります。そういったものについては相手国の関連する生産物の流通体制が整備さ

れなければなかなかいかないというようなことで、案件形成する際にそういったこととの関連を

十分に検討していくべきではないかということでございます。 

 また、バングラデシュのニワトリの事例で報告されているのですけれども、養鶏なんかの場合

には低利のといいましょうか、無利子の営農資金等が提供されないと、とてもではないけれども

なかなか移転された技術が広がらないというようなことで、そういった融資との関係も十分に案

件形成する際に協議されていかなければならないのではないかということです。 

 あと最後に、現地業務費等の活用というのが括弧の中に書いてありますけれども、私どもは啓

蒙普及活動費や草の根活動費等を利用しながら普及活動を進めているわけですけれども、そうい

った予算が本部で十分に確保されて、各プロジェクトに必要なときに必要な金額が流れるという

ような御配慮をお願いしませんと、なかなかうまくいかないということでございます。 
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 今回私どものこのセッションといいましょうか、テーマの検討の中では、どちらかというと事

例発表に終始したわけですけれども、最後に私の方から本部の担当の方々にお願いしたのですけ

れども、今回非常にいろいろないい事例が発表されたので、これを畜園課のみならずほかの方々

にも、見たいとあらば情報を流していただいて、リーダーというのはいろいろな仕事をしており

ますから、単に成果の広め方だけのことをやっているわけではないので、例えば類似のプロジェ

クトでどのような活動をしているかということで、お互いに情報交換をし合うということが大事

ではないかということで、２時間半のテーマの検討を終わった次第です。以上です。 

【司会】 どうもありがとうございました。 

 

(2) モニタリング・評価 

 

【司会】 それでは、「モニタリング・評価」ということで、杉浦リーダーにお願いいたします。

時間を切って恐縮ですけれども、11時15分ぐらいまでにまとめていただければというふうに思い

ます。 

【杉浦リーダー（アルゼンティン）】 杉浦でございます。私どもの畜園課では、お手元にござい

ます横紙のこういう表になったものがお手元に行っているかと思いますが、よくまとめていただ

いておりまして、これを資料といたしまして、先ほど小澤リーダーの方からおっしゃられました

ように、各プロジェクトから御説明をいただいたということでございます。実際に、実質的には

御発表でほぼ時間が費やされてしまったというのが現状でございます。 

 実際には、先ほど御紹介がありましたように畜園課の傘下のもとでのプロ技と言われるものは

18ございまして、そのほかに３つの南米の三農業試験場と言われる方々が集まりまして、全体で

21名という構成でございました。プロ技の方から申しますと、18のプロ技のうち15のプロジェク

トでPDMが何らかの形で持たれております。そのうち、ほとんど多くのものがＲ／Ｄの締結時に

PDMが結ばれておりまして、実際には多くの場合、日本サイドで作成されたものが相手側と話し

合いをして相手側の承認を受けながらプロジェクトが進んでいるというのがどうも実態のようで

ございます。したがいまして、PDMをいわゆる作成していくプロセスと言われます参加者分析で

あるとか問題分析であるとか、あるいは目的分析を行わないでできてきたという経緯が多くの場

合にあるようでございます。 

 こういうような状況でございますので、当然のことながら各プロジェクト間でのPDMに対する

認識には当然濃淡がございます。そのほかに、よそのケースはわかりませんが、例えば私が関与

しておりますアルゼンティンの植物ウイルス研究計画でも、同じプロジェクトの中での専門家同

士の間でもPDMに対する認識に差がございます。多分おそらくどのプロジェクトも同じような状

況にあるケースが多いのではないかというふうに思われるわけです。大変幸いなことに、PDMと、
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それから、その後に締結されております詳細実施計画というものとの間には、どのプロジェクト

も大きな矛盾はどうも存在していないようでございまして、したがってこの辺の問題がこのモニ

タリングと評価というところで関連してくるのではないかというふうに思われます。ただし、15

のプロジェクトの中で、インドの二化性養蚕と、それからウルグァイの果樹保護技術改善のプロ

ジェクトでは、相手側もPDMをよく理解されて運営されているという御報告がございました。

　そこで、先ほど小澤リーダーがおっしゃられましたように、我々もこの表をベースとして各プ

ロジェクトから御報告をいただいたわけですが、それを共通認識として７つほどにまとめており

ます。

　一つは、論議していく間の中で、御報告を受けている間の中で、PDMをモニタリングに活用し

やすいプロジェクトと、どうもそうでないプロジェクトがあるのではないかと。

　２つ目は、先ほど申し上げましたように、どうもＲ／Ｄ締結時に日本側のみでPDMが作成され

たケースが多いと。

　それから、さらに、特に小農対策のプロジェクトでは、どうも数値目標を立てるには非常にデ

ータが入手するのが困難であるという御意見もありました。

　それから、研究プロジェクトに近いものでは、実施中にPDMによるモニタリングが大変難しい

のではないかという意見もございました。これは、研究というのは、もちろん計画は立てて行わ

れるわけですが、新しい問題が起きたときに、それに対応していかざるを得ないというようなこ

とではないかというふうに理解しております。

　もう一つの意見といたしましては、やはりもっときっちりしたケーススタディがあれば、こう

いう問題を討論するときに理解しやすいのではないかという意見もございました。

　さらに、プロジェクト活動の達成度と、それから、専門家の技術移転の達成度、つまりＣ／Ｐ

に技術移転をするその問題とは別々にとらえた方がいいのではないかという御意見もありました。

　もう一つは、PDMの理解についてどうも、先ほど私が申し上げましたように、専門家、あるい

はＣ／Ｐと同様に、JICAの職員の方々にもその理解度にやはり濃淡があるのではないだろうかと

いうことでございました。

　以上が、全体としての共通認識でございましたが、一つの提案として、その下に５つほどさせ

ていただいております。

　一つは、PCM手法について専門家に対する事前研修の実施が必要であるとともに、JICAの職

員の方々にもできるだけ理解度を深めていただいて御指導いただきたいという提言。

　２つ目は、案件形成時にPCM法を用いてPDMを作成することが望ましいということですが、

これは当然PDMをつくるときには当然の話でございまして、今後はこういう方向で行かれるので

はないかと思います。

　３番目は、プロジェクトの性格によってはどうもPDMがなじまないものもあるのではないかと
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いう御意見もございました。 

 一番このPDMで問題になるのは数値目標の設定でございますが、どうも数値目標ということに

なりますと、なかなかそれぞれの項目について大変難しい問題が生じてまいります。それで、も

し数値目標で設定するのであれば、それによってどうもプロジェクトが数値目標にとらわれて、

どうもうまくいかないというような場合もあるのではないかと。したがって、数値目標を仮に設

定するのであれば、やや低めに設定する方がプロジェクトとしてはやりやすいのではないかとい

う御意見もありました。 

 最後に、プロジェクト活動のいわゆる最終評価でございますが、この評価をPDMに沿って行う

のがよいかどうかということについては、さらなる検討が必要ではないかというふうな御意見も

ございました。 

 以上、簡単でございますが、終わらせて頂きます。 

【司会】 どうもありがとうございました。 

 それでは、今の畜産園芸課の方の発表につきまして、討議に参加された方から何か補足的なコ

メント等がありましたら、一、二受け付けたいというふうに思いますけれども。 

 ないようですので、それでは、報告を続けさせて頂きたいというふうに思います。 

 

林業技術協力課・農林業投融資課分科会 

林業プロジェクトにおける社会林業協力展開にあたっての考え方 

 

【司会】 ３番目になりますけれども、林業水産開発協力部の林業技術協力課、それと、このグ

ループには農林水産業開発調査部の農林業投融資課のインドネシア、マレイシアのプロジェク

ト・リーダーも加わって頂いておりますけれども、テーマは「林業プロジェクトにおける社会林

業協力展開に当たっての考え方」ということでございます。 

 発表者は、パナマの森林保全技術開発計画の高野リーダー、どうぞよろしくお願いいたします。 

【高野リーダー（パナマ）】 今御紹介のありましたパナマ森林保全技術開発計画プロジェクトの

高野でございます。お手元のペーパーで「平成10年度プロジェクト会議林業分野分科会討議要約」

ということになっておりますけれど、林業技術協力の関係のプロジェクトの分科会は、一応議長

は私が務めまして、それで書記を、キリマンジャロ社会林業プロジェクトの野田リーダーにお願

いしました。全体の討議にあたりましては、ここに書いておりませんけれど、最初に三つのプロ

ジェクトから、社会林業プロジェクトをやっている３つのプロジェクトのリーダーからそれぞれ

事例報告を受けまして、その後、その事例報告を参考にしまして討議の方に入っていきました。 

 今回の討議テーマというのは、社会林業プロジェクトを形成、実施する場合に有効な協力構想

と留意点ということで、社会林業プロジェクトを形成する場合にどういう観点からやっていった
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らいいかと、そういうことで19のプロジェクト・リーダーが参加して討議を行いました。 

 社会林業というと、社会と林業がくっついたような言葉の意味なのですけれど、この社会林業

の定義がそもそもどういうものかということがございまして、JICAの担当の方からもペーパー等

で社会林業のめざすもの、これが森林の過剰な利用や農地化による急激な森林の減少が、森林か

ら生活の糧を得ている、また、森林に大きく依存している人々の貧困や生活環境の悪化に拍車を

かけていると。貧困によって森林破壊が進み、その森林破壊がさらに人々を困窮させる、この悪

循環を断ち切るために地域住民の生活福祉の安定と向上を目的としたものが社会林業ということ

で、一言で言うと、社会林業というのが地域住民の社会福祉の安定・向上を目的とする林業であ

るというような定義といいますか、考え方がございます。そういう社会林業の考え方を踏まえて、

社会林業プロジェクトの取り組みというのはどういうふうにしていったらいいのかと。 

 このテーマになりました一つの背景としまして、現在、林業関係のプロジェクトは、実施中も

含めまして19走っておりますけれど、そのうち７つのプロジェクトで社会林業のアプローチを行

っているプロジェクトがございます。また、さらに、来年度以降、３つの国で社会林業プロジェ

クトが形成されようとしております。そういう中で社会林業のプロジェクトというのがどういう

もので、どんなアプローチをしていったらいいのかと、そういう観点で今回のテーマが取り上げ

られた次第です。 

 それで、お手元の討議要約でございますけれど、最初に、先ほども申しましたように事例報告

としまして、ネパール村落振興・森林保全計画の柳原リーダー、また、パラグァイ東部造林普及

計画の阿久津リーダー、それから、ケニア半乾燥地社会林業普及モデル開発計画の三島リーダー

から、それぞれプロジェクトの事例報告がございました。その事例報告を参考にしまして具体的

な討議に入ってまいりました。 

 最初の、討議するにあたりまして大きく５つの論点といいますか、５つの観点から討議を行い

ました。 

 その１番目が、ペーパーにもありますように社会林業協力の展開にあたっての協力活動の範囲

ということで、社会林業協力のプロジェクトを行ううえで林業という一つの活動の中以外の部分

も出てきますので、林業のみによる協力の限界とか、どういう総合的アプローチの範囲、そうい

う論点から討議を行いましてまとめてみました。社会林業は、地域住民の社会福祉の安定・向上

を目的とした場合、その目的を達成するためにはどうしても林業以外の分野が地域住民の生活に

は必要不可欠であるということでございます。しかし、実際のプロジェクトの形成にあたりまし

ては、先ほど申しました基盤整備とか、それから農業の分野とか、そのほかの分野を含んだ活動

が効果的である場合もあれば、また、まずは林業の技術を十分開発して行っていく必要がある場

合など、さまざまなケースがあるという報告がありました。そういうことで、やはり社会林業プ

ロジェクトを形成するにあたっても、やはりその国の地域や実情に合った対応をとっていくこと
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が必要であるということでございます。そういう意味では、協力活動の範囲というのはケース・

バイ・ケースで考えていく必要があるのではないかということです。 

 また、もう一つの意見としまして、いわゆる社会林業という定義にとらわれず、地域住民の社

会福祉の安定・向上をめざすのであれば、村落振興も含めた全体の考え方として、一つは住民の

意思を尊重するパーティシパトリー・アプローチ、住民参加型または山村開発アプローチの一つ

の要素として林業セクターというのをとらえる必要があるのではないかと。まず林業が先にあり

きというのではなくて、全体の中で一つの林業の活動があるのではないかというような考えもあ

るということでございます。 

 それから、２番目の女性他社会的弱者への配慮についてです。これは、やはり今のジェンダー

なんかで女性に対する問題がいろいろと言われていますけれど、社会的弱者を協力対象とする必

要性、また、意義、それから、５年のプロジェクトで社会的弱者への効果が確保できるのかとい

う論点から討議を進めてまいりました。その討議の結果としましては、一つは、社会林業プロジ

ェクトとしての社会的弱者のとらえ方は、社会的な階層の解消といったものではなくて、そもそ

も女性とか職業カースト等、社会的弱者といいますか貧困層ですね、貧困層は実際の森林の利用

者として非常に重要であり、これらの人々がそういう森林の保全に携わらない限りは森林の持続

的利用とか保全が成り立たないという観点から、そういう女性とか社会的弱者への配慮が必要だ

ということでございます。また、その場合に重要であるのは、やはり地域の男性、また、社会的

な中でそういう女性、社会的弱者の意識改革が必要ではないかというようなことです。 

 もう一つ、５年間の協力活動でそういう社会的弱者の効果ができるのかという議論につきまし

ては、５年間の協力期間で地域住民の意識改革にまで至るには非常に困難な面もありますけれど、

現実のネパールなんかのプロジェクトの事例ですと、ある程度の意識改革の変化が見られたとい

うような報告もありました。また、女性の生活改善などをめざす場合には、省エネ竃、これはケ

ニアの社会林業プロジェクトからの御意見でしたけれど、省エネ竃の普及など対象と内容を絞る

ことによって、５年間のプロジェクト活動の期間の中である程度成果目標の達成というのが可能

な場合もあるのではないかということでした。いずれ、やはりターゲットといいますか対象の、

ターゲットとその活動をどういうふうにするかによって、その５年間での達成目標というのも変

わってくるのではないかということだと思われます。 

 あと、最後にもう一つ、社会林業プロジェクトを形成するうえで一つ大事なのは、女性も含め

て地域住民とかかわってやっていくことからも、女性の視点というのが重要ではないかと。女性

スタッフの視点により、男性の方では気づかない問題点が明らかにされたり、また、女性の目か

ら見た新たな提案がなされた例があるということで、社会林業プロジェクトを考えていくには女

性の視点から見た活動というのを取り組んでいく必要があるということでございました。 

 その次のページで３点目の観点は、現地資源、既存成果の利用をどうしていくかと。これは、
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現地リソースでできること、できないことはどんなことがあるのかなということで討議を行いま

した。まず、現地の詳細な状況把握を行い、現地に存在する社会的、技術的資源、問題点を明ら

かにしておく必要があると。それらの現在の状況を十分把握したうえで、また、現地の既存の資

料等に基づいて現地に存在する資源を最大限やはり活用していくことが効果的であるということ

でございます。また、現地で不足する技術、あと、情報とか資源に関しては、プロジェクトによ

る開発や外部からの導入を図る必要があるのではないかということでございます。また、対象地

域の社会状況等、これはマレイシアの一つの事例で御報告がございましたけれど、対象地域の社

会状況等によっては日本人専門家が直接やるよりも現地の人間、あるいは第三国の人などを使っ

てやった方が、プロジェクトを進めていくうえで有利な場合があると。そういう場合には日本人

以外の活用等も考えていく必要があるのではないかと。いずれにしろ、現地資源、既存成果の活

用というのは当然のことながら現地にあるものですので、まず十分に把握してから、そういう有

効なものは利用していくということが大事かと思われます。 

 ４番目は社会林業協力における開発モデルの考え方ということで、社会林業開発をやる上で一

つの成果として開発モデルというのが考えられます。この場合、ガイドラインとかマニュアルが

できれば開発モデルというのが普及していくのか、また、社会林業協力における普及モデルとい

うのは一体どんなものであるのかということを論点で討議いたしました。社会林業協力における

開発モデルというのを考える場合、やはりモデルというのはあくまでモデルであって、すべての

状況に対応できる唯一のモデルというのは存在しないのではないかと。常にモデルがつくられた

条件を、社会的条件、それから自然的条件等を明らかにして、その前提条件をきちんと把握して

おく必要があると。その前提条件をもとに、そのほかへ応用する場合であれば、また、そのほか

の地域に合ったようなもので改良を加えていく必要があるのではないかということです。 

 また、プロトタイプとしてのモデルをほかの地域やコミュニティに移転する場合には、前提条

件の違いを見極めて、やはりその地域の状況に合わせるための変更が必要であり、モデルととも

にそうしたノウハウ、その変更をどういうふうにしていくかというノウハウをパッケージとして

準備しておく必要があるのではないかということです。 

 また、成功例よりも失敗例からより多くを学べる場合もあるということで、その成功例は成功

例として、それは非常に大事なわけですけれど、やはりいろいろなアプローチをしたうえでやは

り失敗する場合もあると。その場合には、どうしてそれが失敗したかというのを十分分析して、

逆にその失敗から学ぶことが多いということで、成功例のみならず失敗例も事例としてまとめて

分析していく必要があるのではないかと。いずれにしても、社会林業協力における開発モデルと

いうのは、あくまで一つの参考といいますか、モデルができても、それがすべてに対応していく

ものではないということで、そういう前提条件をしっかり把握したうえで対応していく必要があ

るということでした。 
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 最後に５番目として、住民と行政の両輪をどう自立発展させるかと。この論点は、協力の対象

はだれか、それから、協力の成果の民による自立発展、官による自立発展はどのようなものかと

いうことから討議を進めました。いろいろさまざまな意見があったわけですけれど、一つは、社

会林業をやっていくうえで住民が実施者で行政はアドバイザーというのが一つあるのではないか

と。その場合、お互いが、行政側、それから住民側が、お互いの役割をきちんと認識する必要が

あるのではないかということです。また、行政の方としては、やはり住民が実施するための制度

の整備等を行っていく必要があるのではないかということでした。この場合、こうしていくため

には行政側の特にトップの、現場のスタッフというよりはトップの方が十分社会林業プロジェク

トというものを理解していく必要があるのではないかと。そのためには、いわゆるプロジェクト

側からの働きかけが必要になってくると。継続して行政が期待される役割を果たしていくために

は、常に行政担当者の参加を求め、プロジェクト終了後にも既存の資源を最大限活用することが

可能となるような仕組みといいますか、配慮をしていく必要があるのではないかということでし

た。 

 以上、簡単ですけれど、今回、社会林業ということで、私自身もまだまだ、あまり、社会林業

とは一体何かというのがわからないところもあるのですけれど、そういう意味ではこの５つの観

点から３時間にわたって議論しまして、非常にお互い、はっきり言っていい勉強になったという

ことが最後の結論ではなかったかと思います。今後やはりこの社会林業プロジェクトというのは、

こうだというふうに決まったものはないと思いますので、やはり今後もいろいろな経験といいま

すか事例を踏んで議論をして、そのときの状況に合った、その国の地域実情に合った、そういう

社会林業プロジェクトというものを形成していくことが重要ではないかというふうに思います。 

 以上で発表を終わります。 

【司会】 どうもありがとうございました。 

 それでは、この分科会に参加されたほかのリーダーの方で、どなたかコメントなり補足があれ

ば、一、二受け付けたいというふうに思いますけれども。 

 

水産業技術協力課分科会 

環境を重視した水産協力への取り組みについて 

 

【司会】 それでは、補足等はまた後のセッションにゆずるということにしまして、引き続き水

産業技術協力課の方の報告に移らせて頂きたいというふうに思います。一応テーマは「環境を重

視した水産協力への取り組みについて」ということで、発表者はマレイシア水産資源環境研究計

画の野呂リーダーにお願いいたします。 

【野呂リーダー（マレイシア）】 マレイシアでマラッカ海峡の海洋汚染を研究しております野呂
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と申します。 

 私どもに与えられたテーマといいますのが、「環境を重視した水産協力への取り組み」という題

で一、二話したいわけですけれども、なぜこういうテーマになったかというのは、多分に社会的

な影響も、それから、環境のいわゆる我々水産業界を取り巻く環境の変化も多分にあるのではな

いかと思います。 

 まず一つは、御存じのとおり我々の担当部局というのは実は水産技術協力課というところだっ

たわけですけれども、今もそういうわけなのですけれども、来年度、４月から名称が変わりまし

て水産環境課という、課の名前にも環境という名前がついたと、そういういきさつも一つはある

のではないかと思いますし、もう一つには世界的な趨勢といたしまして、例えば今まで水産業界

というのはとるだけに終始していたところがあるわけですけれども、ただとるだけではいけない

と。どういうことに気をつけなければいけないかというと、例えばFAOのようなところでも今非

常に問題になっているのは、海を汚してまでとった魚というのは流通させてはいけないと、そう

いうふうな意見すら出る、そして、そういうふうに各国を指導しようという、そういうところま

で内部では動いているということを聞いております。そういうもろもろの問題がこういうテーマ

になってあらわれたのではないかと思います。 

 それで、私たちが討議いたしましたのは２つございます。実は我々の分科会は12名のプロジェ

クト・リーダーの集まりなのですけれども、その12名のプロジェクト・リーダーが話したことは

２つございまして、まず一つは、それぞれのプロジェクトでもって環境にどういうふうに配慮を

して自分たちのプロジェクトを運営しているかという、そういう事例報告をいたしました。それ

からもう一つ、話し合いました柱というのは、今JICAの水産環境課になるわけでありますけれど

も、その水産環境課といたしましては今後どういうことに留意してプロジェクトの案件を立ち上

げていくべきかというのを現場のプロジェクト・リーダーから意見を聞きたいと。その２つにつ

いて話し合いました。 

 まず最初の、それぞれのプロジェクトでどういうことを環境と加味しながらやっているかとい

うことなのでありますけれども、実は12プロジェクトがあるということを申し上げたのですけれ

ども、その12のプロジェクトの中で、実は私のプロジェクトもそうなのですけれども、２つ環境

案件がございます。一つは私どものやっておりますマラッカ海峡の海洋汚染を調べているという

プロジェクトが一つでありますし、もう一つはモーリシァスの沿岸の海洋環境を調べているとい

う、そういう２つのプロジェクトが実は水産課の中でもう既に始まってはいるわけであります。

ただ、そのほかのほとんどのプロジェクトは従来の水産資源を研究するプロジェクト、それから

漁労の指導をするプロジェクト、それから水産加工の指導をする、それから増養殖をやる、そう

いうプロジェクトが主なわけです。 

 その中で各プロジェクト・リーダーから出ましたいろいろな問題点といたしましては、例えば、
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これはよく水産訓練とか漁労とかそういうことをやっているプロジェクトから出たわけでありま

すけれども、実際に発展途上国でダイナマイト・フィッシングをする、それからシアンを使って

フィッシングをする。ダイマナイト・フィッシングというのは、実は海で魚をとるときにダイナ

マイトを爆発させまして、それでもって魚を浮かび上がらせてとるという方法ですし、シアンを

使うというのは、信じられないことなのでありますけれども、シアン化合物を海に流して、それ

でもって浮いてきた魚をとって、それを市場に出すという、その市場に出した魚は我々が食べる

わけですから非常に問題なわけですけれども、そういうことが非常にあちこちで行われている。

そういうことはぜひ我々としても、この分野で技術協力をしている人間としても非常にゆゆしき

問題だし、こういうものを何とか改善するような動きで行くべきではないかと。そのためには、

ただ禁止するのではなくて、そういう漁業をしなければ生計が成り立たないという社会背景にま

で目を向けて、代替の現金収入源を与えるとか、そういうふうな努力までする必要があるのでは

ないかという意見も出ておりました。 

 それから、いろいろな意見もあったのですけれども、もう一つトピックスとしてここで皆さん

に御紹介したいのは、例えば養殖関係のプロジェクト、これは我々のグループの中では非常に多

いわけでありますけれども、その養殖関係のプロジェクトでは、例えば養殖をやった後、それか

ら種苗生産をした後、非常に排水ができるわけです。高濃度にいろいろなえさを与えますので、

そういう排水は自分たちのところで処理をして流すようにしていると、そういうふうな事例紹介

もございました。 

 そういうふうな午前中の事例紹介を踏まえまして、午後は、実際にこれから水産案件として環

境とドッキングさせてどういうふうなプロジェクトが可能であろうかと、どういうふうなプロジ

ェクトを進めていくべきであろうかという話をいたしました。いろいろ出まして、実は私が皆様

にお配りした資料の中では03と書いてあるところにいろいろ一覧が書いてあるのですけれども、

03ページです。全部申し上げるわけにはいきませんので、かいつまんでいくつか、４つほど申し

上げたいと思いますけれども。 

 まず、これから水産環境課としてやるべきことの一つとして、海の資源の、つまり魚貝類の資

源の調査の技術手法をきちんといろいろな国に教えていくべきであろう、技術援助していくべき

であろうということがまず出ました。と申しますのは、実際は、例えば我々は漁業をやる上で、

ある時期にそこに行くと魚がとれるということはわかっているのですけれども、その魚が実際は

どこで産卵して、どういうふうに稚魚の時代を過ごして、それがどういうふうなものを食べてど

うやって大きくなって、そういうことがわかっていない魚種が非常に多いわけでありまして、世

界じゅうの魚種についてそれを全部我々が調べるというのは当然不可能でありますから、その手

法、その研究の手法ですけれども、どういうふうにしたら例えば魚の年齢がわかるのか、どうい

うふうにしたら魚が何匹どこにいるというのがわかるのかという、そういうノウハウをそれぞれ
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の国の研究機関もしくは大学、そういうところにきちんと技術移転するのが望ましいであろうと。 

 それから、そういうことをするうえで、例えば実際に漁業を行ううえでは直接我々に利用され

ないような魚もいっぱいとっているわけです。例えば小魚の類、食べてもおいしくない魚、それ

からマーケットに乗らないような魚、そういうものもとっているわけでありますけれども、そう

いうものをとらないで目的とする、我々が食べようとしている魚だけをとるというのが、実は選

択性漁具と言っておりますけれども、そういう選択性漁具の開発、それからそういう漁法の研究、

そういうものもこの資源研究の中でやるべきでありますし、実は魚というのはどのくらいまでと

れば資源量に余り影響を及ぼさないでとってもいいという考え方がありまして、我々はそれをマ

キシマム・サステインド・イールド、MSYと言っておりますけれども、そういうふうな考え方に

基づいてきちんと資源管理をしながら魚をとらせてもらうという、そういう考え方をやはりこれ

からは、もちろんこの業界で働いている人は外国人も含めて知ってはいるのですけれども、それ

を具体的にどうやってやるか、魚の年齢をどうやってはかるかということは教科書の上では知っ

ているけれども自分でやったことはないという人たちが多いわけで、そういうことをきちんと技

術移転していくのが一つの方法であろうというのがまず第１。 

 それから第２番目といたしましては、環境に配慮した養殖漁業をこれからやっていくべきであ

ろうと。実は我々日本の養殖漁業というのはかなり環境を汚しながらやっているところがありま

して、非常に問題になっているわけですけれども、これからは、かつては東南アジア、それから

発展途上国で従来行われていたような、非常に粗放的な伝統的な養殖方法というのも考えながら、

それから、そういう熱帯の国特有の生態系、例えば土壌の問題でありますとか森林とのかかわり

とか、そういうことも加味しながら養殖を、このごろのはやりの言葉で言いますと環境にやさし

い養殖の仕方を、ちょっとまやかしの言葉ではあると私は個人的には思っているのですけれども、

そういうふうなことをやっていく必要があるのではないかと。 

 例えば養殖といたしまして一つの事例で挙がりましたのは、実は熱帯域のマングローブにはマ

ングローブガニ、マングローブクラブという非常に大きなカニがございまして、インドパシフィ

ックにはごく普通にありまして、日本でも沖縄から既に分布していますし、台湾、それから東南

アジア、それからオーストラリアのクイーズランドの方、それからアフリカの方まで分布してい

る、非常においしい大型の肉のいっぱい詰まったカニなのですけれども、それを例えばきちんと

種苗生産をし、それはもちろんマングローブのところでしか育たないわけですけれども、マング

ローブのところに自然放流させて、マングローブのところでひとりでに大きくなるのを零細漁民

がかごでもってとると。例えばフィリピンなんかの例でいきますと、そういうカニを１日に４～

５杯もとれば、漁師はマニラの銀行員と変わらないくらいの収入を得るわけでありますから、そ

ういうふうなことをJICAの水産課が先頭を切ってやるのも一つの手ではないかという意見も出

ました。 
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　それからもう一つ、３番目ですけれども、実は資源問題と非常に関係があるのですけれども、

先ほどは食べられない魚をとってしまって、それを廃棄してしまう、非常に資源的な問題だとい

うことを申し上げましたけれども、もう一つ、やはり未利用資源の問題で実際に発展途上国では

加工技術が悪かったり、それから、どうやって加工していいかわからなかったりで、むだにして

いる魚貝類の資源が多いものですから、そういうものをきちんと加工するという利用関係の技術

も移転されるべきであろうということが３番目に出ました。

　それから４番目のトピックスとしては、これからは環境を修復する時代であろうと。水産環境

課といたしましては今まではとにかく水産が主のプロジェクトが多かったわけでありますけれど

も、発展途上国を見ますといろいろな国でかなり沿岸が汚れている。実は私のいるマラッカ海峡

もその例なのでありますけれども、そういう汚れた海域を今度は水産環境課の力でもってきれい

にする技術を移転する、もしくはそういう技術を地元の人と一緒に研究するという研究協力型か

つ環境案件のプロジェクトがもっと進んでもいいのではないかという話が出ました。

　これも具体的に申し上げますと、例えばいろいろな発展途上国で赤潮が今出ております。もち

ろん日本でも、実は日本は赤潮の一大先進国で、研究面でも実例でも日本にまさるものはないく

らい、世界に自慢できるくらい日本の赤潮は進んでいるのですけれども、それと同じように発展

途上国でも赤潮が出ている。赤潮というのは、ただ海が赤くなるだけではありませんで、海が赤

くなる赤潮というのは実はあまり害のない赤潮で我々はそんなに気にしていないのですけれども、

むしろ海が赤くならない、ちょっと醤油色にくすんだような赤潮になったとき、そこには麻痺性

貝毒という、そこでわいたプランクトンを食べた貝を食べると人間が死ぬという大変危険な赤潮

があるわけですけれども、むしろその方が東南アジア、それから南米、そういうところで増えて

いる。そういう赤潮のモニタリング、余地、それから毒性検査、そういうものをやるプロジェク

トが水産課の中でできてきてもいいし、もちろん赤潮というのは実は悪者ではございませんで、

人間からとってみれば悪者なのですけれども、赤潮の方からしてみたら、汚れた海を一生懸命窒

素を取り、リンを取り、そういうわけでなるべくきれいにしてやろうときっと赤潮は親心で海に

わいているわけなのですけれども、そういう汚れた海をきれいにするというプロジェクトがあっ

てもいいだろうということが出ました。

　実は水産と環境というのは非常に、今までは相反する言葉でありまして、水産屋にとっては環

境という言葉を聞くとちょっと毛嫌いをするところが残念ながらありました。ただ、当然、水産

業界といっても海の再生産力を利用しないと生きていけないわけでありまして、海をきれいにし、

それから、海の持っている生産力を最大限に利用しながら、そこから蛋白質をとらさせてもらわ

ないと生きていけない分野ですので、今、課の名前が水産環境課と変わりましたけれども、それ

はいい機会だと思いますので、これからそういう分野で行ければいいと思いますし、今までも林

開部ということで林業と水産とは実は同じ部だったわけですけれども、林業と水産が一緒に結び
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ついて仕事をするということは非常に少なかったのではないかと。例えばマングローブにしても、

林業の方は植林とかそういうことでやっておる。水産の方は、マングローブにすんでいるカニの

方を別々に研究しているということが多かったわけですけれども、これから名前もたしか森林自

然環境協力部というところに変わったというふうに聞いておりますから、日本も今、水産資源を

涵養するためには森をきちんと育てなければだめだという話になっております。 

 これから発展途上国で我々が働く場合も、例えばマングローブみたいなものはそれぞれの専門

家、森林の専門家、それから海洋生物の専門家が力を合わせてやるべき時代が来ているのではな

いかという話になりました。以上でございます。 

【司会】 どうもありがとうございました。 

 今、最後に野呂リーダーの方からお話がありましたけれども、森林自然環境協力部は実際には

2000年の１月、ですから、来年度の第４四半期から正式に名称変更になるというようなことでご

ざいまして、農業の皆さんには悪いのですけれども、先に先行しまして非常にナウい名前を林開

部の方はつけて、これから事業を進めていくというようなことになりました。 

 それと、今お話がありましたけれども、我々の仕事の究極の目的は貧困をどのようにするかと

いうことでございますけれども、やはり農業、あるいは林業という分野を超えて、特に大都会の

貧困の巣窟である地域、あるいは農村、山村、漁村の貧困対策にやはり貢献するという意味では、

我々の事業というのは非常に重要だということが改めて今の発表の中で理解できたのかなという

ふうに思います。 

 それでは、発表者の皆さん、どうもありがとうございました。 

 

２．要望事項と取りまとめ 

 

【司会】 まだ10分ほど時間がございますので、今の４分科会の発表につきまして、これに参加

されたプロジェクトのリーダー、あるいは本部の側からこれに参加した課長さん、あるいは課長

代理さん、どなたか、コメントなり、補足なり、御意見なり、質問なりあれば、一応全分野をま

とめて幾つか受け付けたいというふうに思いますけれども。 

【野呂リーダー（マレイシア）】 私はマレイシアでマラッカ海峡の研究をしております野呂と申

しますけれども、実は我々もJICAの方から評価はどうするのだと、何をメルクマールに評価をし

てくれるのだと盛んに言われて、我々も実はいろいろ自分の首を締められない程度に何かいいメ

ルクマールはないかと思って頭を悩ませているところなのですけれども、こういう研究協力型の

プロジェクトというのはなかなか、橋をつくるとか例えば種苗生産をするとかそういうものと違

って、目に見えてくる成果というのがなかなかとらえにくいところがあります。 

 例えば具体的に言うと、できた論文の数で評価しようとか、それから、そこから生まれた大学
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院のドクター論文の数で評価しようとか、いろいろ数は上げようと思ったら上げられますけれど

も、それはプロの目から見たら、実際に研究をしている人の目から見たら、まるで問題にならな

いことであって、むしろそこで我々が例えば５年間いた後に、そこの研究所がきちんとそれをば

ねに研究をしていくノウハウというか、実力というか、力量が育ったかというところをきちんと

見ていただけばいいところでありまして、それは目に見えないところでありまして、目に見えな

いものをあえて論文の数とか何とかの数という業績だけで見てもらうと、我々は非常に困るとこ

ろがありますので、先ほども評価の中で２グループからそういう意見が出ましたけれども、目に

見えない協力を見て頂くという努力もJICAの方にぜひお願いしたいと、ここをかりてお願いした

いわけです。 

【司会】 どうもありがとうございました。 

【黒木林業水産開発協力部長】 先ほどの評価の問題ですけれども、基本的にはやはり人材を育

成するということについてどのように評価するかということは非常に難しい課題だというふうに

思っております。ですから、ある人がどのくらいというのをどう評価するか、教育の現場でも非

常に大変な、総合的な評価をどうするかというのは大変なことだということで、今いろいろ学問

の場でも研究されている課題だというふうに思っている次第でございます。 

 プロジェクトの評価につきましては、亀若理事から前にも少しお話があったのですけれども、

一つは本格的な研究をするという部分、これも非常に重要な部分で、そこをどう評価するかとい

うこともあるのですが、その周辺技術、例えば農業であれば、鍛冶屋さんがいない場合に鍛冶屋

さんの道具をつくる部分まで指導するというような、そういうところから、土台からプロジェク

トというのは実は成り立ってきているであろうと。したがって、そういう部分も含めてどういう

ふうにプロジェクトが成果を上げてきているか、そういうものをやはりきちんと評価の中に取り

上げないと、なかなか活動についても正しい評価は難しいかなと。特に途上国も非常に貧困な途

上国であればあるほど、そういう今言われましたようなレベルに到達するというのは非常に困難

なことでありますので、そういうところでいかにして育て上げてきているかをどう評価していく

かということは大きな課題だと思っております。 

 ただ、そういうなかで、やはり一つは国民の目に、きちんと評価して、どのようにそれが成果

としてあらわれたかを示していくということがないと、やはり、それは目に見えませんというこ

とだけではなかなか理解を得にくいということであります。ですから、そういうなかで、先ほど

言われましたように論文の数がどういうような意味を持っているのか、今までこれだけのレベル

のものがこういうふうに論文ができるようになったそのレベル、国際的な発表まで行ったとか、

これはまさにそういう最初の評価、最初の相手国の方たちのレベル、それに対してどういうふう

に正しく評価するかということが非常に重要なことなのではないのかと思います。 

 したがいまして、例えば500の論文を書いたらいいとか、200の論文を書いたらいいということ
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にはなかなかならないかと思うのですが、ただ、そういう中でやはりそういうものを書けるよう

になったということについて、やはり我々としてもきちんと国民に示せるようなものを私ども専

門家の方から御指導いただきたい。 

 特に今後、ODAも何をやったのかということの実を非常に問われてきております。したがいま

して、皆さんの活動された技術について、これは非常に製造分野の高いものもあろうかと思いま

す。ただ、ぜひとも行われました技術移転等につきまして、一般の人にもわかるような言葉でぜ

ひとも我々の方に伝達頂ければ、それを我々としても、こういういろいろな場の報告書なり、ま

た、いろいろなところでの発表なりでよく伝えていくようにしていきたいというふうに思ってお

ります。それこそある量が生産されなければ目的は失敗であったというようなことは極力思わな

いようにしていきたいというふうに思っておりますので、その点はぜひとも我々に、一般の素人

にもわかるように、極力わかるように御説明頂ければというふうに思います。 

 それから、成功例よりも失敗例というお話がありましたけれども、そういうものについても、

我々としてはきちんと受けとめていければなというふうに思っている次第でございます。 

【司会】 今、非常に事柄の難しさをあらわすような答弁ぶりだったというふうに思いますけれ

ども、今御発言のあったような評価のあり方について、我々としてやはり目に見えない、あるい

は数値化できないところの評価をどのようにしていくかということについては、これは永遠の課

題だというふうに思いますけれども、そこについても決して忘れずにやっていきたいなというふ

うに思っております。 

 そのほか、どなたか。 

 それでは、亀若理事の方から、きょうの分科会の御報告を伺って一応コメントをさしあげたい

ということです。 

【亀若理事】 後でまた全体的なお話を申し上げますけれども、今、午前中ありました分科会に

ついて私のコメントみたいなことを少し申し述べておきたいと思います。 

 けさちょっと向こうでの用がございまして、最初のモニタリング・評価のところを欠席をいた

しまして、まことに失礼をいたしました。それからまた、分科会にできるだけ出たいとは思った

けれども、結局１分科会しか私も出ることができなくて、きょう、それぞれの分科会の座長さん

の方からお話を伺い、非常にいい報告をしていただいたなということを考えております。それか

らまた、一つの分科会しか出られませんでしたけれども、この分科会で非常に皆さん方が、本当

に真摯な形で議論をしてくださった。ただ単に議論をするだけではなくて、そのテーマに従って

それぞれのお立場で考えをまとめてくださった。そういう意味では、この分科会でそれぞれの与

えられたテーマといいますか、それについての御報告は私どもの一つの財産として、またこれを

積み重ね、実行に移せるものはできるだけ移していきたいというふうに考えております。 

 そこで、これは極めてつまみ食い的な話でしかあり得ないのですけれども、少し話をさせて頂
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きますと、今も出ておりました評価の問題、これは今、黒木部長の方からお話ししたとおりであ

りまして、なかなかこれは難しい問題です。特に２ページ、風野リーダーがまとめてくれたとこ

ろに数値目標がひとり歩きしないようにということが掲げられておりますが、まさにこれは私ど

もも悩まされるのは、４日の日にも申し上げました会計検査院、その他いろいろな評価が、この

PDMなり何なりの数値目標と抵触をいたしまして、それで、後でにっちもさっちも行かなくなる

ことがあるのです。それで、今、理事会に上げるといいますか、理事会で承認を一本一本のプロ

ジェクトはやっておりますけれども、そのペーパーは今一切数値目標は載せていない。これは極

めて後で縛られるということで、そういう措置もやっております。 

 特にPCMなりPDMの考え方というのは、これは長いJICAの歴史の中でこういう一つのやり方が

あるという形で来てはおりまして、この御意見の中にもありましたように、決して完成品ではあ

りません。ましてや研究協力のようなものについては、なかなかこんなものでは、一筋縄ではい

かないのはよくわかっております。ただし、これも使い方がありまして、これは後ろの方にとい

いますか、私なんかも研修を受けたのですけれども、後の方にこういう条件が満たされればこう

なるという、いろいろなエクスキューズができるようになっているのです。そういった点は、こ

れは特に自然を相手にする農林水産分野では非常にまた役に立つ一つの方法でもあります。した

がいまして、今JICA全体としてこういうやり方を取り入れつつありますけれども、また、いいと

ころはうまくこれを活用していただくというのも一つの手かなというふうに思っております。 

 それから、時間がありませんのではしょりますが、あとの貧困について、これは２つ、Ａ班、

Ｂ班に分かれてやって頂いておりますが、これは私も出ました社会林業のところでも申し上げた

のですが、実は平成９年度に農林水産分野で14のプロジェクトを採択しております、新規に。と

ころが、そのうちの６割が零細、あるいは小農、そして、それらがまた地域展開というようなプ

ロジェクトになってきておるわけです。なおかつ、この間も少し出ましたDACといういわゆる援

助機関の会合があって、今後の援助国として被援助国にどういう対応をしていくかという議論が

いろいろなされたDACの新戦略というのが今出ております。その新戦略を受けて、日本として、

特にJICAとしてどういう方向で今後プロジェクトにウエイトを置いてやっていくかという問題

がありましたが、その中に一つ大きな問題として貧困というのが課題として出ています。 

 この貧困問題を特にまとめたのが、これは日本大学の絵所という先生でありまして、非常に立

派な本を書いております。そういう方に貧困問題の座長をお願いをしたわけですが、その中には

っきりと出ておりますのは、日本が世界に対して貧困というテーマで一番貢献できる分野は農林

水産分野であると、一番近いところにあるという分析をしてくださっています。これは後でもい

ろいろ皆さんの方からも出ておりますけれども、決して貧困というプロジェクトのテーマがある

わけではないのです。そういう課題に対してどういう切り口でやっていくかということで、皆さ

ん方それぞれ考えてみればやはり貧困につながっている、あるいは環境も同じなのです。それは、
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環境というテーマそのものというのはなかなかあるわけではなくて、言ってみれば慢性的な症状、

それに対してどんなアプローチの仕方があるかということでいろいろなアプローチの仕方をして

いる。これは仮に百歩譲ってといいますか、貧困ということが対応できたとしても、非常にこれ

は膨大な対応をしていかなければならない。そんなものを今言われても、これはないものねだり

みたいなことになるわけです。そういう意味では、やはり一番近いところで、しかも、今までの

実績、あるいは新しく採択されているプロジェクトの傾向から見ましても、非常にこれは私は、

皆さん方は自信をもってひとつそういう目標に向かっているのだということを考えていただいて

いいのではないかというふうに思います。 

 それからもう一つ、これはフィリピンの女性の活動のプロジェクトを立ち上げる際に、非常に

これは難しかったのですが、そのときから私は一つの関数式を並べ立てまして、こういうものの

考え方でやってほしいということを申し上げたことがあるのですが、それは、いわゆる農村の生

活改善というものをターゲットとすれば、それを数字的にはＦ（Ｘ）という関数式を考えていた

だいて、Ｆ（Ｘ）＝Ｉ（Ｘ）、つまりこれは所得関係の項目、そして、さらにプラスするところの

Ｓ（Ｘ）、これは生活環境に関する関数である。それで、プラスＭ（Ｘ）、これは健康等に関する

関数である。以下、その地区に関連してエトセトラがずっとつくのです。そういう総合的なもと

に最初の貧困を軽減するという、Ｆ（Ｘ）がより軽減されるという形でできてくるものであると。

Ｘというのはまさにその地区地区の状況に応じて変わってくる変数なのです。特に現場を預かっ

て現場でやっていく場合には、決してそれは定数というのはなかなかないと思います。最後の方

にたしか何か基本的なことは、いわゆるマニュアル化できるようなものは定数として多分あるの

だろうと思いますけれども、基本はやはり変数のもとにその状況をつかまえて、そして、あくま

でもＩとかＳというのは一つの類型されている部分でありますから、そういうものの中で物事を

考えていっていただく。それは、先ほどここの林業の方にも出ておりましたけれども、現地資源

だとか既存の成果をどう活用するかというのも、そういったものの中にあてはめていくことがで

きるのではないかというふうに整理をしたことがあります。 

 そんなことも少し頭の中に入れて頂いて、物事を考えて頂ければ、あるいはいいのかなという

気がいたします。 

 それから、この畜産関係のところで出ておりますけれども、営農資金の問題、これは昨年のリ

ーダー会議の際にもマイクロクレジットということで、何か現地展開した際にそういうものをプ

ロジェクトの一つとして持つことができないかというテーマを皆さん方にもお願いをし、持ち寄

って頂いたわけでありますが、なかなかこれは難しい課題があるなと。特に資金の管理という面

で難しい問題があると。しかし、日本の場合、農業改良資金制度というものが普及員の一つの、

技術普及の手だてとしてあって、これが極めて農村では有効に活用されている制度でもあります。

また、他のドナー国なんかでもこういった問題がビルトインされて有効に使われているというこ
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ともあって、私どもとしてもこういったものについてはさらなる検討を深めていきたいというふ

うに考えております。 

 それから、社会林業のところでこれは申し上げたことなのですが、やはり地域に出かけていく

際のいろいろなものの考え方というのは、これは他の農業分野でも、あるいは水産分野でも同じ

問題がそれぞれ出てくると思います。特にモデルの考え方、これは普及のところでも出ておりま

したけれども、モデルというものをどういうふうに考えていくかと。最終的なターゲットでは私

は決してないと思います。これは林業のところでも出ておりましたけれども、むしろ実証してい

く手段といいますか、Ｃ／Ｐと一緒になってものを考えていくときに、具体的な場なり具体的な

事柄があった方がよほど物事は理解しやすい。なおかつ、それができ上がったものとしても、そ

の場でしか適用性はないかもしれません。ですが、そういうことをいろいろな条件のもとにモデ

ルとして、これは言葉がどうも工業的に考えますと、それがプロットタイプとなって、ほかにち

ょっと入れば全部応用できるというふうに思ってしまうからモデルというのは何かあまり役に立

たないみたいなことを言われることもあるのかもしれませんけれども、そういうＣ／Ｐと一緒に

なって考えていくその場だと。こうやったらこんなによくなるのではないかという話ができれば

なおいいというぐらいの考え方でやっていっていただいていいのではないかというふうに思って

おります。 

 それから、林業のところでもう一つ、これは後でも少し触れたいと思いますが、行政のトップ

の不理解というものがなかなか問題であるということもありましたが、これは会計検査の今回の

指摘の中に、Ｃ／Ｐが定着しないという統計数字的に出てくる一つの大きな理由は、局長だとか

次官クラスをJICAが呼んで研修をやるからだと。彼らは帰ってきたら、ほんのわずかしかいない

ではないかと。こういう制度自体やめろということまで言われたのです。しかし、それはとんで

もないということで真っ向から反対をしたわけですが、やはりこういう分野ごとに、これは林業

の場合で言っておりましたけれども、それぞれのセクターではそのプロジェクトをやってくれる

ということは極めて、課長クラスと言ってもいいでしょうか、そういう人たちはもう直接自分た

ちがメリットを受けるから、それはもう熱心にやる。ところが、その上に立っている局長とか次

官になると、かなり疎遠である。やはり予算をとったりいろいろな人をそこに送り出したり何か

するには彼らに、つまり局長なりそれ以上の連中たちにもっと問題認識を与える必要がある。そ

れにはぜひともこういった連中たちの洗脳が必要なのだということをおっしゃってくださってお

りまして、我々も大体同じようなことを会計検査院には言って、期間が短いがゆえの効果がない

ということはとんでもない間違いであるというような話もしたわけです。 

 それから、あとは、水産の方はもう先ほど申し上げましたのと同じ、貧困を環境と置きかえて

いただいてもいいのですけれども、いずれにしてもこういった新しい、項目としては新しくあれ

するのですが、実際の手段として、その方向に向かってやっていくのには、今やっている手段が
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なくていいのだということには決してならないのだということを御認識を頂きたいと思います。 

 とりとめもないことを申し上げましたけれども、私のコメントとして。 

【司会】 どうもありがとうございました。 

 それでは、一応これをもちまして分野別分科会の報告会を終了したいというふうに思います。

発表いただきましたリーダーの方々に、多分土日とずっと考えておられてあまり休めなかったか

なというふうに思いますので、皆さん、拍手をもって……。（拍手） 

 どうもありがとうございました。 

 

３．総括質疑 

 

【司会】 それでは、残り少なくなってきましたけれども、全体を通じまして何か御質問なり御

意見があれば、一、二受け付けて、その後、全体会議の総括というふうに進んでいきたいという

ふうに思いますけれども。 

 先週の木曜日の会議で、スリ・ランカの池上リーダーの方から御質問がありましたパスポート

の件でございますけれども、ちょっと私も調べてきましたので簡単に御報告させていただきます

と、一応もう既に実施している分としましては、従来１年半以上の専門家に対処されておった数

次公用旅券は、１年以上の専門家にすべて適用するということで既に実施されております。 

 それと、今検討事項としまして、まず渡航先の拡大については、今外務省の中で鋭意検討され

ているということで、具体的には公務出張の可能性がある国、健康管理旅行の対象に考えられる

国、それと、緊急避難等で想定される国ということで、この３つを一応想定して国ごとに渡航先

を拡大するということで検討していると。ただし、オールカントリーというのはだめということ

でございます。 

 それと、現地で渡航先を追加するに当たっての事務の簡素化と短縮化、迅速化、これについて

も外務省の方に申し入れているということでございます。 

 それと最後に、旅券の有効期間は、従来は任期プラス３か月ということでやっていたそうです

けれども、今検討されているのは、任期終了時から６か月ということで有効期間を定めるという

ようなことで検討しているということを総務の方で確認いたしましたので、一応御報告いたしま

す。 

 そのほか、ないようですので、一応、まだリーダー会議は今週いっぱい続きますけれども、一

応全体で集まる機会は今回が最後になりますので、一応会議の総括をさせて頂きたいというふう

に思います。 
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４．会議総括 

 

【司会】 まず最初に、外務省の技術協力課の橘課長補佐の方から簡単にご挨拶を頂きたいとい

うふうに思います。 

【橘技術協力課課長補佐（外務省）】 外務省の技術協力課、橘でございます。皆様お疲れのとこ

ろ、会議全体を通じ大変活発な御議論を頂きまして本当にありがとうございました。 

 皆様方からの御意見を伺いまして、我が国技術協力ができるだけ効果的かつ効率的に、そして

また円滑に実施されるよう、私ども外務省としても今後とも努力してまいりたいと思っておりま

す。私のような者がコメントさせていただくのは大変恐縮ではございますけれども、担当者なり

のコメントということで若干話をさせて頂きたいと思います。 

 最近、外務省の中でよく話されることなのですが、昔に比べまして最近はプロ技一本の効果、

あるいはインパクトというものが、昔に比べると非常に小さくなっているのではないかという話

題がよく最近出るようになってきました。あるいは、プロ技が目立たなくなっているのではない

かというような話にも通じるのかと思いますけれども、私自身、昔のプロ技を知っているわけで

はないので、そんなことはないと常に反論しているところなのですけれども、最近そう言われて

くるようになったのには何らかの原因のようなものがあるのかと思いまして、個人的な意見にな

りますが、考えてみますと、途上国の方もそれなりに昔に比べれば進んできているということが

あって、プロ技への要請内容というのが非常に多様化といいますか、細分化というか、している

ということがございまして、プロジェクトで扱う課題というものが昔に比べて非常に小さいとこ

ろへ入り込んでいるのではないかというような感じを持っております。 

 他方、国内的な議論というのは本日の発表の話題にも上っておりましたけれども、貧困対策で

あるとか、環境であるとか、割と一方の議論の方は大くくりの中で行われるということが多く、

そのギャップというか、そういうものがプロ技に与える印象を下げさせている要因ではないかと

いうようなことを感じているところでございます。 

 そのような頭というか気持ちを持った中で本日議論を聞かせていただいて感じました点を申し

上げますと、例えば貧困対策のところで農業だけではなくて医療とか学校とかインフラとか、そ

ういう協力との連携があれば、より定着が図られるように進むというような御意見もございまし

たけれども、まさにそのとおりなのかなと思います。また、環境のような国に限らず地球的規模

の問題ということになりますと、それもその分野の戦略というか、全体的な枠組みがあった中で

協力が組み立てられているということが必要なのかなと思うところでございます。 

 そういう全体的な国別、地域別、あるいは分野別、課題別といいますか、そういう全体的な構

想というのか、何かプログラム的なものがやはり必要で、その中で個々のプロ技というものがど

ういう位置づけにあるかというものをはっきりさせておく必要があるのではないかなと。そのこ
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とで個々のプロジェクトの成果がはっきりいたしますし、インパクトも、そのプログラムの中で

インパクトというものが確実に位置づけられるということになろうかと思います。さらに言えば、

きょうの議論の中であった評価とかモニタリングというものも、そういう中で考えていけばより

わかりやすくなるのかなというような感じも持っております。 

 そこで、そのような全体的な総合的な企画力といいますか、そういうプログラムを形成する能

力といいますか、そういうところは決して皆様専門家の方々に求めるのではなくて、東京、現地

を含めた我々外務省とかJICAといった事務当局の方に能力が求められているのではないかとい

うふうに、きょうの議論を聞いて感じたところでございます。 

 その取り組みの一つといたしましては、今年から要望調査をプログラム型に整理して、スキー

ム別をやめてプログラム型に整理した形で要望調査を実施するというようなことを進めておりま

すけれども、なかなか変わっても、うまくいかないというのが現実でございまして、ぜひともこ

のような取り組みを進めていくために皆様方の専門的な知識、あるいは現地事情に非常にお詳し

いところをぜひ出して頂いて、今後、現地中心にプログラム形成というものが現地の大使館とか

JICA事務所とかそういうところで進んでいくと思いますので、そういう中で皆さんの御意見も積

極的に言って頂いて、ぜひとも御協力をお願いしたいと思います。 

 以上、余り中身と直接関係ない話かもしれませんが、とりあえずコメントは以上でございます。

ありがとうございました。 

【司会】 どうもありがとうございました。 

 それでは、引き続きまして農林水産省の技術協力課の鈴木課長の方からお願いいたします。 

【鈴木技術協力課長（農林水産省）】 技術協力課長を務めております鈴木ですが、農水省を代表

いたしまして若干所感を述べさせて頂きたいというふうに思います。 

 まず最初に、今回のリーダー会議は本当に非常に順調に運営して頂いたということにつきまし

て、まず関係の方々に対して厚く御礼を申し上げたいというふうに思っております。 

 それで、会議の中身等について若干申し上げさせて頂きたいと思うわけなのですが、一つはプ

ロジェクトの運営と農水省の対応といいますか、これについて会議を振り返ってみて今考えてお

るところなわけですけれども、先ほど来お話がありますように、セクター間とか各省間の連携の

重要性といいますか、これが重要になってきているかなと。逆に言えば少し薄くなってきている

のかなというふうにちょっと感じた次第でございます。 

 御承知のように農林水産分野のプロ技につきまして見ますと、農水省といたしまして現在約80

のプロジェクト、これについて支援省庁ということでやらさせていただいておるわけです。です

から、農水省がコアとして協力するのは全体としては７割近くというふうになると。ですから、

これは以前から見ますと若干減ってきているかなと。ということは、逆に言えば文部省さんなり、

それからJICA独自に協力を行うものが、その分だけ増えてきているのかなというふうに思ってお
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りまして、以前より多様化してきているのではないかということで、本当に垣根なしに私の立場

からしてみますと、多様化するということはこれは一つの大きな力にもなるということですので、

そういう方向なのかなと思って話を聞いておったわけなのですが、どうも必ずしもそうではなく、

やはりもっとそういう連携をもっともっとやっていかなければいけないというような指摘があっ

たように記憶しております。 

 御参考までに我々の農水省の仕事の進め方について申し上げますと、協力の支援の仕方といた

しまして、御承知のように農水省はあくまで専門官庁として、いわゆる外務省さん、それからJICA

さんがやっております協力について、協力をしていくという立場にあるわけでございます。それ

で、省内におきましては各局、あるいは各課におきまして、そのプロジェクトに対するコアの組

織、コアと通称言っておりますけれども、つくってもらっているわけです。例えば具体的に言い

ますと、家畜衛生とかいうことであれば畜産局の衛生課さんにお願いすると、例えば林牧育種と

いうことになれば当然のことながら林牧育種センターにお願いすると、それから、普及のプロジ

ェクトということになると普及教育課さんの方にお願いするというようなことで、そこに責任を

持ってもらって技術的な支援なり、それから専門家の派遣なり、研修員の受け入れなり等につい

て責任を持ってやっていっていただこうというような、今までの過去の経験からこういうことが

出てきたわけですけれども、そのようなやり方でやってきておるわけでございまして、そういう

点で各リーダーの方々にも、ひとつよく各コアの組織となっているところとよく連絡をとって進

めて頂くということが大事なのだろうと思うわけです。 

 そうしますと、では、技術協力課は一体何をやっているのだという話がまさにお話として出て

くるのだろうと思うのですが、先ほどありましたように、やはり技術協力課は省の窓口といたし

まして、そういう、むしろ外務省さん、JICAさん、それから、ほかの横の省庁との連携といいま

すか、そういうことについてやはりもっと腕を振るわなければならないという場面がもっともっ

と強めなれけばいけないのかなということで、反省をこめて先ほど来このことを話題にさせて頂

いているということでございます。 

 ですから、例えば文部省さんの方に、案件でどうしてもこういう農業関係の専門家が欲しいと、

例えば逆に農林案件で厚生省さんの方からだれかこういう人に来てもらえないだろうかというよ

うな話とか、これは当然研修員の受け入れ等もそういうことになるわけですけれども、そういう

問題については技術協力課としても今まで御指摘を受けているようなことで少し力不足の点があ

ったのかなというふうに思っておりますので、この点については我々としても努力をしてまいり

たいというふうに思っているところでございます。 

 それともう一つ、話はまた別になるわけですけれども、支援官庁として一つの大きな仕事は、

Ｃ／Ｐの研修として研修員を受け入れるという仕事を我々は行っておるわけです。私も担当の方

に、来る前にちょっと数字を調べてもらったのですが、長期、短期等いろいろございますけれど
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も、Ｃ／Ｐ研修として年間何人ぐらい農水省としてお引き受けさせていただいているかという計

算をしましたところ、年間1,700人ほど受け入れているという、かなり大きな数字が出てまいりま

した。これはすべてプロ技ではなく、個別の場合もございますし、また、開発調査等のＣ／Ｐ研

修というようなこともあるわけなのですけれども、そういうようなことでなかなか1,700人という

のはかなり大きな数字ということになっておるわけです。 

 でも、これは現地でやはり専門家として派遣して現地で技術移転していただくのと同様に、ま

さに日本に来ていただいて勉強して頂くということで、仮に日本に来て扱いが悪くて、どうも日

本に対していい感じを持っていかなかったというようなことになると、これは一体何のための協

力をやっていたのかということにもなりかねないというふうに思っておりまして、我々といたし

ましては現在のところ、なかなかマンパワーも少ないわけなのですけれども、少なくとも準高級

の研修員として来られた方々には、例えば農水省の中でいえば個室に入っている以上の方々には

必ず会って頂いて話をして頂くなり、部課長以上でいわゆる対応するような、そういうことでし

たいというふうに思っておりますし、現にやっておるところでございますので、各リーダーの方々

にもそういう大事なお客様が来られるときには、当然コアとなっている組織の方も当然ですが、

我々の方にもまた一報して頂ければ、それなりに対応していただいて、ぜひとも日本にいい感じ

を持って帰って頂くような、そういうような仕事にしたいというふうに考えておるところでござ

います。 

 それからもう１点、話は別の話になりますが、一つ我々が苦労しておりますのは、やはり専門

家の派遣ということでございます。これはプロ技の大きな一つの柱ですが、なかなか省内におい

ては現在、新農業基本法の検討ですとか、省庁再編等の問題もありまして、皆さん本当に忙しく

仕事をしておるわけです。こうした中で、本当に各リーダーの方々からもいい人を送ってくれと

いう声は我々も耳に当然しているわけなのですけれども、そういうところでなかなか満足な形に

行っていないのではないかということで、おわび申し上げなければならないというふうに思って

おるわけですけれども、国内がそういう状況になっているということもありますので、そこはひ

とつ御理解頂いたうえで、そういう計画ということがやはりある意味では、最初から計画を立て

ておけば、ある程度何とかなるというところもあるかと思いますので、そういう点でひとつ前広

に連絡をお願いできればというふうに思うところでございます。 

 それから、先ほど来、分科会の会議の話がございました。いくつか、貧困対策なり、それから

モニタリング、評価の話がございましたけれども、これはもう先ほど亀若理事の方からも非常に

詳しく御説明頂きましたので、これについて私の方からもうつけ加えることはございませんが、

１点だけ申し上げさせて頂ければ、やはりモニタリング、評価、これは全く重要な、本当に重要

なことだと思っております。これは金曜日の分科会でも私も申し上げさせて頂いたわけですが、

やはり日本人として評価というのはどうも非常に不得手ではないかというふうに思っておるわけ
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ですが、霞ケ関の行政においても行政評価というようなことで、どうやって評価するかというこ

とが今真剣に議論されているというところでございます。 

 ただ、やはり問題なのは、そのときのやり方を十分に考えなければならないのではないかと。

やはり先ほど来お話が出ていますように、PDMだけでこれをやっていけるとは決して私は思って

おりませんし、やはりいろいろなやり方を考えていかなければならないのではないかというふう

に思っておりますので、この辺につきましても、むしろこれはJICA本部さんの方にぜひお願いし

たいと思うのですが、そういう評価の方式が妥当なものになるように、ひとつ御検討をぜひとも

よろしくお願いしたいというふうに思います。 

 それで最後になりますが、ちょっと長くなって恐縮ですが、最後になりますが、皆さん多少御

関心かと思いますので申し上げますが、省庁再編と国際協力、特に我々農林省はどうなるのだろ

うかというような疑問も、あるいはお持ちになっておられるかと思いますので少し申し上げます

が、御承知のように2001年の１月をスタートラインといたしまして省庁再編が行われるわけです

けれども、国際協力の場面につきまして、これはあくまでも現段階での検討状況でございますが、

やはり外務省を中心といたしまして専門官庁がより連携を密にして実施していくという、そうい

う大きな枠組みといいますか、これはそのまま引き継がれるのではないかというふうに私は理解

しております。ですから、そういうこともありまして我々の農林水産省の新農林水産省の設置法

の中にも国際協力に関することということが当然そこの中に入ってくるということでございます

ので、2001年以降になりましても農水省はそういう国際協力から手を引くということは一切ござ

いませんし、今以上により連携をとってやりなさいというのが行政改革会議からの指摘でありま

すので、そういうことで引き続きこういう専門官庁としての協力体制というのはとっていかれる

のだろうと思うわけですけれども。 

 ただ、その中で、やはり各省庁ともスリムにならなければならないと。農水省で申し上げます

と、６局、現在官房も忌まして６局ございますが、これが１局削減で５局になるということでご

ざいます。ですから、官房を除きますと、現在仮称でございますが、食糧政策局、それから生産

局、農業生産局という名前もありますが、それから農業経営局、それから農村振興局というよう

な仮称でございますけれども、１局減るというようなことで、どういう形で局が配置されるかと

いうことは４月までに大体の結論を得ていこうということになっております。それで、現在国際

協力につきましては、この中で総合食糧局、こちらの方の中で我々のように技術協力課のような

窓口の課が総合食糧局の方に位置づけられるというようなところまでは大体の合意がなされてき

ていると。ただ、それ以外の課の数が一体どうなるか、技術協力課自体がどうなるかという問題

もございます。 

 あとそれからもう一つ、独立行政法人、これは国の試験研究機関は基本的に一部を除きまして、

いわゆるエージェンシーですけれども、そちらの方に移行するということになりますので、そう
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した場合に一体派遣法で行かれている方々の身分等についてどうなるのだろうかとかそういう問

題、今後そういう運用をしていくときの問題点がまだ未解決のままで残っておりまして、今後そ

ういうところの検討が出てくるのではないかと思います。ただ、来年のリーダー会議のときには、

どういう形になるか、これは皆さんにかなり正確にもうお伝えできるようになるのではないかと

いうふうに思っているところですが、現在の状況を申し上げますとそういうことでございます。 

 少し時間をとらせていただいてまことに恐縮でございますが、本当にリーダーの方々には、安

全対策には本当に十分御対応いただきまして、何回もこういうことを申し上げてあれですが、ぜ

ひ現地で御活躍頂くことをお願いいたしまして挨拶にかえさせて頂きます。ありがとうございま

した。 

【司会】 どうもありがとうございました。 

 それでは、最後に亀若理事からご挨拶頂きたいと思います。 

 

５．閉会の挨拶 

 

【亀若理事】 それでは、長時間にわたりましてまことにありがとうございました。 

 時間も過ぎておりますのであまり申し上げることはございませんが、皆さん方と私ども、こう

して一堂に会している者、これはまさにもうプロ技という世界を通じて、それからまた、これと

極めて関連をしております南米三農試の場長さん、こういう方々と私どもとが同じ思いで途上国

の技術協力に少しでも寄与できないだろうかという形で接していると思います。そういう意味で

はまさに同志であります。 

 しかし、こういう姿でまた来年もということを申し上げましても、相当人は入れかわるだろう

と思います。今こうして私どもは並んでおりますけれども、このうち何人がおるかわかりません。

皆さん方も多分相当の方々が入れかわってくるだろうと思います。しかし、そういう動きが常に

ありましても、ここには今申し上げたような一つの同志的なきずなで結ばれているというふうに

思います。また、それが、残った人たちがこういったいろいろな雰囲気を伝え、かつまた、この

資料としていろいろな事柄が残されていく、そこに一つの伝統的なものの考え方も生まれてきて

いるのではないかなと。そしてまた、新しい人が加わって、今のやり方はおかしいのではないか

というようなことも含めだんだんイノベートしていくということだろうと思います。 

 今、貧困問題を論じる際に極めて問題視されているのは、市場経済、市場主義ということです。

市場ということです。これは、すべては参加するのは自由だけれども、離合集散は、全くこれも

また自由。その中には何も残らない。まさに刹那というものの考え方だと思います。ところが、

市場というのと組織というのを今対置して経済学的に論じようとしている人たちもかなり出てき

ています。私もそういった本を少し読んだりしていますけれども、組織というものの中に初めて
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愛がありイノベーションが生まれてくるというものの考え方を非常に色濃く出しております。私

なんかもアフリカ等の市場経済に洗われている国々を見たときに、もう少し何か組織というか、

垣根が要るのではないかなという感じも常に受けているわけであります。 

 そういうグローバルな話に何も転化しなくてもいいのですけれども、我々はこうして同志的な

集まりの中でお互いがいろいろな議論をし、そして、そこで得た多様なものの考え方というもの

をやはり共有し、そして、それがまた新たに動いていくわけですけれども、そういう離合集散は

持ちながらも、やはり同じ組織の中でよりよくしていこうというものの考え方は極めて重要だと

思いますので、皆さん方もそういったことを念頭に置いていただいて、今後のこの技術協力に御

尽力をお願いしたい。この２つの部で出しております「Forward Together」という雑誌といいます

か情報誌がありますけれども、まさにそのタイトルといいますか、情報誌そのものの考え方に従

ってひとつ突き進んでいって頂きたいなというふうに思います。 

 いろいろと４日の日に出されました問題等もいちいち釈明したいところもございますけれども

それはまた私なりに処理をさせて頂きたいというふうに思います。 

 本当にどうも長時間ありがとうございました。（拍手） 

【司会】 どうもありがとうございました。 

 これをもちまして、農林水産業プロジェクト・リーダー会議全体会議の２回目を終了させてい

ただきます。 

 事務局の方から御連絡をさしあげます。 

 まず一つは、昼食と書いてありまして、いかにもここでさしあげるというようなニュアンスに

なっているのですけれども、実はこれはございません。申し訳ありません。各自で御用意くださ

い。 

 それで、午後のセッションがプロジェクトによっては１時半というふうになっていると思うの

ですけれども、前の方に担当課長がおりますので、開始時間は適宜御相談して決めて頂いて結構

です。 

 それと、退出頂く際に、この名札を机の上にそのまま残しておいて退出して頂くようお願いい

たします。 

 どうも長時間ありがとうございました。 

 

（午後12時42分 閉会） 
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Ｈ10年度プロジェクト・リーダー会議・分科会報告 

 

テーマ「モニタリング・評価について」 
（農技協課分科会、25プロジェクト） 

       座長 長  憲次（ヴィエトナム・ハノイ農業大学強化計画） 

       書記 村山 忠一（パラグァイ・ピラール南部地域農業開発計画） 

       書記 安養寺久男（ルーマニア・灌漑システム改善計画） 

 

１．農業技術協力課からの問題提起と方針説明（概要） 

 (1) JICAでは、プロジェクトの推進手法としてのPCM手法が、平成に入ってから検討されはじ

め、平成５年頃からフォーマルな手法として指導・推進されてきた。 

 

 (2) 現在では、事業計画段階でPDMを作成し、それを基にＲ／Ｄ、TSI等を作成してプロジェク

トを推進する形をとっている。 

 

 (3) 今後の改善方法として、PDMを単に中間評価や事後評価で活かすだけでなく、プロジェク

トをより効果的に推進していくための手法として、PDMを活用した「モニタリング」を、で

きればＣ／Ｐも交えながら、半年に１度実施し、関係先に報告していく改善方法をガイドラ

インとして提起したい。 

 

 (4) 近年は、各国の援助事業においても、評価よりも、実施中の「モニタリング」を重視する

国も見受けられる。 

 

 (5) 今回の分科会では、特に「モニタリング」の実施手法について重点的に、討議を行いたい。 

 

２．２つの「モニタリングの適用事例」の紹介 

 (1) パラグァイ大豆生産技術研究計画・橋本鋼二リーダー 

   年１回、Ｃ／Ｐを交えたモニタリングを（JICAのモニタリング・ガイドラインに沿った手

法で）行っている。それに至る経過、実施上の留意事項を問題点及び対策についての事例（経

験）を報告。 

 効果は大。ただし、導入にあたって相手国やＣ／Ｐ側の理解を得る必要がある。 
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 (2) フィリピン農薬モニタリング体制強化計画・風野 光リーダー 

   毎月１回の進捗状況チェックリストの作成を含め、Ｃ／Ｐを交えてモニタリング評価、そ

れによる事業推進の効率化を図っている。活動内容・進捗状況について、Ｃ／Ｐの理解を促

進させることができた。 

 ただし、実施上、指標の数値が一人歩きする心配が伴うことから、さらに担当者やＣ／Ｐ

の能力、業務評価につながらないように注意する必要がある。 

 

３．総括討議 

 (1) プロジェクトによっては、PDMが作成されていない事例などが少なくないことが明らかに

なった。提起された方針に関する、出席リーダーの受け止め方としては、積極的に賛同する

立場から、効果や実施の方法について疑問視する消極意見まで、多様な幅、相違があるよう

に見受けられた。 

 

 (2) しかし、大勢としては、プロジェクトサイトでの中間的、自主的な「モニタリング評価」

の必要性を認め、提起された方針に賛同する意見が少なくなった。 

 

 (3) 実施するためには、プロジェクト開始前、しっかりしたPDMを、できれば相手側の参加型

で作成しておくことが必要、かつ前提となる。 

 

 (4) 若干の弊害も考えられる。特に、数値目標が一人歩きしないような配慮が必要。 

 プロジェクトによっては、数値目標の設定が困難な場合もある。 

 目標数値そのものの追求よりも、それぞれの段階での問題点の摘出、それへの対策を重視

していくことが大切であろう。 

 さらに、Ｃ／Ｐからも、問題解決への積極的提案を聴取し、それを盛り込んでいくような

評価フォルムを工夫していくことも必要ではないか。 

 

 (5) プロジェクトサイトでの、事務量だけが増えたりするようなことがないような、簡素な、

実際役立つような実施方法を工夫することも必要ではないか。 

 

 (6) プロジェクトサイトでも、実践していく方向で、今後取り組んでいくことにするが、JICA

本部としてもどういうやり方をすれば、弊害が少なく、効果がより大きなものとなるか、今

後、多少の期間を設けて試行錯誤することも必要。 
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分科会報告：「貧困対策について」 
農技協課関係研究協力・技術センタープロジェクト（Ａ班）分科会 

 

                 座長：蘭 道生 

                 書記：海老原 洋司 

                 書記：石井 琢磨 

 

検討の視点：当分科会（14チームリーダー）では本来TSIには書かれていないが、貧困対策が視野

に入るプロジェクトは４つある。それの現況の説明の後、貧困対策についての考え方を討議し、

また農民への普及についての討議を行った。 

 

討議の概要 

１．貧困対応の現況 

 (1) フィリピン高生産稲作技術計画では、小農を対象として1300か所でExtensionを実施してお

り、機械の開発も小農向けの国内低コストを開発し、一部普及している。小農には多くの貧

農が含まれる。問題点としては、土地を持たせても農機具や納屋の不足や、技術の不足から、

自作農になれないでいる農民が多い。 

 (2) セラードでは大規模開発が進んでいるが、地元インディオの生活が脅かされており、これ

らの配慮を考慮して進めている。 

 (3) インドネシア灌漑排水プロジェクトでは開発福祉支援事業により、貧困対策を視野に入れ

た灌漑養魚・生活用水確保に貢献している。 

 (4) フィリピン土壌研究開発では、貧困農民を視野に入れた土壌侵食防止などの持続的農業を

めざしている。 

 (5) その他、貧困層を含む一般農民向けのプロジェクトがヴィエトナム・ハノイ農業大学強化

プロジェクト等で実施されている。 

 

２．貧困対策の今後の方向：この分科会では貧困をターゲットとしたプロジェクトの設定、また

同時に農業だけではなく、医療、学校、進路などのインフラ整備、及びアグリビジネスの開発

との連携があれば、貧困層の農業定着には相乗効果がみられると考えられた。 

 

３．成果の農民への普及のやり方：元来、この分野はカウンターパートへの技術移転を当面の目

的としており、直接普及をターゲットとしてはいない。しかし、成果の農民への普及により最

終的に実りのある成果となる考えから、普及は常に意識している。いわば、ただの技術の普及
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により、農家技術は持続的にお金を生み、貧農に貢献するものとみられる。 

 

 この分科会からでた具体的普及の進め方については、このようなことが提案された。 

 (1) 農民参加による農家でのデモファーム 

 (2) 農家の研修・技術習得 

 (3) 灌漑部門の計画・設計基準、試験マニュアルの作成に基づく事業化により、貧困農民をも

含む農民への普及効果。 

 (4) 貧困農民の実態調査の把握と対策技術の策定 

 

結び：貧困対策は、開発途上国での国家的重要問題であり、この分科会でもJICAベースのプロジ

ェクト技術成果の効果的発展に基づく貧困農民を含む農民への寄与についての想いは深いものが

あると考えられた。 
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平成10年度 プロジェクト・リーダー会議分科会討議 
 

貧困対策について（B班：農業普及・農村開発プロジェクト） 

１．議題設定の目的について趣旨説明（金子課長補佐） 

  全体会議資料は、ページ15を中心に説明、さらに補足して、農業技術協力プロジェクトの課

題設定においては貧困対策を関連させている。プロジェクトは大規模な課題が多く、関連づけ

にくいが、最終受益者である農家に対する効果を中心に有用な知見を得たい。 

 JICAの今後のための勉強会的位置付け。 

 

２．貧困の定義、基準がはっきりせず、理解が困難であるとの意見が多く出されていた、ここで

は農村、農民としての貧困を対象とすることにする。 

 

３．事例発表 

 (1) スリランカ・ガンパハ農業普及改善計画 

   プロジェクトサイトは都市近郊に位置し、茶、ゴム・ココナッツのプランテーションがあ

り、土地を持っている農家と持っていない農家で構成される。プロジェクトは１～２haの農

家を対象とし、土地及び生産物の多様な利用、技術、経営改善を推している。貧困対策がプ

ロジェクトの直接の目的ではないが、プロジェクトの対象の大半は零細農民なので、結果的

に貧困対策にもなってくる。貧困対策を視野に入れるのであれば、総合農村開発的なテーマ

で取り組むべきではないか。 

 (2) ラオス・ヴィエンチャン県農業農村開発計画 

   フェーズ２に入っており、100戸程度40ha（１戸0.4ha）。少数民族でベトナム戦争後に定義

した集落を対象に、基盤整備事業、生産性向上、組織作り、研修を行っている。 

 昨日は天水田水稲、野菜、果樹等食糧自給率30～70％で貧困度は高い。 

 (3) タンザニア・キリマンジャロ農業技術訓練センター計画 

   20年来の稲作技術改善の成果をタンザニア全体に広めるために、普及員等の職員、中核農

家を対象としたフォローアップ研修及び合同集団研修、経済的水準の低い農家を対象とした

現地研修を手段としている。Ｃ／Ｐの技術向上も大きな目的であるが、Ｃ／Ｐの経済状態の

悪いことも大きな問題でプロジェクトの対応が重要。 

 普及員と農民の合同研修については、非常に評判が良い。 

 

４．主な課題・意見 

 (1) 農村貧困、低所得の原因：地域の立地条件として水不足、塩分高原、乾燥（半乾燥）、低肥
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沃度等がある。 

 (2) 貧困の事例として：中国で年2000元程度の収入、メキシコで生存水準以下が30％ 

 (3) アフリカ（ガーナ）は国そのものが貧困であり、農村、農民だけの貧困を論じても意味が

ない。カウンターパートも貧困、水の問題、医療の問題も大きい。 

 (4) 技術普及の効果的手段：農業技術は幅広い要素を含み、環境変動が大きく、言葉が文章に

表現できないところが多い。現場実証はその点効果的である。プロジェクト終了後の対応は

どうなるとの質問があったが、実証は普及のはじめの数年で十分である。 

 (5) 貧困対策に意図的に取り組もうとしても、プロジェクト５年間で成果を上げるにはどんな

手段を選択できるか、JICAの成果に対する評価がはっきりしない限り難しい。 

 (6) 貧困対策の大きな柱の一つは所得向上対策ではないか。その場合、単に農業生産だけでな

く、いろいろな所得機会を含めて全体としての向上を考えればよい。 

 (7) 貧困対策として普及活動は重要だが、普及の機能の中で、技術指導のウェイトが軽視され

ているのではないか。 

 (8) 貧農もしくは小農を対象とした具体的技術 

  ① 効率的な普及（技術に対する理解） 

  ② 組織（農協）による分配の公平化 

  ③ 低投入、低コスト技術（優秀な品種、種子、有機物資源、副産物の有効利用、畜産との

連携、多様化） 
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平成10年度リーダー会議 畜園課プロジェクト・リーダー分科会 
討議報告書 

 

テーマ「モニタリング・評価」 
1999年２月５日(金) 9：40～12：20 

 

１．PDMについての共通認識 

 (1) PDMをモニタリングに活用しやすいプロジェクトと、そうでないプロジェクトがある。 

 (2) 現在実施中のほとんどのプロジェクトではＲ／Ｄ締結時に日本側のみでPDMを作成して

いる。 

 (3) 特に小農対策のプロジェクトでは数値目標に耐えるデータの入手が困難である。 

 (4) 研究プロジェクトでは実施中にPDMによるモニタリングは困難である。 

 (5) 事例紹介（ケーススタディ）があれば理解しやすい。 

 (6) プロジェクト活動の達成度（活動の進み具合）と専門家の技術移転の達成度（Ｃ／Ｐの能

力の向上）は別々に捉えた方がよい。 

 (7) PDMの理解について、専門家、Ｃ／Ｐと同様、JICA職員の理解度にも濃淡がある。 

 

２．提言 

 (1) PCM手法について、専門家に対する事前研修の実施が必要であるとともに、JICA職員の理

解度の向上も必要である。 

 (2) 案件形成時にPCM手法を用いてPDMを作成することが望ましい。 

 (3) プロジェクトの性格によってPDM導入の適否がある。 

 (4) 数値目標の設定が望ましいが、それによりプロジェクト活動にしばりがかかる場合もある

ので、低めに設定するのが得策である。 

 (5) プロジェクト活動の最終評価をPDMによって行うのがよいのか検討が必要である。 
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平成10年度リーダー会議 畜園課プロジェクト・リーダー分科会 
討議報告書 

 

テーマ「プロジェクト成果の広め方」 
1999年２月５日(金) 13：30～16：00 

 

１．事例研究 

 (1) 主な活動としては、パンフレットの作成、セミナーの開催、技術の実証展示、学会発表、

新聞・マスコミ等での広報活動の実施 

 (2) 畜産・園芸の特徴を生かした展示販売会、試食会などの開催 

 (3) その他独自の活動としては、やる気のある農家への認定証の発行、普及員の１年間の長期

研修（ネパール）、草の根活動支援費の活用（ドミニカ共）、ホームページの開設（ウルグァ

イ、アルゼンティン）、Ｐ／Ｊ活動のビデオ化（アルゼンティン） 

 

２．課題 

 (1) ローカルコスト等へのコスト負担 

 (2) Ｃ／Ｐのオーナーシップ 

 (3) プロジェクト終了に伴う啓蒙普及等の継続 

 (4) モデル農家（実証展示）について、点から面へ広める工夫 

 (5) 情報公開に対する規則 

 (6) 普及員の資質と数 

 

３．今後の案件形成への提言 

 (1) 技術指導と普及・Ｃ／Ｐ機関の連携 

 (2) 案件形成時のインフラ整備状況の確認、相手側負担、Ｃ／Ｐ定着の保証 

 (3) 相手側の政策（振興、普及）とＰ／Ｊ成果の持続性 

 (4) NGOとの協力、農協等民間活力の活用 

 (5) その他（生産物の流通体制、普及に要する営農資金活動制度、現地業務費等の活用） 
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平成10年度プロジェクト・リーダー会議林業分野分科会討議要約 
平成11年２月５日 

 

１．社会林業協力の展開にあたっての協力活動の範囲 

 社会林業は、地域住民の社会福祉の安定・向上を目的としている。したがって共通認識として

は林業以外の分野が地域住民の生活には必要不可欠である。しかし実際のプロジェクトの設計・

運営にあたっては、他分野を含んだ活動が効果的である場合や、また技術的に困難な地域で、技

術開発を先行して行う必要がある場合などさまざまなケースがあることから、その国や地域に最

も適した対応を取るべきである。 

 また社会林業の定義にとらわれずに、林業セクターからのアプローチとして、住民の意思を尊

重するParticipatory Approach、あるいは山村開発アプローチの一要素として林業セクターを捉え

る考え方もある。 

 

２．女性他社会的弱者への配慮 

 社会林業プロジェクトとしての社会的弱者の捉え方は、社会的な階層の解消といったものでは

ない。女性や、職業カースト等社会的弱者は実際の森林ユーザーとして重要であり、これらの人々

の参加なくしては、森林の持続的利用・保全が成り立たないためである。 

 その場合に重要であるのは、地域の男性等、社会的に上位に立つものの意識改革である。 

 ５年間の協力期間で地域住民の意識改革に至るには困難もあるが、ある程度の変化がみられた

事例もある。また女性の生活改善などをめざす場合には、省エネかまどの普及など、対象と内容

を絞ることにより、５年間で成果目標の達成が可能な例もある。 

 プロジェクトの女性スタッフの視点により、男性では気づけない問題点が明らかにされたり、

提案がなされた例が多数あり、社会林業プロジェクトには積極的に女性スタッフを含んでいくべ

きである。 

 

３．現地資源、既存成果の活用 

 まず現地の詳細な状況把握を行い、現地に存在する社会的・技術的資源・問題点を明らかにし

ておく必要がある。その資料に基づき、現地に存在する資源を最大限に活用することが効果的で

ある。また現地に不足する技術・資源に関してはプロジェクトによる開発や、外部からの導入を

図る必要がある。 

 対象地域の社会状況等、場合によっては日本人専門家よりも、現地の人間あるいは第三国人の

方が有利な場合があり、その場合には日本人以外の活用を考える必要がある。 
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４．社会林業協力における開発「モデル」の考え方 

 モデルを考える場合、全ての状況に対応できる唯一のモデルは存在せず、常にその場所・時の

状況を明らかにし、それを前提条件として把握しておかなければならない。プロトタイプとして

のモデルを他の地域やコミュニティーに移転する場合には、前提条件の違いを見極めて、その地

域の状況に合わせるための変更が必要であり、モデルとともにそうしたノウハウをパッケージと

して準備しておかなければならない。 

 成功例よりも失敗例からより多くを学べる場合もあり、成功例のみならず失敗例も事例として

取りまとめ、分析する必要がある。 

 

５．住民と行政の両輪をどう自立発展させるか 

 原則的に住民が実施者、行政はアドバイザーである。お互いがお互いの役割を認識する必要が

ある。また行政は住民が実施するための制度の整備等を行う必要もある。 

 このためには行政トップの理解が不可欠であり、プロジェクトからの働きかけが必要である。

継続して行政が期待される役割を果たしていくためには、常に行政担当者の参加を求め、プロジ

ェクト終了後にも既存の資源を最大活用することが可能となるよう配慮する必要がある。 
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平成10年度　農林水産業協力プロジェクト・リーダー会議分野別分科会
分科会「環境を重視した水産協力への取り組みについて」

　 　座　長：野呂　忠秀（マレイシア・水産資源環境研究計画プロジェクト・リーダー）

　 　書　記：池ノ上　宏（インドネシア・多種類種苗生産技術開発プロジェクト・リーダー）

　 　　　　　大橋　元裕（マラウイ・在来種増養殖研究プロジェクト・リーダー）

　 　参加者：[資料３]参照

　 　日　時：平成11年２月５日　10：40～15：30

　 　会　場：JICA本部７F、農林水産開発事業部会議室

１．背景説明

　JICA創立以来四半世紀にわたって我が国水産業の技術協力を支えてきた「水産業技術協力課」

は、平成11年度の組織改組により衣替えし「水産環境協力課」となる。その所属も、これまでの

「林業水産開発協力部」と「社会開発協力部」の一部を統合した「森林・自然環境協力部」に属

することとなった。

　これは、自然生態系の再生産機構を有効に利用し、自然と共存しながら水産業の発展をさせよ

うとする内外の趨勢を反映したものである。

　そこで、リーダー会議出席のため世界各地の12か国から東京に集まった水産関連プロジェクト

のリーダー12人が、当該分野における技術協力のありかたと環境保全の関わりを論ずるために、

分科会形式の討論会を持った。

　これは、その際の討論会での意見を要約し記録したものである。

２．JICA水産プロジェクトの抱える環境問題

　討論に先立ち、12名のチームリーダーにアンケートで自らのプロジェクトと環境問題との関わ

りを質問した。質問に応じたチームリーダーは、現在世界各地で実際に水産プロジェクトの運営

を行っているいずれも豊富な海外経験を有する方々であった。

　[資料１]はその意見を要約し対比したものである。それによれば、多くのリーダーは自らのプ

ロジェクトが環境問題を意識しながら業務を進めている様子がうかがえた。その多くは、漁業訓

練や増養殖、資源調査を目的としたものであったが、うち２件は沿岸生態系の保全を目的とした

研究プロジェクトであった。

３．現職チームリーダーは環境保全をどのように捉えているか

　海洋環境を汚す従来型の収奪型漁業や増殖への危惧はすべてのリーダーに共通する意見である。
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自然の再生産機構を利用しつつ、魚介類の生産を産業的に行うのが水産業であるが、そのために、自

然環境とどのように共存するかについては参加者の意識の中に多様な開きのあることが分かった。 

 

４．これからの水産技術協力案件 

 [資料２]は同じくアンケートにみられるチームリーダーの進める新規プロジェクトの構想である。 

 漁業分野では魚種選択性を持った漁具漁法の開発プロジェクトやダイナマイト漁法のような違法

漁業を防止するための漁村振興策の必要性、さらには水産資源の調査手法をパックで相手国に技術移

転するプロジェクトが推奨された。また、混獲魚や未利用資源の有効利用技術移転も必要とされた。 

 また、増殖部門では林業専門家と協力しマングローブや生態系を利用した栽培漁業（例えばマ

ングローブカニの種苗放流と資源育成）や伝統養殖漁業の見直しに今後の活動を求めている。 

 環境関係の案件としては、既に汚染された海域の環境修復を目的とした海洋調査プロジェクト

が今後生まれるべきであろうとされた。 

 

[資料１]現行プロジェクトの抱える環境問題 

プロジェクト名 環境問題 具体的方策 

アルゼンティン 
水産資源評価管理（千國） なし なし 

インドネシア 
多種類種苗生産技術開発 
（池ノ上） 

①ダイナマイトやKCNを用い
た漁場破壊 

②養殖漁場から廃水流出 

①漁民の収入増加を図り違法漁
業を止めさせる方策が必要 

②養殖場廃水処理を実施した 

オマーン 
漁業訓練（佐伯） 食品加工廃液の流出 廃液処理を実施する 

テュニジア 
漁業訓練（江藤） 乱獲による資源枯渇 漁場環境保全策（ダイナマイト漁

法禁止等）指導 

トルコ 
黒海水域増養殖開発（原） 

①養殖場内の水質が悪化 
 稚魚が●死した 
②奇形魚発生 

ふ化場廃水の浄化や薬剤使用制
限を行った 

チリ 
貝類増養殖（川村） 

港湾の海水が飼育生物の飼育
に不適 

取水口から汚濁海水が入り込ま
ないよう注意した 

モロッコ 
水産専門技術訓練（戸塚） 

混獲物やゴミの海中不法投棄
が行われている 

漁業者のモラル向上にむけた啓
蒙普及の必要性あり 

トリニダット・トバゴ 
漁業訓練（千賀） 

浅海域の資源減少と環境破壊
が起こっている 

①環境を配慮した漁具漁法の導
入が必要 

②未利用資源の利用技術開発も
必要 

マダガスカル 
北西部養殖振興（末光） 

エビ養殖場から廃水が放出さ
れている 

廃水浄化、富栄養化防止、粗放的養
殖、マングローブ保全を図っている 

マラウイ 
在来種増養殖（大橋） 

マラウイ湖の固有種を保護す
る必要あり 

①外来種導入禁止と在来種の養
殖を実施 

②生育養殖を止め施肥養魚 

マレイシア 
水産資源環境保全（野呂） 

マラッカ海峡の海洋汚染が深
刻化している 

マラッカ海峡を保全するため海
洋調査を実施中 

モーリシァス 
沿岸資源環境保全（岩元） 沿岸資源の枯渇傾向あり 

沿岸環境のモニタリングと固有
粗放養殖方の環境への影響を調
査している 
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[資料２]環境を考慮した水産協力プロジェクトの例

　事前に行ったアンケートでリーダーが推賞したこれからの水産案件。番号の黒丸は特に多くのリーダー

が推賞したもの。

　＜漁業＞

　　①環境保全に留意した漁業技術システムの開発（池ノ上、千賀）

　　　　　ダイナマイト漁法をしないでも済む沿岸漁業技術（収入増加策）

　　②漁業訓練プロジェクト（佐伯、江藤、戸塚）

　　　　　選択性漁具漁法の開発

　　③資源調査プロジェクト（佐伯）

　　　　　MSYを持続させるための資源調査や漁業政策立案

　＜水産加工＞

　　④水産物加工プロジェクト（佐伯、江藤、戸塚）

　　　　　冷凍技術普及、地域に密着した水産加工品の開発

　　　　　商品価値の少ない混漁資源の有効利用

　　　　　魚類資源の有効利用と未利用資源の開発

　＜増養殖＞

　　⑤マングローブ林や干潟、珊瑚礁の保全と漁場保全（佐伯、野呂）

　　⑥生態系保全型養殖開発プロジェクト（原、川村、大橋、岩元、戸塚）

　　　　　社会開発の研究者も交えた養殖技術移転

　　　　　給餌式魚類養殖から栽培漁業への転換と漁村振興（佐伯）

　　　　　熱帯域汽水養殖池の修復と伝統的施肥養殖の見直し（末光）

　　⑦栽培漁業のための種苗生産（佐伯）

　＜環境保全＞

　　⑧赤潮モニタリング（川村、野呂）

　　　　　貝類毒化機構の解明と監視

　　⑨汚染海域修復事業（野呂）

　　　　　マニラ湾環境修復計画

　　　　　ラグナ湖環境修復計画

　　⑩漁業水質汚染規制（佐伯）

　＜地域汚染＞

　　⑪環境保全を配慮した水産NGOへの専門家派遣（池ノ上）

　　⑫小規模漁村開発実証プロジェクト（池ノ上）

　　　　　農林水畜産、村落開発、環境保全を総合化し、JOCAや

　　　　　シルバーボランティアをも巻き込んだもの

　＜その他＞

　　⑬環境案件ガイドブック（千賀）

　　⑭水産環境保護政策アドバイス（佐伯、江藤）
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[資料３]分科会参加者 

  池ノ上 宏 インドネシア多種類種苗生産技術開発 

  野呂 忠秀 マレイシア水産資源環境研究 

  原  士郎 トルコ黒海水域増養殖開発 

  大橋 元裕 マラウイ在来種増養殖研究 

  江藤 誠一 テュニジア漁業訓練 

  佐伯 靖彦 オマーン漁業訓練 

  戸塚 峻二 モロッコ水産専門技術訓練センター 

  岩元  浩 モーリシァス沿岸資源環境保全 

  千國 史郎 アルゼンティン水産資源評価管理 

  川村 一廣 チリ貝類増養殖開発 

  千賀 和雄 トリニダット・トバゴ漁業訓練 

  末光 政典 マダガスカル北西部養殖振興 

 

  黒木  亮 林業水産技術開発部長 

  丹羽  行 水産業技術協力課課長 

  吉田 勝美 水産業技術協力課課長代理 

  その他、JICA水産関連職員 
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林開部 林業技術協力課 

平成10年度プロジェクト・リーダー会議分科会討議資料 

要約 

① 社会林業協力の展開に当たっての協力活動の範囲 
 
新たな発想で、林業、農業、社会開発を含めた総合的なプロジェクトを考えることが現実的。 
住民のインセンティブは土地利用の改善による収入向上であるから、総合的取り組みが必要。 
鍵は、直接住民に呼びかけ、その声を吸い上げるシステムを創ること。持続的に再生できるシステム。 
普及チームに林業以外の部局のメンバーを組み込む。 
保健、教育、生活水準など生活環境整備セクターとの連携は必須であるが、総合的アプローチではなく林業の社会性。 
総合的プロジェクトに林業セクターが参加することと、社会林業プロジェクトは別もの。 

② 女性他社会的弱者への配慮とプロジェクトへの組み込み 
 
女性は、森林の利用について男性と異なる意見を持ちながら、社会的・文化的制約から参加機会が少ないのが実態。 
女性、貧困層は森林への依存度が大きいことから、森林破壊の影響も大きい。 
プロジェクトの成果に大きく影響するが、目に見える成果は時間が必要。 

③ 現地資源、既存成果の活用 
 
地域住民に密着した技術は、専門家以上に地域住民の知識は豊富。住民技術の改良に専門家の技術は必要。 
アグロフォレストリー、村落苗畑運営等の林業技術は現地資源、既存成果で対応可。 
技術の「開発」ではなく、既存技術の適応のための「改良」をめざすべき。 
住民は、自らの責任で自らの利益になると理解すれば、最小限の外部支援で事業を積極的に行う意思と能力がある。 
要は、これまでどのような成果があるのかを十分に把握すること。 

④ 社会林業協力における開発「モデル」の考え方 
 
他の地域への普及は相手方の実行力如何。 
ガイドライン等は政府側スタッフが活用するもので、住民へは見本を提示し、実践的な施行普及を行うこと。 
ガイドライン等は道具。良い事例は波及効果をもつ。実用レベルで応用できる一般性を含む成功事例が普及可能。 
生活を豊かにする具体的なモデルであること。Farmer to Farmer Extension、良いものは自然に広がる。 
プロセスを展示。住民は生産量の最大化よりもリスクの最小化を重視。 
普及事業を「モデル的に実施する」のではなく、自治体の普及行政を指導・助言し、住民に直接働きかけが必要。 
技術移転の直接の相手は技術者、行政者、Ｃ／Ｐ。成果が自立発展するとすれば、小資本で短期現金収入を目標。 
過去の技術モデルの欠点：コストが不明確。モデルに接する住民の数が少ない。住民によるモデルの有効性未確認。 

⑤ 住民と行政の両輪をどう自立発展させるか 
 
対立構造を前提とすべきではない。 
技術移転の視点では対象はＣ／Ｐである。住民の自立発展まで考える必要性から。便益の対象地域住民の位置付けは？ 
行政側はファシリテーター。住民側ではリーダーシップとグループ育成。 
住民と行政は両輪ではない。両輪を使って走るのは「住民」。行政はファシリテーター（道路整備、給油所整備） 
社会林業の定着には地域リーダー（地方行政官、団体・集落代表）のエンパワーメントが重要。 
各国の地方分権化政策は、財政的裏付けが薄い、掛け声レベルを脱していない。自治体の強化と住民直接支援。 
地域の社会基盤の整備と福祉向上の支援は行政機関の役割。技術普及の担い手になる組織が協力対象。 
民：女性・貧困層への配慮、受益者の組織活動能力、リーダーシップ、資金の増殖と管理、関連機関との連携。 
官：地域開発指針・事業ガイドラインの提示、民に対する助言、関連機関との調整・連携。 

⑥ その他（討議すべき項目等、何でも結構です） 
 
住民の自助努力に全面依存すれば、目標達成に時間を要し、レベルも低下。 
技術移転に主眼をおいた技術協力とは大きく異なっていることの認識が必要。キャッシュグラント等の制度が必要。 
NGOの一般的特徴としての、思考の柔軟性、積極性、行動力、住民レベルの発想の活用。 
ソフト面の技術（如何に住民を知り、住民の参加を促進するか、関連分野との調整力、社会面の理解力）が重要。 
技術移転は技術だけで可能か、技術の定着に必要なものは何か？ 

－181－
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